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カンボジアの復興開発プロセスと日本の援助・投資

稲田　十一

はじめに

カンボジアは、近年経済的には着実な経済発

展を遂げている。歴史をさかのぼると、1970

年代後半のクメール・ルージュによる大虐殺、

79年末のベトナム軍のカンボジア侵攻とその

後のヘン・サムリン政権時代には、国際的に孤

立し、経済的にもきわめて困窮した状況にあっ

た。その後、90年代初頭に開始されたカンボ

ジア復興支援は、日本を含めた国際社会による

復興支援に関する初の大掛かりな取り組みであ

った。

パリ和平合意が締結された1991年から今日

までのカンボジアの歴史を時期区分すると、復

興開発期として、1992年から2006年頃まで、

後述するような四つの段階に区分することがで

きる。2007年以降は、カンボジアに対する海

外からの投資が拡大し、カンボジアはグローバ

ル化された世界経済の中で着実な経済発展を遂

げるようになっている。

本論は、こうした過去20年間のカンボジア

経済の発展を概観し、特に日本のODAの変遷

を跡づけ、ついで、近年の日本の投資の拡大の

展開とその課題を分析するものである1）。

１．近年のカンボジアの着実な経済発
　　展と安定

以下では、まず、カンボジアの過去20年間

の経済発展、人々の生活の改善、政治的社会的

安定の動向を、いくつかの主要指標をみること

によって概観しておくことにしたい。

1-1　カンボジアの経済成長

カンボジアのGDP成長率をみると、1994年

以降着実な経済発展を遂げ、特に1999年以降

2007年までは平均して年率10％程度の成長を

達成してきた。2008年後半の国際金融危機以降、

GDP成長率は鈍化しているが、2010年には回

復傾向にある（表1-1）。農業生産の安定的な伸

び、縫製業の拡大、ア

ンコール・ワットに代

表される観光業の伸び

などが寄与しているも

のと考えられる。

また、産業別GDP構

成比率をみると、2011

年の数値で、農林水産

業セクターが約32％、

表1-1　カンボジアのGDP成長率の推移（1994－2010年）

（注）カンボジア計画省統計局データより作成。（単位：％）
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工業セクターが約22％であり、この比率は過

去5年間あまり変わっていない。労働人口でみ

ると、工業セクターは約9%にすぎず、人口の大

部分（59％）は依然として農業セクターである2）。

1-2　一人あたり所得の向上

一人あたりGDPの推移をみると、以下の表

1-2にみられるように、パリ和平合意後の1991

年から2000年までの10年間の一人あたり所得

は停滞し、世界の最貧国の一つであり続けたが、

2001年以降は、着実な発展を遂げてきたこと

がわかる。

1-3　経済・社会指標の緩やかな改善

　　　　－UNDPのHDI

人々の生活状況の改善や開発の度合いは所得

水準だけで示されるものではないので、ある種

の経済・社会のパーフォーマンス指標である、

UNDP（国連開発計画）の「人間開発指標（HDI: 

Human Development Index）」の変化もみておく

ことにしよう。HDIは、一人あたり所得に加え

教育や保健分野のいくつかの指標を取り上げて

総合指標として提示したものである。HDIは

1990年の「人間開発報告書」以来国際比較に

加え、時系列の変化をみる上でも有益な指標で

あったが、2010年版よりHDIの計算の仕方が

改められ、2008年以降の指標は、それ以前と

は継続性がなくなっているので、以下の表1-3

では2007年までの指標をまとめている。

カンボジアにおけるHDIの数値の変化をみ

ると、一人あたりの実質GDPの計算は、購買

力平価をもとに計算されているため、比較的高

表1-2　カンボジアの一人あたりGDPの推移（1991－2011年）

（注）International Monetary Fund, World Economic Outlook Database．2011　（単位：米ドル）
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表1-3　カンボジアのHDI（人間開発指標）の時系列変化

出生時平
均余命　
（年）

成人識字
率　　　
（％）

全教育レ
ベル合計
就 学 率
（％）

一人あた
りの実質
GDP
（PPP/ドル）

余命指数 教育指数 GDP 指数
人間開発
指 数 

（HDI 値）
HDIの順
位

1993 51.9 35.0 30 1,250 0.45 0.33 0.19 0.325 156
1997 53.4 66.0 61 1,290 0.47 0.64 0.43 0.514 137
2000 56.4 67.8 62 1,446 0.52 0.66 0.45 0.543 130
2003 56.2 73.6 59 2,078 0.52 0.69 0.51 0.571 130
2007 60.6 76.3 59 1,802 0.59 0.70 0.48 0.593 137

（出所）UNDP『人間開発報告書』1996年、1999年、2002年、2005年、2009年、2010年より作成。
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く評価されている。他方、平均余命や成人識字

率は徐々に改善してきているものの、全教育レ

ベルの就学率は停滞していることが示されてい

る。また、カンボジアのHDIの国際的順位は

依然として低位（130－137位）にあり、しかも

99年以降の持続的開発期に入ったと考えられ

る時期においてもその向上のスピードは遅い。

1-4　課題を抱えるガバナンス－世界銀行のCPIA

一方、政府の経済運営能力などの、いわゆる

ガバナンス能力の推移をみるには、世銀のCPIA

（Country Policy and Institutional Assessment : 国

別政策制度評価）をみることにより推し量るこ

とができる。CPIAとは、国際開発協会（IDA）

の融資や支援を決定する際の主要参考指標で、

その国の制度や政策の善し悪しの度合いを指標

（最低数値が1、最高数値を6）で表すものであ

る。この数値は1996年から測定され公表され

るようになった指標なので、1995年以前は把

握できないが、96年以降の3年毎の指標の変化

を示したものが、表1-4である。

この数値の推移を見ると、全ての指標につい

て次第に改善に向かっている。とりわけ経済運

営に関連する指標が良くなっているのに対し

（2.7から3.8へ）、ガバナンス（公的部門の運

営と制度）に関連する指標が依然として低く、

またその改善のスピードが遅い（2.4から2.8

へ）。行政能力が依然として低いこと、腐敗や

汚職が蔓延していることが、このような低い評

価につながっていると考えられる。

ちなみに、世銀は、3.2未満を制度や政策に

問題のある「脆弱国家」に属するレベルとして

位置づけており、この基準に照らすと、カンボ

ジアが総合評価として「脆弱国家」を脱したの

は、（この表には記載されていないが）2007年

以降の時期であり、ガバナンス（公的部門の運

営と制度）分野は依然として「脆弱国家」レベ

ルの評価であることが示されている3）。

1-5　国としての安定度

　　　－「破綻国家指標（Failed States Index）」

より広く、国としての「安定度」をみる指標

の一つとして、例えばForeign Policy誌が作成

した「破綻国家指標」がある。この指標は各項

目についての10段階評価であり（高いほど悪

い）、2006年より毎年指標化され公表されるよ

うになっている。

これによれば、カンボジアの指標は以下の表

1-5のようになっている。

悪い数値は、人口動態圧力、人的逃避、国家

の非正統化、公的サービス、党派的エリートで

あり、経済や集団の不満、治安機構は他の指標

と比較して比較的よい評価を得て

いる。また、2006－2011年の5年

間にかなりの改善がみられるのは

難民・国内避難民（の減少）であ

り、逆に悪化が顕著なのは、経済、

公的サービス、人権、外的介入等

である。総合点では、カンボジア

は最悪のレーティングの国（スー

ダン）から数えて47（2006年）、

48（2008年）番目から、2011年

には38番目に位置づけられてお

表1-4　カンボジアのCPIAの時系列変化

年 総合評価 経済運営
（1－4）

構造政策
（5－10）

社会的公
正に関す
る政策

（11－15）

公的部門
の運営と
制度

（16－20）

1996 2.65 2.67 2.40 － －

1999 2.8 3.0 2.9 2.7 2.4

2002 3.1 3.6 2.9 3.2 2.6

2005 3.1 3.7 3.0 3.1 2.6

2008 3.3 3.8 3.3 3.3 2.7

2011 3.4 3.8 3.5 3.5 2.8
（注）世銀資料より作成、96年は経済運営・構造政策のみ評価。
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り、近年評価を下げている（上位ほど悪い）。

この「破綻国家指標」は欧米的な価値観を反映

しており、近年のカンボジアの状況に関しては

評価が下がっていることが伺われる。

欧米的な価値観を反映した評価指標の別の例

として、Transparency Internationalが毎年作成し

ている「腐敗認識指数（Corruption Perception 

Index: CPI）」がある｡これは腐敗度の深刻さを

数値（1から10）で示したもので、数値が低い

ほど腐敗度が高いことを意味する。カンボジア

の場合、2005年に2.3（世界順位でみると良い

方から数えて130位）、2007年に2.0（同162位）、

2010年に2.1（同154位）と、世界で最も腐敗

度の高い国の一つと見なされており、また、

2005年と比較すると近年、更に悪化傾向にあ

ると考えられている。

以下で、1990年代以来の約20年間にわたる

カンボジアの主要な政治社会動向と開発にむけ

た動き、およびASEANを中心とする周辺諸国

との外交関係について、一覧表の形で整理して

おいた。

表1-5　カンボジアの「破綻国家指標（Failed States Index）」の推移

総
合
点
︵
合
計
︶

人
口
動
態
圧
力

難
民
・
国
内
避
難
民

集
団
の
不
満

人
的
逃
避

不
均
等
発
展

経
済

国
家
の
非
正
統
化

公
的
サ
ー
ビ
ス

人
権

治
安
機
構

党
派
的
エ
リ
ー
ト

外
的
介
入

2006 85.0 7.5 6.5 7.0 8.0 7.2 6.0 7.8 7.5 6.9 6.7 7.5 6.4

2008 85.8 7.8 5.7 7.5 8.0 7.2 6.6 8.3 7.6 7.1 6.2 7.2 6.6

 2011 88.5 7.7 5.6 7.2 7.6 6.8 7.2 8.5 8.4 8.0 6.2 8.0 7.4
（出所）Foreign Policy誌が作成したThe Failed States Index（2006, 2008, 20011）より作成。

表1-6　過去20年間のカンボジア動向年表

カンボジア動向 カンボジア開発計画 ASEAN等、外交関係

1991 緊
急
人
道
復
興
支
援
期

10月　パリ和平協定締結

1992 ３月　UNTAC活動開始 92　第4回サミット―AFTA導入決定

1993 ５月　第一回総選挙（KR不参加）
９月　新王国憲法公布
　　　新王国政府成立

1994 ポル・ポト派非合法化 ２月　国家開発計画NPRD発表
　　　CDC設立

1995 ２月　INPRD策定 95　ベトナムのASEAN加盟
　　第5回サミット―AFTA2003

に前倒し

1996 イエン･サリ投降・恩赦 社会経済開発計画SEDP策定
（96-2000）

1997 調
整
期

７月　CPP Funcinpec武力衝突
ASEAN加盟見送り
ポル･ポト死去

97　ラオス・ミャンマーのASEAN
加盟

７月　アジア通貨危機
12月　ASEANビジョン2020
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２．復興から開発への移行とODAの役割

次に、以下で、こうしたカンボジアの新たな

国づくりを支援してきた日本のODAについて、

その展開過程を整理しておくことにしたい。

日本政府は、1991年パリ和平協定の締結に

尽力するなど、カンボジア和平に外交面から非

常に深く関わった4）。また、PKOへの初めての

参加、警察支援などこれまで関与しなかった分

野にも意欲的な支援を行った。経済復興面でも

ODAの積極的な投入を行ってきた。

（注）筆者作成

カンボジア動向 カンボジア開発計画 ASEAN等、外交関係

1998 ７月　第2回総選挙
11月　Hun Senを中心としたCPP 

/Funcinpec連立政権
12月　KRキュウ･サンパン､ノン

チア投降

三角形戦略 98　第7回サミットハノイ行動計画

1999 ４月　ASEAN加盟 教育SWAP、保健SWIM導入
２月　DDR計画発表－00年開始

99　カンボジアのASEAN加盟

2000 持
続
的
開
発
期

５月　PRSP導入発表
政府・ドナー･パートナーシップ
WG設置

2001 ７月　SEDPII策定（2001-05）

2002 ASEANサミット主催 ２月　国家貧困削減戦略NPRS
策定（2003-05）

02　カンボジア・サミット主催

2003 ６月　第３回総選挙 カンボジアMDGs策定
17のTWG/GDCC設置

2004 ６月　組閣 四辺形戦略発表 04　ビエンチャン行動計画

2005 05 　ASEANプラス３サミット

2006 クメール・ルージュ裁判実施 国家戦略開発計画NSDP策定
（2006-10）

06　東アジアサミット

2007 グ
ロ
ー
バ
ル
化
進
展

米国　対政府直接援助を再開

2008 第４回選挙-人民党圧勝 08　プレアビヒア寺院が世界遺
産登録

2009 以降、タイと断続的に武力衝突

2010

2011

2012 12 カンボジアがASEAN議長国

2-1　日本のカンボジア支援の概要

1992年以降のカンボジア復興期において、

カンボジアに対する最大ドナーは言うまでもな

く日本であった。他の主要な支援国・機関は、

国際機関としては、UNDP、世銀 （主として譲

許性の高い援助を行う国際開発協会（IDA））、

ア ジ ア 開 発 銀 行（Asian Development Bank: 

ADB）、そして地域機構としてのEU（欧州連

合）、等である。2国間ドナーとしては、米国・

豪州・フランスが主要な支援国である。

基本的統計として、過去20年間の主要ドナ
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ーによるカンボジアへのODA供与額の推移を

まとめたのが表2-1である。UNTAC（United 

Nations Transitional Authority in Cambodia : 国連

カンボジア暫定統治機構）後の緊急復興期に国

際社会の支援は比較的大きく、政変後の調整期

である1997-99年に減少し、その後2000年以降、

再び支援総額が拡大してきたことが分かる。全

体のシェアとしては、日本のODAが（二国間

支援と多国間支援の両方をあわせた）国際社会

全体の支援額のおよそ20％を占める。大雑把

に言って、ADBと世銀が日本のおよそ半分の

規模、米国・フランス・EUがそれぞれ日本の

およそ3分の1程度の支援を供与してきた。

なお、後述するように、2008年頃から中国

の支援が拡大している。中国はOECDに加盟し

ていないため、DACのODA統計にその援助額

が記載されておらず、その詳細は不明であるが、

2009年には1億米ドルの水準を超え、日本の

ODA額と肩を並べるか、あるいは日本を抜い

てカンボジアに対する最大の支援国になったと

いわれている。

2-2　カンボジア支援の時期区分

日本政府は、復興支援を進めていく過程で、

現場のニーズや国際社会での議論の流れを受け、

従来日本が得意としてきた経済社会基盤整備及

び人材育成分野の支援を中心に据えながらも、

紛争終結国であるカンボジアの特殊な支援ニー

ズである地雷除去や除隊兵士支援、あるいは国

家のガバナンス再構築に着目した民法典作成支

援などの分野へと支援対象を広げていった。こ

れらの分野の支援は、その後の日本の平和構築

支援にとって貴重な経験となっている。ただし、

その活動における治安状況に配慮して、カンボ

ジアの地方展開が本格化したのは、地方におけ

る危険度が下がった1999年-2000年以降のこと

であった。

パリ和平合意が締結された1991年から今日

までのカンボジアを、復興開発支援の観点から

時期区分すると、次のような4つの段階に区分

することができる。以下では、カンボジア復興

プロセスの時期区分に対応した、その支援の重

点を整理した表を、まず示しておくことにしよ

う（表2-2）5）。

表2-1　主要ドナーによる対カンボジアODA額の推移（1992－2009年）

（注）1．支出純額、ODAネット（単位：百万米ドル）　　2．DAC統計より作成
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すなわち、①緊急人道支援と復旧復興支援が

重なる時期である、第1期（1991-93年）、②復

旧・復興期である、第2期（1993-97年）、③調

整期とされる、第3期（1997-99年）、④持続的

開発期と呼びうる、第4期（1999年-2006年）、

に分けて概観することができよう。

なお、2007年以降は後述するように、投資

の規模が拡大しており、この時期は⑤グローバ

ル化の中での経済発展期（第5期）、としてと

らえることにしたい。

第1期（1991-93年）は、1991年10月23日に

パリ和平協定が締結されて以降、国連の包括的

なミッションであるUNTACによる暫定統治、

及びその暫定統治下で行われた制憲議会選挙

（1993年5月）を経て、同年6月14日に憲法議

会が召集されるまでの、いわゆる国連暫定統治

の時期である。

パリ和平協定によって設立されたUNTACの

役割は、従来の停戦監視と武装解除を任務とし

てきた国連PKOの枠を大幅に越え、選挙の組

織と実施、難民及び国内避難民の帰国と再定住、

並びに国の再建と復興にまで及んだ。同時期、

UNTACへの支援のみならず、国際社会は、

ODAやNGO活動を通じてカンボジア復興の緊

急ニーズへの対応を開始した。援助のニーズに

は、タイを中心とする周辺国に避難していた難

民及び国境沿いの安全地帯に移っていた避難民

の帰還と再定住、国家統治機能の再構築、国民

の生活基盤の復旧と共に、国内全土に埋められ

た地雷除去作業、DDR等の紛争終結国特有の

緊急課題が存在した。この点から、同時期の支

援は、緊急支援期として位置づけられる。

第2期（1993-97年）は、国家復興開発計画

（National Programme to Rehabilitate and Develop 

Cambodia: NPRD）の策定が行われ、インフラ

の復旧や生活基盤の回復、農村開発などが本格

化し始めた時期である。カンボジアの行政能力

は未だ不十分ではあったが、カンボジア開発評議

会（Council for the Development of Cambodia: 

CDC）を設立するなど、カンボジア側の援助

受け入れ態勢が整い始めた。援助のニーズから

カンボジアを概観すると、生活基盤の復旧復興

と共に、農業の普及、初等教育の拡充などを含

めた社会インフラの整備が重要視されていた時

期である。

第3期（1997-99年）は、一時的なものであ

ったにせよ、1997年7月に二大有力政党であ

るカンボジア人民党（Cambodian People’s Party: 

　表 2-2　日本によるカンボジア支援の重点の推移（概観）

状況 支援の重点・特徴

緊急支援期
（1991-93 年）

和平協定から UNTAC へ PKO 派遣
JICA カンボジア事務所開設

復旧・復興期
（1993-97 年）

新政府成立、政府能力脆弱
地方の治安不安定

外交イニシアティブ（CG 会合開催等）
無償インフラ整備本格化
インフラ整備（無償）と人材育成（技協）の補完協力開始

調整期
（97-99 年）

武力衝突による政情不安定化 支援継続の基本姿勢
無償によるインフラ整備継続
無償と技協の補完協力継続

持続的開発期
（99-2006 年）

ASEAN 加盟、政治社会の安
定化
依然ガバナンスは脆弱

プノンペン市以外の地域へ支援拡大
①インフラ整備　②無償と技協の補完協力　③技協プ
ロジェクト本格化　④有償資金効力開始　⑤新たなモ
ダリティによる協力本格化

（注）筆者作成
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CPP）とフンシンペック党が武力衝突を起こし

たことにより、不安定な調整期として区分して

いる。こうした国内の政治的混乱のために東南

アジア諸国連合（Association of South-East Asian 

Nation: ASEAN）への加盟が1年半遅れるなど、

復興過程としては停滞・後退と言える時期であ

り、それゆえ調整期と位置づけられる。

しかしながら、1998年7月には第2回選挙が

カンボジア側の努力によって順調に実施された。

同年11月には、過半数には達しなかったが最

大の議席を得たCPPと第二党に転落したもの

の引続き大きな議席数を獲得したフンシンペッ

ク党による連立政権が発足するなど、前向きな

動きもあり、こうした動きが国際社会の信頼を

回復させ、次の持続的開発期につながっていく

ことになる。

第4期（1999 -2006年）は、1999年4月のASEAN

加盟を契機として、カンボジアの国際社会への

本格復帰が果たされた後の時期である。近年で

は、国家開発計画が一本化され6）、セクター・

ワイド・アプローチ（Sector-wide Approach: SWAP）

やPRSP（Poverty Reduction Strategy Paper: 貧困削

減戦略報告書）などを軸としながら援助協調の

動きが活発化するなど、いわゆる、復興から

「通常の」開発段階に移って来ていると言えよ

う。他方で世銀によるDDR事業（除隊兵士に

対するパッケージ支援等）は中断され、軍・警

察改革の遅れも指摘され、政府のみならず社

会全体への汚職の広まりも問題視されており、

残された課題もまだまだ多いと言わざるを得

ない。

2-3．日本の支援の具体的な展開過程

日本は、1989年に開始されたパリ和平プロ

セスに積極的に関与し、1992年3月に本格的に

活動を開始した国連カンボジア暫定統治機構

（UNTAC）によるPKO活動に対して初めて文

民警察官を派遣する等、パリ和平合意後の対カ

ンボジア支援は、日本の国際協力にとって新し

い領域を開く機会となった。特に、日本の外交

イニシアティブは顕著であり、1992年6月には

「カンボジア復興国際委員会」（International 

Committee on the Reconstruction of Cambodia: 

ICORC）を主催し、中長期的な復興援助の調

整メカニズムとしての ICORCの議長を1993年

から3年間務めた。

日本の開発支援としては、1992年5月に一般

無償資金協力「食料増産援助プロジェクト」の

交換公文がカンボジアとの間に締結されたこと

を契機に、本格的な復旧復興支援が開始された。

同年9月には、「チュルイ・チョンパー橋修復

計画（1期）」の交換公文が締結された。プノ

ンペン市民には「日本橋」の名で知られている

同架橋は、1994年にその復旧が完了し、当時、

人々にとって「平和の配当」の象徴的な存在と

なったとされる。JICAプノンペン事務所は、

1993年に開設され、日本の開発援助の拠点が

出来上がった。

この時期は、前節で示したカンボジア支援の

時代区分で言うところの第1期（1991-93年）

「緊急支援期」に当たる。パリ和平合意の下で、

難民帰還・国内再定住を中心とする人道支援が

行なわれている同時期に、国家統治機能の再構

築及び人々の生活基盤の復旧に対して開発援助

が入ってくるという、いわゆる移行期支援に相

当する時期である。

1993年5月の総選挙を受けて、その後、多く

の問題は残しながらも、憲法制定議会の招集、

人民党党首のフン・センとフンシンペック党の

党首であるラナリットを共同首相とする国民政

府の発足、新カンボジア王国憲法の公布と、民

主主義国家としての基盤が形成されていった。

同年9月24日、UNTACはその活動を終えて撤

退し、カンボジアは新たな民主国家としての道
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を歩み始めた。

この時期から1997年7月、CPPとフンシンペ

ック党の主力2派による武力衝突が勃発するま

での「復旧・復興期」は、日本を含めた国際社

会による復旧復興支援が活発化していった時期

である。1995年の日本の対カンボジアODA額

は1億5200万米ドルの実績となっており、単年

としては過去20年間で最大の援助額を記録し

た。1996年には、ICORC（カンボジア復興国

際委員会）に代わってCG（Consulting Group: 

支援国会合）が組織されるようになり、2001

年まで毎年、日本とフランスが交互にホスト国

となってCG会合を主催し、終始、カンボジア

の復興を支える国際社会をリードする役割を担

って来たと言えよう。

カンボジア支援に対する日本の姿勢が顕著に

現れたのは、1997年7月のCPPとフンシンペッ

クとの武力衝突直後であった。国際機関及びド

ナー各国が政治的混乱を理由に支援を減らして

いく中で、日本の援助額に大きな減少はなく、

既に実施されていた案件はそのまま継続するな

ど、武力衝突の影響を最小限にとどめようとし

た。こうした政策的判断の根底には、政治的安

定に至るプロセスはより長期的な視野でみるべ

きであり、一時的な政治的混乱によってカンボ

ジアの復興プロセスを挫折させてはならない、

との基本的スタンスがあった。

上記の「チュルイ・チョンパー橋修復計画」

以後、1997年7月の武力衝突までの間にカンボ

ジア政府との間で締結された一般無償資金協力

交換公文は31件（案件数としては13件）であ

り、主にプノンペンを中心とした大規模インフ

ラの復旧復興整備に特化した協力が実施され

た7）。例を挙げると、プノンペン市電力供給施

設改善、電気通信網の整備、プノンペン市上水

道整備、プノンペン港の改修、国営放送局の整

備、国道6・7号線の復旧、メコン架橋建設など、

プノンペン市民の生活に密着した経済社会基盤

整備にその特徴を見出すことができる。

1999年4月にASEAN加盟を果たした前後か

ら、国際社会から凍結されていた支援も徐々に

再開された。本論では、これ以降の時期を「持

続的開発期」と呼んでいる。この時期には、日

本は毎年、年間1億米ドル前後の援助額を継続

してきた。1999年には、1982年以来中断され

ていた有償資金協力も再開され、「シハヌーク

ビル港緊急拡張プロジェクト」が実施された。

1999年以降、国内治安の安定化、国際社会

での信用度の回復を受けて、JICAの対カンボ

ジア支援は、3つの大きな拡大路線を選択する

ことになったと考えられる。まず、治安回復に

伴って、活動をプノンペンとその周辺地域から

地方へと拡大することが可能となったことであ

る。第2に、ニーズに合わせた援助分野の変化

が見られる。第3に、援助スキーム、つまり援

助の進め方について選択肢が大きく広がったこ

とが挙げられる。

まず、面的拡大の点では、1999年以降、一

般無償資金協力の部分のみでもカンダール州、

シエムリアップ州、コンポンチャム州、バンテ

ィミエンチャイ州、モンドルキリ州、バッタン

バン州と支援範囲が広がっていった。現在では、

原則としてカンボジア全土で日本のODAを展

開している。この支援の面的拡大は、各地方の

多様なニーズへの対応という課題をも日本に突

きつけ、これについては、支援分野とスキーム

の拡大によって対応することになった。1999

年に入って JICAの技術協力プロジェクトが本

格的に開始されたが、地方のニーズに応えるた

めに、コミュニティ・エンパワーメント・プロ

グラム（CEP）やNGOと連携した開発パート

ナー事業、ならびに草の根技術協力事業等が導

入され、それまで治安面の問題から JICAの支

援が届かなかった地方への援助をボトム・アッ
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プ方式で行う展開が可能になった。また、支援

分野の多様化という観点からは、それまで地方

での展開が制限されていたことから支援できな

かった、地雷除去支援、除隊兵士の社会復帰支

援、並びに小型武器回収などの平和構築支援分

野について、紛争終結から8年を経てから関与

を開始した。

2006-08年に JICA研究所で「リスク対応能力

を踏まえた中長期的な支援のあり方に関する調

査研究」が実施されたが、表2-3は、JICA研究

所の調査研究で議論して作成した、カンボジア

に対する上記のような日本の支援アプローチの

特徴をまとめた概念図である。

2-4　中国の支援の拡大

上記のように、1992年以来のカンボジア再

建プロセスの中で、カンボジアに対する最大支

援国として日本のODAが果たした役割は大き

いと考えられるが、近年、カンボジアに対する

新しいドナーとして急速に台頭してきたのが中

国である。

歴史的にみると、中国はカンボジアに対して

は、内戦時代にベトナムが後押しをしたヘン・

サムリン政権への対抗から、クメール・ルージ

ュやポル・ポト派を支援してきており、そのた

め、1992年の国連（UNTAC）によるカンボジ

ア暫定統治のあとも、新生のカンボジアに対し

表2-3　日本の支援アプローチの特徴

（注）JICA「リスク対応能力を踏まえた中長期的な支援のあり方・研究会」作成。
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て主要な援助国というわけではなかった。しか

し、近年、中国はカンボジアに対する援助を急

拡大している。ただし、その正確な金額は、中

国がOECD（経済協力開発機構）のメンバー国

でないことからODA統計が存在せず、同じ基

準での統計が公表されていないことから必ずし

も明らかではない。

2008年 1月に公刊された米国のCRS（Con-

gressional Research Service）報告書によれば、

中国のカンボジアへの支援表明は、2007年に

は9150万ドルであり、2007～09年の合計で2

億3600万ドルの支援を約束している8）。2010

年の JICA研究所レポートでは、CDCの資料に

基づき、中国の対カンボジア援助額の統計が掲

載されており、それによれば、2004年度あた

りから中国の援助は急拡大していることが示さ

れている9）。中国のカンボジアに対する援助額

（無償と借款の合計）は、その詳細は不明であ

るが、2008年には1億ドルの水準を超え、日本

のODA額とほぼ肩を並べ、それ以降日本を抜

いてカンボジアに対する最大の支援国になった

といわれている。

カンボジアに対する近年の援助できわめて象

徴的に有名なのは、カンボジアの首都プノンペ

ン中心部に中国の無償援助で建設された閣僚評

議会の建物である（2009年完成）。きわめて豪

華な近代的ビルであるため目につき、一部には

カンボジア的な外観ではなく異様であるとして

批判もある（図2-1参照）。

また、カンボジアに対する中国の援助は上記

のような政治案件に対する無償援助にとどまら

ない。無償援助では地方（省）政府による水供

給支援事業や、公務員などの人材育成事業もあ

る。また、交通運輸部門での中国の支援の拡大

も顕著で、特に2000年以降の中国による道路

修復・建設支援金額は大きく、2005-08年をみ

ると、この分野での海外援助に占める中国の支

援金額のシェアは50％を上回っているとされ

表2-4　中国を含む主要ドナーの対カンボジア援助（グロス）額の推移（1992-2008年）

（注） Jin SATO, Hiroaki SHIGA, Takaaki KOBAYASHI, and Hisahiro KONDOH, How do “Emerging” Donors 
Differ from “Traditional” Donors ?: An Institutional Analysis of Foreign Aid in Cambodia, JICA Research 
Institute, March 2010, p.3. CDC （2008） に基づく統計とされる。
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る10）。例えば、国道7号（2007年完成）や、セ

コン橋（2008年完成）などがあげられる。

一方、中国は国際援助協調には協力的ではな

いドナーであるが、2007年に行われたカンボ

ジアの援助国会議で、中国が出席して9150万

ドルの約束を行った。これはある意味では画期

的であり、中国が多国間援助協議の前に姿を現

したことを意味する。

中国の援助の拡大はカンボジアだけでみられ

る現象ではなく、ミャンマーやラオスでも同様

であり、またアフリカの特に資源国についても

指摘されている。こうした中国の急増する援助

の評価についてはさまざまな議論が存在する。

中国の対外援助の拡大は、資源を豊富に保有す

る国に多く向けられていることから、それが資

源確保等の経済的利益の追求であるとの批判は

根強い。また、そうした国々が、独裁的な非民

主的な政治体制であることが多い一方で、中国

は内政不干渉を唱えていることから、中国の援

助は途上国の腐敗と汚職を助長するものである

といった批判もある。他方で、中国の途上国へ

の援助・融資は、中国との貿易や投資の拡大を

伴い、それは欧米型の援助とは違って、途上国

の産業化を促進する要素を含んでいるとして肯

定的に評価する見解もある。

カンボジアに関しては、これまで中国は主要

な援助供与国ではなかったため、その経済効果

については議論がなされなかったが、近年、そ

の支援額が急増するにともなって、その影響力

の拡大が指摘されている。2009年には習近平

副首席、2010年には呉邦国全人代委員長など

の要人がカンボジアを訪問した一方で、フン・

セン首相はほぼ毎年訪中して中国側要人との会

談を行なっており、その際に、カンボジアに対

する多額の援助や投資が表明されるのが通例と

なっている。

他方で、カンボジアでは、1990年代には西

側と日本が中心であった援助が中国にとって代

わられるようになるにつれ、与党である人民党

のフン・セン首相は、人権にうるさい国連機関

や、フン・セン一族の森林不法伐採を糾弾する

NGO（Global Witness）などを追い出すような

態度をとるようになった。こうしたフン・セン

政権の非民主的な傾向と中国の援助の拡大がど

の程度の関係を持っているのかを明らかにする

ことは不可能であるが、こうしたカンボジアの

政治変化の中で、中国の援助の拡大とその姿勢

に対する国際的な懸念が増大してきていること

は確かである。

３．グローバル化の中での経済発展と
　　日中の投資

このように、国連暫定統治をへた1993年以

降のカンボジアの経済発展と安定化は顕著であ

り、今やカンボジアはポストコンフリクト国と

いう段階はすぎ、持続的な開発段階に入ってい

る。

2000年代後半以降は、更に新たな経済発展

のプロセスにはいったと位置づけられる。それ

を特徴づけるのはグローバル化された国際経済

の輪の中で、海外からの投資が急拡大すること

である。

図2-1　閣僚評議会ビル（2011年1月､ 筆者撮影）
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また、グローバル化された経済を象徴する典

型的な現象として、携帯電話の急速な普及があ

げられる。カンボジアの固定電話の回線数は

2009年時点で5.4万回線、普及率で0.37％にす

ぎず、この数値は2000年代を通じて大きくは

変わっていない（2004年と比較すると3.3万か

ら5.4万回線へ、0.23％から0.37％へ）。その

一方で、携帯電話は、特に2000年代後半以降、

急速に普及してきており、年間100万人程度の

規模で携帯電話登録者が拡大している。2005

年時点での携帯電話普及率は7.5％にすぎなか

ったが、2009年時点には37.8％に達し、2012

年現在ではすでに50％を越えたと推測されて

いる。これは成人のほぼすべてが携帯電話を保

有していることを意味する。2010年時点でも

まだ保有率は半分に満たず、今後も伸びること

が予想されており、通信分野は今後の最も有望

な成長分野の一つである。

本論では以下で、特に援助や投資に焦点をあ

てて分析するが、2000年代後半以降のカンボ

ジアの投資の新しい状況を特徴づける主要な要

素として、以下のような点があげられる。

①　中国からの民間投資が拡大し、観光業・

縫製業などが海外からの投資を引き込みな

がらカンボジア経済の基幹産業として成長

してきたこと。

②　2010年以降、日本の投資が急拡大し、

「チャイナ＋ワン（チャイナ・プラス・ワ

ン）」の製造業の拠点の一つとして有望視

されていること。

以下で順にそれらについてより具体的に取り

上げて見たい。

3-1　カンボジアへの直接投資の拡大

近年の変化として注目すべきことは、2005

年以降のカンボジアへの外国投資の拡大である。

カンボジアに対する外国投資（認可）額は、

2005年から2008年までの4年間で約10倍に拡

大している。表3-2は、そうした近年の投資の

拡大を示したグラフである。　

また、これまでの外国投資額（1994－2010年）

を国別にみると、表3-3のように、中国が過半

を占め最も大きく（38％）、次いで韓国（19%）、

マレーシア、米国、台湾、タイと続き、日本は

12位であった。また、投資先を分野別にみると、

表3-4にみられるように、その投資額のほぼ半

分（50％）は観光業（不動産投資）であり、鉱

工業はさらにその半分程度（21％）で、更にそ

の内訳をみると、その内容はエネルギー、食品

加工、衣料（縫製）等であった。単純化してい

うと、最大投資国は中国であり、その投資先は

多くは不動産投資であり、製造業はまだ少ない。

また、表3-5は、中国の対カンボジア投資の

時系列の推移とシェアを示したものであり、こ

れをみると特に2003年以降、中国の投資の比

率が高まり、金額的には2005年以降の投資の

急増が顕著である。

また、カンボジアの各セクタ

ーの総投資額に占める中国の投

資（認可額）の比率をみると、

特に石油・エネルギー・鉱物な

どの資源分野で比率が高く、つ

いで、観光（60.7％）や縫製

（40.1%）などのカンボジアの

主要産業における投資の比率が

表3-1　携帯電話加入者数及び固定電話回線数の推移（2004－09年）

（注）ITU（国際電気通信連合）統計より作成。（単位：千）
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表3-2　対カンボジア直接投資額の推移（1994-2010年 )

（注）CIB（カンボジア投資委員会）統計。（単位：百万米ドル）
　　今村裕二（JICA専門家）作成資料「カンボジア投資における三つの留意点」2011年6月より。
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表3-3　国別・業種別投資累計額（1994-2010年）

（注）CIB（カンボジア投資委員会）統計。（単位：百万米ドル）
　　出所、表3-2と同様。

表3-4　業種別の投資累
　　　　　計額比率
　　　　（1994-2010年）

（出所）表3-2、表3-3と同様。
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表3-5　中国の対カンボジア投資の推移とシェア（1998-2009年）

年
プロジェクト数 承認額（100 万米ドル）

合　　計 中　　国 比　　率 合　　計 中　　国 比　　率
1998 212 40 18.9 555.5 104.7 18.9
1999 135 27 20.0 196.2 46.0 23.5
2000 83 7 8.4 160.2 28.4 17.7
2001 47 5 10.6 139.5 5.0 3.6
2002 44 8 18.2 143.6 24.1 16.8
2003 58 10 17.2 64.7 32.9 50.9
2004 75 21 28.0 154.7 83.1 53.7
2005 123 41 33.3 682.4 452.0 66.2
2006 119 31 26.1 2,300.6 717.1 31.2
2007 166 32 19.3 1,344.6 180.3 13.4
2008 125 28 22.4 7,621.8 4374.6 57.4
2009 122 28 23.0 1,871.3 892.7 47.7
1998-2009 1309 278 21.2 15,234.0 6,940.9 45.6

（注）CDRI（Cambadia Development Resource Institute）, Assessing China’s Impact on Poverty Reduction in 
　　　the Greater Mekong Sub-region: The Case of Cambodia, 2011, p.34. 
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高いことがわかる。

要するに、これらの表からわかるように、こ

れまでは中国の投資が圧倒的に多く、その内容

としては（資源関連を除けば）リゾート開発な

ど観光分野の不動産投資が大半を占めるが、そ

の中には投資が認可されたものの実現しない案

件も少なからずあった（投資認可プロジェクト

の平均実行率は約6割とされている）。その一

方で、縫製業など労働集約産業の投資とそれに

よる雇用の拡大に関して、一定のインパクトを

与えてきたことは事実である。近年のカンボジ

アの衣料品の輸出（特に欧米むけ）の拡大は、

こうした投資によって支えられてきた面がある。

3-2　日系企業の直接投資

　　　　－2010年後半以降の急増

こうした中で、特筆に値するのが、2010年

後半より日本企業の投資が急拡大していること

である。その業種も、従来の縫製・製靴等に変

わって電子・電器、機械製造分野の投資が急拡

大しつつある。

その要因としてあげられるのは、中国・ベト

ナムにおける労働市場の環境悪化（労賃の高騰、

ストライキの頻発等）や、タイにおける政治不

安などであり、周辺諸国の投資環境の悪化によ

って、これらの国々に進出していた企業にある

種のリスク分散の機運が急速に高まったことで

ある。いわゆる「チャイナ+1」といわれるリ

スク分散行動である。

また､当然ながら企業はリスク分散の投資先

として、カンボジアのみならず周辺各国と投資

先としての優劣を比較検討することになるが、

競争相手となりうるバングラデシュ、ミャンマ

ー、ラオス、等と比較して、カンボジアが進出

しやすいと考えられたということもある。

その背景には、カンボジアの投資環境が次第

に改善されてきたことがあげられる。2002年

及び2007年の選挙は特に混乱もなく実施され、

人民党及びフン・セン首相のリーダーシップの

もとで政治的に安定し、また道路や港・電力供

給などの基礎的インフラも近年着実に改善して

きている11）。また、2007年に日・カンボジア

投資協定が締結され、2008年7月末に発効した

ことも、日系企業にとって投資環境の改善につ

ながっている。

以下の表3-7は、2005年以降の日系企業の投

表3-6　カンボジアの各分野における中国の直接投資（認可額）の比率 （1998－2008年）

（注）CDRI, Assessing China’s Impact on Poverty Reduction in the Greater Mekong Sub-region: 
　　　The Case of Cambodia, 2011, p.35.
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資案件総額の推移を示した表である。日本企業

のカンボジアへの投資の拡大は2010年後半か

らであり、表3-7の2011年の数値は、1-7月の

数値であり、まだ統計には反映されていない。

2011年の後半に進出が予定されている企業は

多く、2011年の金額は、最終的にはこの2－3

倍の規模に達すると予想されている。

また、カンボジア日本人商工会の会員企業数

（正会員のみ）の推移をみても、2008年末で35

社、2009年末で45社、2010年末には50社と拡

大してきており、2011年7月末時点で70社と

急増し、2011年末までには、更に20 ～ 25社が

加入し増加すると予測されている12）。

ただし、2011年に入ってからの投資の急拡

大を勘案しても、日本企業の投資が外国投資全

体に占める割合は、中国や韓国には遠く及ばず

引続き10位前後にとどまると見込まれるが、

重要なのはその業種である。他国のカンボジア

の投資の多くが不動産やサービス業であるのに

対し、日系企業の投資の多くは製造業である。

金額的なシェアは小さくとも、カンボジアの製

造業セクターの発展とその分野の雇用の拡大と

いう点で、大きなインパクトを持つものと考え

られる。

以下の表3-8は、2000年以降にカンボジアに

投資した主要な日系企業を網羅したリストであ

る。2006年まではその投資案件は散発的であり、

撤退した企業もあるが、2007年以降に投資が

ようやく進むようになった。それでも2010年

までは、縫製・靴などの既存の分野への投資が

大半であり、また2007年の投資額の拡大はシ

アヌークビルの約80百万ドルのリゾート開発

案件によるものである。

そして、2009年9月の味の素の投資からいろ

いろな産業が投資してくるようになり、2011

年にはいって投資する日本企業の数が急拡大し

ていることがよくわかる。とりわけ、それまで

縫製業等が中心であったところへ、2010年10

月にミネベアの小型モーターの工場の進出が決

定され、その工場が2011年4月に完成して操業

を開始したことは画期的であり、ここから更に

製造業を含む日本企業の進出ラッシュが始まる

ようになった。その後、ヤマハの組み立て工場

が進出し、年末にかけては大手カメラメーカー

も進出してきた。

このような日系企業進出の拡大が今後も継続

すると、労働集約型の輸出加工が、かつてのベ

トナムと同様なパターンで発展する可能性があ

る。すなわち、水平分業の一つのパート、サプ

ライ・チェーンの一環としての位置づけである。

ただし、現時点ではいまだ可能性の段階であり、

少なくとも今後5年程度の中長期的な視野でみ

る必要があろう。

表3-7　日系適格投資案件総額（2005-2011年）

（注）（単位：百万米ドル）。2011年は7月末までの金額。投資後撤退分は除外。
       CDC（今村 JICA専門家）資料より作成。
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表3-8　2000年以降の進出日本企業の概要

No. 認可 会社名 業種 金額（US$)

1 2000.09 シンカップアパレル 縫製 224,998
2 2002.03 秦田インターナショナルシルクリサーチ 農業（養蚕＋シルク輸出） 2,190,000
3 2004.10 オリエンタルグラス セメント原料（廃タイヤ粉砕） 2,156,814
4 2006.12 リーバーコーポレーション 縫製 2,097,806
5 2007.02 エマリオ湘南マリーン ハワイビーチ開発 26,949,883
6 2007.05 エマリオ湘南マリーン ロン島開発 52,888,052
7 2007.11 アジアパック 熨斗（のし）袋製造 2,052,505
8 2007.11 ココンシュガーインダストリー サトウキビ栽培及び加工 31,187,209
9 2008.08 ココンシュガーインダストリー 港湾運営 829,110
10 2008.08 タイガーウイング（＊） 製靴 1,930,000
11 2008.08 ヤマハモーターカンボジア 二輪車製造 11,500,000
12 2008.08 神戸物産 農産物加工 26,000,000
13 2008.09 DK Inc. （ドーコ） 紳士服縫製 6,641,460
14 2009.09 味の素カンボジア（＊） 食品加工 5,270,000
15 2008.11 ステーショナリーカンボジア 文房具製造 7,000,000
16 2009.12 クリーンサークル（＊） 製靴 1,770,000
17 2009.03 JC マーブル 大理石加工及び輸出 1,267,468
18 2009.03 K.O.S 和服縫製 3,495,976
19 2010.07 ハルプノンペン（春うららかな書房）（＊） コミック本再生 648,135
20 2010.07 ディシェルズ（光和インターナショナル）（＊） 耐熱シート製造 500,000
21 2010.10 プロシーディング（＊） 縫製（和服） 1,581,470
22 2010.10 ファーストシルクトレーディング（＊） 縫製（和服） 605,150
23 2010.10 ミネベア（＊） 小型モーター製造 22,652,417
24 2010.11 モロフジ ポリエチレンバッグ製造 9,342,126
25 2011.01 オーアンドエム工芸（＊） 皮革製品製造 2,126,145
26 2011.02 シマノ サイクリングシューズ 4,000,000
27 2011.02 コンビ（＊） 抱っこ紐 2,000,000
28 2011.02 ヨークス 婦人用手袋 1,268,092
29 2011.03 スワニー スポーツ用手袋 2,780,200
30 2011.03 ロンチェスター 縫製（婦人服） 5,000,000
31 2011.03 アスレ電器 家電用ワイヤーハーネス製造 4,200,000
32 2011.03 住友電装 自動車用ワイヤーハーネス 18,000,000
33 2011.03 エフティーアパレル 縫製（婦人用下着） 2,075,298
34 2011.04 マルニクス（＊） 家電用ワイヤーハーネス製造 5,000,000
35 2011.06 大和音響 携帯スピーカー 5,000,000
36 2011.05 日新被服 縫製（作業服） 5,000,000
37 2011.06 トーワ 縫製（紳士服） 5,000,000
38 2011.06 中山商事（赤ちゃん本舗） 縫製（赤ちゃん用肌着） 5,000,000
39 2011.06 ファブリックアート ナイロンバッグ 2,408,566
40 2011.07 協和製函（＊） 紙製包装材 3,000,000
41 2011.07 泉電子 薄型テレビ用アルミフレーム 10,000,000
42 2011.07 矢崎総業 自動車用ワイヤーハーネス 20,000,000

（注）CDC（今村専門家）資料より作成。
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3-3　プノンペン経済特別区（PPSEZ）の例

こうした急拡大する日本企業の投資の拡大を

象徴する事例の一つとして、プノンペン市西方

約18キロ、プノンペン空港の近くに設置され

たプノンペン経済特別区（PPSEZ）を取り上げ

てみよう13）。

カンボジア政府（カンボジア開発評議会）は、

2005年12月に、経済特別区の設立と運営に関

する政令を発布し、カンボジアの主要な場所に

経済特別区を設置し、適格投資プロジェクトへ

の優遇税制措置（法人所得税の免除、輸入建設

資材・生産機械・原材料の輸入税免除など）の

特典を与えて、外国企業を誘致する政策を強化

した。

PPSEZは、そうした経済特別区の一つとして

2006年4月に設立され、2007年1月からインフ

ラ工事が着工され、第1期（141ha、58区画）

のインフラ工事が2008年4月に完成し、発電施

設、浄水施設、下水処理施設、通信施設の運営

をあわせて開始した。第2期（162ha、91区画）

工事は2011年1月より開始され、2年工期で現

在も工事中である。

2008年4月の一期工事完成以降の企業進出の

状況をみてみると、進出企業件数では、日本企

業が14社と全体（合計29社）の約半数を占め

ており、次いで台湾・中国・韓国と続いている。

日本企業は2011年内に20社程度まで増える予

定である。PPSEZに進出した具体的な企業名は、

前記の図表3-8の企業リストの中で（＊）を追

記した企業であり、番号でいうと、10、14、16、

19から23まで、25、27、34、40である。投資

金額ベースで見ると、日本企業が圧倒的に多く、

約68％を占めている。特にミネベアの投資規

模が大きく、その後のヤマハの投資規模も大き

い。

表3-10は、PPSEZに対する外国企業投資金

額の国別比率を示したものである（2011年7月

末時点）。

将来展望としては、2013年頃には100社以上

がPPSEZに進出してくることが期待されてお

り、その場合、3－4年後には約5万人程度の雇

用が発生すると見込まれている14）。なお、

PPSEZでは、各進出企業の工場で必要とされる

ワーカーや技師の技能訓練のために、敷地内に

職業訓練学校を設立する予定であり、その設立

にあたってはミネベアなども機材の提供などで

図3-9　プノンペン経済特別区の全景（航空写真）

（注）白線内が第1期、点線内が第2期、左端の丸い細かい点線内は住宅地区（第3期）。
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協力をする予定である。

　

3-4　具体的な日本企業の進出状況とその課題

2011年に実施した JICAの調査で、カンボジ

アに進出している、あるいは進出しつつある日

本企業合計6社について、ヒアリングを実施し

た15）。日系進出企業といっても、その業態は各

企業によってかなり異なる。以下では、（1）現

地生産を目指している企業、（2）生産拠点（工

場）を現地には持たず現地法人を設立している

企業、の二つに分けてまとめた。現地進出にあ

たっての業態は企業によって違いがあり、特に

（1）のタイプの現地工場を持つ企業と（2）の

タイプの企業とではかなりの差があるからであ

る。

日系進出企業6社について、ヒアリングに基

づきまとめたのが、表3-11および表3-12である。

3-5　課題としての工学系人材の不足

カンボジアの産業構造は、農林水産業の

GDPシェアが32%（労働人口シェアでは59%）

と高い一方で、工業のGDPシェアは22%（労

働人口シェアでは9%）に留まり（2011年統計）、

また、工業分野における業種も縫製業と建設業

に著しく偏っており、経済基盤としては極めて

脆弱なものとなっている。カンボジアの経済が

今後とも持続的な経済成長を遂げるためには、

製造業や鉱業等の拡大による産業の多角化が課

題となっている。　

このような状況に対して、カンボジア政府は、

4つの重点課題から成る国家開発戦略「四辺形

戦略」において、「民間セクターの開発及び雇

用促進」並びに「キャパシティビルディング及

び人的資源の開発」を成長促進のための重点課

題に位置付け、前者においては貿易投資促進や

中小企業振興等に、後者においては労働市場の

ニーズに応えられる技術・技能を有する人的資

源の開発等に取り組む方針を打ち出している16）。

このように、カンボジア政府は労働集約産業

を育成したいといっているが、そうした産業を

支えうる理工系の高等教育学生数はきわめて少

ないのが実情である。

大学の数そのものは急速に拡大しており、

2003年に38（公立15、私立23）だったものが、

2010年には91（公立34、私立57）となってい

る。学生数も2009-10年度で、17.5万人ほどに

なっている（男子学生が約11万人、女子学生

が6.5万人である）。2006年に2010年の高等教

育人口の目標が掲げられたが、その目標は数の

上ではすでに達成されている。

表3-13は、高等教育機関における学問分野

別の就学生数とその比率を示した表である。こ

の表をみると、高等教育機関における学生数の

半数程度（48%）が「ビジネス・財務会計・経

営」などであり、「エンジニアリング・メカニ

ック」分野の学生数は全体の3.4%、「数学・化

学・物理等」の基礎科学が2.2％、「コンピュ

表3-10　プノンペン経済特別区に対する外国企
　　　　　業投資金額の国別比率

（注）上松　裕士（プノンペン経済特別区Managing 
Director）「これまでの進捗とこれからの挑戦」
2011年7月作成資料のデータをもとに作成。

68%
9%

5%

5%

5%

3%

2%
2%

1%
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表3-11　現地生産を目指している企業の例

会
社
例

会社概要 進出要因

ミ
ネ
ベ
ア

小型部品メーカー。1970 年代から海外進出
し、世界に 6万人の従業員（タイに 32000 人、
中国に 15000 人、等）。電気機械系の部品メ
ーカーで海外進出を早くから始め、日本で製
造するのと遜色のないレベルの製造を行った
ことに特徴があり、主力商品は、機械加工部
品、回転機器（モーター）、電気機器（キー
ボードなど）。

カンボジアは同社にとって 17 年ぶりの本格的な海外展開。カ
ンボジアは、安い労働力に利点があり、労働集約型の部品組
み立て工場を設立することを決定。部品をタイで作り、カン
ボジアに持ち込んで組み立て。2011 年 4 月 2 日にプノンペン
経済特区の仮工場で、約 500 名の工場で生産開始し、その後
建設する本工場では、同年 12 月には約 1000 名に拡大して操
業開始予定。2-3 年後には約 5000 名に増強を計画。

ア
ス
レ
電
器

家電用ワイヤーハーネスを製造している
メーカー。2011 年 4 月に現地法人を設立し、
現在工場を（シアヌークビルに）建設中で、
9月から操業予定である。2011 年 7 月時点で
は輸出のみ、量産品のみの生産である。

カンボジアへの進出を決断した理由は主として次の 2 点。①
中国での労働環境の悪化、②為替変動を含んだコストの上昇。
一言でいえば、リスク回避のため、カンボジアに進出。進出
先の決定にあたっては、ラオス・インドネシア・ミャンマー・
バングラデシュ等と比較し、イスラム国よりは仏教国を選び、
ラオスは人を採用するのが難しいためはずれた。中国の市場
向けに現在ある中国の工場は現在の規模でそのまま残し、今
回のカンボジア進出は中国工場の生産能力の一部をカンボジ
アへ移転するものではない。

泉
電
子

すでに中国に進出している部品メーカーであ
り、中国の工場ではテレビの枠、自動販売機
のスイッチ、スロットルマシンの部品などを
製造している。2011 年に新しい工場をシア
ヌークビルに建設した。

中国における労働力不足や品質の悪化、労賃の高騰等の理由
でカンボジアへ進出。ネックは産業の裾野がないことであり、
また法律・通関もネックのひとつである。

（注）筆者作成

表3-12　生産拠点を現地には持たず現地法人を設立している企業の例

会
社
例

会社概要 進出要因

岐
阜
工
業

トンネル等の型枠づくりをしている会社で、
トンネル型枠では日本の 60％のシェアを持
っている。資本金 6000 万円、年商 70 億円程
度の企業である。

日本における公共事業の受注額の減少と価格の低下により、
海外に出るしかないと考えた。ただし、工場を作るのではな
く事務所を海外に設立。製造は基本的に日本。すでに進出し
ているベトナムでは賃金が上昇し、リスク分散としてカンボ
ジアに進出。カンボジアを選んだ理由は、ベトナムの隣国で、
治安が比較的良く、温厚な民族といったことである。比、イ
ンド、タイなども考え、結局カンボジアに決定した。

パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

国内販売拠点を 2011 年はじめに設立。販売
拠点では、マーケティングとサービス対応をお
こなう。所長以下4名の体制。今後サービスセ
ンターを設立し、さらに4 － 5名の技術者を採
用予定。タイに冷蔵庫・洗濯機などの大きな工
場あり。ベトナムのハノイに電子部品や情報機
器の5000 人規模の工場あり。ホーチミン市に
合弁でテレビの工場あり（400人規模）。

工場建設の予定は 2011 年時点では全くなし。家電業界では、
カンボジアに販売拠点を設立したのは当社以外では韓国の LG
だけとされる。カンボジアの電化率はまだ 25％程度で、販売
の 8 割がプノンペンだが、今後電化率がとくに地方で上昇す
ると、家電販売も伸びていくことが予想される。カンボジア
の GDP 成長率が年 8-10％なので、家電市場は年 20％程度の
成長を見込む。

フ
ォ
ー
バ
ル

日本における通信機器の自由化のなかで会社
設立。2005 年からは経営コンサルティング
も開始。カンボジアでは、企業向けネットワ
ーク構築支援、人材斡旋業務などを行なって
いる。

海外事業はカンボジアが初めてで、2010 年 4 月からでまだ始
めたばかりである。社長がカンボジア NGO の理事長としてカ
ンボジアの教育支援に関わってきた関係でカンボジアでの事
業を開始した。

（注）筆者作成
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ーター科学」が6.9％と、理工学系の学生数は

きわめて少なく、特に工学系の学生の少なさが

際立っている（いずれも2008－09年の数値）。

「エンジニアリング・メカニック」学部の就学

生数は、2008－09年で4,719人にすぎない。

特に日系企業の進出の著しい電子・電器、機

械等の分野での人材の拡大と質の向上、すなわ

ち工学系の分野の全体的な底上げは、このまま

こうした分野の投資拡大が継続することを前提

とすると、不可欠であると考えられる。人材育

成にはワーカーやオペレーターレベルの人材と、

中間管理職にあたる技師やエンジニアの二層が

ある。現時点での進出日本企業のニーズは主と

して前者であるが、進出の本格化とともに後者

のニーズが高まり、中長期的な製造業の発展と

いう観点からは、後者のエンジニア・技師レベ

ルの人材が不可欠である17）。すなわち、両方の

レベルの人材育成が同時に必要である。

今のところ、現地ですでに生産を開始したミ

ネベアの小型モーターの製造工場も、必要な労

働力は組み立てラインのワーカーないしオペレ

ーターであり、必ずしもエンジニアや技師に対

する大きなニーズがあるわけではない。また、

同じく現地生産に着手したアスレ電器や泉電子

も、現時点ではまだエンジニアを採用している

段階ではない。しかし、今後更に工場の規模が

拡大し、様々な製品を作るようになるにつれて、

工場のラインを管理・運営をできる中間管理職

的なエンジニアや技師のニーズが高まるものと

予想されている。

また、部品や素材産業の進出が進むとセット

メーカーの進出が考えられる。実際、2011年7

月末時点で、遠からず2社（1社は韓国系）の

大きなセットメーカー（組み立てメーカー）が

カンボジアに進出するという話があり、セット

メーカーはより多くのエンジニアを必要とする

表3-13　高等教育機関（公立・私立）の学問分野別就学数とその比率

（注）UNDP, Human Capital Implications of Future Economic Growth in Cambodia, August 2011, p.40.
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ため、あるいは必要なレベルのカンボジア人エ

ンジニアが採用できるかどうかが投資決定にあ

たり重要な要因となると考えられる。

おわりに－カンボジアの持続的な発展
　　　　　と日本の役割

カンボジアの歴史において、1991年のパリ

和平協定、1992年に始まる国連の暫定統治と

1993年の選挙を通じたカンボジア新政権の樹

立は、時代を画する出来事であった。それ以来

今日まで約20年が経ち、その間、1993年以来5

年毎に複数政党制に基づく選挙が定期的に行な

われ、国内勢力間の武力闘争はなくなり、人民

党主導のもとではあるが政治的安定を達成して

いる。また､特に2000年代以降、グローバル経

済への統合の中で、急速な経済成長を達成し、

人々の生活も向上してきている。カンボジアは

すでに「復興の時代」から「開発の時代」へ移

行した。

こうしたカンボジアの経験は、いわゆる「紛

争後の国家建設」の成功例といえるのだろうか。

開発の進展の一方で、1990年代初頭にみられ

た民主化への流れは逆行しているという見方も

ある。人民党は、堅固で安定した支配を確立す

る一方、形式的な民主制を維持しつつも一党支

配型の権威主義体制へと移行しつつあるという

指摘もある18）。その中で、経済開発に伴う土地

紛争の増加や、依然として横行する汚職や腐敗

も大きな課題といわざるを得ない。持続可能な

平和と開発の実現には、民主的統治の確立と経

済発展の両立を視野にいれたガバナンス改革が

求められる。

他方で、カンボジアは、1999年のASEAN加

盟以降、国際経済の枠組みの中にはいり、特に

2000年代後半以降、中国をはじめとする各国

の投資の拡大や、アンコール・ワットを中核と

する観光業の発展、携帯電話の普及など通信コ

ミュニケーション革命の進展等、国際化が急速

に進展している。これまで投資を手控えていた

日本企業も「チャイナ＋1」の動きの中でカン

ボジア投資を拡大してきている。過去20年間

にカンボジアは大きく変化しており、今後の変

化を引続き注視していきたい。

なお、本稿は、1992年以降、20年間のカン

ボジアの復興開発から持続的開発、国際化の進

展の動向を追いながら、これまでの日本のカン

ボジア支援の内容やその変化、近年の日本の投

資動向を分析したものである。こうしたテーマ

は、過去6-7年間の筆者のカンボジアに関する

調査研究の主要テーマであり、本稿はその成果

をまとめたものでもある19）。

〈註〉

1）本研究をすすめる過程で、以下の研究助成を
受けた。平成20年度・専修大学研究助成（個
人研究）「中国の対外援助の研究と日中協力の
可能性」。

2）カンボジア経済財務省統計より。
3）「脆弱国家」については、以下の文献で関連議
論を整理した。稲田十一編『開発と平和－脆弱
国家支援論』有斐閣、2009年。世銀のCPIAや
Foreign Policy誌の「破綻国家指標」等の脆弱
国家の指標化については、第6章「国の脆弱性
をどう把握するか－カンボジアと東ティモール
の事例」で詳述した。

4）カンボジア和平に関する日本の外交的努力に
ついては、次を参照。池田維「カンボジア和平
への道－証言・日本外交試練の5年間」都市出
版、1996年。河野雅治「和平工作－対カンボ
ジア外交の証言」岩波書店、1999年。

5）筆者は2006年から2008年にかけて JICA研究
所において実施された「リスク対応能力を踏ま
えた中長期的な支援のあり方・研究会」にカン
ボジア事例研究班として参加した。その成果は、
次の報告書として公表されている。JICA『脆
弱国家における中長期的な国づくり－国のリス
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JICA Research Institute, March 2010, pp.20-22, 41. 

10）Ibid.
11）インフラの中で、カンボジアへの投資のネッ
クの一つとされているのは電力料金の高さであ
り、ベトナムの約3倍である。また､法律や規
制の不備や適用の恣意性なども、投資にあたっ
てのマイナス面としてあげられることが多い。

12）2011年8月に現地訪問・ヒアリング。
13）2011年8月に現地訪問・ヒアリング。
14）上松裕士（プノンペン経済特別区Managing 

Director）へのヒアリングによる（2011年7月
29日）。

15）JICA「カンボジア国・産業人材育成プロジ
ェクト・詳細計画策定調査」2011年7-8月。筆
者はコンサルタントとして調査団に参加。日本
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としてその際の調査と関連して入手したもので

ある。
16）Royal Government of Cambodia, Implementing 

the Rectangular Strategy and Development Assistance 
Needs, Phnom Penh, 2004.

17）そのため、JICAは2011年12月より2014年
11月までの3カ年計画で、カンボジア工科大学
の3学科（電気エネルギー、産業機械、地球資
源・地質工学）を対象に、より高い実践的なス
キルを身につけた質の高い高度人材が輩出され
ることを目指して、「カンボジア工科大学教育
能力向上プロジェクト」を実施している。

18）この問題に焦点をあてた論文として次を参照。
山田裕史「国連暫定統治後のカンボジアにおけ
る民主化と平和構築の再検討」日本国際政治学
会・2011 年度研究大会・部会 8「紛争後の国家
建設と民主的統治」（2011年11月12日）報告
論文。なお、筆者はその学会の部会において、
討論者として、経済発展・国家の能力および民
主化の関係について、カンボジアのほかモザン
ビークおよびスリランカの事例と比較しながら、
3か国の権威主義化の傾向に関する問題提起・
論点提示を行なった（「紛争後の国家建設と民
主的統治」）。

19）本稿とは別に、専修大学の文部科学省・私立
大学戦略的研究基盤形成支援事業「持続的発展
に向けての社会関係資本の多様な構築」の一環
として、2011年から2012年にかけて、カンボ
ジアの都市と農村における社会調査を実施した。
本稿では述べなかった、ここ20年間のカンボ
ジアの社会変化の具体的な姿とその分析につい
ては、別稿にてまとめることにしたい。
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『資本論』形成史における『哲学の貧困』

内田　　弘

［はじめに］

［なぜマルクスは『哲学の貧困』を刊行したか］ マルクスは『経済学批判』「序文（Vorwort）」

（1859年）で『哲学の貧困』（1847年）の学問的価値をつぎのように指摘している。

「我々の見解の決定的な点は『哲学の貧困』で初めて学問的に示された（wurde zuerst 

wissenschftlich angedeutet in Misère de la philosophie）」（Marx Engels Werke, Bd.13, S.10）。

では、「学問的に（wissenschaftlich）」とは如何なることであろうか。その意味は『哲学の貧困』

の内容を分析して確認されなければならない。本論文の課題はその確認にある。『哲学の貧困』は

《価値論→転化論→方法論＝原蓄論→利潤論＝原蓄論→地代論＝原蓄論という順序》で構成されて

いる。固有の蓄積＝再生産論は未確立である。

しかし『哲学の貧困』はこのような理論内容が直截には分からない。この理論の内容と順序は、

マルクスが執拗にくりかえすレトリック・反語などを除去して、ようやくみえてくる。ではなぜ、

マルクスは韜晦したのだろうか。『哲学の貧困』はプルードン『貧困の哲学』批判書である。《経済

学批判とヘーゲル批判の同時展開》というプルードンの『貧困の哲学』（1846年）のテーマは、実

はマルクスその人の問題意識でもあった。このことは国民経済学批判とヘーゲル哲学批判を交互に

行ったマルクスの『経済学･哲学《第三》草稿』（1844年）を読めば判然とする。マルクスは自分

が刊行しようと計画しているテーマをプルードン『貧困の哲学』に先取りされたので、ライヴァル

意識に燃えレトリック・反語でプルードンを批判したのである。1）

［『哲学の貧困』以前］まず『哲学の貧困』までの歩みでマルクスがおこなってきた経済学批判の

要点を確認する。

① いわゆる初期マルクスは、1844年の『経済学･哲学草稿』からでなく、それより3年前の

1841年の学位論文「デモクリトスの自然哲学とエピクロスの自然哲学の差異」（以下「差異論文」

と略）から始まる。「差異論文」の主題は「宗教上の神と経済上の貨幣の生成の同一根拠を解明す

ること」にある。「差異論文」で批判したカント『純粋理性批判』「有限と無限のアンチノミー」は、

有限空間に無限を内包する「メビウスの帯（非ユークリッド空間）」に止揚される。「非ユークリッ

ド空間」はマルクス同時代に解明され始めた。「メビウスの帯」は、マルクスの同時代のメビウス

（August Ferdinand Möbius 1790-1868）が1858年に発見した。マルクスが「差異論文」で探求したそ

の論理空間は「メビウスの帯」の論理空間と同型である。その論理空間に神と貨幣は現存可能であ

る。神学批判と経済学批判という主題は『資本論』まで持続する。2）

②「神と貨幣のモチーフ」は学位論文後の「ユダヤ人問題によせて」から『経済学･哲学草稿』
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へ継承される。『経済学･哲学草稿』はスミス『国富論』第1編後半の賃金・利潤・地代から引用し

て、賃労働者（賃金）・資本家（利潤・利子）・地主（地代）の三大階級（の収入形態）が資本家の

貨幣に媒介されている事態を分析することから始まる。カントがアンチノミーを説明するために、

見開きの左右「二つの欄」を「テーゼとアンチテーゼ」に分けたことに因み、マルクスは三大階級

の収入諸形態（賃金・利潤・地代）を「三つの欄」に分ける。中間の資本家の所有する貨幣が「（賃

労働者という形態で現存する）人間と（地主という形態で現存する）自然の疎外＝分離」を媒介＝

止揚することを論証する。これは「差異論文」でカント・アンチノミーがエピクロスの原子では止

揚されていることを論証した成果を経済学批判に継承するものである。

③『経済学･哲学《第一》草稿』後段「疎外された労働」の四規定は、疎外された労働者、即ち

生産手段を所有喪失した者の観点から資本の生産過程の「結果」から始まり「生産過程」そのもの

を経てその「前提」に遡及する。この「疎外（Entfremdung）」とは、近代的私的所有者の間の交換

で所有物が自己から分離すること（Trennung）を意味する。「疎外された労働」の四規定とは、「結

果（第1規定＝労働者の労働生産物からの疎外＝私的分離）」→「過程（第2規定＝労働者の労働の

生産過程における疎外）」→「前提（第3規定＝人間の類的本質からの疎外、および第4規定＝人間

の人間からの疎外）」を構成する。この順序は、遡及して辿り着いた前提が出発点の結果と同じ事

態、即ち、賃労働者の労働生産物からの疎外が繰り返し再生産される事態であることをしめす。

「結果→過程→前提＝結果」という円環をなす。その過程を逆からたどっても、「前提→過程→結果

＝前提」となる。資本主義（国民経済）はあたかも永遠に持続するかのような再生産＝円環体系で

あること、その意味で『哲学の貧困』の用語を用いれば、「一つの生産様式」であることを論証し

たのである。『経済学･哲学草稿』ではそのあと経済学史的考察を継いで貨幣論からスミス分業（商

品）論へと進み閉じる。

④『経済学･哲学草稿』はのちの『資本論』全三部体系と対比すれば、「三位一体範式（賃金・

利子・地代）→資本の再生産過程→貨幣→商品」という『資本論』体系の最後から最初へと遡及す

る「下向分析」であることが分かる。下向分析は、アリストテレスの分析的方法や、ヘーゲルのい

う「存在から出発して思惟された抽象体へと進む道筋」（『小論理学』§50）に対応する。

⑤ マルクスが『経済学･哲学草稿』を執筆するためにとった「スミス『国富論』ノート」に注

目すべき事実が存在する。そこで「剰余価値（Mehrwerth［旧綴り］）」という概念が成立している。

マルクスは、スミスのいう「利潤・利子・地代」の全体をその源泉「剰余価値」に抽象＝還元した

のである。マルクスが「ヘーゲル国法論批判」執筆のために精読したヘーゲル『法＝権利の哲学』

では、収入諸形態の総称として「剰余価値」が用いられる。マルクスはその源泉に還元する。3） 剰

余価値概念の『経済学･哲学草稿』執筆時期における成立は本論文の主題である『哲学の貧困』理

解に決定的な基盤を提示する。

⑥『経済学･哲学《第一》草稿』「地代欄」の最後に『経済学批判要綱』貨幣章における「依存

関係史論」の萌芽形態が書かれている。そのモチーフを全面展開したのが『ドイツ・イデオロギ

ー』「第1編 フォイエルバッハ」の主要内容、すなわち「共同体三形態＝原蓄論」である。マルク

スは「差異論文」から『経済学･哲学草稿』を経て『ドイツ・イデオロギー』までで、経済学批判

の問題領域を大掴みに俯瞰したのである。それをより分析的に精緻化する最初の作業が『哲学の貧
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困』である。

［Ⅰ］『哲学の貧困』の構成と「『国富論』ノート」

実は『哲学の貧困』の構成は、マルクスの『経済学･哲学草稿』（1844年）作成中に抱いた問題

意識を展開したものである。マルクスは『経済学･哲学《第一》草稿』執筆のさい『国富論』を２

回ノートした。『経済学･哲学《第一》草稿』に先だって取った「『国富論』第一ノート」と『第一

草稿』執筆中に取った「『国富論』第二ノート」である。4） その順序と内容にマルクスが『国富論』

に発見した問題が記録されている。特筆すべき点は、「『国富論』第一ノート」で、『国富論』第1

編「第4章 商品の実質価値と名目価値」でスミスの用語「使用価値と交換価値（valeur en usage, 

valeur en échange）」の定義をノートする。ついで「第5章 諸商品の実質価格と名目価格について、

すなわち諸商品の労働価格および貨幣価格について」（単純商品）と「第6章 諸商品の構成部分に

ついて」（商品資本）の間に「断層」を発見する。スミスは第5章では、労働する者はその労働の

生産物を全部取得するという（労働と所有の同一性）。つぎの第6章では、労働者は労働生産物の

一部しか取得できず残りは資本家の利潤と地主の地代になり、土地の領有とストックの蓄積が行わ

れる原蓄の以前と以後とでは、事態はこのように変化する、という（労働と所有の分離）。

この根本的変化は、論理的
4 4 4

には、単純商品（第1編第5章）と商品資本（同第6章）を媒介する

貨幣生成の問題であり、商品資本を構成する「賃金・利潤・地代」の概念的区別の問題である。同

時に、労働する者がその生産物を所有する状態から、労働する者がその生産物の一部しか所有でき

ない状態への歴史的
4 4 4

移行の問題（原蓄の問題）である。マルクスは「『国富論』第１ノート」を続

け「第7章 諸商品の自然価格と市場価格について」をノートし、「第8章 労働の賃金について」の

冒頭文節でふたたび第6章と同じ趣旨の文章、

「労働の生産物は、労働の自然的報酬または自然的賃金を構成する。［改行］土地の領有と資

産の蓄積の双方に先行する事物の本源的状態のもとでは、労働のすべての生産物は労働者に属

している」。

のみをノートする。その直後、いきなり『国富論』第2編第2章に移る。そこで、資本と諸収入の

流通を媒介する貨幣（『資本論』第2部第3編の貨幣還流に対応する貨幣）についてノートする。

「労働と所有の分離」の可能性は何処にあるか。それについて、マルクスは『国富論』第１編第５

章の「資本家と労働者の交換」のつぎの個所をノートしている。

「等量の労働［N］はつねに労働者にとって等しい価値［V］であるにしも、労働者を雇用す

る人［資本家］にとっては、より大きな価値［N > V］をもつようにみえることもあれば、よ

り小さな価値［N < V］をもつようにみえることもある」（［ ］は引用者注。以下同じ）。5）

賃金という「等量の労働」は「労働者にとっては」固定された量である。しかし「労働者を雇用

する人［資本家］にとってはより大きい量を生む可変量であり、賃金＝等量を超える労働（「労働

の剰余」＝剰余労働：N－V＝M）を生産する可能性をもつ。資本家は労働者に賃金を貨幣で支払

い労働させ彼らの労働の生産物を資本家の所有物として販売し貨幣を取得する。取得した貨幣と貨

幣賃金の差額が資本家の利潤と地主の地代に分配される。貨幣は、労働の生産物の所有権を直接労
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働する者からそれ以外の者（非労働者）に転化する媒態である。この問題こそ、マルクスを『国富

論』第１編第8章の冒頭の原蓄論から第2編第２章の貨幣論に飛躍させた理論的動機である。6）

「『国富論』第1ノート」の以上の問題意識は『哲学の貧困』につぎのように再現する。

	 『国富論』第1編			　	  『哲学の貧困』第1章
 （第4章）「使用価値・交換価値」＝ 「使用価値と交換価値の対立」（第1節）

 （第6章）「商品の構成部分（賃金・利潤・地代）」＝ 「構成された価値」（第2節）

 （第1編第４章・第２編第２章）「貨幣」＝ 「貨幣」（第3節a）

 （第5章）「賃金の労働量を超える大きい労働量」＝ 「労働の剰余」（第3節b） 

「断層」（論理的・歴史的転化）は『哲学の貧困』第1章の第1節と第2節の間にある。マルクスは

『第一草稿』執筆中に８つの表題をつけて「『国富論』第2ノート」をとる。

Ⅰ .労賃。Ⅱ .資本の利得。Ⅲ .労働と資本との様々な用途。Ⅳ .地代。Ⅴ .資産が分割される異な

った二つの部分。Ⅵ .資本蓄積について、あるいは生産的労働と不生産的労働について。Ⅶ .利子に

用いられた資産について。Ⅷ .資本の異なった用途について。

これらのタイトルは『国富論』第1編第8章・第9章・第10章・第11章と第2編第1章・（第2章

は略して）第3章・第4章・第5章にそれぞれ対応する。

そのうち、最初の４つのタイトルの内容は『哲学の貧困』第2章のテーマとなる。

 『国富論』第1編　　	  『哲学の貧困』第2章
 （第5章・第6章）論理的歴史的転化＝ （第1節 方法「7つの考察」）

 （第10章）「Ⅲ .労働と資本の様々な用途」＝ 「分業と機械」（第2節）

 （第9章）「Ⅱ .資本の利得」＝ 「競争と独占」（第3節）

 （第11章）「Ⅳ .地代」＝ 「土地所有、即ち地代」（第4節）

 （第8章）「Ⅰ .労賃」＝ 「同盟罷業と労働者の団結」（第5節）

このように「『国富論』ノート」は『経済学･哲学草稿』だけでなく『哲学の貧困』の第1章と第

2章の体系構成の全体を基礎づけている。

『哲学の貧困』第2節「第1章 方法」は独自な位置と機能をになう。『経済学批判要綱』「序説」の

ように方法論は著作の最初か、あるいは『資本論』のように第3部の最後の4章（「第49章 生産過

程の分析によせて」・「第50章 競争の仮象」・「第51章 分配諸関係と生産諸関係」・「第52章 諸階級」）

に置かれるのが自然と思われる。しかしここ『哲学の貧困』では第1章と第2章を媒介する位置に

ある。『哲学の貧困』では第1章で、分離した労働と所有を貨幣が結合するブルジョア的生産様式

を論証したあと、第2章第2節以後で、そのブルジョア的生産様式がどのような具体的姿態で展開

し、その展開過程で利潤と地代が如何に規定＝分配されるのかを論証する。その過程で賃労働者が

有産階級に従属する存在から自立する根拠と姿態をあきらかにする課題を描写する。

第1節の方法論は「論理的歴史的転化」を課題とする。経済学批判の論理は、プルードンのよう

に恣意的に構成する論理ではなく、歴史的事実に根拠をもつ論理であることをあきらかにすること

にある。すでにアンネンコフへの書簡で提示した命題《経済的カテゴリーは歴史的カテゴリーであ
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る》をここ『哲学の貧困』でも主張する（p.100: 訳152頁）。7） 第1節の「７つの考察」では、第2

考察（生産様式）・第4考察（奴隷制）・第5考察（生産様式・欲望・原料）・第6考察（スコットラ

ンド牧羊囲込み・土地所有）・第7考察（封建制度・農奴制・旧市民社会・ブルジョア的生産）で

本源的蓄積に関する事実が挙げられているのは、経済学の論理が歴史的事実に根拠をもつ意味を明

示するためである。とはいえ、マルクスは歴史的事実が発生した順序にしたがって並べればよいと

は判断しない。それが証拠に、『哲学の貧困』もブルジョア的生産様式が生成してきた歴史的記述

から始まるのではなく、第1章「第1節 使用価値と交換価値」という抽象的なカテゴリーから始ま

る。ブルジョア的生産様式の論理的論証を基準にして、それに照応するかぎりの歴史的事実でもっ

てその様式の歴史的成立を例証するという内在的な記述法をとる。

［Ⅱ］ リカードウ労働価値論受容と所有論（第1章第1節と第2節の関連）

マルクスは『哲学の貧困』でリカードウ社会主義者たち、特にブレイの不等価交換＝不平等論を

批判する。ブレイは、リカードウ派であるといわれるが、肝心のリカードウの経済学を正確に理解

していない。マルクスはブレイが依拠するリカードウの経済学を受容し、それでもってブレイを批

判するという論法を駆使する。8） マルクスはまずリカードウの労働価値説をつぎのように要約する。

「ひとたび効用が承認されれば、労働が価値の源泉である。労働の尺度たるものは時間である。

諸生産物の相対価値は、それらの生産物を生産するために費やされなければならなかった労働

時間によって規定される。価格とは一つの生産物の相対価値の貨幣による表現である」（p.18 : 

訳65頁）。

上の引用文で「効用が承認されれば」とは、《その効用をもつ財が他人に購買された場合には》

という意味である。そのときは、その効用を生産するために必要である労働が価値の源泉として承

認されたことを意味する。ここ『哲学の貧困』でいう「相対価値」とは交換価値のことである。マ

ルクスは価値と交換価値とを『経済学批判要綱』（1857－58年）でも『経済学批判』（1859年）に

なっても、明確にカテゴリーとして区別しないで用いる。引用文の命題《価格とは価値の尺度であ

る労働時間の価格による表現である》は、価値形態＝交換過程論を要請する。しかし、『哲学の貧困』

ではまだ「貨幣とはブルジョア的生産様式の要約表現である」という重要な指摘をするにとどまる。

ここで価値の源泉である「労働時間」とは「測定可能な時間」ではない。ここでの労働時間とは

没人格的な時間である。労働時間とはブルジョア的生産の総過程が析出する現実的抽象である。ブ

ルジョア的生産様式では「時間がすべてであって人間はもはやなにものでもない。人間はせいぜい

のところ時間の殻にすぎない」（p.30 : 訳78頁）。ブルジョア的生産は人間を価値の次元に還元する

物象化されたシニカルな世界である。リカードウの経済学の科学性とはその物象化に立脚した厳密

性である。個別的具体的労働時間を価値の源泉である労働時間に抽象するのは「諸資本の間の競

争」である。競争という社会的過程が個別的な複雑労働を一般的な単純労働に還元する。単純労働

が「労働の質にはかかわりなく価値の尺度の役割をつとめる」（p.30 : 訳78頁）。すでに拙稿9）で示

したように、マルクスのいう「時間」は通常いう時間、すなわち「自然時間」、あるいは人間の経

験界に存在する実在的時間だけではない。「差異論文」では時間の否定態である「無時間」が指摘
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される。『哲学の貧困』でいう「価値の尺度としての労働時間」は如何なる労働の具体性も捨象し

た「抽象的時間」である。『哲学の貧困』は諸資本の間の「競争と分業」を主題とする。ここでい

う「労働時間」とは、諸資本が相互に競争しつつ社会的分業＝交換関係を担いあう社会諸関係を媒

介して抽象される労働時間である。

［労働価値説の労働［力］への適用］　マルクスはリカードウの労働価値説を「労働の商品」に適

応する。

「商品の相対価値がその商品を生産するために必要な労働量によって規定されるものとすれば、

おのずから、労働の相対価値、すなわち賃金もやはり賃金を生産するために必要な労働量によ

って規定されるという結論になる。それゆえ、賃金すなわち労働の相対価値またはその価格は、

労働者の維持に必要なあらゆるもの［賃金財］の生産に要する労働時間によって規定される」

（p.26-27 : 訳74頁）。

マルクスは「労働力商品」とは書かず「労働の商品」と書いている。しかしマルクスは『哲学の

貧困』執筆のとき用語「労働力」を知らなかったのではない『経済学･哲学《第一》草稿』前段

「賃金欄」でシュルツの『生産の運動』の用語「体力（Körperkraft）」を「労働力（Arbeitkraft）」に

変更して用いている。10） 『第二草稿』の末尾で、国民経済学批判の全体を三つの運動に総括した個

所で「資本＝集積された労働＝労働」11）という認識を記す。この資本認識を『哲学の貧困』に継承

して、「彼（リカードウ）は彼の有名な地代論を公表して資本を分析した結果、資本のなかに蓄積

された労働のみを見出すようになる」（p.25 : 訳70頁）と書く。『経済学･哲学草稿』から『哲学の

貧困』への継承関係をみれば、『哲学の貧困』で「労働」を「労働力」の意味でも用いていると判

断できる。マルクスは初版自家用本に「労働 ［労働力（force de travail）］ は、売買されるかぎり、

他の一切の商品と同じように一つの商品であって、したがって、一つの交換価値をもつ」（p.55、

訳84頁）と［労働力］という語句を挿入している。

『哲学の貧困』で「労働」が「労働力」の意味を含む場合があるのは、マルクスが「労働力」とい

う用語を知らなかったからではない。「労働」に「労働」と「労働力」との二重の意味を含ませる

この語法は、プルードンが「労働」と「労働力」とを区分できなかったことがジレンマに陥ること

を明らかにし、「商品の価値」と「労働の価値」との循環論法的な論証不可能性を暴露するためで

あろう。マルクスはリカードウのスミス批判をつぎのように指摘する。

「アダム・スミスは、①あるときは［『国富論』第1編第１章～第５章では］一つの商品の生
産に必要な労働時間を価値の尺度とみなし、②あるときは［同編第6章以後では］労働の価値
を価値の尺度とみなしている。リカードウはこれらの二つの計り方の相違を明示することによ

って、この誤謬をあばきだした。プルードン君はアダム・スミスが単に並置したにすぎない二

つのものを同一視することによって、スミスの誤謬に輪をかけている」（p.33 : 訳81頁。①・②、

［  ］は引用者）。

スミスは価値尺度を①「労働＝所有」のときは「一つの商品の生産に必要な労働時間」とし、②

「労働≠所有」のときは「労働（力）の価値」とする。②の利潤・地代の価値の源泉は不明である。

リカードウは①でも②でも価値尺度は「一つの商品の生産に必要な労働時間」であると統一する。

本稿では「労働の価値」が「労働力の価値」を意味する場合は、「労働（力）の価値」と表記する。
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［賃金財の価値増減］では、労働（力）商品の価値は何が規定するのか。それは賃金労働者が生存

するために必要な労働生産物＝賃金財によってである。

「労働［力］はそれ自体商品であるから、そういうもの［商品］として、商品である労働［力］

を生産するために必要な労働時間によって量られる。では、商品である労働［力］を生産する

ためになにが必要であるか? 労働［力］の不断の維持のために、いいかえれば労働者をして生

活させ、さらに彼の種族を繁殖させうるようにするために、欠くことができない物を生産する

に要するちょうどそれだけの労働時間が必要なのである。労働の自然価格なるものは、賃金の

最低限にほかならない」（p.27-28 : 訳75頁）。

マルクスが上の引用文でいう「賃金の最低限」とは、リカードウのいう「生存賃金」である。賃

金労働者としてやっと生きていけるだけに限定された生活手段が賃金として支払われる。賃金財を

生産するために必要な労働時間が労働力商品の価値である。この最低限の価値量を「売買されるの

はつねに或る一定の労働（un travail déterminé）である」（p.35 : 訳84頁）と規定する。一定の使用

価値をもつ商品の価値は、それを生産する労働生産性の増加と減少に依存して減少しあるいは増加

する。商品である労働力もそうである。マルクスは「労働（力）の価値」は「他の一切の商品の価

値と同じように価値の尺度の役割を務めることはできない」（p.31-32 : 訳80頁）ことを例証する。

小麦と衣服の例をあげる。

一定量の小麦の生産に2倍の労働日が必要になった場合、一定量（１ミュイ＝昔使われた枡目）

の小麦の効用（使用価値）は一定であるが、価値は2倍になる。もし、一定の労働日で2倍の衣服

が生産されるようになれば、衣服1着あたりの使用価値は変わらないが価値は二分の一になる。小

麦や衣服という賃金財の価値は労働生産性の増減に反比例して変動する。「労働（力）の価値」は

他の商品と同じように労働生産性によって変動するから、プルードンが主張するようには価値の不

変的な尺度とはなりえないのである。スミスは『国富論』第1編「第6章 商品の価格の構成部分に

ついて」で商品の価格は「賃金＋利潤＋地代」、この三者によって構成されると説明した。この構

成物には生産的に消費された生産手段の価値（不変資本）は存在しない（のちの『剰余価値学説

史』でいう「Ｖ＋Ｍ」のドグマ）。プルードンは、商品はすべて労働が生産した結果であるから、

「行われた総労働＝商品の総価値」という等式に継承し、しかも労働と労働力を区別しないで、「総

労働＝総価値」、したがって、「労働の価値」が「商品の価値」を尺度すると考えたのである。

マルクスは「労働（力）の価値」も普遍の価値尺度ではないから、そう思うプルードンは変動す

る「商品の価値」を変動する「労働（力）の価値」で尺度するという循環論法に陥っている。加え

て、この循環論法はそもそもスミスに存在した矛盾であり、プルードンはそれを踏襲しているにす

ぎない。

［賃金財価値の減少＝超過利潤］注目すべきことに、この「労働（力）の価値」が普遍の価値尺度

たりえないことを説明するために援用した「賃金財としての小麦・衣服」の価値はその労働生産性

によって変動する。とくに衣服の例のように減少する事態は『哲学の貧困』の利潤論（正確には

「超過利潤論」）に理論的基礎を準備する。

マルクスはまず、労働力はなぜ資本家に商品として買われる＝雇用されるのか、この動機を問う。

資本家は労働力商品の効用＝使用価値を消費して＝労働させて、その「或る一定の労働」＝価値よ
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りも多くの価値を取得するためである。

「労働は［「労働の力（force de travail）」とのちに挿入］は、売買されるかぎり、他のいっさ

いの商品と同じように一つの商品であり、したがって、一つの交換価値をもつ。しかし、労働

［力］の価値または商品としての労働［力］がなにものをも生産しないとすれば、そのことは、

小麦の価値または商品としての小麦が栄養に役立たないのと同じである。……労働［力］は、

売買されるかぎり、それ自体が商品なのである。なぜ人は労働［力］を買うのか？『そのなか

に可能的に（puissanciellement）含まれていると考えられる価値のために』である。……あら

ゆる商品はなんらかの効用（utilite）を目的としてのみ買い取られるのであって、けっして商

品それ自体として買い取られるのではない」（p.36 : 訳84頁）。

上の引用文で、先の「小麦」の例が出されている。「普遍の価値尺度」問題の例が資本家が労働

者を雇用する動機の説明に転用されている。上の引用文の決定的な個所は《そのなかに可能的に含

まれていると考えられる価値》である。これは実はプルードンからの引用文である。マルクスは、

労働［力］の価値でなく、その「効用」＝使用価値＝「価値生産の可能性」こそ、資本家が労働

（力）を買う目的だと力説する（p.35 : 訳84頁）。プルードンのいう《そのなかに》とは《労働（力）

のなかに》という意味である。プルードンは事実上「労働（力）＝利潤生産可能態」を把握してい

ながら、その意味に気づかない。

いいかえれば、①賃金財を生産した過去の労働時間と②賃金労働者が行い新しく価値を生産する

労働時間とが等しければ、無意味な取引になる。したがって、②は①より大きい。②―①＝利潤で

ある。先に「『国富論』ノート」でみた「N－V＝M」がこれである。利潤生産のその可能性を実

現するのが、資本の生産＝流通過程である。『要綱』以後の用語でいえば、可変資本（Ｖ）と価値

生産物（V＋M）の不等価交換である。

プルードンにとって「商品の価値」と「労働（力）の価値」とは本質的に等しい。資本家がその

等価に利潤を付加するから不等価になるのであり、等しくあるべきであるという（労働全収益論）

を主張する。マルクスはリカードウの「賃金と利潤の相反説」を援用し対置する。諸資本は売買市

場でぎりぎりの限界価格で競争している。資本の内部で増加した費用は外部に転嫁できない。資本

の生産過程で生産される価値は不変である。「蓄積された労働と直接労働との敵対関係」（p.40 : 訳

88頁）が外的圧力で定まる。一方が増えれば、他方はその増加分だけ減少する。その不変量の価

値が資本家の利潤と労働者の賃金に分配される。

［競争市場と超過利潤］しかし、分配率を変更し不等価交換そのものを深化する要因はさらにもう

ひとつある。「超過利潤」の場合である。ただし用語「超過利潤（Extraprofit）」の誕生は、1850年

代初頭にリカードウ『原理』を再び研究するときである。

まず、マルクスは『資本論』第三部の生産価格論での指摘12）を予示するように、需要と供給の変

動が個別資本家に自己の生産量を決定する指示器の役割をになうことを指摘する。

「需要と供給の変動が、せめて生産費だけでも引き替えに受け取るためには、所与の商品をど

れだけ生産しなければならないか、その分量を生産者に指示する。しかもこれらの変動が絶え

間なく起こるから種々の産業部門については、資本の絶え間なき引上げと投下の運動もまた存

在するのである」（p.43 : 訳91頁）。
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個別資本は相互に自由にふるまうようにみえて、行為結果に自立した生産諸条件をつくりあげ、

逆にそれに従う。需給の変動をめぐって競争する諸資本を産業諸部門に配分する原理が貫徹する。

諸資本はより多くの利潤を獲得するために、市場占有率を高めようとするために、より低い価格で

供給するほかない。この事態をマルクスはつぎのように要約する。

「新しい発明はいずれもみな、市場に出回っている同質のすべての生産物の価値を低下する。

……或る生産物の相対価格はその生産物の生産に必要な労働時間によって規定されるという法

則を、競争が実現する。売買価格に対して尺度の役割をなす労働時間がこのようにして労働の

絶え間のない価値低下
4 4 4 4

（dépréciation）の法則となる。それだけでない。単に市場にもたらさ

れる商品についてばかりでなく、生産用具やひとつの工場全体についてもまた、価値低下
4 4 4 4

が起

こるであろう」（p.44 : 訳93頁）。

市場を支配するのは平均価格ではない。最も労働生産性の高く、最も安価な生産費で生産できる

先駆的個別資本が設定する最低価格が市場を支配する。

「製造業においては最小限の労働によって得られた生産物の価格が、同種の他のすべての商品

の価格を規制する。なぜなら、最も費用がかからずもっとも生産的な生産諸手段は無限にそれ

を増加することができるし、また競争が市場価格を、すなわち同種のすべての生産物にとって

共通な価格を、もたらすからである」（p.156-157 : 訳211-212）。

より労働生産性の高い技術を装備する機械装置の発明によって、新しく生産される物の価値が低

下する。既存の生産物も価値低下に晒される。新旧両方の労働生産物は価値低下・減価作用を受け

る。賃金財を消費して再生産される労働（力）商品も価値低下する。なぜなら、先の衣服の例でみ

れば、労働生産性が二倍になれば賃金の価値は二分の一に低下するが、労働者が消費する衣服の使

用価値は不変だからである。この価値低下が賃金財のすべて、あるいはほとんどに及べば、労働時

間が一定であっても、賃金財の集合の価値は低下し、その低下した分だけ利潤は増加する。「労働

時間一定」という条件は『哲学の貧困』自体が想定するものである。

『哲学の貧困』でマルクスは当時のイングランドで議会に上程される「10時間労働法案」（p.60 : 

訳111頁）に言及している。その法案は『哲学の貧困』の刊行された1847年に成立する。イギリス

の製造業者たちはその法案に頑強に反対したが、その法案が成立すれば、利潤は増加せず減少する

のか。そうではない。もう一つの活路、労働生産性上昇による賃金価値低下＝利潤増加という活路

が開かれている。その活路こそ、当時の英仏両国で展開していた産業革命が準備するものである。

労働時間の絶対的延長衝動は潜在的に存在する。機械装置＝固定資本の導入は必要労働時間を短縮

するが、回転期間を短縮するために総労働時間を延長しようとするからである。

マルクスは『哲学の貧困』ではまだ、特別利潤＝超過利潤という用語を示していない。しかし注

目すべきことに、 スミスが第1編第7章で用語「特別利潤（extraordinary gain）」を４回も用い製造

業の秘密から獲得する利潤を論じる個所を「『国富論』第1ノート」に記録している。その個所は

スミスの文章を要約したノートであるため「特別利潤」語は書かれていない。しかし、「新発明の

技術」などの業務上の秘密が特別利潤を生むことを指摘したその個所にサイドラインを引いて注目

している。13） マルクスに「特別利潤」語は強く記憶されて『哲学の貧困』で「新発明による競争が

絶え間なき価値低下」（p.44 : 訳93頁）を論じたと判断される。用語「剰余利得（Surplusgewinn）」・
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「超過利潤（Extraprofit）」は1850年代の初頭のリカードウ原理ノートで初めて用いられる。14） 超過

利潤をめぐる諸資本の社会的帰結である「相対的剰余価値」、労働時間の絶対的延長による剰余価

値である「絶対的剰余価値」概念は『経済学批判要綱』で成立する。15） 

マルクスがリカードウ経済学を援用するのは、単なる価値論でなく、機械論と結びついた価値論

である。マルクスがノートを取って読んだのは『経済学および課税の原理』の初版（1817年）で

ある。16） 1850年代の前半でマルクスはもう一度丹念に『原理』のノートをとるが、そのテキストは、

機械導入＝失業者増大を問題にする第三版（1821年）である。17）

［Ⅲ］ 資本と労働の交換（第1章第2節）

［所有の不平等は不等価交換だけが原因か］マルクスは『経済学･哲学草稿』では主にスミスの

『国富論』を（国民）経済学批判の主な対象にした。『哲学の貧困』ではリカードウの『経済学およ

び課税の原理』に移動する。『原理』は社会主義者も援用する。

「労働時間による価値決定は……現社会の経済的諸関係の科学的表現にすぎない」。「イギリス

における経済学の動向にすこしでも通じているものなら誰でも、この国のほとんどすべての社

会主義者たちが、さまざまな時代にリカードウ学説の平等主義的適用を提唱したことを知らな

いことはない」（p.49 : 訳98）。

トマス・ホジスキン（1787-1869）『経済学』（1822年）、ウイリアム・トムソン（1785ca-1833）

『人間の幸福に寄与することが最も大きな富の分配の諸原理の研究』（1824年）、トマス・エドモン

ズ（1803-89）『実践的・道徳的・政治的経済学』（1828年）、ジョン・ブレイ（1809－95）『労働の

苦悩と労働の救済』（1839年）などの社会主義文献が紹介される。マルクスはブレイのその著書か

ら引用を繰り返し、ブレイの主張をあとづけ批判する。ブレイの主張（1839年）はプルードンの

主張（1846年）の先駆形態であるからである。ブレイからの引用はフランス語に訳されて引用さ

れるが、重要な個所は英語の原文で引用される。

ブレイはリカードウの労働価値説を継承する。

「価値をあたえるものは労働のみである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（It is labour alone which bestores value）。……自己の労

働の果実を自己のものとしても、彼は他の人々に対してなんら不正を働いたことにはならない。

なぜならば、彼は他の一切の人々が彼と同じことをする権利を決して侵害しないからである。

優越や劣等、主人と雇用者という観念はすべて、諸々の第一原理［労働と所有の同一性］が無

視されたこと、その結果発生した所有の不平等から生まれる」（p.51 : 訳99頁。強調はマルクス。

以下同じ）。

では商品交換の対象はなにか。ブレイは二つ、「労働（力）」と「労働の生産物」とをあげる。

「人間が相互に交換し得るものは二つしかない。すなわち、労働［力］と労働の生産物とがそ

れである。もし公正な交換制度が実施されるならば、すべての物品の価値はその全ての生産費
4 4 4 4 4 4

（the entire cost of production）によって決定されるであろう。しかも相等しい価値はつねに相等
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

しい価値と交換されるであろう
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」（p.52 : 訳101頁）。

ブレイは、「労働（力）の価値」と「労働の生産物の価値」とは等しいから、両者の間で等価交
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換が行われれば正義は成立し、所有の不平等は発生しないと主張する。交換の不平等こそが所有の

不平等の原因であると断定する。すなわち、

「労働者たちは半年だけの価値とひきかえにまるまる一年の労働を資本家に渡して
4 4 4

きた」

（p.53 : 訳102）。「交換の不平等は、所有の不平等の原因である（Inequality of exchanges, as being 

inequality of possessions）」（p.54 : 訳103頁）。「政治は所有の不平等の結果である。所有の不平

等は現在の社会制度と不可分に結合している」（p.51 : 訳100頁）。

マルクスにとっての問題はこうである。ブレイが主張するように、「交換の不平等」＝不等価交

換が所有の不平等をもたらすことは認められる。しかし、資本の数と量が増大し諸資本の間の競争

が激しくなれば、どれか特定の資本が市場を支配し、不当に高い独占価格を設定し市場を支配する

ことはできなくなる。『ドイツ・イデオロギー』でその事態を「自由主義」と規定していた（後述）。

英仏で進行中の産業革命はその事態を生み出している。多数の資本がおりなす生産様式では等価交

換が実現する。では、《等価交換が実現すれば、所有の不平等、貧富の差は存在しなくなるのか》。

これがマルクスの提示する問題である。ブレイの出した問題は「最高賃金法」（労働力の価値以下

での売買の強制）・「団結禁止法」（賃金増額などを要求する労働組合結成の禁止）など「前期的独

占」への批判としては意味があった。しかし舞台は「労働力の等価交換」を許容する自由競争へと

回転している。産業革命をつうじて巨姿を現したブルジョア経済総体がその体質をそなえている。

ブレイは問題の立て方が間違っている。問題が時代とずれている。

［労働（力）の可能性のパラドクス］マルクスはこのブレイ批判で経済学批判の決定的な旋回軸を

設定する。《等価交換でさえ、所有の不平等を生み出す》という命題である。ブルジョア経済は、

等しい物が等しくない物を孕み実現するパラドックスが現実的に可能である。資本はプルードンの

いう《労働（力）のなかに可能的に（puissanciellement）含まれていると考えられる価値》を実現

する。労働（力）の等価である賃金と交換に入手した労働力の価値可能性を実現し取得する。それ

が賃金を超える超過価値＝利潤である。ブルジョア経済では等価交換と不等価交換は両立可能なア

ンチノミーである。このパラドクスを成立させるのは、労働（力）の効用＝使用価値であり、一般的

商品と特殊な労働力商品を媒介する貨幣である。貨幣と労働力商品が問題の核心である。

［Ⅳ］ 貨幣の生成と剰余労働搾取（第1章第3節「a 貨幣」・「b 労働の剰余」）

［ベルリン時代マルクスのカント問題］マルクスはすでにベルリン時代に書いた「差異論文」（1841

年）に、このパラドクスを解く方法を獲得していた。「差異論文」では《宗教上の神も経済上の貨

幣も個々人が自覚して生む所産ではない。彼らの無自覚な社会諸関係に規定された行為の所産であ

り、神も貨幣もその規定された行為が日々再生産する事態である》と認識している。カントはデカ

ルトがすぐれて観念的な思惟する主観を実在する存在にすり替える誤
パラロギスムス

謬推論を犯しているとして批

判した。18） ヘーゲルはカントが誤謬推論＝矛盾を思惟主観にのみ認め、思惟対象である世界に矛盾

を認めないのは、一面強調の誤りを犯していると批判した。マルクスは「神＝貨幣の批判的理解と

いうモチーフ」からヘーゲルの線にそって、誤謬は思惟する主観と実在する客観との媒介関係に存

在すると観て、その止揚形態の生成メカニズムを探求する。この観点は『哲学の貧困』でも持続す
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る。その媒介関係はカント『純粋理性批判』のつぎの四つのアンチノミーを止揚する。

①［量のアンチノミー］世界は時間・空間で有限か無限か（時間に始元があるか否か、空間に限

界があるか否か）、

②［質のアンチノミー］世界は単純な要素からなるのか、無限に分割できるか、

③［関係のアンチノミー］世界には絶対的な始めとしての自由があるのか、世界の出来事はすべ

て自然必然性が支配するか、

④［様相のアンチノミー］世界の因果の連鎖には絶対的必然的存在者があるか、否か。19） 

カントのアンチノミーはカントが考えたように単に対立するのではない。止揚するのである。第

一の（時間・空間）のアンチノミーと第二の（部分と全体）アンチノミーである「有限と無限の対

立」は、有限が無限を内包する構造に止揚される。第三のアンチノミー「自由と自然必然性の対

立」も、個別的には自由なものは総体的な観点からは偶然的なものである。それらは相互作用を媒

介に一定の自然必然性に止揚する。「絶対的無制約者は存在するか否か」の第四のアンチノミーも、

第三の自然必然性が結局、歴史的なものであることを自己開示し消滅することを通じて、絶対的無

制約者としてふるまう存在も歴史的被制約者であり、何時しか自己止揚する。マルクスはこのよう

な論証課題を経済学批判の内部に装填し、ヘーゲルが批判的に継承したカント・アンチノミーを歴

史的現実態であるブルジョア的生産に洞察し、その止揚形態を解明する。

カント・アンチノミーの止揚形態は「有限・内・無限（infinity within finiteness）」である。ブル

ジョア経済における財の私的交換関係はすべての特殊な外皮を剥ぎ取り「価値」を抽象する。ブル

ジョア的生産とヘーゲル論理学の照応関係（後述）を考慮すれば、純粋理性の抽象の結果である「実

体」は、ブルジョア的交換関係の結果である「価値」に対応する。「価値の実体」は「労働時間」で

ある。価値実体が如何に貨幣に生成するかを最初に論証するのが『経済学批判要綱』「貨幣に関する

章」である。20） その意味でも『哲学の貧困』は『経済学批判要綱』を準備する著作である。21）

注目すべきことに、マルクスは『哲学の貧困』で超過利潤獲得をめざして競争する個別諸資本が、

等しい生産条件である「平均市場価格」（p.161 : 訳216頁）・「諸々の利潤が一つの等しい利潤率に到

達していること」（p.158 : 訳213頁）、つまり「平均利潤率」を無自覚に構成する事態に注目してい

る（第三アンチノミーの止揚形態）。『資本論』の体系展開の軌道は平均概念である。22） 『哲学の貧

困』には「平均概念」が基軸として定礎されている。平均市場価格は、現実の自由に
4 4 4

ふるまう個別

的主体が競争と相互依存関係（社会的分業関係）を通して総括される自然必然性
4 4 4 4 4

を表現する。平均

市場価格の理論的基礎である価値も平均化作用が現実的に抽象する。価値は諸資本の競争を媒介に

して抽象される現実的平均概念である。価値はすべての具体的形態が消滅する極限で生成する概念

である。その極限は非ユークリッド空間における「無限遠点（point at infinity）」である。23） 価値が

生成する場とはその「無限遠点」である。近代的私的所有が自己の存立根拠とするのは、私有する

物を相互に等置＝交換するためにその物の差異を捨象する「無限遠点」＝「価値」という場である。

その場で「貨幣と神」が生成する。貨幣が宗教性を帯びるのは神が生成する場との共通性による。

「無限遠点」は、商品の使用価値（有限）＝質料的媒態の内部に価値（無限）として、存在する。

［貨幣とは何か］プルードンが前提する商品の「構成された価値」は「賃金・利潤・地代」からな

る（『国富論』第1編第6章）。その収入諸形態は貨幣による表現である。彼の論証は《前提として
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の貨幣→「構成された価値」としての商品→結果としての貨幣》、つまり、《貨幣→商品→貨幣》と

いう悪循環に陥っている。むしろ、商品として前提された金・銀が貨幣に生成する論理的必然性を

解明することが課題である。マルクスはつぎのように批判する。

「彼〔プルードン〕がみずから課すべきであったであろう最初の問題は、現在なりたっている

ようなもろもろの交換にあっては、なぜ特殊な交換媒介物〔貨幣〕を創造することによって交換

価値にいわば個性をあたえなければならなかったのか、その理由を究明することである」（p.64  

: 訳115頁）。24）

『哲学の貧困』でマルクスが獲得している概念は、「使用価値・交換価値（価値）・交換関係・労働

時間（価値尺度）・直接労働・蓄積された労働」である。しかも、『哲学の貧困』だけでなくその刊

行直前にアンネンコフに出した書簡でも、これらの「経済的カテゴリー
4 4 4 4 4 4 4 4

は現実の歴史的諸関係の抽
4

象
4

である」という。マルクスが経済学批判でもちいるカテゴリーは、現存する生産様式そのものが

おこなう現実的抽象の理論的表現である。

相異なる使用価値を持つ財が近代的私的交換関係の対象になると、その財は使用価値だけでなく、

交換価値という二つの属性をもつようになる。すなわち、財は商品になる。交換関係が財に交換価

値（価値）25）という属性を賦与する。26） 交換価値（価値）の尺度は「労働時間」である。そこでは

実在する人間が行う具体的労働は捨象されている。『哲学の貧困』の「労働時間」は「質の問題は

存在せずに、量だけですべてが決定される労働時間」である（p.30 : 訳79頁）。近代的私的交換関

係で具体的な質が一切捨象＝抽象された労働が価値の実体である。その抽象力は、マルクスが『哲

学の貧困』第2章冒頭で論及する、ヘーゲル哲学の「抽象力」に相当する。「捨象＝抽象の場」は

私的所有の領域の限界＝「無限遠点（point at infinity）」である。それは私的所有物の所有者が変更

され持ち手が交換される「極点」である。それは近代的私的所有者の交換関係が商品の使用価値を

捨象する力に反照する。『哲学の貧困』のリカードウ的「労働時間」とは『要綱』以降の「抽象的

労働」である。

［関係としての貨幣］『哲学の貧困』は貨幣の基本属性をつぎのように指摘する。

「貨幣は、一つの物（une chose） ではなくて、一つの社会的関係（un rapport social）である。

貨幣の関係が他のあらゆる経済的関係、たとえば分業などと同じように、一つの生産関係（un 

rapport de la production） であるのはなぜか？」（p.64 : p.115）。

この指摘は『要綱』における「貨幣は共存体（Gemeinwesen）である」という命題に継承される。

貨幣が金・銀という物の姿態をとる事態に囚われると、《貨幣とは物である》という錯誤に陥る。

この錯誤は《資本とは機械装置である》という錯誤に発展する。マルクスは「生産関係としての貨

幣」規定をさらにつぎのようにパラフレーズする。

「この関係〔貨幣の関係〕は一つの環（un anneau）である。そのようものとして他の経済的

諸関係の全連鎖（tout l’enchaînement des autres rapports économiques）に緊密に結びついている。

この関係は個々人的交換（l'échange individuel）と全く同様に一定の生産様式（un mode de 

production déterminé）に対応するものである」（p.64 : 訳115-116頁）。

マルクスは、貨幣が「他の諸関係の全連鎖」を媒介する交換関係から発生するとみる。ここで価

値形態論の課題が提起されている。その論証は『経済学批判要綱』で開始される。ここでは上の文
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言に即し、『哲学の貧困』でマルクスは貨幣について何を何処まで語っているのかをみよう。この

解明は『要綱』で開始する価値形態の論証の前提を確認する作業である。マルクスは、貨幣が取り

結ぶ関係は「一つの環」をなし、貨幣で貨幣以外の諸関係のすべての連鎖に結合するという。マル

クスが研究対象にしているブルジョア経済は貨幣が中心に組織された生産様式である。

［貨幣とヘーゲル推論形式］貨幣のこの意味は、『哲学の貧困』（1847年）以前の「ミル評注」

（1844年）における二つの推論形式、「神―キリスト―人間」と「私的所有―貨幣―社会」27）を参照

することで明らかになる。一方の極「無限存在である神」は他方の極「有限存在である人間」に

「キリスト」を媒介にして結合する。「無限存在である神」は人間に対しては「キリスト」という

「有限存在である人間の姿態」で現象する。キリストは逆に無限の神に対しては有限な人間を代表

する。キリストは神と人間の媒態である。その類推を後者の推論「私的所有―貨幣―社会」に援用

すれば、一方の極「無限存在であろうとする私的所有」は「貨幣」という姿態で他方の極「有限存

在である社会の姿態」に現象する。貨幣は、「無限であろうとする私的所有」に対しては「有限存

在である社会」を代表する。「キリスト」は「有限存在である人間（肉体）」に「無限存在である神

（精神）」を内在させている。同じように、「貨幣」は「有限存在である社会（自然存在）」に「無限

存在である私的所有（虚偽の永遠存在）」を内在させている。貨幣は無限存在を内在する有限存在

である。無限存在とは価値である。貨幣は近代的
4 4 4

私的所有と社会の媒態である。近代的な私的所有

は、価値という無限存在であろうとする歴史的存在である。このアナロジーを命題「貨幣とは一つ

の生産関係であり貨幣以外の一切の関係を連鎖する結合態である」に関係づける。

マルクスは「差異論文」で、対立する両極が媒態＝中間項を通して結合する論理過程を、ヘーゲ

ル『法＝権利の哲学』のつぎの推論形式（§302）から学んでいた。28） 

「対立関係にあるものとして一方の極（ein Extrem）に立つある一定の契機が、同時に中間項
4 4 4

（Mitte）でもあることによって、極であることを止めて有機的
4 4 4

契機（organisches Moment）にな

るということは、非常に重要な論理的洞察である。……有機的に、即ち総体性（Totalität）のな

かに包含されてこそ、階位の異なる

要素（Element）は媒介（Vermittlung）

の機能を通してのみ証明される。そ

れとともに［両極の］対立そのもの

もひとつの仮象（ein Schein）に引き

下げられている」。29） 

このように両極の対立が媒態に止揚さ

れる過程を図示すると、右図のようにな

る。

右の図を参考に、ヘーゲルからの上の

引用文を説明する。

① 両極（a,b）の個別的契機は特殊性

で区別される。両極は結合することによ

って自己の特殊性を捨象し「関係そのも

《マルクス論理空間の生成》

媒態＝極a’

極b

極b極a

③

② ②
②

① ①

①

③
③直進

③

②
③
②
③

②
③
②
③抽象態抽象態
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の」を抽象する。その抽象態は一切の特殊的差異＝「有限」が消滅した「無限」である。「非ユー

クリッド空間」の「無限遠点」がこれに相当する。

② 生成した抽象態は自己の実在的根拠をもとめ、両極（a,b）の具体的姿態に顕現する。顕現は

「終わりのない無限の系列」になる。

③ 抽象態の現象形態になった両極の一方の極（a）は「関係態そのもの」＝媒態（a’）になる。

他方の極（b）はその媒態を「鏡」にして自己を反照する。媒態は、一切の差異を捨象した抽象態

を一方の極（a）で代表する「有限（a）・内・無限（抽象態）」である。これがカント・アンチノミ

ーの止揚形態である。以上が貨幣を生成するマルクス論理構造である。30） 

一般的に対立する多くの極（a, b, c, d, ……）が「中間項」＝媒態（a’）に止揚されると、他の各々

の極（b, c, d, ……）は媒態を通して連鎖する「要素（Element）」になり、連鎖は要素の「集合

（Aggregat, Sammlung）」になる。《要素→集合→要素→……》という円環は再生産可能領域を根拠

づける。《集合＝要素の連鎖関係》はブルジョア経済でも存在する。私的労働が社会的分業＝商品

交換で編成される体制をマルクスが「生産有機体」とよぶのは「集合と要素の有機体」のことであ

る。31）

相互に自己の固有性を主張しつつ対等な関係を結ぶ多くの極（a, b, c, d, ……）は、「直接的な二

者関係」（a＝b,  b＝c,  d＝a, ……）から多くの極（b, c, d, ……）とそれらの極を媒介する媒態（a’）

の「三者関係」（b＝a’＝c,  c＝a’＝d, ……）に転態する。媒態（a’）を中心（center）として、極

（b, c, d, ……）を周辺（periphery）とする円環（circle）32）が『哲学の貧困』のいう「他のすべての

関係を連鎖する関係態としての貨幣」となる。『哲学の貧困』はすでに貨幣生成史（価値形態＝交

換過程論を展開する観点と概念を準備している。

［労働の剰余］マルクスは第1章第3節「a 貨幣」の直後で「b 労働の剰余」を論じる。貨幣が

「労働の剰余」をもとめて運動するからである。「貨幣の資本への転化」の問題である。プルード

ンは「一切の労働は剰余（excédent）を残すべきである」・「労働の剰余（L’excédant du travail）は社

会から発生する」というけれども、その原因が分析できない。マルクスは、イギリス社会改良家・

庶民院議員マイカル・サドラー（1780-1835年）の著作『人口法則』（1830年）から引用して、「結

合された労働（travail associé」が単純総和以上の仕事をなしとげることを指摘し、事実上「協業

（Kooperation）」を指摘する。リカードウやローダーデールから引用し「機械の新発明」を指摘する。

『哲学の貧困』冒頭で「分業」を論じている。「協業」・「分業」・「機械」という『資本論』相対的剰

余価値論の基軸概念が『哲学の貧困』で把握されている。『哲学の貧困』では用語「相対的剰余価

値」はできていない。しかし事実上、諸資本間の市場価格低下競争が技術革新を促す効果を指摘し

ている。

［Ⅴ］『哲学の貧困』後半の構成（第2章第1節～第5節）

『哲学の貧困』の後半である第2章は「第1節 方法」・「第2節 分業と機械」・「第3節 競争と独占」・

「第4節 土地所有、即ち地代」・「第5節 同盟罷業と労働者の団結」からなる。「第1節 方法」はすぐ

のちにみる。「第2節 分業と機械」・「第3節 競争と独占」は労働生産性上昇＝利潤論である。そこ
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には『要綱』以後の相対的剰余価値論が胚胎している。「第3節 競争と独占」では、競争の本性が

投機に顕現し競争の結果が独占に帰着することを論じ、土地独占そのものを収入根拠にする土地所

有への移行論になっている。それを主題とする「第4節 土地所有、即ち地代」では、土地投資が肥

沃土の差異となり差額地代の源泉になることを論じる。その意味で差額地代は利潤論のヴァリアン

トである。最後の「第5節 同盟罷業と労働者の団結」は資本家と地主の階級同盟に賃金労働者が団

結して対抗する運動を論じる。以上の《「資本と利潤」（第2節・第3節）→「土地所有と地代」（第

4節）→「賃金労働者と賃金」（第5節）》という順序は、後年（『要綱』以後）の6編プランの「資

本・土地所有・賃労働」の基本構想に照応する。

注目すべきことに、『哲学の貧困』では原蓄論が方法論・分業機械論・地代論で記述されている。

原蓄論のこの独自な配置は『資本論』の「蓄積＝原蓄論」という接合に慣れている者にとっては奇

妙な組合せにみえる。しかし、拙稿「《プラン草案》の資本章構想」33）で示したように、『経済学批

判要綱』で「蓄積＝共同体三形態・本源的原蓄論」を執筆したあとの「（1861年の）資本章プラン」

にも剰余価値論に原蓄論が続く「剰余価値＝原蓄論」というかたちで再現する。その組合せは、

「近代的私的所有とは本源的に剰余価値搾取の体制である」という観点が定めたものであり、「剰余

労働搾取の体制は歴史的に如何に生成してきたか」という問いがささえるものである。その組合せ

は『資本論』の「資本とは剰余労働の蓄積物である」ということを論証する蓄積論と、「蓄積され

た剰余労働を可能にする体制は歴史的に如何にして生成してきたか」という原蓄論の前提となる本

源的問いである。『哲学の貧困』と「《プラン草案》の資本章構想」の剰余価値＝原蓄論が定められ

て、その発展的再論として蓄積＝原蓄論が展開される。「資本→剰余価値の蓄積→剰余価値の搾取」

という遡及（retrogress）＝分析があって、逆に「剰余価値の搾取→剰余価値の蓄積→資本」という

前進（progress）＝総合が可能なのである。《遡及と前進が相互に前提＝措定しあう論理空間》（メ

ビウスの帯）でマルクスは宗教批判・経済学批判を展開している。34）

［Ⅵ］『ドイツ・イデオロギー』のヘーゲル評価と『哲学の貧困』（第2章第1節）

プルードンのヘーゲル哲学援用を茶化すべく、ヘーゲル哲学は『哲学の貧困』「第2章 経済学の

形而上学」・「第1節 方法」の冒頭「第1の考察」でまるで戯画のように描写されている。しかし、

その字面だけの読み方でよいのだろうか。マルクスは「差異論文」（1841年）から、テキストの内

在的理解に留まるような読み方はしない。歴史の現実的運動とは何かを探求する文脈で、テキスト

を読み替える方法を駆使していた。それを「体系を貫徹する現実的結晶化」と呼んだ。35）『哲学の

貧困』では、『論理学』第3巻第3編「第3章 絶対的理念」の「方法」の或る個所を要約して「（ヘ

ーゲルの）方法は絶対であり唯一であり最高であり、しかも無限の力である」（p.96 : 訳149頁）と

書く。36）「最後の抽象において論理的カテゴリーが実体（substance）として残る」（p.96 : 訳148頁）。

無限の「抽象力」はすべてのものの具体的姿態を剥ぎ取り抽象化し、最後に「実体」のみを残す。

ヘーゲルの絶対的方法とは「抽象力（force d’abstraction）」（p.96 : 訳148頁）のことである。実体と

は抽象力の行きつく極限（物それ自体）である。37）

以上のようなヘーゲルの方法を念頭に、マルクスは「（経済的）カテゴリーは生産諸関係の理論
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的表現にすぎない」（p.94 : 訳146頁）と書く。38）『ドイツ・イデオロギー』で指摘しているように、

ヘーゲル哲学は勃興するブルジョア的富の哲学的表現である（MEW, Bd.3, S.301）。39）『ドイツ・イ

デオロギー』はその哲学的根拠をつぎのように指摘する

「媒語（Kopula）のみを否定できるし、述語（Prädikat）に対する私の（mein）これまでの疎

遠な関係のみを否定できるし、私のもの
4 4 4 4

（Mein）を強調できる。その結果、私は（Ich）私の

もの（Mein）に対して所有者として関係するようになる。例えば、貨幣の場合がそうである。

貨幣は私自身が刻印した鋳貨になる。この後の場合は、人間なるものの特質も彼の関係もあら

ゆる意味を失う」（MEW, Bd.3, S.278. ボールド体引用者）。

「私」は、主語「私」を説明する述語、および主語「私」を述語に連結する媒語を否定する。「私」

を囲む外の世界である述語は捨象される。存在するのは主語「私」だけである。「私」が「私」自

身を「私の所有」として関係する。「私」は「私」から始まって「私」を旋回し「私」に還帰し、

さらに無限に拡張する円環運動である。これがブルジョア的所有の特質である。すぐれて観念論的

な円環運動である。その実在的形態が貨幣である。プルードンは金・銀は貨幣であると考える。こ

の円環に囚われていることに気がつかないからである。シュティルナーの唯一者は「私」＝貨幣の

極限的抽象的表現である。ブルジョア経済の理解にはイギリス古典経済学だけでなくドイツ古典哲

学を知らなければならない。

［ベルリン時代マルクスのドイツ］ドイツの市民がイギリスの組織しつつある世界市場に参加する

とは、この「私」になる事態に参入することである。カントの人格哲学に対して、ヘーゲルの『法

＝権利の哲学』が所有（Das Eigentum: §41ff.）の哲学を説いた同時代への適応性がここにある。マ

ルクスが「差異論文」を執筆する1840年のころ、産業革命の最終局面を進むイギリスから自由貿

易の要求を受けて、ドイツは急速に憲法制定と保護貿易に向かう。1840年頃からドイツの市民は

世界交通・外国との競争に組織されるようになる。ドイツのばらばらな地方的利害の対立は共通の

利害に総合されるようになる。「彼らドイツ市民たちは国民的になり自由主義的になった。保護関

税と憲法を要求した。彼らはいまでは1789年のフランス［革命］のブルジョアとほぼ同じ程度ま

でになった」（MEW, Bd.3, S.179.ボールド体は引用者）。もはやカントの人格主義哲学では対応でき

ない時代である。貨幣とは何かが説明できる学問が不可欠な時代である。フリートリヒ・リストは

『政治経済学の国民的体系』（1842年）でドイツはイギリスを如何に迎え撃つかを提唱する。

「差異論文」の2年後の「ミル評注」は貨幣をこう論じる。「貨幣の本質は……人間の生産物を相

互に補完させている媒介的な活動ないし運動がつまり人間的・社会的活動が疎外されて、人間の外

部に存在する物質的な物（Ding）、すなわち貨幣の属性になっているということである」。40）１～２

年後の『ドイツ・イデオロギー』でつぎのように指摘する。

「フランス革命が初めて私的所有を一つの人権であると言明したことによって、これに一つの

自由主義的な仮象をあたえた」（MEW, Bd.3, S.189.）。「自由主義的ないい方はブルジョアジー

の実在的利害の観念論的表現である」（MEW, Bd.3, S.180）。

1789年の「人権宣言」のスローガンは「自由・平等・友愛」ではない
4 4

。「自由・平等・所有」で

ある。41）「自由・平等・友愛」は1848年第二フランス共和国憲法で公的なスローガンである。フラ

ンス産業革命過程から「男性」勤労者が、少なくとも法的形式的に対等に処遇しなければならない
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ほど、主体として成長してきたからである。42） その動向に対応しマルクスは『法＝権利の哲学』を

研究し「ヘーゲル国法論批判」を書き、その要点を「ヘーゲル法哲学批判・序説」（1843年）を

『独仏年誌』に公表する。

［『ドイツ・イデオロギー』の積極的ヘーゲル評価］『ドイツ・イデオロギー』は、ヘーゲルがブル

ジョアジーの私的所有観を『法＝権利の哲学』で理論化したと観る。

「［ヘーゲル『法＝権利の哲学』§49を引用したあと］ ヘーゲルで特徴的なのは、彼がブルジ

ョアの言辞を現実的概念にし、所有の本質にしているということである」（MEW, Bd.3,S.189）。

では、近代的私的所有者の社会的行為はどのような形態をとるのか。

「個人の人格的関係行為は物象化され疎外されずにはおかないし（sich versachlichen, entfremden 

muß）、また同時に、個人から独立した交通によってつくりだされた力（Macht）として、個人

なしにも存立し社会的諸関係に転化する」（MEW, Bd.3, S.228. ボールド体引用者）。43）

その「疎外され物象化された関係行為」は貨幣という形態を生み出す。貨幣とは何か。

「貨幣とは、ある一定の生産関係および交通関係の必然的所産であり、これらの諸関係が存在

するかぎり、どこまでも一つの《真理》である」（MEW, Bd.3, S.184）。「貨幣は所有の最も一

般的形態である。貨幣が人格的固有性に関与することがどれほど少ないか、貨幣が人格的固有

性と真正面から如何に対立しているかは、理論化するわれらの小市民［シュティルナー］より

も［『アテネのタイモン』の］シェクスピアのほうがすでにもっとよく知っている」（MEW, 

Bd.3, S.212）。

『ドイツ・イデオロギー』は「近代的私的所有・貨幣・ヘーゲル哲学」の三者を結びつけて認識す

る。この観点が『哲学の貧困』に再現する。マルクスは『経済学･哲学《第三》草稿』で「ヘーゲ

ル論理学は精神の貨幣である」・「ヘーゲルは現代の国民経済学者の立場にたっている」と書いてい

る。44）『経済学･哲学草稿』（1844年）に先立つ「差異論文」（1840-41年作成）では、カントの「有

限・無限のアンチノミー、自由・自然必然性のアンチノミー、無制約絶対者の在・不在のアンチノ

ミー」を止揚する論理をアリストテレス・スピノザ・ヘーゲルに求め、「キリストと貨幣」の生成を

同一の論理に求めた。45）『哲学の貧困』のヘーゲル論は、プルードンへの対抗意識過剰のため、マ

ルクスの以上のような積極的なヘーゲル評価を覆い隠している。『哲学の貧困』のヘーゲル論は

「差異論文」から『経済学･哲学草稿』を経て『ドイツ・イデオロギー』へというヘーゲル評価と

いう文脈で読まなければならない。

［方法論の位置＝転化論］マルクスは第2章冒頭「第1節 方法」で、「経済学者たちは……いかに

してこれらの［敵対的］諸関係が自ら生まれるのかということ、いいかえれば、これらの諸関係を

誕生させる歴史的運動を説明しない」（p.94 : 訳146頁）と指摘する。その説明とは、「貨幣」が「労

働の剰余」へ移行するさい、自由で平等な諸関係が不自由と不平等に転化することを論証すること、

つまり転化論の課題である。この課題は、第1章第2節のブレイの問題把握「所有の不平等は交換

の不平等が原因である」に対する批判でもある。「労働と所有の同一性」は商品交換を媒介にして

「労働からの所有の分離」に転化する。この課題は、商品関係から貨幣が生成する論証（価値形態

＝交換過程論）を前提する。この転化論の課題は「商品の貨幣への転化」と「貨幣の（労働力）商

品への転化」の論証である。この二重の「転化」は「同一性」を保持しつつ「区別」を展開する課
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題、先に（39頁以下）［関係としての貨幣］でみた「カント・アンチノミー」の止揚形態（前進＝

遡及）を展開する課題である。

［Ⅶ］ 分業・機械論と原蓄論（第2章第2節）

つぎに『哲学の貧困』第2章第2節をみよう。まず確認すべきことは、『要綱』以後の相対的剰余

価値論の基礎概念が事実上把握されていることである。マルクスは「近代的工場」を構成する三つ

の要素を指摘する。①「一つの工場への労働の集合」（協業）、②「分業」、③「機械」である。「近

代的工場の指揮者（シェフ）となったのは商人である。同業組合（コルポラシオン）の親方ではな

かった」（p.132 : 訳184頁）という。「独立生産者」とはいっていないことに注目したい。この観点

を『経済学批判要綱』は継承する。46） しかも「生産用具および労働者の蓄積と集中」が「工場内分

業」に先行する。「労働者の蓄積と集中」は『要綱』以後の用語では「協業」である。その経済効

果は「個別的労働より大規模な労働が行なわれること」・「多額の雑費の節約」である。「本来的意

味の機械は18世紀末から存在していた」（p.133 : 訳185頁）。その機械の改善過程は《単一器具→

単一器具の蓄積→複合器具→人間による複合機器の運転→自然力による複合器具の運転→機械体系

の登場→原動力つき自動機械体系》（p.134 : 訳186頁）という軌道をえがいてきた。機械の発明に

ともなって工場内分業が発展する。機械技術がそれに合わせて労働を分割するからである。その分

業労働者は農村から出て来た（「金の卵」・「農民工」）。「たった一つの家族の中で一緒に働いていた

機織工と紡績工は、いまでは機械のためにばらばらに引き離されるようになる」（p.135 : 訳186頁）。

一方でイギリスの工場の紡績工が糸を機械で生産し、他方の東インド諸島では機織工が織る。「機

械と蒸気機関の応用によって、分業は大工業が本国の土地から分離して世界市場、国際交換、国際

分業にだけ依存するほど大きな規模に到達できた」（p.135 : 訳187頁）。「アダム・スミスの時代に

あったような分業と、我々がいま自動工場で見るような分業との間には、なんという違いがあるこ

とであろうか」（p.137 : 訳188頁）。

機械の発明を動機づける要因が二つある。第１に「手先を使う労働」では対応できなくなった世

界市場からの増大する需要に対応するためであり、第２に労働者の熟練労働を機械に代替して労働

費用削減＝特別利潤獲得のためである。解雇のために工場主と賃労働者の間の紛争とストライキが

発生する。ところが、そのたびごとに新しい機械が生まれる。熾烈である。労働者は自動機械の絶

対的支配と抗争するほかなくなる。

マルクスはここで「本来的マニュファクチュア」（p.131 : 訳183）47） の歴史的成立諸条件を指摘

する。「アメリカの発見とそこの貴金属の導入による貨幣資本の蓄積」、「その蓄積による賃金・地

代低下＝産業利潤増加（価格革命）」・「植民制度創設」・「海洋貿易の発達」・「封建領主の多数の従

者の解雇＝浮浪化」・「耕地の牧羊地への転化＝農業の進歩」・「農民の都市への流出」・「市場拡大」・

「諸階級関係の変動」（p.131-132 : 訳183-184頁）。これらの諸要因はすでに『ドイツ・イデオロギ

ー』「第1編 フォイエルバッハ」に記述されていたものであり、のちに『経済学批判要綱』や『資

本論』の原蓄章で詳述される。

つぎにマルクスはアンドリュー・ユーア（1778-1857年）の『マニュファクチュアの哲学』を引
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用し指摘する。工場主は自動機械装置の要求と迅速性に労働者を適応させるために、「工場規律法

典」を創案し実施する。団結禁止法・最高賃金法などの「流血立法」が本来的マニュファクチュア

期にはもはや必要ではなくなったといえるほど、労働者が資本主義的労働規律（長時間労働・低賃

金）に実質的に包摂されても、なお資本家は流血立法を産業革命期まで保守した、とマルクスはの

ちに『資本論』原蓄章で指摘する。『哲学の貧困』が挙げる工場規律法典は流血立法の代替である。

人為的政策的強制も受容され歳月が過ぎれば、何時しか自然で当然な事柄と思うようになる。マル

クスは、皆が「自然なこと」と思うことにも実は「人為的なこと」があると指摘する。皆がそろっ

て錯誤に陥る。

マルクスは機械制大工業が生み出す「職業白痴」について、一方でアダム・ファーガスン『市民

社会史』から「無知は迷信の母であると同じように産業の母でもある」・「マニュファクチュアの完

成とは、頭を働かせる必要のない部分品に労働者を転化すること」（p.124 : 訳176頁）を引用して

告発する。それを継ぎユーアから長く引用した後、こう指摘する。

「自動機械における分業を特徴づけるものは、そこでは労働が専門という特性を一切喪失して

しまったということである。ところが、一切の特殊な発展が停止するやいなや、普遍性の欲求

が、個人の全体的な発展への傾向が感知されはじめる。自動機械は種と職業白痴を抹殺する」

（p.140-141 : 訳192頁）。

ほぼ10年後、『要綱』「資本章」自動機械発展＝価値法則の根拠（生きた労働の縮減）＝「一般

的知性」の教養形成というように、ポスト資本主義社会像をえがく。そのイメージがここ『哲学の

貧困』で上記のように準備されている。48） 

［Ⅷ］競争・独占論と原蓄論（第2章第3節）

マルクスは競争の本性をつぎのように指摘する。

「競争は産業上の競い合いではなく、商業上の競い合いである。今日では、産業上の競い合い

は商業を目当てにしてだけ存在する。近代諸国民の経済生活のなかには、生産しないで利潤を

獲得しようとするすべての人々が一種の混迷に陥っているところの局面さえ存在する。周期的

にくりかえしやってくるこの投機の混迷こそ、産業上の張り合いの必要から逃れようとする競

争の真の性格を赤裸々に示す」（p.143 : 訳196頁）。

マルクスはまず「産業上の競い合い」と「商業上の競い合い」を区別する。近代では「産業上の

競い合い」が「商業上の競い合い」の形態をとり、商業＝利潤目当てに展開している。生産しない

で利潤を獲得しようとする金利取得者（rentier, Rentner）が割り込んでくる。そこに競争の本性が

顕現している。現実の勤労者が生産する経済的果実を、ただ資金・資産を所有していることを根拠

に所得する階級こそ、ブルジョア的所有の本性が顕現する。絶対地代がその典型である。

ここでマルクスは広義の資本家を所有資本家と機能資本家に区別する視点を定めている。この区

別はつぎの「第4節 所有（土地所有）あるいは地代」への理論的基準を提示している。「農業資本

家と農業労働者」という農業生産に現実に関わる者たちと、それに関わらず土地を所有する権利で

地代を取得する者＝地主との区別である。資本家と賃金労働者という「二者関係」から「所有資本
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家・機能資本家・賃金労働者」という「三者関係」に視野を拡大して、「地主・農業資本家・農業

労働者」というつぎの第４節の「三者関係」への移行の根拠を定めている。近代資本主義はその現

実の姿態では「二者関係」（『資本論』第1・2部）ではなく、「三者関係」（同第3部）である。利子

論・地代論がその正体を暴露する。

マルクスはブルジョア的生産の生成過程に言及する。

「オレンジ公ウイリアムの時代に自己の政治体制を確立するに至ったイギリスのブルジョアジ

ーは、自己の存在条件を自由に発展させることができるようになるとすぐに、新しい租税制度

と国家信用と保護制度を一挙に創出した」（p.152 : 訳206頁）。

これは『資本論』原蓄章のいわゆる名誉革命体制である。つぎに名誉革命（1688-89年）より

一世紀後のフランス革命に言及する。「競争の確立は18世紀の人間の現実的発展と関連していた。

……フランス大革命のあとに現在の事態がやってくる」（p.145 : 訳198頁）。名誉革命体制と基本

的に同じように、1789年からのフランス革命は産業革命を推進する政治権力＝原蓄国家を構築する。

それを推進する勢力のスローガンは「自由・平等・所有」である。その所有はブルジョア的所有で

ある。『哲学の貧困』の時期（1847年）はまさにフランス産業革命（1810年代～ 1870年代）の最

中である。「競争が、新しい生産諸力の、すなわち新しい社会の物質的諸条件の熱狂的創出を刺激

するにつれて、競争はブルジョア的諸関係
4 4 4

にとって常に一層破壊的になる」（p.148:訳201頁）。

その破壊作用は産業革命の実質的担い手である勤労者に直接に波及する。彼らは経済的政治的主

体として登場する。「民主主義」を要求しさらに「社会主義」を要求する。彼らは「自由・平等・

所有」に代えて「（資本）所有と（賃金）労働に基礎をおく」「自由・平等・友愛」のスローガンを

1848年共和国憲法に掲げさせる。マルクス自身はその「友愛」に懐疑的であった。《等価交換（経

済的平等）が実現すれば所有の不平等（経済的貧富の格差）が解消する》と主張するプルードン

派・リカードウ社会主義派に対する批判を『哲学の貧困』で展開している。マルクスはプルードン

たちの社会主義についての安易な考えを批判する。

「事実、社会（société）という言葉も、アソシエーション（association）という言葉も、一切

の社会に、封建社会にも競争に立脚する社会であるブルジョア社会にも与えることができる名

称なのである。一体全体、アソシエーションというたった一つの言葉で競争が論駁できると信

じる社会主義者たちがなぜ存在できるのか」（p.145 : 訳200頁）。

「アソシエーション」と言えば、なにやら心温まり、現今の社会矛盾が解決されるようになると思

い込む言
こと

霊
だま

信仰をマルクスは批判する。平等（等価交換）の形式で実質的には不平等（不等価交

換）が実現する社会、それが正当なものであるかのように現象する社会、真偽両立可能な社会の

「仮象（Schein）」＝「合法的詐欺
4 4 4 4 4

（legal robbery）」（p.53 : 訳103頁）の構造を解明しなければならな

い。如何なるアソシエーションなのか。それは何が根拠づけるか、が問題なのである（本稿末尾

53頁以下の将来社会像論を参照）。

［Ⅸ］ 地代（土地所有）論と原蓄論 （第2章第4節）

マルクスは第2章第4節をつぎのような所有の歴史的諸形態を総括した文から始める。
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「所有は、それぞれの歴史的時代に、様々にしかもまったく異なる一連の社会的諸関係のなか

で発達した。だからブルジョア的所有を定義することは、ブルジョア的生産の社会的諸関係の

すべてを説明することにほかならない」（p.153 : 訳207頁）。

引用文は所有形態が異なればその内部の社会的諸関係も異なるという。この文章は『ドイツ・イ

デオロギー』第1巻「Ⅰ フォイエルバッハ」のつぎの冒頭を継承するものである。

「さまざまな諸国民相互の関連は、それぞれの国民が生産諸力・分業・内部的交通をどの程度

まで発達させているかに依存する。この命題は普遍的に認められるところである。……分業の
様々な〈形態〉発展段階の数と同じだけ、所有の様々な形態がある」（廣松渉編『ドイツ・イ

デオロギー』河出書房、1974年、独文テキスト78頁、廣松渉編訳・小林昌人補訳『［新編輯版］

ドイツ・イデオロギー』岩波文庫、2002年、129頁。ボールド体引用者）。

諸国民の対外的な関連は諸国民の内部の分業の発展段階を異にする諸関係に基礎づけられている。

しかも分業諸形態は所有諸形態に対応する。これは普遍的命題であるという。この記述は『ドイ

ツ・イデオロギー』におけるマニュファクチュア展開史を総括し位置づけるつぎの文に呼応する。

「これらの［以上述べてきた］様々な〈所［有の諸形態］諸形態と同じ数だけ、〈所［有の組

織の］労働力の組織の諸形態が、したがってまた所有の諸形態がある」（同112頁：岩波文庫

166頁）。

『ドイツ・イデオロギー』「Ⅰ フォイエルバッハ」の主要内容がこのように『哲学の貧困』で要約

されている。『ドイツ・イデオロギー』のその内容はのちの『経済学批判要綱』の「資本主義的生

産に先行する諸形態」および「原蓄」の原型である。先に「第3節 分業と機械」を検討する個所で

引用した「本来的マニュファクチュア」の展開史＝近代的分業・交通史は原蓄論である。これもす

でに『ドイツ・イデオロギー』に書かれている（同90-112頁：岩波文庫140-166頁）。

『ドイツ・イデオロギー』「共同体＝原蓄論」に関連して注目すべきことがある。エンゲルスはマ

ルクスへの書簡（1847年1月15日、パリ）で、つぎのように書いて、マルクスが『哲学の貧困』

で『ドイツ・イデオロギー』を活用することを快諾している。

「君がプルードン批判をフランス語で書くことは非常に結構なことだ。その本［『哲学の貧困』］

はこの手紙が着くころにはもう書き上がっていることだろうと思う。君が、僕に遠慮しないで
4 4 4 4 4 4 4 4

（meinetwegen）、僕らの刊行予定本（unsre Publikation）［『ドイツ・イデオロギー』］から先に欲

しいだけ活用しても良いことは、いうまでもないことだ。プルードンのアソシエーション

（Assoziation）がブレイの案から出ているという点についても僕は同感する。僕はあの立派な

ブレイのことをすっかり忘れていた」（Werke, Bd.27, S.75）。

このエンゲルスのマルクス宛の書簡は、マルクスが『ドイツ・イデオロギー』を『哲学の貧困』

に活用するにあたって、エンゲルスの了解が必要であると判断し、その了解を求めた事実を証拠づ

ける。マルクスが『哲学の貧困』への「はしがき」を書いたのは、この年1847年の6月15日である。

マルクスがエンゲルスのこの書簡（同年1月15日）を受け取ったときは、「はしがき」を執筆する

時よりも5 ヶ月前である。その1月中旬、マルクスはまだ『哲学の貧困』を執筆していなかったか、

執筆しはじめてまもなくであったかであろう。マルクスはエンゲルスのこの了解を踏まえて、『ド

イツ・イデオロギー』を活用したと判断される。したがって、マルクスとエンゲルスが『ドイツ・
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イデオロギー』でその執筆内容をめぐって根本的に対立していたと推定できない。その推定とは反

対に、二人は『ドイツ・イデオロギー』を主に二人の協働著作とみていたのである。

マルクスがこの所有諸形態＝分業諸形態史論から『哲学の貧困』第2章「第4節　土地所有、即

ち地代」を始めたのは、なぜだろうか。その理由は、ブルジョア的生産以前では支配的所有形態で

あった土地所有がブルジョア的生産の内部ではどのような位置と役割を果たすように変容するかを

確認するためである。したがって、「地代は、リカードウの意見では、ブルジョア的状態における

土地所有である。すなわち、ブルジョア的生産の諸条件に服属した封建的所有である」（p.156 : 訳

211頁）。この観点はすでに『経済学･哲学《第一》草稿』前段「地代欄」の末尾で、土地貴族制の

貨幣貴族制への服属としてとらえられていた。

それでは、ブルジョア的生産では土地所有の収入である地代はどのように経済的に規定され分配

されるのであろうか。マルクスはリカードウの地代論を参考に研究する。

まず、すべての物価は「産業利潤をふくめた生産費によって、いいかえれば、使用された労働時

間によって決定される」（p.156-157 : 訳212頁）。ところが、この価格決定の水準が製造業と農業と

では異なる。製造業では「最小限の労働によって得られた生産物の価格が同じ種類の他のすべての

商品の価格を規制する」（p.157 : 訳212頁）。なぜならば、製造業部門では生産費を最小限にする生

産手段を技術的に増加できし、製造業部門の諸資本の間の競争が必然的に市場価格を共通な最小限

の価格へと押し下げるからである。ところが、農業では「最大量の労働によって得られる生産物の

価格が同じ種類のすべての生産物の価格を規制する」（p.157 : 訳212頁）。なぜだろうか。第1に、

製造業部門では生産力のより高い生産手段が開発されるけれども、農業部門では肥沃度のより高い

土地を思うままに増加することができない。第2に、その制約のもとで人口が増加すれば、必要な

食料が増加する。いままで耕作されてきた土地に土地投資を追加するか、肥沃度がより劣っている

土地を耕作するほかない。いずれの場合にも労働生産性が低下する。いいかえれば単位農産物当たり

の投下労働量が増加することになる。この制約のために最劣等地の農産物でも販売される。こうして、

「競争によって市場価格が均等化されるから、最優等地の生産物も最劣等地の生産物もまった

く同じ代価が支払われる。地代を構成するものは、最優等地の生産物の価格がその生産費を超

える部分である」（p.157 : 訳212頁）。

したがって、農産物価格が「生産費＝土地投資費＋賃金＋産業利潤」を超過する高さまで上昇しな

い国、あるいは時代では地代は存在しない。「封建的小作農が産業資本家にとって代わられるまで

には長い期間が経過した。ドイツではこのような変化は18世紀の終わりの三分の一の時期によう

やく始まった。産業資本家と地主との間のこのような関係が完全に発達した国はイギリスだけであ

る」（p.159 : 訳213-14頁）。

マルクスはこのようなリカードウの地代論を紹介した上で、つぎの4つの条件を付け加える。第

１に、諸資本が自由に投下され、競争によって平均利潤率が形成されること。第２に、借地農

（fermier）といえども、農業投資でも製造業部門と同じ利潤率を実現できることを期待する一種の

産業資本家であること。第３に、農業経営が大工業制度に服従していること。第４に、地主自身は

もはや貨幣収入以外のものを目的としないこと、つまり地主が一種の金
レントナー

利追求者になっていること。

都市の産業が発達しその結果生じる社会組織のために、農業にも貨幣経済が浸透する。地主は自
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分の農産物の販売利潤やその貨幣収入だけを追求せざるをえなくなる。自分の土地を貨幣生産の機

械と考えるようになる。そのとき初めて地代は生成する。ひとたび地代が発生するようになると、

土地所有それ自体が競争の結果となる。なぜならば、そのときから土地所有は農産物の売買価格の

如何に左右されるようになるからである。「土地所有は動産化され一つの商業手形になる」（同）。

「地主にとって、地代は資本の利子を表す」（p.164 : 訳219頁）。

［『哲学の貧困』の地代論］マルクスはここ『哲学の貧困』では「地代は、肥沃度が等しくない
4 4 4 4 4 4 4 4 4

諸

土地の諸生産物の相等しい価格
4 4 4 4 4 4

によって構成される」（p.161 : 訳215頁。傍点強調は原文）と規定

する。この価格の平等化は、優等地の地主に地代をもたらす。地代は市場における競争がもたらす

「平均市場価格」（p.161 : 訳216頁）と生産費との差額なのである。しかも、土地の肥沃度にも多様

な格差がありうる。当該農産物の市場平均価格とそれぞれの農産物の生産費にも格差がありうる。

その格差は土地投資に根拠をもつ労働生産性の格差である。それにしたがって、地代にも格差が存

在しうる。すなわち「差額地代」である。『哲学の貧困』ではまだ「差額地代」という概念は存在

しないが、事実上それを把握している。しかし、その把握の仕方は包括的である。肥沃度の個別的

な差異に立ち入って分析していない。

［地主国家の要求と地主の反動性］産業資本家にとって地主の地代は不生産的な所得である。そこ

で彼らの租税負担を軽減する政策として、地代を地主の収入から国家の財政収入に転化しようとい

う主張が生まれる。「これこそ、産業資本家がブルジョア的生産全体における一つの無用物・一つ

の贅物と産業資本家には思われる地主に対して向ける憎悪の率直な表現である」（p.161-162 : 訳216

頁）。49） このような産業資本家の利害間関心に促されて、「近代の化学の応用」・「地質学」（p.162 : 

訳217頁）など肥沃度を高めるための研究が進められる。同時により肥沃度の高い土地耕作が進む。

たとえば「腐食土と下層の構造」の関係が知られるようになり、「イギリス東部諸州における広大

な土地はようやく約20年前から開墾されてきた」（p.163 : 訳217頁）。肥沃度は土地利用の決定的

要因ではない。他の経済的な諸要因に押され副次的なものになる。例えば、より安価な小麦が輸入

されれば、小麦畑は肥沃度の低い牧羊地に転化される。土地改良が相継げば、より肥沃度の高い土

地からより安価な農産物が生産されるから、地代は低下しあるいは消滅し、投下した資金は回収

できなくなるおそれがある。それこそ地主が土地投資を渋る根拠である。「17世紀のイギリスの

地主たちはこの真理をきわめてよく関知していた。それで彼らは彼らの収入を減るのをおそれて、

農業の進歩に反対したのである（チャールズ二世時代のイギリスの経済学者［ウイリアム・］ペ

ティ参照）」（p.167 : 訳222頁）。

『哲学の貧困』では、このようにブルジョア的生産に包摂された土地所有＝地代を把握したのであ

る。マルクスは『経済学批判要綱』（1857-58年）では「土地所有＝地代」の存在しない「資本一

般」の理論世界を研究する。地代を「差額地代」と「絶対地代」に区分して把握するのは『1861-

63年草稿』、特に「剰余価値学説史」においてである。

［Ⅹ］賃労働者団結・原蓄論・将来社会像（第2章第5節）

『哲学の貧困』の最後は第2章「第5節 同盟罷業と労働者の団結」である。
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マルクスはまずプルードンが賃金増額を要求する同盟罷業（ストライキ）に反対する態度を批判

する。プルードンは《賃金上昇→一般的物価上昇→生活必需品の欠乏→労働者の貧窮》という図式

を描く。しかし、①一般的価格上昇というものは存在しない。②賃金上昇が一般的物価上昇をまね

くということもない（p.168 : 訳223頁）。この判断の根拠として、マルクスは①「固定資本または

それらの産業が使用する諸用具と比例して同数の労働者を使用する産業」と、②「相対的により大

量の固定資本とより少数の労働者を使用する産業」を比較する。つまり、のちに『資本論』でいう

「有機的構成」が①一定の場合と②高度化する場合を比較する。①の場合はリカードウのいう「賃

金と利潤の相反関係」を根拠に「賃金の一般的騰貴は利潤の一般的低下をもたらす」（p.168 : 訳

223頁）と判断する。②の場合は特別利潤を目指す機械投資であるから、すでに「第１節 構成され

た価値」（p.44 : 訳93頁）でみたように、「早晩、その商品の価格を引き下げざるをえない」（p.168 : 

訳223頁）。もしもその商品の価格が低下しない場合は、その産業の利潤は共通利潤率以上に高く

なる。しかし、競争は利潤率を均等にする傾向をつねに及ぼすから、通常率以上の利潤率は一時的

なものにとどまる。プルードンの主張とは反対に、賃金の一般的騰貴は一般的物価騰貴でなく機械

充用による商品価格低下をもたらす。

その認識を基準にこの第5節ではプルードンのストライキ反対論を批判する。そのため、マルク

スはイギリスの労働者の団結とストライキの実情を紹介する。

資本家の利害関心が機械の姿になって労働者を排除する。「機械は反逆する熟練労働を鎮圧する

ために資本家が使用する武器である」（p.169 : 訳224頁）。機械打ち壊し運動が起こる。労働者は団

結してストライキを打つ。するとさらに、いくつかの新しい機械の発明と充用という結果をまねく。

《ストライキ→賃金上昇→利潤低下→機械の発明と充用→労働者解雇→ストライキ》という経路を

指摘する。これはイギリス産業革命の最終段階にさしかかっている1840年代までの経験である。

マルクスはエンゲルスに案内され1845年夏に産業革命都市マンチェスターを観ているし、膨大な

研究ノートをとり、『哲学の貧困』に活用する。「近代産業の最大の発明物である自動紡績機（self-

acting mule）は反逆する紡績工たちの戦闘力を奪った」（p.169 : 訳224頁）。「労働者の団結・ストラ

イキ」と「機械学の天才の成果」は産業発達に絶大の影響をもたらした。

さらにマルクスはイングランド北西部の中心都市ボルトン（Bolton）を紹介する。ボルトンはイ

ギリスのすべての都市のなかで、もっとも急進的な運動が発達した都市である。ここで賃金労働

者・資本家・地主の三大階級間の階級同盟の複合的対立を指摘する。一方で「穀物法廃止」のため

に資本家は労働者と同盟をむすび労働者を反対運動の全面に押し出す。しかし、生きた労働が生み

出した価値（価値生産物）の分配をめぐる対立は、「賃金＋利潤」・対・「地代」だけではない。「賃

金」・対・「利潤＋地代」もある。そこで資本家は職工長とそれに忠実な一部の労働者が一緒の「商

売仲間」を組織する。ボルトンとマンチェスターでは、「本当の意味での労働者」がこのまがい物

の集会に行って抗議すると、資本家たちは、ここは「入場券持参者集会（ticket-meeting）」である、

といって労働者たちの入場を拒否した。ところが、壁に貼られたポスターには「公開集会」と書い

てあったのである。

マルクスはこのような動向を新聞がどのように報道するか、注意している。資本家の利害の立場

にたつ新聞は「チケット・ミーティング」での職工長たちの演説を詳細に報道する。ロンドンの新
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聞はその記事をそのまま転載する。職工長たちは、こう主張する。自分たちの雇用者（製造業を営

む資本家たち）は価格支配力がないから、賃金増額には応じられない。したがって、賃金増額のた

めに労働者は団結してはならない、と仄めかす。一方、社会主義者プルードンは、《労働者の団結

→賃金増額→一般的生活必需品の欠乏》という推論から、明確に労働者の団結に反対する。職工長

とプルードンは「賃金増額＝物価の一般的騰貴」で意見が一致する。プルードンはその先手を打っ

て、「労働者のストライキは非合法である。単に刑法典がそのようにいうだけでなく、経済制度も

そのように主張する」（p.172 : 訳228頁）という。ストライキは刑事罰の対象である、これがプル

ードンの主張である。一方、英仏の労働者たちは団結禁止法を撤廃しようと奮闘してきた。イギリ

スでは1825年に団結禁止法が撤廃された。フランスではフランス革命の憲法制定議会のさいに

「ル・シャプリエ法」が1791年に制定された。それは元来、ギルド廃止＝営業の自由のためのもの

であったけれど、労働者の団結を禁止するためにも利用された。それが完全に撤廃されるのは

1884年の結社法まで待たなければならない。

マルクスは英仏両方で進む産業革命が労働者を促してその生存権・社会権を樹立させる民主主義

運動の動向をつぎのように観ている。

「近代的産業と競争が発達するほど、団結を促し助長する要素がますます多くなる。しかも団

結が日一日と堅実になり一つの経済的事実となるとすぐに、それは必ず法的事実となる。した

がって、刑法典のこの条文はせいぜいのところ、憲法制定議会［1789-1804年］と帝政時代

［1804-15年］には近代的産業と競争がまだ十分に発達していないということの証拠であるにす

ぎない」（p.172-173 : 訳228頁）。

経済学者も社会主義者（プルードンたち）も口をそろえて「団結してはならない」という。しか

し、事実は逆である。どれだけ団結しているかは、世界市場におけるその国の発展段階を示す。

「産業が最高度の発展段階に達しているイギリスが最も広範な最も良く組織された団結を保持して

いる」（p.174 : 訳230頁）。労働組合（trade-unions）が誕生している。地方の労働組合は全国労働組

合協議会に結合している。しかも、団結・ストライキ・労働組合はチャーティストという政治闘争

と結合する。

大きな産業が一面識もない多くの人々を賃金労働者に転化すべく一定の場所に集める。競争の坩

堝に陥れる。彼らは競争を強いられるが、そのままでは共倒れになることに気づく。生活維持、賃

金獲得が団結を生む。この動向はブルジョアジーの歴史の再現でもある。マルクスはブルジョアジ

ーの発達史を省みる。それは二つの局面を経過する。まず、ブルジョアジーが封建制度と絶対君主

制の体内で発達してきた局面と、そのブルジョアジーが自己の社会（ブルジョア社会）を生み出す

ために封建制と君主制を転覆する局面である。前者の局面は長期であった。新たに登場する階級は

旧い社会の体内に育ってくる。ブルジョア社会の体内には「新しい社会の創造」を担う革命的な要

素が潜在する。労働者階級は「一切の階級の廃止」という歴史的任務を担う。「労働者階級はその

発展過程で、階級と階級の敵対関係を廃絶する一つのアソシエーション（association）でもって、

旧い市民社会を置き換えるであろう。……なぜなら、政治的権力というものは、まさに市民社会に

おける敵対関係の公式の要約であるからである」（p.177 : 訳233頁）。政治運動はすべて社会運動に

関連する。マルクスは、ジョルジュ・サンドの言葉「闘いか、然らずんば死か……」を引用し『哲
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学の貧困』を閉じる。男名を名のり男装し男中心社会を抗議したサンドが要求した女権がフランス

女性の参政権で法的に承認されるのは、遙か百年先1944年である。日本の女性参政権承認はつぎ

の年1945年である。

［ブレイの株式会社変容論とマルクス］マルクスの『哲学の貧困』のパセティックな閉じ方は『資

本論』第1部では変容する。マルクスは現行版（第4版）『資本論』第１部原蓄論の末尾で、資本主

義的取得様式の「否定の否定」をつぎのように展望する。

「資本主義的生産様式から生まれる資本主義的取得様式は、それゆえ資本主義的な私的所有は、

自己の労働にもとづく個々人的な私的所有（das individuelle Privateigentum）の最初の否定であ

る。しかし資本主義的生産は自然過程の必然性をもってそれ自身の否定を生み出す。これは否

定の否定である。この否定は私的所有を再建するわけではない。しかし資本主義時代の成果 

― すなわち協業と土地の共通占有（Gemeinbesitz）ならびに労働そのものによって生産された
生産手段の共通占有 ― を基礎とする個々人的所有（das individuelle Eigentum）を再建する」。50）

上の引用文の後半は『哲学の貧困』第1章第2節のつぎのブレイからの引用文に重なる。

「我々の社会（notre société）は、いわば、より小さい株式会社（plus petites sociétés par actions）

によって構成される一つの大きな株式会社（une grande société par actions）になるであろう。

……我々の新しい株式会社制度（notre nouveau syteme de société par actions）は、共産主義に到

達するため現在の社会に対して行われた一つの譲歩、生産物の個々人的所有（la propriété 

individuelle des produits）と生産諸力の共同所有（la propriété en commun des forces productives）

とを共存させるように取り決められた一つの譲歩にすぎないものである」（p.58 : 訳108頁）。

上の引用文のボールド体の部分は、つぎのブレイの原文のフランス語訳である。

“……the joint-stock modification, by being so constituted as to admit of individual property in 

productions in connection with a common property in productive powers･･･（･･･生産物の個々人
的所有を生産諸力の共同所有に結合することを承認するように構成して株式会社を変容させる

改革）……”51）

マルクスはブレイのこの株式会社改革にもとづく将来社会像を『哲学の貧困』では「単に現在の

社会から共同体制度（le régime de la communauté）への過渡のためによいと信じる諸手段を提唱し

ているにすぎない」（p.58 : 訳109頁）と評価していた。しかし『資本論』執筆の際、マルクスはブ

レイのこの過渡社会像を肯定的に継承する。

その継承の際、重要な用語の変更をしている。すなわち、ブレイの原文「生産諸力の共同所有

（common property in productive powers）」を『哲学の貧困』ではそのまま「生産諸力の共同所有（la 

propriété en commun des forces productives）」と訳して引用している。ところが『資本論』第1部で

は「協業と土地の共通占有（Gemeinbesitz）ならびに労働そのものによって生産された生産手段の

共通占有」に変更している。Gemeinbesitz の訳語はこれまで「共有」などと訳されてきたが、廣西

元信によれば、耕作地の「割替」と同じ意味の「共通占有」である。上の『資本論』からの引用文

の、das individuelle Eigentum はマルクス研究者によって「個人的所有」・「個体的所有」と訳されて

きた。しかし廣西元信によれば、この用語は民法学用語「個々人的所有」のことである。

マルクスは『資本論』の上の引用個所で、ポスト資本主義社会では「生産手段は労働そのものに
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よって生産されたものである」という真実が実現し資本所有者は存在しなくなり賃金労働者が全株

式の個々人的所有者かつ経営者（「一般的知性」の主体）に変貌し、価値生産物の分配権をもつよ

うになる、と構想したと思われる。52） マルクスは、用語「共通占有」で、将来社会では分業労働や

作業場を固定せず交替で担うこと（分業の漸進的止揚）を、用語「個々人的所有」（勤労者持株制）

で、異なる株式会社の間の自由移動を担保することを、それぞれ想定していたと判断される。53） マ

ルクスの構想も株式会社制度を基軸概念とする点でブレイの構想と共通する。20年後の『資本論』

第1部初版（1867年）以後では、ブレイの名前は出さず、ブレイのその過渡期社会像を密かに援用

したのである。

もっとも、マルクスから『ドイツ・イデオロギー』を活用してよいだろうかと了解をもとめられ

て、エンゲルスがその快諾の返事をした書簡（先に引用）で書いているように、「プルードンのア

ソシエーション［のアイディア］がブレイの案から出ているという点についても僕は同感する。僕

はあの立派なブレイのことをすっかり忘れていた」と書いている。エンゲルスだけでなくマルクス

も『哲学の貧困』執筆の頃、実はブレイを高く評価していた。その影響があればこそ、マルクスは

『資本論』第1部の末尾のその総括的個所で、ブレイの株式会社変容論を活用したのである。

［利潤追求の自己矛盾］それでは、ブルジョア社会からこの過渡期社会にかけて、ブルジョア社会

の基盤である労働時間を尺度とする価値はどのように変容するのであろうか。マルクスは『哲学の

貧困』でスミス＝リカードウの競争論的資本主義像を機械投資＝労働生産性上昇を軸に価格と利潤

の変動を分析している。この競争論的傾向が収束する事態はどのようなものであろうか。その事態

を分かりやすくするために、ここで簡単に定式化する。いま、労働生産性上昇率を（a）とし、生産

手段の価値を（c）、賃金の価値を（v）、利潤を（m）とする。資本が求める労働生産性上昇運動は限度

がないから、（a）は理論上は無限大に向かって上昇する。利潤率はつぎのような事態に向かう。

 ［m + v （1 - 1 / a）］ / ［c + v / a］→（v + m） / c 

なぜなら利潤率の分数式の項 1 / a、v / aは、a→∞によって、ともにゼロに向かうからである。

剰余価値を搾取する生産手段の形態（過去の労働）のみに依存し、剰余価値の源泉である労働力

（現在の労働）はゼロにして、しかも労働力ゼロが生産するはずのない価値生産物（v＋m）をす

べて剰余価値として取得するという自己矛盾した事態に、即ち資本主義的価値法則の自己消滅に、

資本主義的技術革新は無自覚に目指している。この傾向にマルクスの上記のポスト資本主義は基礎

づけられると判断していたと思われる。

『哲学の貧困』のポテンシャルは、1850年代前半の資本主義の猛烈な研究（「24冊のロンドン・ノ

ート」）とそれを活用した『経済学批判要綱』となって実現する。『要綱』は、『哲学の貧困』の競

争論的資本主義論を「資本一般」＝「一つの資本」という最も抽象的な深部に遡及し、そこから前

進して「資本の一般的本性」を把握した草稿である。その『要綱』の前提を措定したという意味で、

『哲学の貧困』は経済学批判の決定的に重要な点を「最初に学問的に示した」著作であるとマルク

スは書いたのである。裏づけのある回顧である。（以上）
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〈註〉

1）本稿の主題は『資本論』形成史における『哲学の貧困』の理論的達成と位置を確認することにある。
『貧困の哲学』そのものへの内在的な考察は行わない。

2）内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」『専修経済学論集』2012年3月、通巻111号を参照。
3）内田弘による山中隆次編訳『マルクス パリ手稿』（御茶の水書房、2005年）に関する書評論文（『アソ
シエ』2006年、第17号）を参照せよ。

4）MEGA, IV/2, 1981, S.332-386.
5）MEGA, IV/2, 1981, S.340.
6）J. ローヤンは「いわゆる『1844年経済学･哲学草稿』問題」（山中隆次訳『思想』1983年8月）で「『国
富論』ノート」の執筆順序を正確・詳細に報告している（130-131頁）。しかし、マルクスが第1編第8
章の冒頭２文節までノートした後、なぜ突然、第2編第2章の貨幣論に移動したのか、その理論的動機
についてまったく指摘していない。貨幣論モチーフは「差異論文」（1841年）以来のマルクス固有の問
題である。

7）本稿における『哲学の貧困』からの引用は、マルクス自家用本の再版本、Misère de la Philosophie, Fac-
similé, Aoki Shoten, 1982: 日本語訳『哲学の貧困』高木佑一郎訳、1954年、国民文庫から、（p.100 : 訳49
頁）のように略記する。ただし訳文を変更した個所がある。

8）もっとも、『要綱』相対的剰余価値論で指摘されるように、リカードウは価値と使用価値の媒介関係
を正確に把握していない。そのため、リカードウが事実上把握したのは絶対的

4 4 4

剰余価値である。
9）前掲の内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」を参照せよ。
10） 前掲の山中隆次編訳『マルクス パリ手稿』217頁の訳注（62）を参照。『ドイツ・イデオロギー』に
も「労働力（Arbeitkraft）」語が存在する。草稿番号｛8｝b＝ 〔17〕 を参照せよ。

11）Karl Marx, Ökonomisch-philosophische Manuskripte von Jahre 1844, Reclam, 1988, S.151: 城塚登・田中吉
六訳『経済学･哲学草稿』岩波文庫、1964年、117頁。

12）「その［市場価格が収束する市場価値の］平均数は決して単に理論上の重要性をもつのではなく、
……多かれ少なかれ一定の期間における変動と均等化を考慮に入れて投下される資本……にとって実
際上の重要性をもつのである」（Das Kapital, Dritter Band, Dietz Verlag Berlin, 1969, S.200: 資本論翻訳委
員会訳、新日本出版社、1987年、第9分冊、326頁）。

13）Vgl.MEGA, IV/2, S.344.
14）内田弘『中期マルクスの経済学批判』有斐閣、1985年、90頁、112頁を参照。
15）内田弘『［新版］ 経済学批判要綱の研究』御茶の水書房、2005年、174頁以下を参照。
16）Vgl. MEGA, IV/2, Apparat, S.758.
17）前掲の内田弘『中期マルクスの経済学批判』「第2章 中期マルクスの経済学批判」を参照。
18）ここ『哲学の貧困』（p.126 : 訳179頁）でカントのいう誤謬推論（Paralogismus）がプルードン批判の
レトリックとして言及される。『哲学の貧困』で「純粋理性」語が繰り返し用いられる。そのときヘー
ゲルだけでなく、ヘーゲルが批判したカントも念頭においている。

19）Vgl. Kant, Kritik der reinen Vernunft, Felix Meiner Verlag, 1971, S.454ff.
20）前掲の内田弘『［新版］経済学批判要綱の研究』94頁、および同『中期マルクスの経済学批判』202

頁を参照。
21）のちにみるように、『要綱』がまず相対的剰余価値を論証し、そのあと絶対的剰余価値を論証する。
それを予示するように、『哲学の貧困』は事実上特別利潤を論証することによって、相対的剰余価値論
を胚胎する。スミス競争＝特別利潤論（第1編第7章）やリカードウ機械＝特別利潤論の影響であろう。

22）内田弘「『資本論』の編成原理」2012年6月2日「現代史研究会」明治大学。mimeograph.
23）非ユークリッド空間を定礎する「リーマン球面（Riemann sphere）」は、リーマン（Georg Friedrich 

Riemann 1826-1866年）が定義した（1857年＝『要綱』執筆時）。注26を参照。
24）ここでマルクスは価値形態論の問題を提起している。しかし『哲学の貧困』ではその問題提起にと
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どまりその本格的な論証に着手していない。その着手は『経済学批判要綱』「貨幣章」でおこなわれ、
『経済学批判』で一応出来かかる。価値論はさらに『資本論』の初版から第二版にかけて変更されてゆ
く。

25）マルクスは『経済学批判』（1859年）でも、価値と交換価値を明確に区別していない。それまで交換
価値というとき、価値を意味する場合もある。

26）財の私的交換関係が財に使用価値および交換価値という二重の属性を賦与する機構については、内
田弘「『経済学批判要綱』（1857－58年）」『季報 唯物論研究』第120号、2012年8月を参照せよ。商品
交換関係は「メビウスの帯」を構成する。それは「リーマン球面」が基礎づける非ユークリッド空間
である。『資本論』はカント・アンチノミーが止揚されるその論理空間で記述されている。これまでの

『資本論』理解は正確であっただろうか。
27）山中隆次編訳『マルクス パリ手稿』御茶の水書房、2004年、95頁。
28）マルクスは「差異論文」（1841年）で書く。「原子は、関係の一方の側面（die eine Seite des 

Verhältnisses）となることによって、すなわち、原理およびその具体的な世界をそれ自身で担う対象（生
きているもの・魂をもつもの・有機的なもの）に関係することによって、表象の領域が一方で自由な
ものとして考えられ、他方では観念的なものの現象として考えられることを示している」［MEGA

（IV/1）, Dietz Verlag Berlin, 1976, S.20; Marx Engels Werke,Bd.40,S.38. 『マルクス・エンゲルス全集』第40
巻（岩崎充胤訳）、35頁］。

29）Hegel, Rechtsphilosophie, Suhrkamp Verlag, 1970, S.472.
30）図の①②③はつぎのヘーゲル推論形式の三つの格に相当する。価値形態はこの推論形式の援用である。
　　　　第1格＝①： 個別性→特殊性→一般性
　　　　第2格＝②： 一般性→個別性→特殊性
　　　　第3格＝③： 特殊性→一般性→個別性
31）『資本論』冒頭の「集合かつ要素としての商品」がその可能態である。
32）『経済学批判』（1859年）にこの記述が出てくる。「円環の中心と周辺」は、ヘーゲル論理学を援用し

たものである。前掲の内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」を参照せよ。
33）内田弘「《プラン草案》の資本章構想」『（専修大学）社会科学年報』第18号、1984年3月を参照せよ。
『資本論』の原蓄論に関しては、望月清司「本原

ママ

的蓄積論の視野と視座」『思想』1982年5月、No.695
が必読文献である。

34）前掲の内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」27頁以下を参照。
35）前掲の内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」62頁を参照。
36）Hegel, Wissenschaft der Logik II, Suhrkamp, 1986, S.551, Z.29-35; ヘーゲル（武市健人訳）『大論理学』下

巻、岩波書店、1961年、359頁第2文節4行目より8行目まで。
37）マルクスのいう価値の実体の生成の場は、交換関係で商品の持手交換が成立する極点である。その

極点は非ユークリッド空間の「無限遠点（point at infinity）」に相当する。内田弘「『経済学批判要綱』
（1857-58年）」『季報 唯物論研究』第120号、2012年8月を参照。
38）ヘーゲルの方法のこの特徴づけは、リカードウの「価値＝労働時間」規定を評価する場合にも生きる。
39）ヘーゲル『法＝権利の哲学』§209補遺を参照せよ。
40）前掲書、山中隆次編訳『マルクス パリ手稿』94頁。
41）内田弘「東アジアにおける市民社会の形成」（内藤光博編『東アジアにおける市民社会形成』専修大

学社会科学研究所叢書15、2013年3月に所収）を参照。
42）ジョルジュ・サンドに象徴されるように女性は男性と同等な権利を主張したが二の次にされた。
43）『ドイツ・イデオロギー』からのこの引用文で、「疎外」と「物象化」が並んで記されていることに

注視したい。この並記は『経済学批判要綱』から『資本論』に継承される。
44）前掲、山中隆次編訳『マルクス パリ手稿』153頁、171頁。
45）前掲の内田弘「『資本論』の自然哲学的基礎」を参照。
46）前掲の内田弘『経済学批判要綱の研究』255頁を参照。
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47）原文は l’industrie manufacturière proprement である。マルクスは自家用本のこの個所にアンダーライン
を引いている。

48）この第2節の分業論で、マルクスがプルードンの分業論をカントの誤謬推論になぞらえていること
（p.126 : 訳178頁）は、マルクスのドイツ古典哲学への関心がヘーゲルだけでなく、カントにも及んで
いることを示す。カントは『純粋理性批判』で誤謬推論の直後でアンチノミー論を展開する。マルク
スの観点からはブルジョア的私的所有のアンチノミーは誤謬推論で止揚される。その事態をマルクス
は「物象化」とよんだのである。

49）産業資本家のこの利害観点からおこなう資本の一般的本性の研究が地主地代＝ゼロを前提とする『経
済学批判要綱』である。『要綱』の「資本一般」概念はマルクスの単なる理論的仮説ではなく、産業ブ
ルジョアジーの利害関心という現実的根拠をもつ理論的抽象である。

50）Das Kapital, Erster Band, Dietz Verlag 1962, Berlin, S.791:『資本論』新日本出版社、1983年、第4分冊、
1306頁。ボールド体は引用者。訳語「個々人的所有」・「共通占有」は廣西元信「『誤訳』が育てたマル
クス経済学」『経済評論』1993年5月による。日本のマルクス経済学者は民法学を無視していると廣西
は指摘している。この廣西説は『資本論の誤訳』（青友社、1966年）以来の所説である。

51）J. F. Bray, Labour’s Wrong and Labour’s Remdy; or, The age of might and the age of right, Leeds, published by 
David Green, Briggate, 1839, p.194.

52）廣西説によれば、資本主義社会では「補助占有者」にすぎなかった賃金労働者がポスト資本主義社
会では資本所有者・経営者と対等な株式会社の「占有者」になり利潤を分配し合うようになる。

53）もっともマルクスのこの構想が鮮明になるのは、『資本論』初版・第2版での用語Gemeineigentum（共
同所有：初版ではイタリック体、第2版ではローマン体）がフランス語版で la possession commune （共
通占有：ローマン体）に変更され、エンゲルスがドイツ語第3版（vg1. MEGA, II / 8, 1989, S.713）以後
その変更をドイツ語Gemeinbesitz（共通占有：ローマン体）に訳してからのことである。なお、廣西元
信はマルクスのこの変更をプルードン説への接近と捉えているが、むしろブレイ説への接近であろう。
マルクスが『哲学の貧困』で指摘するように、プルードンの『所有とは何か』（1840年）や『貧困の哲
学』（1846年）より前の1839年に、ブレイはその将来社会像を示していたのである。
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消費者はオールマイティか

梶原　勝美

　　　　目　次
１．はじめに
２．ブランド企業と消費者
３．流通業者と消費者
４．社会と消費者
５．ブランドと消費者
（1）ブランドは見せるものではなく魅せられ

たもの
（2）ブランドがもたらすのは個性化か没個性

化か
（3）ブランドの無限のバリエーションは可能

か
（4）マス・ブランドとパーソナル・ブランド
（5）インターネット時代の消費者

６．消費者はオールマイティか
７．おわりに

１．はじめに

本研究において、すでにブランド・マーケテ

ィングにおける消費者についての考察を試みて

きた（注1）。その結論として、企業が創造したブ

ランドをブランドたらしめているのは、究極的

には市場の消費者の評価であると導かれた。換

言すれば、消費者がブランドとみなせばブラン

ドとなり、モノとみなせばたとえ企業がプロダ

クト（製品）に情報を加えブランドと称しても、

それは100円ショップの商品にみられるように

ブランドではない単なるモノ商品となる。この

ように消費者は商品の究極的な評価に関してい

えば、企業に対して明らかにオールマイティの

力を持つ存在である。したがって、ブランド企

業にとって、消費者を重視する消費者志向はあ

えていう必要がない、必須のものとなっている。

かつて消費者は王様といわれたが、ブランド

社会の今ではそれ以上の力を持つオールマイテ

ィの存在となっているのである。確かに、一見

すれば、消費者はその全体集合として強力な力

をブランド企業に対して持つようになり、たと

えば、ブランドが欠陥商品であるとみなされる

とき（注2）はもちろんのこと消費者のブランド評価

が変わっただけで、それまで消費者の評価と支

持を長年得ていたロングライフのブランドが消

滅したり、当該企業が倒産にまで至ることがあ

る（注3）。したがって、消費者はブランド企業に対

してはオールマイティの力を持つようになって

きたといえるが、果たして、現代の消費者はそ

れに相当する存在となっているのであろうか。

そこで、本稿では、これまで一連のブラン

ド・マーケティング研究の中で多方面から論じ

てきた消費者であるが、ここで改めてブラン

ド・マーケティング論の観点から消費者の存在

そのものについて考察し、あわせてブランド企

業のマーケティング、すなわち、ブランド・マ

ーケティングのより一層の理解を求める試みと

したい。

２．ブランド企業と消費者

ブランド企業がマーケティングを行う目標は、
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創造、展開するブランドに対する消費者の評価、

支持を得るとともにできるだけ多くの消費者が

長期にわたりブランド・ロイヤリティを持ち続

けるようマーケティング努力を集中することと

いえる。その結果として、ブランドがロングラ

イフ化すれば、それはブランド企業にある種の

独占市場と独占利益を長期間にわたりもたらす

ことになる。したがって、ブランド企業の生存、

維持、成長は展開するブランドに大きく依存す

ることとなり、そのためすべての企業努力の焦

点はブランドを左右する消費者に当てることに

なる。換言すれば、消費者はブランド企業のす

べての目標となり、試行錯誤のもとで消費者へ

のブランド・コミュニケーションを行い、ブラ

ンド・ロイヤルな消費者の獲得と持続を試みて

いるのである。

それには、まず、パイオニア・ブランドとし

て市場の消費者に受容されることが望ましい。

ロングライフのブランドの事例研究から明らか

なように、たとえば、「コカ・コーラ」のよう

なロングライフのブランドは、その当初、消費

者のパイオニア・ブランドとしての認識から始

まり、彼らの評価と支持が継続し、その結果、

彼らのブランド・ロイヤリティが長く続くこと

となるのである。したがって、ブランド企業は

決してイミテーション、コピーではなく、可能

な限りオリジナリティのある情報を付加したパ

イオニア・ブランドを創造、展開し、消費者に

訴えなければならない。しかしながら、競争が

存在するため、必ずしもパイオニア・ブランド

ではない追随ブランドをブランド企業が創造、

展開する場合には、やむなくパイオニア・ブラ

ンドを駆逐する戦略をとり、多くの情報を消費

者にコミュニケートするのである。換言すれば、

消費者の評価がブランド企業の経営の全体を左

右するため、消費者志向は当たり前となってき

ている。その結果、今日のブランド企業にとっ

て名実ともに消費者は王様、あるいはそれ以上

の存在となっている。ブランド企業は消費者に

媚を売り、至れり尽くせりのサービスを行い、見

かけだけかもしれないが、あたかもオールマイ

ティのような扱いをするようになってきている。

さらにこの傾向を助長しているのが、新たな

消費者の出現である。ブランド企業が当初思い

もしなかった消費者が創造したり、提案するブ

ランドへの機能の付加、ブランド・コミュニケ

ーションのオピニオン・リーダーとなるなどブ

ランド共創する消費者が現れ（注4）、そのためブ

ランド企業はますます消費者を企業外の重要な

経営資源と考え、より一層オールマイティな存

在として扱うようになっている。

３．流通業者と消費者

これまでブランド企業はブランドを評価し、

市場におけるブランドの生命を左右するのは究

極的には消費者であり、消費者はオールマイテ

ィな力を持っているとみなしてきた。しかしな

がら、消費者だけではなく、流通業者もブラン

ドを左右する存在である。なぜならば、通常、

流通業者がブランドを流通に乗せなければ、ブ

ランドの販売は実現せず、消費者のもとへ届く

ことはないからである（注5）。

かつての流通業者は商品を極めたプロフェッ

ショナルであった。長年の修行のもとに商品知

識を蓄えると同時に商品を見極める目利きでも

あった。したがって、彼らが仕入れ、販売する

商品に対し消費者は安心して購入することがで

きた。ところが、事態が一転した。情報付きの

商品であるブランドの出現、ブランド企業の成

長および消費者のブランド志向の進展である。

ブランド企業はブランドのメリットを訴求し、

あわせて消費者に安全、安心といった保証情報

をもコミュニケートしたのである。その結果、
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多くの消費者は商品ではなく、ブランド認識を

もつようになり、次第に強いブランド志向をも

つようになった。

そうなると消費者は購買行動を大きく変化さ

せた。ブランドの成長を背景として、セルフ・

セレクション、セルフ・サービスを選好するよ

うになり、流通業者のそれまでの直接的なアド

バイス、販売誘導を必要としなくなった。さら

に、決定的な影響を与えているのが、インター

ネットの出現である。消費者は流通業者の店舗

内での購買から、インターネット空間での購買、

すなわち、ネット通販を選好するように変化し

てきている。換言すれば、消費者はセルフ・サ

ービスの店でブランドを購買し、自宅まで持ち

帰ることはどう見ても王様ではないことに気が

ついたのである。その一方、ネット通販はまさに

消費者を王様扱いでもてなしてくれるのである。

新たに出現したネット通販は安心、安全と満

足の保証が付いたブランドを扱うことによって、

消費者の不安は生じることなく、しかも流通段

階をカットすることによりコストを削減し、競

争的な価格を実現した流通業者が急速に成長し

た。一方、消費者は次第にネット通販があまり

にも便利で手軽で、その上、王様のように取り

扱ってくれることに慣れ、気が付いてみたら、

自分一人では何もできず、裸の王様のようにな

り始めているのである。

４．社会と消費者

ブランド社会といわれるようになって久しい

が、ブランドをめぐる社会と消費者の関係につ

いてはいまだ課題が多く残っているといわざる

をえない。これまでブランドと社会については

考察した（注6）が、ここではブランドをめぐる社

会と消費者との関係に焦点を当て、改めて消費

者についての考察を試みてみたい。

ブランドは消費者のニーズとウォンツに適う

ようにブランド企業が創造し、展開するもので

ある。確かにブランドの多くは消費者に満足を

与えるものであるが、新たな問題を引き起こし

ているのも事実である。たとえば、ブランド企

業の多くは消費者が第一とばかり、彼らのニー

ズとウォンツを満たそうと、たとえば、オート

バイでは大きな音の出るマフラーのブランドを

創造したり、環境にやさしいリサイクル・シス

テムが確立していた瓶入りビールから消費者に

とって手軽で便利であるが環境に負荷をかける

アルミニュームの容器へと変えたり、世界で一

番安全でおいしいはずの日本の水道水ではなく、

ミネラル・ウオーターのほうがさらに美味しく、

安全であるとのブランド訴求を始めている。こ

れらはブランド企業のブランド・マーケティン

グの成功事例のひとつといえるが、ある場合に

は、ブランド企業のマーケティングによって、

また、ある場合には、消費者自身が希望し、ブ

ランド企業がそれに応えるブランドを創り、消

費者がそれを選んでいるということになる。

これらの事例から消費者は満足するかもしれ

ないが、社会環境や自然環境にとっては必ずし

もそうとはいえず、当該消費者と社会との利益

とは一致しない。果たしてブランド企業は消費

者の言い分だけを満たせば、それでいいのであ

ろうか。また、消費者も自分だけが満足すれば、

それでいいのであろうか。

今後、ブランド企業ばかりか消費者も社会的

環境、自然的環境を十分に考え、ブランド企業

と消費者との共創という新たな行動をすべき時

が来たのかもしれない。それがエコ時代のブラ

ンド企業と消費者のあるべき姿（すがた）のひ

とつであると思われるが、未だ多くの課題が待

ち受けているように思われてならない。その中

には、消費者の自己中心的な意識と消費者に配

慮しすぎるブランド企業が上げられよう。した
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がって、社会的な観点から現状のオールマイテ

ィな消費者の存在とブランド企業のブランド・

マーケティングを問い直さなければならないと

いえよう。

５．ブランドと消費者

すでにブランドと消費者については考察し

た（注7）が、一般的にいって、ブランド企業は消

費者にブランド・コミュニケーションを通じて、

ブランド認知からブランド評価、支持を獲得し

ようとブランド・マーケティングを行っている。

その結果、多くの消費者はブランド志向の消費

者となり、ブランド社会が実現しつつある。こ

れまでの研究では、ブランドのメリットだけが

強調されてきた観があるが、ここで再びブラン

ドと消費者の関係を考えてみたい。

（1）ブランドは見せるものではなく魅せられ

　　たもの

すでに論じたように（注8）、消費者にとってブ

ランドは見せるもの、すなわち、他人に誇示す

る役割がある。また、同じメカニズム・ブラン

ドであっても、見せるブランドと使うブランド

があり、その一般ブランド化への進化に見せる

という機能が大きな影響があることがわかった。

そればかりか、ファッション・ブランドは見せ

ることを前提に創造されているようである。一

般的にいえば、多くのブランドは他人に見せる

ことを前提に情報が創造されているとみなされ

ている。

しかしながら、果たしてそうであろうか。本

来、消費者はブランドを他人に見せるために購

入・使用するのではなく、あくまでも自分のた

めである。その一例としてあげられるのは下着

のブランドである。通常、下着は特別な状況を

除いては他人に見せるものではない。もちろん、

最近ファッションとして見せる下着がみられる

が、それはあくまでも若者の一部とか、スポー

ツ・ウエアーとか、限られた消費者の間のもの

であり、決して消費者の全体ではない。このよ

うに他人に見せるものではない下着のブランド

化は見せるためのものではなく、購入・使用す

る消費者自身の自己満足のためだといえよう。

あるいは勝負パンツという言葉が一般化しつつ

あるように、ある種のブランドの下着を付ける

ことによって、気分が高揚し、自分で自分を鼓

舞する働きをしているという。特定の魅せられ

た下着のブランドに自分の思いを込めていると

いうのである。

したがって、ブランドは必ずしも見せるもの

ではなく、魅せられたものということになる。

魅せられたブランドは消費者にとって当然ブラ

ンド・ロイヤリティを持ち続けることになるも

のであるといえよう。

（2）ブランドがもたらすのは個性化か没個性

　　化か

ブランドが消費者にもたらすのは個性を際立

たせるのか、あるいは、消費者の没個性化、同

一化なのかについてはすでに考察した（注9）が、

ここで再び論じてみたい。

確かにブランドは消費者という人間を多少小

奇麗で可愛く、かっこよく見せることができる

のは事実であるが、たとえば、「ルイ・ビトン」

の同じバッグを持った、あるいは、「シャネル」

の同じスーツを着た数え切れないほどの女性の

集団に出会ったならば、何と思うであろうか。

一人一人の消費者である人間を想定したならば、

個性的で、魅力的かもしれないが、同じブラン

ドを身に付けた何百、何千という集団を見たな

らば、そこには個性のかけらも感じない、気味

の悪い軍隊のような印象を想像するのは私だけ

であろうか。しかしながら、ブランド企業にと
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ってはそれば理想なのかもしれない。

ブランドはある種の麻薬かもしれない。将来

のことは別にして、刹那の、今だけの満足を十

分すぎるほど与えてくれるからである。あるい

はまた、一時（いっとき）の美容整形かもしれ

ない。少し考えれば、必ずしもブランドによっ

て心が豊かになるとはいえず、個性的ではなく

没個性になることがわかるであろう。

したがって、ブランド企業は消費者の満足の

ため、消費者のニーズやウォンツに適うため、

消費者の豊かさを実現するためといったお題目

のもとで、ありとあらゆるスキルを使って、ブ

ランド・マーケティングを展開しているが、こ

れは果たして消費者のためになっているのであ

ろうか。疑問が生じてくるのである。

（3）ブランドの無限のバリエーションは可能か

消費者の理想のブランドとは何であろうか。

そのひとつが、ブランドの選択可能性というこ

とになる。

厳しい競争が存在し、しかも大量生産の下に

ある現代の経済体制では、消費者は複数のブラ

ンド企業が提示する多くのブランドの中から自

分で選択することができる。しかしながら、ブ

ランドの選択基準である消費者のニーズやウォ

ンツは本来個性的なものである。つまり、消費

者が10人いれば、10種類のアイテム・ブラン

ド、1,000人いれば1,000種類のアイテム・ブ

ランドがあれば、消費者それぞれの満足が得ら

れるかもしれない。

ところが、現実にはこのようなブランドの無

限のバリエーションはみることができない。も

ちろん、たとえば、従来の単なる大量生産から

IT技術の発展により少量生産の革新が進展し、

一部の車のブランドのように、かなりなアクセ

サリーのオプションがあり、その組み合わせは

何千、何万種類となり、かなり選択の幅は広が

ったといえるが、ブランドの重要な要素である

プロダクトはあくまでも同一であり、バリエー

ションといっても明らかな限界がある。

したがって、現状では個々の消費者の個人的

な要求、すなわち、ニーズとウォンツを完全に

満たすことは不可能に近いといわざるをえない。

（4）マス・ブランドとパーソナル・ブランド

現代のブランド企業の多くはマス・ブランド

を創造し、展開している。しかしながら、消費

者は他人と同じブランドを持って安心する一面、

自分だけのブランドが欲しいのも事実である。

しかしながら、現代のブランド企業は大量生

産のもとでマス・ブランドを展開しているので、

たとえば、野球選手のイチローだけのパーソナ

ル・ブランドのバット、有名なマラソン選手の

パーソナル・ブランドのシューズなど特別な場

合を除いてはパーソナル・ブランドの受注は行

っていない。こうした特別仕様のパーソナル・ブ

ランドは、ブランド企業が有名選手使用という情

報を付加して新たにブランドとして展開するこ

とがあり、そのためにコストを無視して特別にパ

ーソナル・ブランドを創造しているのである。

しかしながら、一般の消費者がブランド企業

に自分だけのパーソナル・ブランドの発注をし

ても、それは受け付けてもらえない。というの

は、通常、ブランド企業は職人生産による一品

生産ではなく、多くは大量生産の下にある。し

たがって、現代のブランド企業が大量生産にも

とづくマス・ブランドをつくりながら、個々の

消費者のパーソナル・ブランドへの要求には、

コスト的にも、技術的にも、人的にも不可能な

のが実情である。

ところが、IT技術の進展によって新たな展

開がみられるようになった。それがワン・ツ

ウ・ワン・マーケティングであり、インターネ

ットを媒介に消費者のニーズとウォンツに適う
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個人だけのパーソナル・ブランドの道を開くも

のかもしれない。しかしながら、現状では、前

述したようなブランドのバリエーションにすぎ

ず、たとえば、ブランドのアクセサリーのひと

つがもとのマス・ブランドとは違うといったも

のであり、あくまでもブランド企業が設計した

もので、厳密にいえば、パーソナル・ブランド

とはいいにくい。

消費者が自分だけのパーソナル・ブランドを

求めるのであれば、やはり職人によるオーダ

ー・メイドに戻らなければならないかもしれな

い。消費者の個人的なニーズやウォンツに完璧

にかなうものは今のところオーダー・メイドし

かないといえるのである。しかしながら、それ

にはコスト、時間、知識が必要になり、消費者

のだれもが利用できるとは言い切れない。した

がって、ブランド企業にとって、消費者は特別の

存在ではなく、もちろん王様でもなく、ましてや

オールマイティでもないただの顧客にすぎないと

いうことになる。

（5）インターネット時代の消費者

インターネットの進展に伴い消費者の購買行

動が大きく変わってきている。そのひとつの現

われが百貨店、総合スーパー、量販店といった

これまで流通を支配していた流通企業の売り上

げの減少とそれに反比例するように増加を示し

ている通信販売の出現である。なかでもインタ

ーネット通販が急激に売り上げを伸ばしている。

そもそも消費者という人間は怠け者で、肉体

的にも精神的にもできるだけ苦労をしたくない

という傾向がある。しかも社会が進化、複雑化

することによりますます忙しくなってきている。

買い物の時間と労力を削減するために、駐車場

のある郊外のショッピング・センターないしは

総合スーパーへ車で行くようになり、また、自

宅の近くの商店街の知り合いの商店主がいる店

に行けば何かと煩わしいと感じ、セルフ・サー

ビスのコンビニエンス・ストアが気軽だという

ことで、コンビニを選好するのである。このよ

うな消費者の前に20世紀末から21世紀の初め

にかけて、突然出現したのが、インターネット

通販である。このインターネット通販、通称、

ネット通販はまさに消費者の理想に近い流通形

態である。

時間を気にせず、買い物が24時間いつでも

できる。意思表示はパソコンをクリックすれば

それで完了。代金支払いはクレジット・カード

で決済。商品は日時指定で自宅まで宅配される。

しかも商品はブランド商品であることが多く、

何かあれば、ブランド企業の保証付き。その上、

同一ブランドを販売するネット通販業者ないし

ネット・ショップは無数にあり、激しい競争が

行われている。さらに、価格は価格ドット・コ

ムで簡単に調べることができ、一番安く買うこ

とができる。まさに至れり尽くせりである。消

費者は王様、あるいはそれ以上の存在となった

のである。したがって、ネット通販の売り上げ

がアップするのは当たり前である。しかしなが

ら、ネット通販は消費者にとっていいことだけ

ではない。

ネット通販はあまりにも手軽で便利なため、

消費者が買物依存症に陥ってしまうケースが増

加している。クレジット・カードの与信機能の

ため身の丈以上の買い物をしてしまう。パソコ

ンの前に座り、マウスをワン・クリックするこ

とで買い物ができるので、新たな衝動買いがみ

うけられる。つまり、あまり深く考えもせず、

情報探索が容易なため必要のない商品まで買う

ことがおこり、もちろん返品、返金は可能であ

るが、その手続きは注文に比して何倍も煩わし

く、その結果、多くの消費者は何もせずその期

限を迎えることになるのである。

古代社会において社会経済の発展があり、一
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部の商品の買い物が始まって以来、長らく、買

い物は楽しみ、娯楽であったと同時に煩わしく、

苦痛な一面があった。この煩わしい、苦痛な一

面を解消したのがネット通販であるといえる。

しかし同時に買い物の楽しみの大半のものを奪

ってしまったのもネット通販である。商品を探

す楽しみ、お店で商品を買い代金を払い受け取

るときのわくわく感、家族、友人との買い物の

後の楽しい食事と会話、それらを奪ってしまっ

たのである。都市化がおこり、交通インフラが

整備され、また、車社会が出現すると人間は歩

かなくなり、その結果、足腰が弱くなってしま

った。同様に、ネット通販は消費者の買い物に

対する足腰を弱くしているのである。人間は知

恵がある。反省を踏まえ、最近ではジョギング、

ウオーキングが盛んになり、足腰が弱らないよう

に、また、弱った足腰を回復しようとしている。

このことは買い物に関しても当てはまるのでは

ないだろうか。いずれネット通販への反省と新

たな取り組みが生まれるのではないだろうか。

６．消費者はオールマイティか

これまで試みてきた一連の研究、すなわち、

ブランド・マーケティング体系では、基本的に

は消費者はオールマイティの力を持つ存在とし

て扱ってきた。さらに、多くの研究者たちも

「消費者はオールマイティである」という誤解

の落とし穴に入ってきているが、それはブラン

ドが発展した裏返しであると思われる。目利き

ではなく、情報が十分なく、その結果、人間的、

すなわち、感情的、感覚的、情緒的、衝動的に

ブランドの評価をするのが消費者である。した

がって、合理的に考えれば、消費者のブランド

についての評価は必ずしもすべて正しいとはい

えない。

消費者のその隙を狙って、現実には、ブラン

ド企業が良い意味でも悪い意味でもマーケティ

ング・コミュニケーションを集中してくるので

ある。しかしながら、消費者は必ずしも愚かで

あるとは言い切れない。たとえば、繰り返し同

一のブランド購入、使用経験を重ねれば、どん

な消費者でも当該ブランドに対するかなり正し

い評価に次第に近づくことになる。それゆえ、

結果として、消費者の判断は正しいといえる。

そこで、企業からいえば、消費者は王様、神様

となり、消費者の判断行動はオールマイティと

なるのである。しかしながら、オールマイティ

の存在となってきている消費者だけをブランド

企業が考え、重視すれば、それはそれでいいの

であろうか。

確かにブランドを巡る消費者の存在は最近と

みに重要なものとなってきているようである。

消費者同士の評価をめぐるコミュニケーション、

たとえば、多くのフォロワーがいる有名人が消

費者の一人としてあるブランドがよいとつぶや

けば、そのブランドがあっという間に広がると

いうことがある。また、消費者が i フォーンの

アプリを作り出すように新たなブランド展開の

一助をなすことも多くみられるようになってき

ている。したがって、消費者はブランド企業の

顧客としての存在だけではなく、ブランドのフ

ァン、サポーターとして、また、コミュニケー

ターとしても、さらには新たな共創者としても

重要な役割を果たすようになり、ますますブラ

ンド企業の消費者の扱いはオールマイティに近

づいてきているのである。しかしながら、ブラ

ンド企業にとって、ブランドは企業の存在をか

けた重要なものであるが、一方、多くの消費者

にとっては個別のブランドは自分の人生、ライ

フスタイルのほんの一部にすぎない。換言すれ

ば、企業は自社のブランドのことを四六時中考

えているが、ほとんどの消費者はブランドに対

し四六時中考えるということはありえない。
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ブランド社会が進展するに従い、ブランド企

業は直接的な利害の対象者である消費者をオー

ルマイティの存在として表向き奉ってきている

が、消費者だけではなく、ブランドのチャネル

を構成する流通業者、さらには企業外のマーケ

ティング機関、マスコミ、社会、自然環境など

多くの要因を考慮しなければならない。要する

に、消費者と多くの要因とのバランスが必要で

ある。したがって、消費者はオールマイティで

あるとは必ずしも言い切れなくなるのである。

７．おわりに

消費者が評価、支持する、すなわち、購買、

使用することによってブランドがブランドとな

り、その結果、消費者がブランド企業のすべて

を左右しているのはある面では事実である。そ

のため、ブランド企業は消費者に媚を売り、オ

ールマイティな存在として扱うようになり、一

方、消費者はブランド企業の至れり尽くせりの

扱いによって、自分の存在を誤解し始めている。

確かに消費者は特定のブランドの評価、支持

をするか、しないかによって、当該ブランド企

業の死活を握っているといえるが、それはブラ

ンドに対する拒否権を持っているにすぎず、決

してオールマイティ存在ではないし、それはあ

りえないことである。基本的にはブランドは企

業によって創造され、展開されるものであり、

あくまでもブランド企業が主であることは当然

のことである。一方、消費者はブランド企業の

戦略、戦術に惑わされ、王様、いやオールマイ

ティであるような振る舞いを始めているが、一

部のクレーマーにみられるように横柄な行動を

とる前に、消費者はたとえブランドであっても、

すべてをブランド企業の責任に押し付けるので

はなく、それに対する自己の責任を自覚しなけ

ればならない時期に来ているといえよう。

今後、ブランドをめぐるすべての責任をブラ

ンド企業だけに押し付けるのではなく、消費者

もそれなりの努力が必要となるであろう。この

ままでは見かけ倒しの消費者となり、依存性が

強い、ひ弱な存在となるしかないといわざるを

えない。そうなると、果たしてそれはかつての

消費者が夢みた理想の形に近づいたといえるで

あろうか。ブランド社会に入って、かなりな時

間を経た今日、日本、欧米などの消費者はブラ

ンドを単なる憧れとみなすのではなく、自分に

とってのブランド、自分のライフスタイルとブ

ランドとのコーディネイトなど、次のレベルへ

と消費者自身が変化しなければならないといえ

よう。なぜならば、消費者はオールマイティと

いうのはブランド企業が消費者にもたらした

幻想にすぎないものであるからである。

〈注〉
注１　たとえば、消費者志向についていえば、梶
原勝美「ブランド・マーケティング体系（Ⅳ）」
pp.49-50、専修商学論集91号、2010年；　梶
原勝美『ブランド・マーケティング研究序説
Ⅱ』pp.322-323。

注２　同上論文、p.55；同上書、pp.333-334；梶
原勝美「お茶のブランド・マーケティング」
pp.11-12、社会科学年報第46号、専修大学社会
科学研究所、2012年。

注３　梶原勝美「メカニズム・ブランド」p.14、
日経広告研究所報第265号、2012年。

注４　梶原勝美「ブランドの情報機能」専修大学
経営研究所報第182号、2009年；梶原勝美、前
掲書、243-246。

注５　梶原勝美、「ブランド・マーケティング体
系（Ⅳ）」、pp.66-81、；梶原勝美、同上書、pp.343 
-368。

注６　同上論文、pp.93-103；同上書、pp.386-403。
注７　同上論文、pp.81-93；同上書、pp。368-386。
注８　梶原勝美「メカニズム・ブランド」。
注９　梶原勝美、前掲論文、pp.84-85；梶原勝美、
前掲書、pp.376-377。
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私立大学の正しい資産運用体制を求めて

小藤　康夫

１．運用成果を示す新指標

（1）新運用利回りの導入

周知のように私立大学の資産運用は大学を取

り巻く経営環境の厳しさから、その重要性が

年々高まりつつある。だが、そうした認識とは

裏腹に、肝心要の運用成果を示す指標が公表さ

れないままにあるのが現状である。それでも求

めようとすれば、年度ごとに発表される各大学

の財務諸表から代表的な運用指標である総合利

回りを弾き出すこともできる。

総合利回りは利息・配当金収入にキャピタル

損益を加えたものを運用可能資産で割れば求め

られる。利息・配当金収入だけを対象にした直

接利回りもしばしば運用指標として目に触れる

が、それよりもキャピタル損益を加えた総合利

回りのほうが運用成果をさらに正確に把握でき

るという点で優れている。

そのためにはキャピタル損益を求めるうえで

必要な資産売却差額と資産処分差額の項目にも

注意を払う必要がある。だが、すでに小藤

（2011年5月）で指摘したようにリーマンショ

ックに見られたような不安定な運用環境のもと

では、キャピタル損益だけでは依然として正確

な運用利回りを求めたことにはならない。

やはり有価証券の含み損益も加えなければ正

しい運用利回りとはいえないであろう。今日で

は株価下落や円高の急激な進行から大学が保有

する有価証券の含み損は膨らむばかりである。

もちろん、含み損は実現損ではないので、損失

が確定したわけではない。時間が経過すれば元

に回復するかもしれない。

だが、その保証は全くない。しかも含み損が

急拡大すればキャンパス計画の見直しをせざる

を得なくなるなど、大学経営にかなりの打撃を

もたらす恐れもある。それゆえ、含み損を無視

するわけにはいかない。

そこで、リーマンショックの影響を受けた

2008年度から2010年度の3年間を分析の対象

にしながら、含み損益を加えた新しい運用利回

りを主要私立大学の決算データから求めてみる

ことにしたい。

その作業として、まず「大学四季報（週刊東

洋経済）」（各年度）から旧運用利回りとして通

常の総合利回りを計算し、さらに新聞・経済雑

誌で得られた含み損益を加味しながら新運用利

回りを求めていく。

そのことを計算式で整理すると、次のようになる。

旧運用利回り（％）

　　＝通常の総合利回り

　　＝（利息・配当金＋資産売却差額

　　　－資産処分差額）÷旧運用可能資産

　　　×100

新運用利回り（％）

　　＝（利息・配当金＋資産売却差額

　　　－資産処分差額＋有価証券の含み損益）

　　　÷新運用可能資産×100
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いうまでもなく、新運用利回りの計算式で含

み損はマイナス要因として、逆に含み益はプラ

ス要因として反映される。また、この式の新運

用可能資産は旧運用可能資産に有価証券の含み

損益を加味した金額になる。

（2）変動をもたらす含み損益の影響

図表1は実際に主要私立大学の新・旧運用利

回りを計算したものである。両運用利回りを比

較しようとして作成されたものであるが、残念

ながら、利用可能なデータが完璧に揃っていな

いため、所々に計算できず、空白の箇所が散見

される。

そこで、2種類の新・旧運用利回りが揃って

いる箇所を網掛けにしながら、その箇所だけを

対象にした年度ごとの平均値を求め、それらを

比較していきたい。図表2は網掛け部分を対象

にした新・旧運用利回りの平均値を年度ごとに

描いたものである。

この図を見るとわかるように新運用利回りの

ほうが旧運用利回りよりも変動が大きいことが

確認できる。これは計測した3年間がリーマン

ショックの影響から有価証券の含み損益が大き

く変動したためである。

2008年度を見ると、新運用利回りは旧運用

利回りよりも大きく落ち込んでいる。これは明

らかに含み損を大量に

抱えたためである。それ

に対して2009年度は前

年度と対照的に、新運用

利回りのほうが旧運用

利回りよりも大きく上

昇している。リーマンシ

ョックの反動から含み

益に転じたり、あるいは

含み損が縮小した大学

が現れたためである。そ
▲12

▲ 8

▲ 4

0

4

08年度 09年度 10年度

旧運用利回り

新運用利回り

（％）

して2010年度は運用環境がやや落ち着いた状

態に戻ったせいか、両運用利回りにほとんど差

が見られなくなっている。

本来ならば新・旧運用利回りの比較だけでも

十分かもしれないが、両者を計算するうえで必

要な運用可能資産にも注目してみることにした

い。図表3はデータから直接利用できる従来の

旧運用可能資産と有価証券の含み損益を加えた

新運用可能資産の対前年度増減率を同じ3年間

を対象にしながら計算したものである。先ほど

と同様にデータの制約から計算不能な箇所は空

白のままとなっている。新・旧運用可能資産増

減率が比較可能な箇所だけが網掛けで記されて

いる。

そこで、網掛け部分だけを対象にしながら年

度ごとに平均値を求め、その変動を比較したも

のが図表4である。その姿は運用利回りとまっ

たく同じである。2008年度は新運用可能資産

増減率が旧運用可能増減率よりも下回り、2009

年度は反対に新運用可能資産増減率が旧運用可

能増減率を上回っている。そして2010年度に

なると、両者の差がほとんどなくなっている。

当然のことであるが、運用環境が急激に変化

する状況のもとでは有価証券の含み損益が影響

するため、運用利回りであれ、運用可能資産で

あれ、新しい指標は従来の指標に比較して大き

　図表２　新・旧運用利回りの比較
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　図表１　新・旧運用利回りのデータ
番
号 大学名 運用利回り（％）

08年度 09年度 10年度

1 北星学園大学 （2.44）
5.06
（2.94）

2 千葉工業大学 （2.37） （▲0.62）
▲4.53
（▲2.58）

3 千葉商科大学 （1.50）
9.23
（1.27）

4 慶應義塾大学 ▲26.36
（▲13.24）

17.23
（▲1.02）

▲1.27
（0.46）

5 國學院大学 （▲4.65）
2.26
（0.96）

▲0.76
（▲0.17）

6 国際基督教大学 （0.49）
6.65
（0.68）

0.67
（0.50）

7 駒澤大学 ▲27.40
（▲33.83）

7.74
（▲0.99）

▲8.78
（▲18.34）

8 芝浦工業大学 ▲8.43
（▲0.28）

4.27
（1.97）

▲1.77
（▲4.52）

9 上智大学 （▲17.51）
4.20
（0.59）

0.59
（0.23）

10 専修大学 ▲5.72
（1.03）

3.53
（1.22）

▲1.55
（0.69）

11 玉川大学 （2.90）
2.59
（1.55）

0.25
（0.50）

12 中央大学 ▲1.64
（0.68）

1.05
（1.85）

13 東京工科大学 （▲5.48）
▲40.78
（▲31.74）

14 東京理科大学 （▲0.85）
0.82
（0.26）

9.50
（8.69）

15 立正大学 ▲34.93
（▲35.35）

20.42
（3.22）

4.21
（1.97）

16 金沢工業大学 （▲6.83）
2.29
（0.48）

▲5.30
（▲2.41）

17 南山大学 （1.61）
23.59
（0.36）

▲1.87
（0.49）

18 京都産業大学 （1.09）
2.11
（1.69）

19 追手門学院大学 （0.50）
2.30
（0.02）

20 大阪経済大学 （▲3.21）
2.37
（1.38）

▲1.33
（▲0.43）

21 関西大学 ▲0.41
（1.47）

0.00
（0.48）

0.19
（▲1.22）

22 桃山学院大学 （1.13）
▲1.19
（1.85）

▲0.44
（1.10）

23 関西学院大学 ▲1.07
（1.48）

3.06
（1.46）

24 神戸学院大学 （2.17） （▲0.15）
0.02
（0.15）

25 武庫川女子大学 （1.37）
2.86
（1.02）

0.57
（1.30）

26 西南学院大学 ▲0.82
（1.30）

2.24
（1.16）

▲1.01
（0.16）

27 福岡大学 ▲2.71
（1.12）

4.46
（0.74）

▲0.83
（0.21）

（注）上段は新運用利回り、下段の括弧は旧運用利回り。

　図表３　新・旧運用可能資産増減率のデータ
番
号 大学名 運用可能資産増減率（％）

08 年度 09 年度 10 年度

1 北星学園大学 （7.33）
11.08
（7.78）

2 千葉工業大学 （▲ 13.45） （▲ 2.40）
▲ 8.43
（▲ 5.18）

3 千葉商科大学 （3.14）
14.53
（4.41）

4 慶應義塾大学 ▲ 29.61
（▲ 12.67）

18.47
（▲ 5.18）

▲ 13.58
（▲ 9.58）

5 國學院大学 （▲ 2.79）
3.34
（1.79）

11.55
（11.62）

6 国際基督教大学 （▲ 2.77）
0.38

（▲ 5.32）
▲ 7.07
（▲ 6.79）

7 駒澤大学 ▲ 44.48
（▲ 32.92）

9.75
（▲ 3.26）

▲ 1.46
（▲ 9.53）

8 芝浦工業大学 ▲ 21.27
（▲ 11.42）

4.54
（1.21）

▲ 7.26
（▲ 8.36）

9 上智大学 （▲ 13.79）
3.68

（▲ 0.25）
▲ 0.29
（▲ 0.63）

10 専修大学 ▲ 1.60
（5.64）

39.19
（31.00）

▲ 2.25
（0.17）

11 玉川大学 （2.84）
7.83
（6.21）

6.56
（6.50）

12 中央大学 ▲ 1.14
（1.30）

▲ 1.92
（▲ 0.93）

13 東京工科大学 （25.80）
▲ 96.48
（▲ 92.55）

14 東京理科大学 （10.53）
▲ 9.39
（▲ 9.56）

50.87
（47.98）

15 立正大学 ▲ 38.01
（▲ 31.82）

30.81
（5.17）

5.15
（2.54）

16 金沢工業大学 （▲ 5.68）
2.96
（0.95）

▲ 8.97
（▲ 5.89）

17 南山大学 （▲ 17.55）
79.50

（▲ 2.78）
▲ 10.34
（▲ 2.44）

18 京都産業大学 （1.61）
▲ 14.56
（▲ 14.63）

19 追手門学院大学 （▲ 2.52）
5.95
（3.24）

20 大阪経済大学 （5.76）
2.68
（1.48）

▲ 0.54
（0.39）

21 関西大学 ▲ 5.32
（▲ 3.42）

▲ 20.64
（▲ 19.51）

6.41
（4.62）

22 桃山学院大学 （▲ 6.42）
3.63
（6.80）

2.92
（4.38）

23 関西学院大学 ▲ 0.11
（2.51）

20.22
（16.53）

24 神戸学院大学 （6.26） （4.07）
8.57
（8.29）

25 武庫川女子大学 （1.46）
5.94
（3.86）

4.53
（5.26）

26 西南学院大学 2.57
（4.72）

▲ 3.82
（▲ 4.68）

7.71
（9.00）

27 福岡大学 ▲ 5.61
（▲ 1.62）

▲ 2.69
（▲ 5.98）

▲ 12.60
（▲ 11.11）

（注）上段は新運用可能資産増減率、下段の括弧は旧運
　　 用可能資産増減率。
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な変動を示すことになる。

平穏な運用環境に置かれていれば、従来の指

標でもある程度の役割を果たせたかもしれない。

だが、今日のような厳しい運用環境に置かれて

いる場合、新しい指標を利用しない限り、正し

い情報を得ていることにはならないであろう。

このことは私立大学の運用の実態を明らかにす

るためにも必要である。

２．日本の大学における資産運用体制

（1）資産運用の重要性

こうして新運用利回りは含み損益の導入から、

利息・配当金による直接利回りやキャピタル損

益を加えた総合利回りよりも、さらに大きな変

動を示すことになる。とりわけ、リーマンショ

ック前後の時期を対象にしながら新運用利回り

と他の指標を比較すれば、その違いは明確に確

認できる。

私立大学の資産運用は新運用利回りに置き直

せば、予想以上にリスキーな運用を行っている

実態が明らかにされる。そのことは漠然とした

表現であるが、マスコミなどでも同じような内

容の報道が行われている。そのため、大学の資

産運用はできる限り、リスクを負わない安全志

向に切り替えていかなければならないと考える

人が多いように思える。

実際、資産運用の失敗

から従来の方針を見直さ

ざるを得ない事態に追い

込まれた私立大学が一部

で存在しているので、運

用姿勢の転換は当然のよ

うに思えるかもしれない。

だが、短期的には理解で

きるにしても長期的にわ

が国の大学経営をとらえ

れば、必ずしも安全志向の資産運用が好ましい

とはいえない。むしろ、将来的には積極的な資

産運用を実行しなければ、大学経営が行き詰ま

る恐れのほうが高いとも思われる。

現在は学生からの授業料納付金を中心にしな

がら国からの補助金で大学経営が賄われている。

しかしながら、大学を取り巻く環境は年度ごと

に厳しさを増し、さらに日本の財政も余裕が失

われつつある。それに加えて、社会が大学に求

める要求も高まりつつある。そのため授業料納

付金と補助金だけで大学を支えるのが難しくな

っている。

それを補完するのが資産運用であり、そこか

ら生み出される運用収入が小さくてはまったく

意味がない。大学経営に貢献するには高い運用

収入の獲得が必要であり、それを実現するには

それなりのリスクを負担せざるを得ない。した

がって、わが国の私立大学が安定的経営を持続

するにはある程度のハイリスク・ハイリターン

の資産運用が必要と考えられる。

以下ではそのことをシステムダイナミックス

のソフトであるスタジオ8を用いて説明してい

きたい。ここでは四角形で示されたストック

（□）と円形で示されたフロー（○）の記号を

用いながら大学経営のフレームワークを構築し、

その後でシミュレーションを通じて運用に慎重

　図表４　新・旧運用可能資産増減率の比較
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0

5

08年度 09年度 10年度

旧運用可能資産増減率

新運用可能資産増減率

（％）



私立大学の正しい資産運用体制を求めて

― 71 ―

なタイプと積極的なタイプを比較するアプロー

チを採用していく。

本来ならば、以下で示す日本型大学モデルに

組み込まれた各変数の性質や定数について丁寧

に説明しなければならないが、本文ではそうし

た説明を割愛し、ごく大雑把に資金の流れを追

いながら結論だけを報告する形をとっている。

ただし、モデルの詳細は巻末の付録に整理され

ている方程式群を見ることで把握できるように

なっている。詳細な仮定などに興味のある読者

は付録を見て理解して頂きたい。

（2）日本型大学モデル

まず、私立大学の収入と支出の関係から見て

いこう。図表5は大学運営の中心に相当する部

門を示したものである。「授業料収入」と「運

用収入Ｂ」で構成される「帰属収入」が大学本

体に流入し、その資金が

「消費支出」として大学

の使命である教育・研究

に使われていく。この流

れが途切れなければ、大

学は未来永劫にわたって

存続できることになる。

帰属収入と消費支出は

必ずしも一致するわけで

はないので、両者のギャ

ップである「収支差額」

が生じ、その資金は「基

本金繰入」を通じて「基

本金」に向かっていく。

基本金は校舎や校地など

キャンパス整備を目的に

蓄積された金額に相当す

る。今日の大学は設備に

かなりのウエイトを置か

なければ充実した運営が

難しい時代に入っている。そのため、基本金は

大学経営で重要な位置を占めている。

だが、すぐに具体的な目的のために利用され

るわけではないので、基本金繰入の一部が「運

用資金流入」として資産運用に用いられる。現

金の形で保有しておくよりも運用で利息・配当

金等を得たほうが大学経営にとって好ましいか

らである。

なお、ここで注意しなければならないことが

ある。それは説明の順番が若干違っている点で

ある。実際の決算書による私立大学の説明では

帰属収入の一部が前もって基本金に繰り入れら

れ、残りが消費支出に向かうと解釈されている

からだ。しかし、最終的には同じ結果となるの

で、ここでは経営の基本に従い、自然な解釈を

採用している。

こうして帰属収入と消費支出の差額に相当す

　図表５　私立大学の収入と支出の関係

収支差額
帰属収入消費支出

基本金

基本金繰入

授業料収入

運用資金流入

運用収入B
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る基本金繰入はすべてが校舎や校地などの建設

関連資金としてすぐに用いられるわけではない。

一部は資産運用の資金として蓄積され、時間が

経過した時点で新たに本来の目的に利用される。

そのプロセスを描いたものが図表6である。こ

のモデルでは上流の水が2つのダムに溜まりな

がら徐々に下流に向かっていく様子をイメージ

しながら、運用資金の流れを説明している。

最初に収支差額の一部は「基本金繰入」に

「運用比率」を掛けた金額だけ「運用資金流入」

として第1ダムの「運用可能資金」に流れてい

く。帰属収入が消費支出を上回れば収支は黒字

となり、その一部が運用可能資金というダムに

貯められていく。だが、いつでも収支が黒字で

あるとは限らない。逆に帰属収入が消費支出を

下回る赤字の状態も起きるであろう。その時は

運用可能資金が減少していくことになる。

いずれにせよ、そこに蓄積された資金は資産

運用のために用いられるので、「期待値」と

「標準偏差」によって性格づけられた「運用利

回り」から「運用収入Ａ」が生み出される。し

かも、それだけにとどまらず、運用可能資金に

再び環流し、運用資金として繰り返し利用され

ていく。

いうまでもなく、運用収入は利回りの期待値

が高いほど大きくなり、また標準偏差が大きい

ほど変動が激しくなる。それゆえ、期待値と標

準偏差がともに大きな運用をハイリスク・ハイ

リターンの資産運用と呼び、反対に期待値も標

準偏差も低い運用をローリスク・ローリターン

の資産運用と呼んでいる。

また、高い利回りを追求する場合、ある程度

の流動性を犠牲にしなければならない。すぐに

現金化できるような状態ではなかなか高い収益

が望めないからである。そこで、このモデルで

は運用可能資金に「固定比率」を掛けた「最小

帰属収入

基本金繰入

運用比率

運用可能資金

期待値標準偏差

運用利回り

流動性資金

資金間の移動 資金流出

固定比率
調整速度

最小固定資金

運用資金流入

運用収入B
運用収入Ａ

帰属化率

　図表６　私立大学の資産運用の流れ
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固定資金」を定めている。この部分は運用だけ

に用いられる最低限の金額である。

この金額を下回ることはできないため、たと

え大学の運営上、資金が必要であっても利用で

きないことになる。まさに資金ショートの状態

である。この状態はいかるなる状況においても

回避しなければならない。大学の運営がこの時

点でストップしてしまうからである。それゆえ、

資金を長期にわたって運用する場合、運用可能

資金が絶えず最小固定資金を上回るように細心

の注意を払わなければならない。

本来の大学運営に利用できる資金は、第2ダ

ムの「流動性資金」である。ここでは「資金間

の移動」として表現されているが、運用可能資

金から「調整速度」で定められた資金がそこに

流れていく。この流動性資金は自由に使える資

金である。

その資金は2つのルートを通じて大学運営の

ために利用されていく。ひとつは「帰属化率」

から「運用収入Ｂ」として大学の帰属収入に流

れていくルートであり、日々の日常業務を遂行

していくうえで必要な資金として利用されてい

く。当然ながら、この資金が豊富であるほど充

実した教育・研究が行えることになろう。

なお、ここでいう運用収入Ｂは先ほどの運用

収入Ａと違い、実際に大学の帰属収入として流

れていく資金を意味している。具体的には利

息・配当金や有価証券の実現益を対象にした運

用収入を指している。

それに対して運用収入Ａは含み損益を加えた

金額を表している。それゆえ、時価で示した運

用収入が大きくても、現金化しにくい運用対象

ばかりならば、帰属化率は小さくなり大学の帰

属収入への貢献度合いは下がることになろう。

もうひとつのルートは「資金流出」として校

舎や校地などキャンパス整備のために用いられ

る資金である。図表7では大学のキャンパス整

備が進められていくプロセスが描かれている。

「基本金」、「計画資金

の繰入比率」そして

「計画資金の固定金額」

から大学が望む「計画

資金量」が決定され、

その金額が流動性資金

から第2のルートとし

て流出し、「キャンパ

ス整備」に流れていく。

計画通りに資金が流れ

ていけばキャンパスは

順調に整備されていく

ことになる。

だが、不幸なことに

流動性資金が計画資金

を満たさない場合も生

じるかもしれない。実

際の資金流出が流動性

資金流出

資金不足量

計画資金の繰入比率

計画資金量

基本金

キャンパス整備

計画資金の固定金額

　図表７　キャンパス整備計画の流れ
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資金の枯渇から計画資金に追いつかなくなれば、

「資金不足量」が発生する。その時、大学の経

営計画は頓挫し、キャンパス計画だけでなく、

日常の教育・研究活動にも支障をきたし、最悪

の場合、破綻にもつながる恐れがある。

したがって、資産運用にあたって資金不足の

状態が生じないように行動しなければならない。

そのためにはモデルでいう資産運用の固定比率

や帰属化率、あるいは運用可能資金から流動性

資金に向かう資金間の移動を決定づける調整速

度にも注意を払わなければならない。

だが、基本的には高い運用収入を長期にわた

って獲得し続ければ、流動性資金は枯渇しない。

そのことを踏まえれば運用利回りの大きさは重

要であり、高い利回りが実現できれば安定した

大学経営が展開でき、逆に運用利回りが低迷す

れば不安定な状態に陥ってしまう。したがって、

資産運用の成果は大学経営にとって無視できな

い存在になる。

こうして収入と支出の関係、資産運用の流れ、

そしてキャンパス整備計画の流れという3つの

部門から大学の運営を説明してきた。それらを

ひとつにまとめると図表8のようになる。これ

により大学はさまざまな要因が関係し合って運

営されている様子が資金の流れを追うことで理

解できると思われる。

（3）積極的資産運用の優位性

このモデルで注目しなければならないのは運

用利回りの大きさである。資産運用の成果によ

って現在の大学経営の安定性ばかりでなく将来

の発展性にも影響を及ぼす可能性があるからだ。

そこで、運用利回りの性格を決定づける期待値

と標準偏差からローリスク・ローリターンの資

産運用とハイリスク・ハイリターンの資産運用

の2種類を取り上げ、大学経営への影響をこの

モデルからシミュレーションしていくことにし

たい。

まず、利回りの期待値（μ）も標準偏差（σ）

も共に1％の「ローリスク・ローリターンの資

産運用のケース（μ＝1％、σ＝1％）」から

見ていこう。図表9はその結果を整理したもの

である。そこには収支差額、基本金、運用可能

資金、流動性資金、キャンパス整備、資金不足

量の6つの変数の数値が期間ごとに並べられて

いる。シミュレーションの結果を見ながら、そ

れぞれの変数の動きを追っていくことにしよう。

このモデルでは帰属収入の柱である授業料収

入が毎期95で、消費支出が毎期100として設定

している。日本の多くの大学は授業料収入で消

費支出を十分まかなえるような仕組みを大前提

に経営が営まれているので、この設定に違和感

を覚える人も多いかもしれない。しかし、競争

が激しくなれば授業料収入の伸びはそれほど期

待できず、むしろ消費支出のほうが高まるため、

近い将来の姿としてむしろ本体の赤字が常態化

すると思われる。

そのため、授業料収入と消費支出の差額を穴

埋めするだけの十分な運用収入がなければ大学

の最終的な収支は赤字状態となる。だが、ロー

リスク・ローリターンの資産運用ではリスクを

回避する点では優れているが、リターンが低い

ために、表から確認できるように収支差額の数

値は毎期の赤字状態が続いている。それは時価

で評価された基本金と運用可能資金の数値を減

らすことにつながる。シミュレーションの結果

はそのことを示している。

一方、流動性資金は初期において運用可能資

金から確実に流れてくるので増えているが、あ

る期間を過ぎると、運用可能資金の動きに伴って

減り続けている。それに対してキャンパス整備

の数値は確実に増え続けている。それは流動性

資金から計画されただけの必要な資金がキャン

パス整備に向けて確実に流れていくからである。
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だが、流動性資金が計画資金量を下回るほど

減少すれば、資金不足が発生し、キャンパス整

備は当初の計画を変更せざるを得なくなる。こ

のシミュレーションでは第36期に資金不足が

発生している。それでも流動性資金があるうち

は不十分ながらもキャンパス整備の数値は増え

続けるが、流動性資金が完全に枯渇したならば、

大学経営は行き詰まることになる。ここでは第

54期以降がそれに相当し、すべての変数の数

値がまったく得られない状態となっている。

結局、このケースは大学経営の失敗を示して

いる。原因は明らかに安全志向の資産運用姿勢

にある。授業料収入と消費支出のギャップに対

して運用収入があまりにも低すぎるため収支差

額の赤字が続き、最終的にキャンパス整備をは

じめとする大学の運営がストップしてしまった

のである。

そこで、次にまったく正反対の「ハイリス

ク・ハイリターンの資産運用のケース（μ＝5

％、σ＝10％）」を探ってみることにしよう。

図表10ではそのケースとして運用利回りの期

待値（μ）が5％に、標準偏差（σ）が10％に

変更した場合のシミュレーションの結果が整理

されている。ここでも収支差額をはじめとする

6つの変数の数値が期間ごとに並べられている。

先ほどのケースと比較すればわかるように運

用利回りの期待値が1％から5％に上昇し、標

準偏差は1％から10％にまで上昇している。し

たがって変動は激しいが、長期的に見れば十分

な運用収入が確保できることが予想される。

早速、そのことをシミュレーションの結果か

ら確認してみよう。まず、収支差額から見てい

くと、このケースでも赤字の期間が存在するが、

黒字の期間のほうが多い。これにより基本金は

多少の変動を伴いながらも増え続けているのが

わかる。

それに対して運用可能資金は上昇傾向を辿り

　図表９　ローリスク・ローリターンの資産運用のケース
　　　　　（μ＝１％、σ＝１％）

期間 収　支
差　額 基本金 運用可

能資金
流動性
資　金

キャンパ
ス整備

資　金
不足量

0 0 1,000 500 100 0 0
1 ▲ 0 1,000 482 108 15 0
2 ▲ 2 1,000 462 116 30 0
3 ▲ 1 998 443 123 45 0
4 ▲ 1 997 425 129 60 0
5 ▲ 5 996 400 138 75 0
6 ▲ 2 990 382 142 90 0
7 ▲ 3 989 363 147 105 0
8 ▲ 5 985 341 152 120 0
9 ▲ 3 980 325 154 135 0
10 ▲ 2 978 312 154 149 0
11 ▲ 2 976 299 153 164 0
12 ▲ 2 974 287 153 179 0
13 ▲ 4 971 272 152 194 0
14 ▲ 4 968 258 152 208 0
15 ▲ 3 964 245 150 223 0
16 ▲ 3 961 233 147 238 0
17 ▲ 4 957 220 144 252 0
18 ▲ 4 953 208 141 267 0
19 ▲ 4 949 196 137 281 0
20 ▲ 4 945 186 132 296 0
21 ▲ 4 941 175 127 310 0
22 ▲ 4 937 165 122 325 0
23 ▲ 3 933 157 115 339 0
24 ▲ 5 930 147 109 353 0
25 ▲ 5 925 137 103 368 0
26 ▲ 4 920 129 95 382 0
27 ▲ 6 916 118 89 396 0
28 ▲ 5 910 109 81 410 0
29 ▲ 6 906 99 74 424 0
30 ▲ 5 900 92 65 438 0
31 ▲ 4 895 87 55 452 0
32 ▲ 5 891 81 45 466 0
33 ▲ 5 887 75 35 480 0
34 ▲ 5 882 68 26 494 0
35 ▲ 5 877 62 16 508 0
36 ▲ 4 872 57 5 522 9
37 ▲ 5 868 52 3 527 11
38 ▲ 4 863 48 2 529 11
39 ▲ 4 859 45 2 532 12
40 ▲ 5 855 41 2 533 11
41 ▲ 5 850 37 2 536 11
42 ▲ 5 845 33 2 538 12
43 ▲ 5 840 29 2 540 12
44 ▲ 5 835 25 1 542 12
45 ▲ 5 831 22 1 543 12
46 ▲ 5 826 19 1 544 12
47 ▲ 5 821 16 1 545 12
48 ▲ 5 816 13 1 546 12
49 ▲ 5 811 10 1 547 12
50 ▲ 5 806 7 0 547 13
51 ▲ 5 801 4 0 548 13
52 ▲ 5 796 1 0 548 13
53 ▲ 5 791 - 0 548 13
54 - 786 - - 548 -
55 - - - - - -
56 - - - - - -
57 - - - - - -
58 - - - - - -
59 - - - - - -
60 - - - - - -
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期間 収　支
差　額 基本金 運用可

能資金
流動性
資　金

キャンパ
ス整備

資金不
足量

0 0 1,000 500 100 0 0
1 30 1,000 542 78 15 0
2 20 1,030 577 68 30 0
3 27 1,050 619 53 45 0
4 30 1,077 669 36 61 0
5 ▲ 28 1,107 600 81 77 0
6 31 1,079 625 62 93 0
7 6 1,110 628 70 108 0
8 ▲ 17 1,116 572 101 125 0
9 21 1,099 584 90 141 0
10 38 1,120 647 64 157 0
11 38 1,158 716 41 173 0
12 40 1,196 784 20 189 0
13 12 1,235 794 30 206 0
14 14 1,247 793 37 224 0
15 23 1,261 811 36 241 0
16 34 1,284 856 25 259 0
17 8 1,318 851 42 277 0
18 ▲ 0 1,325 817 66 295 0
19 15 1,325 811 73 313 0
20 27 1,340 836 69 331 0
21 15 1,366 843 77 350 0
22 15 1,381 844 85 368 0
23 57 1,396 928 51 387 0
24 ▲ 6 1,453 904 84 406 0
25 ▲ 36 1,448 789 146 426 0
26 46 1,412 829 119 445 0
27 ▲ 72 1,458 671 214 464 0
28 ▲ 12 1,385 584 238 484 0
29 ▲ 65 1,373 426 312 503 0
30 2 1,309 384 310 522 0
31 38 1,311 450 270 540 0
32 7 1,349 468 264 558 0
33 4 1,356 463 263 576 0
34 ▲ 28 1,360 393 293 595 0
35 ▲ 12 1,332 344 303 613 0
36 21 1,320 371 278 632 0
37 7 1,341 385 268 650 0
38 27 1,348 431 240 668 0
39 78 1,375 586 162 687 0
40 4 1,452 609 168 705 0
41 3 1,456 594 173 725 0
42 25 1,460 622 157 745 0
43 ▲ 12 1,484 585 180 764 0
44 49 1,472 655 138 784 0
45 52 1,521 758 97 804 0
46 ▲ 18 1,573 717 132 824 0
47 51 1,556 780 95 845 0
48 32 1,607 836 81 865 0
49 28 1,638 871 73 886 0
50 40 1,667 927 55 908 0

期間 収　支
差　額 基本金 運用可

能資金
流動性
資　金

キャンパ
ス整備

資　金
不足量

51 ▲ 35 1,707 835 115 929 0
52 8 1,671 797 127 951 0
53 ▲ 4 1,679 759 148 973 0
54 33 1,676 792 130 995 0
55 ▲ 37 1,709 701 184 1,017 0
56 ▲ 46 1,672 561 242 1,039 0
57 30 1,626 577 216 1,060 0
58 ▲ 13 1,656 545 235 1,082 0
59 54 1,643 626 185 1,103 0
60 ▲ 12 1,697 604 205 1,125 0
61 22 1,685 618 190 1,147 0
62 ▲ 8 1,707 589 205 1,169 0
63 8 1,699 579 203 1,191 0
64 31 1,707 622 177 1,213 0
65 2 1,738 617 183 1,235 0
66 4 1,740 601 186 1,257 0
67 37 1,744 653 155 1,280 0
68 40 1,780 725 124 1,302 0
69 ▲ 22 1,821 672 158 1,325 0
70 31 1,799 696 136 1,348 0
71 9 1,830 701 138 1,371 0
72 19 1,839 714 130 1,394 0
73 ▲ 62 1,858 569 203 1,418 0
74 ▲ 0 1,796 516 206 1,441 0
75 96 1,795 689 111 1,464 0
76 ▲ 2 1,892 706 123 1,487 0
77 36 1,890 747 97 1,511 0
78 75 1,926 884 35 1,535 0
79 ▲ 36 2,001 811 90 1,559 0
80 13 1,965 785 92 1,584 0
81 ▲ 24 1,978 709 130 1,609 0
82 9 1,954 685 131 1,634 0
83 44 1,963 749 96 1,658 0
84 ▲ 12 2,007 716 120 1,683 0
85 ▲ 12 1,995 657 141 1,708 0
86 ▲ 17 1,983 591 164 1,733 0
87 ▲ 9 1,967 542 176 1,758 0
88 ▲ 6 1,957 506 183 1,782 0
89 52 1,952 589 129 1,807 0
90 ▲ 7 2,004 579 139 1,831 0
91 7 1,997 568 134 1,856 0
92 1 2,004 553 134 1,881 0
93 ▲ 13 2,006 506 148 1,906 0
94 ▲ 5 1,993 473 150 1,932 0
95 14 1,988 482 133 1,956 0
96 27 2,002 526 103 1,981 0
97 3 2,029 526 99 2,006 0
98 ▲ 2 2,032 505 100 2,032 0
99 6 2,030 498 91 2,057 0
100 7 2,036 497 82 2,082 0

図表10　ハイリスク・ハイリターンの資産運用のケース（μ＝5％、σ＝10％）
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　図表 11　日本型大学モデルにおける収支差額の変動

ながら、ほぼ元の水準に戻る動きを展開してい

る。そして、流動性資金はそれに応じるように

同じような動きをしている。100期までを見る

限りでは流動性資金は枯渇していないので、キ

ャンパス整備のための資金は計画通り流れてい

るのがわかる。そのため、資金不足はどの期間

においても発生していない。

したがって、ハイリスク・ハイリターンの資

産運用を実行すれば、ローリスク・ローリター

ンの資産運用と異なり、大学運営を当初の計画

通りに進めていくことができる。これにより積

極的資産運用の優位性が明らかにされたと思わ

れる。

（4）収支差額の変動

確かに高い運用収入が得られるハイリスク・

ハイリターンの資産運用は大学の収支を好転さ

せるので好ましい行動といえる。だが、それを

実現するには運用収入の大きな変動を犠牲にし

なければならない。リスクが低くリターンが高

い資産運用は投資家にとって理想であるが、そ

うした投資対象はまれである。やはり、ハイリ

ターンを目指そうとすればリスクも高くならざ

るを得ないため、運用収入のブレは激しくなら

ざるを得ない。

そのことはモデルの収支差額に表れている。

図表10のシミュレーション結果からもわかる

ように収支差額が黒字となったり、赤字となっ

たりするばかりでなく、変動の幅も大きい。数

値を追っていくだけでも認識できるが、図表

11ではさらに理解を深めるため、その変動を

図で描いている。絶えず激しく変動を繰り返し

ているのが確認できる。

この図を眺めていると、大学経営を展開して

いくうえでキャンパス整備を計画通りに進めて

いけば、それでよいと単純に考えるわけにはい

かないことがわかる。シミュレーションに見ら

れるような収支差額の変動が発生すれば大学経

営そのものが不安定なものになり、いくらキャ

ンパス計画が着実に進んでも、これでは本来の

目的である教育・研究の運営を円滑に進められ

なくなってしまう。あくまでも校舎・校地など

のキャンパス整備は教育・研究を支えるための

補完的なものであり、本末転倒の経営を続ける

わけにはいかない。

それではどのような姿勢で資産運用に臨めば

いいのであろうか。安全重視のローリスク・ロ

ーリターンの資産運用は収支差額が安定化して

いるが、これでは赤字が継続し、最終的に資金

不足が発生する。キャンパス整備が進まないだ
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けでなく、破綻という最悪のパターンに向かっ

てしまう。

逆にハイリスク・ハイリターンの資産運用に

転換すれば、資金不足という事態から解放され

るかもしれないが、収支差額の変動から大学経

営そのものが不安定な状態に晒される恐れが生

じる。それでも大学経営として許されない資金

不足の状態を回避できるので、積極的資産運用

を取り入れながら改良する方法を探るのが最も

望ましい選択であろう。

そこで、次に米国の大学で行われている資産

運用に注目しながら、この方法について調べて

いくことにしたい。なぜなら、米国の大学では

積極的資産運用を展開しながらも安定した帰属

収入を確保する体制を構築しているからである。

これによりハイリスク・ハイリターンの資産運

用と安定経営という相矛盾する取り組みをみご

とに達成している。

３．米国の大学における資産運用体制

（1）寄付基金の存在とペイアウト・ルールの適用

米国では早い段階から資産運用業務を大学の

主要な柱として位置づけてきた。いまでは大学

予算のなかで運用収入は無視できないほど高い

ウエイトを占めるまでに至っている。しかも主

要な大学では資金規模が拡大するだけでなく、

運用技術もかなり高度化し、年金基金などと同

様に金融資本市場に影響を及ぼす代表的な機関

投資家としてみなされている。

そうした米国の大学は高い運用利回りを目指

しながらも、そこから得られた運用収入を安定

的に大学本体に流すシステムを構築している。

一見して矛盾しているかのように思えるかもし

れないが、資産運用部門を大学本体から切り離

すことで、この問題をみごとに解決しているの

である。

その重要な資産運用業務を任されているのが

「寄付基金」（Endowment Fund）と呼ばれる部

門であり、その資金は外部から流入する寄付金

によってほとんどが賄われている。わが国の大

学でも寄付金が存在するが、その金額は小さく、

米国の大学とは比べものにならない。

だが、金額の大きさよりも寄付金の扱い方に

注目したほうがよいであろう。わが国の大学は

寄付金が帰属収入として大学本体にそのまま組

み入れられるが、米国では本体から分離した組

織である寄付基金に流れていく。そこに蓄積さ

れた資金は株式や債券など伝統的な運用のほか、

最近ではヘッジファンドのようなリスク性の高

い運用も行っている。

そのため利息・配当金ならびにキャピタルゲ

インの総計であるトータルリターンの変動はか

なり大きくなる。それがそのまま大学本体に運

用収入として流れてくれば、収支差額も同じよ

うな変動に晒される。これでは大学経営が不安

定となる。

ところが、米国の大学では寄付基金で生み出

された運用収入をそのまま大学本体に送り込ま

ず、一旦、内部に留保しておく。その後、一定

のルールに従って寄付基金から運用収入として

資金を大学本体に流すスタイルを採用している。

ペイアウト・ルールの適用である。

そのルールとは過去数年を対象にした運用可

能資産の移動平均値を求め、それに対する一定

割合を年度ごとに運用収入として大学本体に送

り込んでいく手法である。これならば年度ごと

のトータルリターンにかなりの変動があっても、

ほぼ一定の運用収入が確保できる。運用収入の

変動が小さければ、大学経営も安定的に進めて

いくことができる。

こうして米国の大学では寄付基金を設けるこ

とで、運用収入の変動リスクを吸収するシステ

ムを構築している。それは運用可能資産にリス
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クを転嫁する仕組みであるため、その残高が変

動するだけである。それゆえ、ストックである

運用可能資産がある程度の規模を保っていない

限り、このシステムは機能しづらいであろう。

たとえば運用環境が悪化した場合、トータル

リターンがマイナスになり、寄付基金が抱える

運用可能資産は減ってしまう。もちろん、この

状態が続けば大学運営は困難な局面に突入する。

だが、時間が経過して運用環境が好転すれば、

残高を増やすことにつながり、本来の機能が発

揮できる状況に落ち着くであろう。それゆえ、

運用可能資産は変動を繰り返しながらも、長期

的に見れば枯渇する恐れが少ないのである。

（2）米国型大学モデル

次に寄付基金とペイアウト・ルールを組み入

れた米国型大学モデルならば、ハイリスク・ハ

イリターンの資産運用を実行しても大学本体の

収支差額が安定化することを確認してみたい。

図表12はそのために描かれたものである。

この図で左上に位置する部門は大学本体の収

支を示し、先ほどの図表8で示した日本型大学

モデルと全く同じである。また、キャンパス整

備の部門も基本的には同じであり、基本金から

計画されただけの資金が流れていく姿を描いて

いる。違っているのは左下に描かれた大学基金

の部門である。

ここでは「寄付金収入」が「運用資金流入」

として「運用可能資金」に流れ、そこに蓄積さ

れた資金が「期待値」と「標準偏差」で性格づ

けられた「運用利回り」に従って有効に活かさ

れていく。その結果、「運用収入Ａ」が発生し、

運用可能資金に環流していく。

わが国の大学でも寄付金は存在するが、この

ような資産運用を目的とする大学基金は存在し

ない。あったとしても大学運営上、ほとんど主

要な役割を果たしていないのが現状であろう。

だが、米国では寄付金で成り立つ大学基金が組

織のなかで無視できないものとして位置づけら

れている。

そうした運用収入Ａは直接、大学本体に流れ

ていくのではなく、ペイアウト・ルールから過

去の「平均期間」による運用可能資産の単純平

均値に「帰属率」を掛けた金額、つまり「運用

収入Ｂ」だけが授業料収入とともに大学本体の

帰属収入に組み込まれていく。これにより運用

収入Ａとは異なり、ハイリスク・ハイリターン

の投資姿勢を貫いても安定的な運用収入Ｂが得

られることになる。

こうした米国型大学モデルに従ってシミュレ

ーションした結果が図表13にまとめられてい

る。ここでは先ほどの日本型大学モデルで扱っ

たものとまったく同様の条件に従っている。つ

まり、授業料収入95に対して消費支出100とい

う赤字状況のもとで、運用可能資金が期待値5

％・標準偏差10％という運用利回り（μ＝5％、

σ＝10％）から運用収入を得ている。

ただし、日本型大学モデルで存在しなかった

変数として「寄付金収入」があり、毎期5だけ

が大学基金に流入している。その資金は蓄積さ

れ、運用の対象となる。そのため米国型大学モ

デルにとって寄付金の存在はかなり大きく、そ

れ以外の条件はほとんど変わらないと解釈して

よいだろう。

早速、シミュレーションの結果から収支差額

を見ると、毎期プラスであるうえ、安定した動

きを示している。このことは図を描かなくても

数値を見るだけで十分理解できるであろう。ペ

イアウトルールに従って運用収入Ｂが安定した

流れを展開するためであり、その変動を和らげ

る主要な役割を果たしているのがストックの運

用可能資金である。運用収入の一部が元本から

流出したり、あるいは流入していることで、大

学本体に向かう金額を安定化させているのであ
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期間 収支差額 基本金 運用可能
資　　金

キャンパス
整　　備

0 0 1,000 500 0
1 25 1,000 545 15
2 25 1,025 570 30
3 26 1,050 608 45
4 26 1,076 651 61
5 28 1,102 578 77
6 29 1,130 618 93
7 30 1,159 609 109
8 31 1,190 555 125
9 32 1,221 573 142
10 31 1,253 626 160
11 30 1,284 679 177
12 31 1,314 733 195
13 32 1,345 732 213
14 33 1,376 734 231
15 35 1,409 750 250
16 37 1,444 786 269
17 39 1,481 770 289
18 40 1,520 739 309
19 40 1,560 735 329
20 40 1,600 752 349
21 40 1,640 747 370
22 40 1,681 742 392
23 40 1,721 811 414
24 40 1,761 770 436
25 40 1,801 677 458
26 41 1,841 724 481
27 40 1,882 566 505
28 40 1,922 515 529
29 38 1,962 372 553
30 34 1,999 350 577
31 29 2,033 399 602
32 25 2,062 396 628
33 21 2,088 389 653
34 19 2,109 331 679
35 18 2,129 302 705
36 17 2,146 330 732
37 17 2,164 335 758
38 16 2,181 374 785
39 15 2,197 502 812
40 15 2,212 502 839
41 17 2,227 499 866
42 20 2,244 529 893
43 22 2,264 495 920
44 24 2,285 563 948
45 25 2,309 636 976
46 26 2,334 589 1,004
47 28 2,360 653 1,032
48 29 2,388 686 1,061
49 30 2,417 710 1,090
50 33 2,447 751 1,119

期間 収支差額 基本金 運用可能
資　　金

キャンパス
整　　備

51 34 2,480 668 1,148
52 36 2,514 653 1,178
53 37 2,550 618 1,208
54 37 2,586 644 1,239
55 36 2,623 556 1,270
56 35 2,659 456 1,301
57 33 2,694 481 1,333
58 30 2,726 438 1,364
59 28 2,756 504 1,397
60 26 2,784 467 1,429
61 24 2,810 484 1,462
62 23 2,835 457 1,495
63 23 2,858 454 1,529
64 23 2,881 487 1,562
65 23 2,904 474 1,596
66 23 2,928 464 1,630
67 23 2,951 505 1,664
68 23 2,974 552 1,699
69 24 2,997 503 1,734
70 25 3,021 533 1,769
71 25 3,046 529 1,804
72 26 3,071 539 1,839
73 26 3,096 426 1,875
74 27 3,123 406 1,911
75 25 3,150 540 1,947
76 24 3,175 521 1,984
77 24 3,199 558 2,020
78 24 3,224 652 2,057
79 24 3,248 583 2,095
80 27 3,272 582 2,132
81 29 3,299 524 2,170
82 30 3,329 515 2,208
83 30 3,358 558 2,246
84 29 3,388 519 2,285
85 28 3,417 482 2,324
86 27 3,446 437 2,363
87 26 3,473 405 2,402
88 25 3,499 378 2,442
89 24 3,524 440 2,482
90 22 3,548 416 2,522
91 21 3,570 413 2,563
92 20 3,590 402 2,603
93 20 3,610 371 2,644
94 20 3,630 352 2,685
95 19 3,649 361 2,727
96 18 3,669 390 2,768
97 18 3,687 384 2,810
98 17 3,705 371 2,852
99 17 3,723 370 2,894
100 17 3,740 370 2,936

図表13　米国型の大学運営のケース（μ＝5％、σ＝10％）
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る。ここでは運用可能資金が初期値よりも減っ

ているが、これは元本を削って大学本体に流し

ているためである。

一方、基本金とキャンパス整備はともに増え

ている。しかも、キャンパス整備の資金は基本

金から確実に流れていくので資金不足の状態に

陥ることはない。それは安定的で高い運用収入

が大学本体に流入しているためである。これに

より収支差額の安定性を達成しながら、キャン

パス計画も着実に進めることが可能となる。シ

ミュレーションの結果はそのことを示している。

このように大学本体から切り離した組織であ

る寄付基金を設け、ペイアウト・ルールを実践

することで、ハイリスク・ハイリターンの資産

運用に取り組みながら安定的な運用収入が得ら

れるという、まさに理想的な経営が展開できる。

もし、この体制が存在しなければ、経営そのも

のが不安定な状態に陥ってしまう。

もちろん、経営の不安定性を回避するために

ローリスク・ローリターンの運用姿勢を貫く手

法も考えられるかもしれない。だが、慎重な運

用姿勢を貫けば、長期的には収益の悪化に苦し

み、逆に大学経営を不安定なものにする。その

ことは先ほど確認したばかりである。

わが国の大学は米国のような寄付基金もなけ

ればペイアウト・ルールといった発想もないの

で、極端に慎重な投資姿勢から資産運用にほと

んど期待しないか、あるいは積極的な投資姿勢

からリスキーな行動に走るという、両極端な経

営しか選択できないことになる。

そのことを考えれば、日本の大学は米国の大

学による資産運用体制について早急に検討する

必要があろう。

（3）資金の性格と投資姿勢

いままで説明してきたように米国では寄付金

が大学基金に流入し蓄積され、その資金が投資

に向かい、運用収入を生み出している。その場

合、中長期の運用が中心となる。なぜなら、短

期的には変動が激しい投資対象でも、中長期で

運用すれば高い収入が得られる可能性が高まる

からである。

その一方で授業料収入など寄付金以外の収入

は日々の運営資金として支出される。だが、す

ぐに使われるわけではないので、一時的に資金

が余るため、これも資産運用の対象となる。も

ちろん、その資金は年度内で経常費用として確

実に使われるので、中長期で運用するわけには

いかない。それゆえ、財務省短期証券など運用

期間が短い投資商品しか運用の対象とならない

であろう。

こうしてみていくと、米国の大学では2種類の

運用資金が存在することになる。ひとつは大学

基金が抱える運用資金であり、中長期の性格を

有しているため、ハイリスク・ハイリターンの

運用に適している。もうひとつは大学の運営で

一時的に生じた資金であり、短期の性格から安

全確実なローリスク・ローリターンの運用となる。

日本の大学でも積極的な資産運用が行われて

いるが、米国の大学で行われている資産運用の

実態をながめると、反省すべき点が浮き彫りと

なる。それは資金の性格と投資姿勢の関係である。

わが国では米国のような使途自由な寄付金を

運用する大学基金がほとんど存在していない。

運用の対象は基本的に大学業務を遂行していく

うえで一時的に発生した資金にすぎない。それ

ゆえ、本来ならば余資運用なので流動性を重視

し、そのうえで出来る限りリスクを抑えた姿勢

で臨まなければならない。

ところが、運用に失敗した大学を見ると、高

いリターンを目指すあまり、短期資金にもかか

わらずリスクの高い投資に向かっている。これ

は完全に誤った運用姿勢といえる。もしハイリ

スク・ハイリターンの運用を目指すならば、米
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国の大学と同様に使途自由な寄付金を積極的に

募らなければならない。それができなければ、

リスクを負った資産運用は差し控えたほうがい

いであろう。

４．寄付金が大学本体に及ぼす影響

運用利回りが実態を正確に表さない限り、運

用成果はわからないままの状態になる。本論文

では通常の総合利回りに含み損益を加えて計算

し直し、その要求に応えようとした。その結果、

実際の運用利回りはリーマンショックの前後を

見る限り、変動がかなり激しいことがわかった。

これによりわが国の大学は資産運用に対して

もっと慎重でなければならないと感じた人も多

かったと思われる。だが、もともと運用に適さ

ない短期資金をハイリスクな運用に向かわせた

こと自体に無理がある。本来ならば安全重視の

運用しか実行できないはずである。それを長期

資金しか適応できないタイプの運用に向かった

ところに矛盾がある。

ハイリスク・ハイリターンの運用は必ずしも

否定されるわけではない。特に経営環境が厳し

さを増す状況の下ではむしろ必要であろう。シ

ミュレーションでも明示したように高いリスク

を抱えながらも高いリターンが期待できる運用

を続ければ、最終的に運用収入は増大し、経営

にとってプラスに働く。

もちろん、その間の変動は大きい。なかでも

大学の運営で必要な短期資金が長期運用に用い

られていると、たまたま生じた強制的な現金化

からリターンそのものを急激に低下させ、収益

率のブレをかなり大きくしたりする。だが、ゆと

りある資金が長期にわたって運用されれば、大

学の期待に応えられる成果が得られるであろう。

米国の大学は運用資金の性格と投資姿勢の関

係を熟知しているので、本体と切り離した組織

である大学基金を設け、大量に流入した寄付金

を長期投資に振り向けている。これにより高い

リターンを獲得しながら、同時にペイアウト・

ルールに従って大学本体に安定的な運用収入を

生み出している。

こうした大学の資産運用は欧米で古くから行

われている。例えば、イギリスの経済学者であ

るジョン・メイナード・ケインズ（John Maynard 

Keynes、1883 ～ 1946年）は母校の資産運用に

従事したことでも有名である。特に私立大学は

独自の資金で運営費を賄わなければならないた

め、資産運用は昔から無視できない業務となっ

ている。

わが国の大学は少子化現象を背景にしながら、

徐々に財政状況に余裕が見られなくなりつつあ

る。かつてのように授業料値上げや国からの補

助金の増額で切り抜けるわけにはいかない。近

い将来の大学経営を憂えるならば、資産運用体

制について抜本的に考えていかなければならな

いであろう。

ハーバード大学やエール大学など米国の主要

大学は教育・研究だけでなく、資産運用でも最

先端を走っている。資金規模や運用体制ばかり

でなく、運用の中身もわが国の大学と比較にな

らないほど革新的である。日本の大学がいまま

で以上に発展していくには資産運用業務は必要

不可欠である。そのためには米国の大学基金に

ついてもっと学ぶ必要があろう。調べていくに

つれて運用体制や投資手法といったテクニカル

な側面だけでなく、大学本体の運営のあり方も

根本的に変えていかなければならないことに気

づかされると思われる。

大学基金の運用原資は寄付金であり、この資

金が絶えず流入しない限り、大学の運営も行き

詰まってしまう。その寄付金を得るには社会の

ニーズに応じた教育・研究でなければならない。

大学のカリキュラムや研究課題も絶えず社会の
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ニーズに応じて変えていかなければ、寄付金も

集まらないであろう。それゆえ、資産運用業務

は単に運用収入を生み出すだけのものではなく、

寄付金の獲得を通じて大学本体を絶えず活性化

させる動力源にもなっている。

わが国の大学では寄付金の存在はそれほど大

きくなく、まして寄付金に基づいた資産運用と

いう発想も乏しい。また、大学運営は学生から

の授業料に全面的に依存しているのも現状であ

る。その一方で、残念ながら大学の授業や研究

について社会からそれほど高い評価を得ていな

いのも事実であろう。

それはアカデミズムという言葉を唱えながら

社会から隔離した世界にとどまる傾向が強いか

らである。だが、米国のような運用体制が確立

していれば、こうした問題はすぐに解消される。

なぜなら、社会の動きに敏感に反応しなければ、

その大学はいずれ財政的に行き詰まり、破綻に

　付録１　日本型の大学運営と資産運用
名　　前 単　位 定　　　　義

【１】　大　学　の　運　営
□ 収支差額 JPY 0 << JPY >>
□ 基本金 JPY 1000 << JPY >>

帰属収入 JPY / period 授業料収入 + 運用収入 B
消費支出 JPY / period 100 << JPY / period >>
基本金繰入 JPY / period 収支差額 / TIMESTEP

◆ 授業料収入 JPY / period 95 << JPY / period >>
【２】　大　学　の　資　産　運　用

□ 運用可能資金 JPY 500 << JPY >>
□ 流動性資金 JPY 100 << JPY >>

運用資金流入 JPY / period 基本金繰入＊運用比率

資金間の移動 JPY / period IF（運用可能資金 / TIMESTEP> 最小固定資金、
　　運用可能資金 / 調整速度、0<<JPY / period>>）

運用収入Ａ JPY / period 運用可能資金 / TIMESTEP ＊運用利回り
運用収入Ｂ JPY / period 運用可能資金 / TIMESTEP ＊運用利回り＊帰属化率

○ 最小固定資金 JPY / period 運用可能資金 / TIMESTEP ＊固定比率
○ 運用利回り % NORMAL（期待値、標準偏差、0.5）
◆ 期待値 % 1 << % >> or 5 << % >>
◆ 標準偏差 % 1 << % >> or 10 << % >>
◆ 運用比率 0.5
◆ 固定比率 0.5
◆ 調整速度 period 18 << period >>
◆ 帰属化率 % 50 << % >>

【３】　大　学　の　キ　ャ　ン　パ　ス　整　備
□ キャンパス整備 JPY 0 << JPY >>

資金流出 JPY / period IF（計画資金量 < 流動性資金 / TIMESTEP、計画資金量、
　　流動性資金 / TIMESTEP）

○ 計画資金量 JPY / period 基本金 / TIMESTEP
　　　 ＊計画資金の繰入比率 + 計画資金の固定金額

○ 資金不足量 JPY MAX（0 << JPY >>、（計画資金量－資金流出）
　　　＊ 1 << period >>）

◆ 計画資金の固定金額 JPY / period 5 << JPY / period >>
◆ 計画資金の繰入比率 % 1 << % >>
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　付録２　米国型の大学運営と資産運用
名　　前 単　位 定　　　　義

【１】　大　学　の　運　営
□ 収支差額 JPY 0 << JPY >>
□ 基本金 JPY 1000 << JPY >>

帰属収入 JPY / period 授業料収入 + 運用収入 B
消費支出 JPY / period 100 << JPY / period >>
基本金繰入 JPY / period 収支差額 / TIMESTEP

◆ 授業料収入 JPY / period 95 << JPY / period >>
【２】　大　学　基　金

□ 運用可能資金 JPY 500 << JPY >>
運用資金流入 JPY / period 寄付金収入
運用収入Ａ JPY / period 運用可能資金 / TIMESTE ＊運用利回り

運用収入Ｂ JPY / period SLIDINGAVERAGE
   （運用可能資金 / TIMESTEP、平均期間）＊帰属率

○ 運用利回り % NORMAL（期待値、標準偏差、 0.5）
◆ 期待値 % 5 << % >>
◆ 標準偏差 % 10 << % >>
◆ 寄付金収入 JPY / period 5 << JPY / period >>
◆ 帰属率 % 6 << % >>
◆ 平均期間 period 5 << period >>

【３】　大　学　の　キ　ャ　ン　パ　ス　整　備
□ キャンパス整備 JPY 0 << JPY >>

資金流出 JPY / period 計画資金量

○ 計画資金量 JPY / period 基本金 / TIMESTEP
　　　  ＊計画資金の繰入比率 + 計画資金の固定金額

◆ 計画資金の固定金額 JPY / period 5 << JPY / period >>
◆ 計画資金の繰入比率 % 1 << % >>

結びついてしまうからだ。

このことに留意すれば、米国の大学による運

用システムだけでなく、寄付金を通じた教育・

研究システム全体への影響についても強い関心

を示す必要がある。そうでなければ、資産運用

の巧拙を比較するだけで終わり、大学経営の本

質を見誤る恐れがあろう。
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て」『商学研究所報』（専修大学商学研究所）
2011年5月

島田俊郎編『システムダイナミックス入門』日科
技連 1994年4月

東洋経済新報社編集「大学四季報」『週刊東洋経
済』（各年度版）

松本憲洋「Ps Studioによる貯水池モデル」Posy 
Corp 2002年10月
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カナダ連邦制における連邦・州政府間関係

高木　康一

１．1867年カナダ憲法による政府間
　　関係 ―― 古典的連邦制

連邦と州の権限配分規定を有する1867年カ

ナダ憲法は 1）、比較的中央集権的性格を有して

いた。それは一つに、隣国のアメリカ合衆国に

対抗する力をもつことが必要であったことに加

え、同時に、アメリカ合衆国における連邦と州

の権限に関して、後者が優越した際に生じる弊

害を見てきた経験にも裏打ちされていた。連邦

国家のマネジメントにおいて連邦政府の役割を

重視しようとの傾向は、憲法が連邦議会に州益

を代表する機関を置かなかったことにも示され

ている。首都オタワがあるオンタリオ州とは地

理的に対極にある西部諸州と、独自の言語・文

化を有するケベック州などは、次第に中央集権

的連邦国家のあり方に異議を唱えるようになる。

憲法上の権限配分をめぐる問題に関しては、そ

の後、憲法上の規定や起草者たちの意図に反し

て、英国に置かれた枢密院司法委員会による司

法判断が、州権を擁護する見解を断続的に提示

したことにより、より分権的性格がカナダ連邦

制には見られるようになった。このように、連

邦国家カナダ（federation）における連邦と州

の権限配分をめぐる関係は、固定化されたもの

ではないことが一つの特徴である。

連邦と州の権限については他の連邦国家と同

様に、1867年憲法に詳細なカタログが示され

ており、これに基づけば一定程度はそれぞれが

担う役割が明らかになりそうである。しかし、

これもまた他国の例が示すのと同じように、憲

法典の規定それ自体から明示的に導き出される

権限はそれほど多くはなく、連邦と州のどちら

に配分されるかわからない権限や、明文上、連

邦と州に配分されていない権限を残余権限とし

てどちらに配分するか、そして、現代型福祉国

家の要請にこたえるには、1867年時点の権限

配分カタログでは対処できないという問題があ

る。この点に関しては、憲法の解釈による司法

判断や学説を通じての解決が見込まれるが、カ

ナダにおける連邦と州間の権限配分をめぐる問

題は、こうした法律学的なテクニカルな議論が

単独で注目されることは少ない。連邦国家カナ

ダは、これに加えて、動態的なポリティクスの

視点から検討しなければその実体をとらえるこ

とが難しいからである。

そこで本稿では、カナダの連邦（federalism）2）

を憲法の視点から考察するために必要な、いわ

ば前提条件としての側面を概観することを通じ

て、憲法的連邦制を議論するにあたっての視座

を提示することとしたい。あるいは別の見方を

すれば、これらの検討を通じて、より憲法的連

邦制が解明される契機を与えることになると思

われる。

連邦制を語るにあたって、何らかの価値が強

調されることがあるのだが、カナダにおいては、

連邦制にかかわる規範理論を構築し、そこから

演繹的に個別事例に関する議論を展開すること
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は、具体的な制度構築やその評価においては、

敬遠される傾向がある。むしろ、連邦制のあり

方は日々の実践であり、何らかの原理に照らし

て評価されるのではなく、継続的な議論の蓄積

が行われると見られることが多い。もっとも後

者の議論においても、デモクラシーや社会的正

義、国家の統一、市民の要求との合致などの基

本的価値とされるものが排除されるわけではな

い［Simeon and Nugent 2012, 63］。

連邦制において法的に主要な問題となるのが、

連邦と州の、とりわけ立法権に関する権限配分

である。双方の権限の均衡を図るためには、憲

法典による権限配分、司法府の判断、立法府に

おける州代表、そして連邦・州の政府間におけ

る諸関係など多様な方法が考えられる。ここに

関わるアクターは多様である。司法府を除け

ば、カナダは連邦議会と州議会、連邦首相と

州首相、連邦内閣と州内閣、連邦大臣と州大

臣、連邦官僚と州官僚などが存在し、それぞ

れが複合的に関連する。なかでも、カナダにお

いて実質的な役割を担っているのが、連邦・州

間の政府間関係（intergovernmental relation）で

ある。以下では、連邦と州の「政府」（govern-

ment）の関係にかかわる諸議論を概観するこ

ととする 3）。

カナダにおける連邦と州の政府間の関係は、

大まかにいくつかのモデルに分けて分析するこ

とができる。これらのモデルは、時間の流れに

即した継続的展開と見ることもできるし、問題

となる各領域ごとに妥当したり、反対に当ては

まらないこともあるが、カナダの連邦制におけ

る連邦と州の政府間関係を理解するうえでは有

益である 4）。

まずもってあげられるのが、最もシンプルな

形態で、連邦と州の関係が憲法典によって導か

れると考えるものである。1867年憲法がモデ

ルとする連邦国家のあり方は、連邦と州にそれ

ぞれ権限を配分することによって、連邦政府と

州政府を個別に独立した主体とみなす。そのた

め、両政府は互いに不可侵でなければならない。

連邦政府と州政府はそれぞれ憲法上配分された

権限を排他的に有し、独立してそれを行使する

のであり、双方がこれらの権限を共同で行使す

ることはもちろん、互いの権限について協議し

ながら行使することも認められない。仮に権限

の共同行使が認められると、憲法があえて別個

にそれぞれの政府に権限を配分した意味が失わ

れる上、それぞれの政府の権限行使のアカウン

タビリティが果たせなくもなるからである。憲

法典に依拠した厳格な権限分離をとる連邦制モ

デルを、古典的連邦制（classical federalism）、

または完全分離型連邦制（watertight compart-

ment federalism）と呼ぶ。

古典的連邦制は、1867年の時点で連邦と州

に配分された権限では網羅できない事項、たと

えば環境政策に関する権限が問題となった場合

に対処できなくなる。さらには、連邦と州が排

他的に権限を行使することがもたらす硬直化が、

19世紀後半にはすでに問題とされるようにな

る。他方で、連邦が州の権限行使にかかわれな

かったわけではない。たとえば、州に配置され

る副総督には州議会による立法に対する留保権

が委ねられていたし、全国的な利益を確保する

という名目により州の業務を連邦政府が引き受

けることも認められた［Bakvis and Skogstad 

2012, 5］。

それでも20世紀に入りはやくも古典的連邦

制は終わりを見せる。求められる政府の役割が

大きくなるにつれ、連邦政府も州政府も次第に

それぞれの活動領域を拡大させることによって、

必然的に双方の管轄が重なりあうようになるか

らである 5）。
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２．独自性を維持した連邦政府と州政
　　府のかかわり合い――協同モデル

1867年憲法によって連邦と州はそれぞれに

厳格に権限が配分されているはずであったが、

互いの活動の円滑化のために、自らの権限行使

を行う前に、他方の政府との調整のための協議

（consultation）が行われるようになる。これは、

非公式なかたちでの調整であるから、古典的連

邦制からのかい離とまでは言えない。

これに対して、協同的連邦制（co-operative 

federalism）は、協議を越えて、連邦と州は相

互に受容できる政策や課題を展開させて、今度

はそれを、それぞれの政府が自らの管轄権に基

づき施行しようとするものであり、1950年代か

ら60年代初頭にもっともよく見られたモデル

である。最終的に各政府はあくまで自らの権限

内部で活動するのであるから、上述の古典的連

邦制との関連をもつ。このモデルを具体的にと

らえるには、ヘルスケアの領域で見られた負担

共有的連邦制（shared cost federalism）がわかり

やすい［Banting 2012, 143-144］。第二次大戦後

の社会国家の出現と展開により、国家の果たす

役割は増大する。元々は州の権限に属する医療、

教育、 社会福祉に関して、これらの充足を図る

必要が生じた。連邦政府がこうした要求に対応

するために、自らが打ち立てた社会政策を実現

するにあたって、州政府の行うある特定のプロ

グラムに対して財政的支援を申し出て、その執

行を州政府に委ねる。州政府の側は、連邦政府

の申し出を受け入れるかどうかを自由に判断で

きる。したがって、形式的には、双方の政府は

それぞれ別個に、かつ独立して決定を下すこと

になる。連邦政府は州政府のプログラムに対し

て助成を行うのだが、いつ、いかなる仕方でそ

れをなすかを決定する。他方で州政府は、この

補助金 6）と連邦政府の条件を受け入れるかどう

かを決定することができる。こうしてみると、

あくまで連邦政府と州政府はそれぞれの権限行

使を各領域内で行っているような外観を一応は

備えている。しかし実際のところ、新たなプロ

グラムを練るにあたっては、連邦と州の政府間

交渉が重要な役割を果たしていた。そのため、

諸政府が交渉の場につき、新たなプログラムに

関する意見交換を行うことによって、政策決定

に影響を及ぼす布石となった。とはいえ、これ

らのプロセスは非公式のものであり、政府間の

合意もまた同様である。そのため、連邦政府の

一方的決定によって、補助金を削減したり中止

することが可能になる。こうしたことが実際に、

1980年代から90年代にかけて生じている。

形の上では、連邦政府と州政府がそれぞれの

独立した権限を維持しながら行われるこのモデ

ルが文字通り貫徹されたわけではないが、少な

くとも、古典的連邦制に比べれば、連邦・州政

府の双方とも自律的な権限行使（unilateralism）

の程度は低かったといえる。連邦と州の政府が

なんらかの政策に関わり続ける限り、これにか

かわるプログラムについてはいずれの主体もア

カウンタビリティを有する。そうであるなら、

一方的な行動をいずれかの政府がとることは困

難である。むしろ、政策決定には、双方の政府

間でのコンセンサスが求められるようになる。

こうして、協同それ自体には自律性と不安定な

協同関係の二側面があり両者の間での揺らぎを

見せる［Banting 2012, 143］

協同的な側面と、もう一つ、必然的に競合的

（competitive）な様相を呈するのがこのモデル

の特徴である。地理的特徴や、言語などのアイ

デンティティにかかわる問題に限らなくとも、

それぞれの利害関係や主張が政治的には連邦制

を通じて交錯する。連邦と州間のこうしたスト

ラグルが概括的に競合的連邦制（competitive 

federalism）と呼ばれる［Bakvis and Skogstad 
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2012, 6］。カナダでは特に、1970年代に地域主

義的傾向（regionalism）が展開され、そして80

年代に入ってからの1982年憲法制定およびそ

の修正の試みにかかわるプロセス、また、連邦

政府のエネルギー政策に関して対立は頂点を迎

えた［Cameron and Simeon 2002, 51］。とはいえ、

それぞれの理由がいかなるものであったとして

も、競合的側面それ自体は、いかなるモデルに

おいても見られるものであり特徴と言いうる程

のものではない。したがって、たとえば、協同

的連邦制という用語それ自体から生じるイメー

ジと実体は大きく異なる。友好的であるとか、

政府間の関係がスムースに展開されるというの

ではなく、諸政府が、ある程度の相互作用

（interdependence）を認めるというものであり、

双方の関係においては、対立や競合、あるいは

妥協や合意が含意されている ［Lazar 2010, 120］。

カナダにおいて競合的な側面が顕著になった

のは、1960年代のケベックが求める特殊な要

求を経て、次いで1970年代に各州から求めら

れるようになった福祉国家の拡充や環境問題へ

の対処の際である。さらには、石油危機に端を

発するエネルギー政策に関して、州と連邦の利

益が鋭く対立するようになる。天然資源を有す

る州とそうではない州の双方とも連邦の政策と

衝突する。第二次大戦直後に見られた経済成長

が緩やかになるにつれ、社会政策に関して連邦

政府が主導する内容と州政府の求めるものにか

い離が生じるようになる。連邦政府による統一

的な政策に納得しない州が自らの手で諸政策を

遂行しようとする州政府の試みを“province-

building”と呼ぶが、諸領域でこうした傾向が

顕著になる［Simeon and Robinson 2009, 167］。 

ここまで見てきた連邦と州の関係は、連邦と

州の法律や財政、諸政策を通じて構築されると

いうよりは、何らかの行為者の具体的行動によ

ってもたらされる。連邦と州の首相や担当大臣、

官僚などによる実際の行動によりなされるのであ

る。政府間関係がこうした行政府によって行われ

るが、政府の執行部（governmental executives）が

主要な役割を果たすことがカナダの連邦制にお

ける特徴である［Bakvis and Skogstad 2012, 6］。

それは、連邦に州益を代表する機関が存在しな

いことにも裏付けられるし、その結果としての

必然でもある。連邦と州の政府間関係を担う役

割が行政府に属する人々に委ねられているこの

形態を行政主導的連邦制（executive federalism）

と呼ぶ。現代国家において、中央政府における

行政府の役割が拡大していることは言うまでも

ないが、カナダにおいても同様の傾向が、中央

政府においてだけではなく、州政府においても、

そして、州と連邦の関係、さらには州間の関係

においても見られる。とりわけ、連邦と州の政

府間関係においては、行政主導的連邦制の果た

す役割が甚大なものになる。

行政主導的連邦制の形で行われる連邦・州政

府間関係は、双方の当事者にとっての決定的な

利益がかかわらず、双方が同じ価値観を共有し

ているならば、憲法上の厳格な権限配分規定に

拘束されず、また、その時々の社会情勢に合わ

せた決定に至りやすい。しかしながら、逆に、

当事者にとっての利益が大きくなると、妥協の

余地が小さくなり、対立や競合を招きやすくな

る。そうすると、たちまちこの領域での政策決

定が停滞することとなる。

３．連邦と州の複合的関係
　　　　――協調的モデル

国家目的の達成が、連邦政府の単独での行動、

ないしは連邦政府による自らの支出権限を行使

することによって州の行動を決定することによ

ってなされるのではなく、連邦・州政府のいく

つか、あるいはすべてと準州が共同で行動する
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ことによってなされるプロセスを協調的連邦制

（collaborative federalism）という［Cameron and 

Simeon 2002, 54］。1990年代の中頃から終わり

にかけてこのモデルが見られた［Simeon and 

Robinson 2009, 170-172］。この時期のカナダは、

とりわけ隣国のアメリカ合衆国との関係におい

て、経済状況の大きな変革のなかにあった。そ

の最たるものがNAFTAの締結である。これに

よりもたらされたカナダの政治経済状況の変化

は、連邦政府と州政府の双方に影響を及ぼす。

関税障壁の撤廃が典型的に示すように、従来の

ような州と州、州と連邦間の境界線は、経済の

グローバル化の流れにより国家間の境界線の柔

軟性によってゆるめられるようになる。そうす

ると、必然的に、カナダ国内においては、連邦

と州の協働がないと、おしよせる経済のグロー

バル化に対処できない。

1982年カナダ憲法が制定されて以降、ミー

チレイク協定、シャーロットタウン協定の2つ

の試みによりケベック州も取り込んだ憲法を制

定しようとすることは双方とも失敗した。政府

はこれらのプロセスにおいて透明性やアカウン

タビリティが不十分であり、市民の不信を買っ

たことを認識した。そこで、行政主導的連邦制

は、協調的連邦制モデルに移行するようになる。

さらに、連邦国家を機能させるにあたって、憲

法の修正でそれを行うことは政治的負担が大き

いこと、また、実効可能性に乏しいことが、よ

り柔軟で、非公式の方法を求める動向につなが

る［Cameron and Simeon 2002, 52-53］。

もう一つの側面は、この時期に連邦・州双方

の政府とも財政赤字をかかえていたことにある。

1995年に連邦政府は医療、福祉制度、教育の

ための補助金を一括で支給するカナダ保険・社

会交付（CHST）を導入した 7）。これには2つ

の異なった要素が含まれていた。一つは従来に

比べて4割近い60億ドルの削減を伴っていたこ

とであり、もう一つはその使い方に連邦政府は

ほとんど介入しないというものであった。新プ

ログラムによれば、少なくとも金額自体が縮減

されるのであるから、州にとってはデメリット

が存在する。州は、連邦の助成を媒介とするプ

ログラムに懐疑的になり、州の管轄権に連邦が

介入することに警戒し、同時に、自律的権限行

使の余地の拡大を図るようになる。1990年代

の時点では財政赤字に対処する必要があるとい

う点で、カナダ国内に比較的広範なコンセンサ

スがあったため、補助金の削減に関して、それ

ほど大きな対立は見られなかったことが指摘さ

れている。州に対する歳出削減の経験によって

しかし、州政府は自律的権限行使を重視するこ

との他に、自らの権限の枠内で、全国的利益と

して追求されるべき事柄と州の利益として求め

られる事柄を判断する権限があるのだと強く意

識するようになる。結果としてこれが、協調的

連邦制の強化につながったとの見方がある

［Cameron and Simeon 2002, 54］。他方で、州の

自律的権限行使の拡充のためには、連邦から

の補助金が必要であり、結果として、連邦か

ら州へ移転される金額が増大することになる

［Bickerton 2010, 59］。逆説的ではあるが、社会

政策にかかわる一定の基準の不在が、州の多様性

に委ねられるのではなくむしろ、共通の枠組みの

構築が求められるようになるのである。この動向

は、連邦と州間ではなく、もっぱら州・準州間で

の協調を生み出した。このプロセスにおいて作り

出されたのが、州首相会議（First Ministers’ 

Conference）、特別争点会議（ Meetings on specific 

issues）、大臣会議（ Ministerial Councils）などで

あるが、これらの集大成ともいえるのが2004

年に設立された連邦国家のあり方懇（Councils 

for the Federation）である。

このように、協調的連邦制には、連邦と州・

準州政府が互いに対等な立場で協働する形態と、
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連邦政府がかかわることなく、州と準州政府間

で全国的な政策を作り出そうという2つの形態

が見られる［Bakins ad Skogstad 2012, 7］。後者

に関しては、連邦政府の定式化した全国的な政

策なしに、州や準州が自ら共通の政策を策定し

ようとの傾向が見られるようになる。互いに対

等で、自律的で独立した州政府が自らに与えら

れた元来的な管轄に関して、連邦政府抜きに、

協働で全国的な政策を作り上げようとする点が

特徴的である［Cameron and Simeon 2002, 49］。

ただし、2つの大きな傾向のいずれかが明示的

に確認されるのではなく、多様な仕方での協調

がそれぞれのアジェンダにおいて見られるので

あるが、実のところ、協調はそれ自体が一つの

手段であるにすぎない。このモデルに強い影響

を及ぼしているのが New Public Management

（NPM）である。

政府の効率化を単なる政府活動の縮小を媒介

に行うことを主張するのではなく、より大きな

効用を政府が創出するために、双方の政府の協

調が強力に求められるようになった。NPMの

特徴は、市民をサービスの受領者、顧客ないし

は株主（stakeholder）と同様の存在にみなすこ

とにある。対してサービスの提供者である政府

は、市場における顧客と同様の存在である市民

に対して満足度の高いサービスを効率的に提供

することが求められる。この観点から見た政府

間関係は、結果志向的であり、求められる成果

を十分にあげられるかどうかが重要な評価基準

となる。そのため、政府間における政策形成過

程それ自体、つまりインプットにはあまり重点

が置かれなくなるが、その結果であるアウトプ

ットが着目される。そうであれば、政府間関係

における明確なルールや原理の存在は必要とは

されない。たとえ閉じられた部屋の中での交渉

であっても、問題はない。こうした見方が、デ

モクラシーの観点から批判されるのは当然のこ

とである 8）。

もっとも政府間関係はそれ自体、NPMによ

らなくてもデモクラティックな観点からの批判、

ひいては連邦・州議会の関与との関係で常に批

判にさらされる。

４．連邦政府と州政府の関係
　　　　 ――政府間関係の意義

カナダの連邦制において政府間関係がとりわ

け重要視されるのは、これまでふれたように、

連邦議会に州益を代表する機関が存在しないと

いう点にのみあるのではない。

連邦と州双方で議院内閣制をとるカナダは、

それぞれの政府はそれぞれの議会に対して責任

を負うのであり、政府は議会の信任がある限り

存続する。しかし、行政国家の出現はカナダで

も同様であり、これに加えて、強い政党規律が

議会の多数派を構成する場合にはさらなる政府

の強力な権限、ひいては首相の多大な力を支え

る。そのことにより、野党の議員はもとより、

与党議員であっても政府の役職や一定の地位を

獲得できなかった議員（backbench）であれば

実質的活動の余地が著しく少なくなる。カナダ

における連邦下院議会議員の選挙は完全な小選

挙区制でなされる。そのため、得票数と議席数

に大きなかい離が生じることがまれではない。

［Simeon and Nugent 2012, 59-61］。これにより、

地域の利益がそもそも議席として反映されにく

いことに加えて、たとえ与党議員であったとし

ても、地域の利益を連邦議会において代表する

ことが困難になる。後者の点に関しては、強い

政党規律により、議員個人の判断ではなく政党

の判断に議員が事実上拘束されることがさらに

連邦議会における地域利益の代弁者としての議

員の地位を縮減させる。

連邦下院議会の選挙で小選挙区制を採用した
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結果、カナダにおいては政党に関して、大きく

2つの傾向が見られる。一つは地域主義的な政

党の存在があり、ケベック州のブロック・ケベ

コワ政党がその例である。他方で、支持者が全

国的に分散しているNDPのような政党が存在

する。前者が連邦議会において一定の議席を維

持しやすいのに対して、後者はその程度が低く

なることがある。さらには、後者のような政党

にとっては、ある特定の地域で議席を獲得する

ことは、たとえ相当数の支持者を当該選挙区に

有していても、困難になりやすい。ここに、得

票数と議席数のかい離の問題が見られる。別の

視点からこの点を見てみると、与党のリーダー

を首相とした強力な内閣が形成されると、今度

は、内閣を形成することがほとんど不可能な地

域主義的政党、そして当該地域の人々は、政策

形成・執行過程において排除されていると感じ

ることになりやすい。

州益を代表する機関が連邦に存在しないこと

に加えて、小選挙区制ゆえに、あらゆる地域を

実質的に議会において代表させることができず、

さらには競合する地域の利益を調整する機関も

また連邦議会において存在しない。州の利益を

主張する市民の声は、州政府に向けられ、それ

に反応するのが州首相である。州首相が自州の

利益をなんらかの仕方で連邦において達成しよ

うとするのは必然である。こうした点にカナダ

における政府間関係の重要性が存在するという

のがSimeon教授とNugent教授の分析である。

［Simeon and Nugent 2012, 61］９）。

他方で、連邦と州間の問題を解決する機関と

して裁判所が存在する。しかしながら、古典的

連邦制に関する記述で述べたように、まず、憲

法による連邦と州の権限配分規定そのものだけ

で問題を解決できることが少ない。とはいえ、

憲法上の権限配分に関しては、裁判所、とりわ

け連邦最高裁が終局的裁定者となる。連邦最高

裁が連邦と州の権限配分上の争いに決着をつけ

る場合にはそれは、完全なゼロ・サムゲームに

なる。こうした事態は、政策決定に関わる判断

の余地や代替手段を著しく制約することになる

ため、連邦・州の両政府とも裁判所による解決

を望まない傾向にあると思われる10）。政府間関

係の重要性を導くのは、司法審査制を排除しよ

うとする傾向の当然の帰結でもある［Baier 

2012, 87］。

政府間関係による成果は、法的効果をともな

わない、いわば政治的決着である。カナダにお

いて特徴的なのは、連邦と州がこの関係におい

て対等であるという―それ自体、連邦制をとる

ことから一見、当然に導かれるような―見方が

妥当していることである。各当事者が対等であ

ることは、終局的決着の方法に関するルールが

存在しない場合の外交関係において見られるよ

うに、いずれにも事実上の拒否権が認められて

いるのに匹敵し、また、多数決での決着ではな

く、合意による解決を志向せざるを得ない。し

かもその大部分が政府に属する政治家や官僚た

ちによってなされるのであり、選挙によって選

出された議員や議会が主体的かつ実効的に関与

することはほとんどない。実質的には、アジェ

ンダを設定し、事前準備を展開し、調整を行う

官僚機構が存在するものの、主要なアクターと

して政府間関係をけん引するのは、連邦首相と

州首相であり、とりわけカナダにおけるこれら

への依存が顕著である［Heuglin 2008, 152］。こ

のことは政府間関係の脆弱性をもたらす。結局

のところ、政府間関係に関与するかどうかはそ

の範囲や程度が、連邦首相や州首相の目から見

て有利に働くかどうかにかかっている。政治的

に力のある州であるブリティッシュ・コロンビ

アやアルバータ、オンタリオ州などは、連邦政

府が置かれるオタワの力をどう抑えるか、そし

てオタワが州のプログラムに優越的に介入する
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ことを制限し、共有の管轄権において、いかに

して自治を獲得するのかが重要な評価基準にな

る。これに対して、政治的に力を有しない州は、

自治の獲得ではなく、連邦政府からいかにして

取り分を獲得するかが問題となる。あるいはケ

ベック州であれば、他の州と連邦政府が順調に

協調的連邦制を展開することは、オタワではな

く、英系の諸州が自州に対する影響力を行使

するのと同視されうるのであり、脅威にもなる

［Cameron and Simeon 2002, 64］。それぞれの州

にとって政府間関係の成功の判断基準が異なる

以上、そのプロセスが平穏になされることが望

めない事態が容易に想定される。

必然的に、政府間関係は行政主導的連邦制に

ならざるを、また頼らざるを得ない。議院内閣

制をとる以上、ましてや現代国家における行政

府の役割の重要性を考えると、このこと自体に

さほどの問題はないと思われるが、カナダにお

ける議会主権の名残とそれによる議院内閣制の

理解に基づけばいくつかの問題をはらんでいる。

かといって、カナダのような文化的・地域的ア

イデンティティが分散して存在する連邦国家に

おいては、連邦議会が広範にわたる全国的なコ

ンセンサスの代表として機能するのは、問題と

なる事柄が連邦の権限に属することに争いがな

い場合に限られる。ところが、それを決定する

に際して、権限配分を規定する憲法上の規定に

昔ながらの仕方で依拠することは、もはや不十

分であることは、すでに述べたとおりである

［Heuglin 2008, 154］。近年のデモクラティック

な要求に従えば、政府間関係で得られた成果を

どう正当化するのかがさらなる問題として提起

される。

政府間関係の特徴は、立法や司法判断に比べ

て融通がききやすいこと、つまりその柔軟性に

ある。言い換えれば、連邦政府も州政府も、常

に政府間のコンセンサスを求める必要がなく、

自身の目的にかなうと考えれば独自の政策上の

ツールを用いればよい。これは政府間関係の有

する長所であるが、実はこれがそのまま短所に

もなりうる。憲法上はもとより、法律上も根拠

を有しない政府間関係は、まず、実効性を担保

するのは法的なものではなく、政治的信頼しか

ない。政権交代がかかわることが多いが、現に、

政府間関係での合意がくつがえされている11）。

投票が行われるわけではなく、そもそも決定に

関するルール自体が存在しない。明示的なルー

ルの不在は、それぞれの取り分をめぐっての競

合となり、根本的な政治的争点は密室で取り決

められがちとなる。最終的な合意や共通の枠組

みが一度限りのものであると考えられる場合に

は、それらは時に、十分に検討された上のもの

とは言い難い。明示的なルールや原理の不在は

また、アカウンタビリティや立法府による監督

の不在に帰着する［Simeon and Robinson 2009, 

173］。政府間関係の制度化の不在によってもた

らされる欠点はしかし、カナダの議院内閣制の

理解、したがってまた憲法にその起源をもつ。

政府間合意の実効性を法的に担保するもっと

も有効な方法は、政府間関係の成果を立法化す

ることを通じてなされる制度化だと考えられる。

カナダにおける議会制民主主義（parliamentary 

democracy）、議院内閣制（parliamentary system）、

責任政府（responsible government）などの理解

によれば、政府が議会の信任の上に成り立ち、

政府が議会に責任を負うことが根本的なコンセ

プトである。連邦政府や州政府はそれぞれの連

邦議会と州議会に、立法や規則、あるいは歳入

増大や支出に関して責任を負う［Simeon and 

Nugent 2012, 59］。政府はこうして立法府に対

して責任を負うのであり、その他、たとえば政

府間関係によって協定を結んだ相手方政府に対

してではない［Cameron and Simeon 2002, 68］。

議院内閣制の原理に基づけば、政府間関係を制
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度化し、立法府を拘束することになる決定を行

うことは不可能である［Simeon and Nugent 

2012, 67］。政治的に見れば、協調のロジックか

ら政府間の協定に諸政府は拘束され、相互に責

任を負うといってもよさそうである。しかし、

カナダの憲法からすると、それぞれの政府は自

らの基盤となる立法府に対して責任を負うので

あり、将来の立法府の行為を拘束することは原

理的に不可能である。協調的連邦制による政府

間関係と議院内閣制の間に存在する深い亀裂が

ここに見られる。

1995年にケベック州において、分離独立に

関するレファレンダムが行われ、僅差で反対票

が勝った12）。結果的に否決されたことによる安

堵よりも、ケベックにおいて分離独立に対する

賛成票が伸長していることに対する危機がカナ

ダ全土に広まった。連邦政府は以降、2つの手

法でケベック問題に対処する。一つは連邦政府

がケベック州の分離独立の権限に関して連邦最

高裁に対して行った照会（reference）であった
13）。もう一つはより実質的かつ安定的な手法で

あり、より問題を先鋭化しかねない憲法の修正

ではなく、憲法の枠内で、そして現行の連邦制

の枠内で対処しようとするものである。このあ

り方の「実質的な要素は、連邦制が『機能す

る』こと、つまり連邦制によって諸州が自身の

重要事項を遂行し、かつ独自性を追求するため

に、政府間の協調を通じて
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

十分な自由が与えら

れることをケベックおよび他州に示すこと」で

ある［Simeon and Turgen 2006, 22］14）。カナダの

連邦制において、政府間関係の役割は、上述の

問題をかかえていてもなお、避けられない。

５．再起する古典的連邦制

連邦と州が時には有機的に連関し、あるいは、

対立しながらも相互の関連性をもちながら連邦

国家を運営する協調的連邦制は負の側面から見

ると、国家の肥大化を招き、不必要なまでの課

税権を、とりわけ連邦政府に認めることで、州

が独自の施策や政策を遂行することを妨げると

考えるならば、これに対処するのは、先に述べ

た、古典的連邦制がふさわしい。2008年のリ

ーマンショックに端を発する世界的な経済の停

滞とこれに対応する緊縮財政の傾向は、カナダ

においても同様に見られる。2006年に政権を

獲得した保守党のハーパー首相は持論である小

さな政府を実現する手段として選挙中以来、完

全分離型連邦制を掲げてきている。連邦は憲法

で定められた州の管轄権に介入することだけで

はなく、その他においても干渉したり関与する

こと自体を避け、かつ、州はその管轄権におい

て、それぞれ異なった手法と異なった成果をも

って政策を実現することで効率性を確保しなが

ら無用な連邦と州の対立を回避することができ

る。連邦と州の権限領域を明瞭にすることによ

って、連邦政府に排他的に委ねられていない領

域から手を引き、本来的な役割として憲法上与

えられている立法権限、外交政策や治安、防衛

そして、経済問題への対処に専念することがで

きる ［Behiels and Talbot 2011, 16, 20-21］。

ハーパー政権は、2006年に政権を獲得する

ことになる選挙戦において、上述のような古典

的連邦制を「オープン・フェデラリズム」と名

付けて綱領として示し、現在に至っている。連

邦政府の役割を州の管轄とされる領域から撤退

させ、文化や通商、環境など、連邦の権限行使

が州の管轄にかかわる場合には、州がそこに関

与するようにすることによって、双方の政府が

憲法上の権限配分に規定されたように活動す

ることを主張した［Conservative Party of Canada 

Federal Election Platform 2006, 42］。ハーパー首

相にとって従来の連邦政府は、とりわけ医療や

児童福祉などの社会政策に関して、あまりに州
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の管轄に介入しすぎており、これらを中心に州

独自の権限として行使することによって、より

分権化が図られると同時に、肥大化した連邦の

支出を抑制できると考えられた。連邦政府の有

する歳入と州に対する歳出の間に、換言すれば

連邦政府から州政府に与えられる補助金と州が

責任をもって支出することによって実現すべき

業務の間に不均衡が存在することを水平的財政

不均衡（vertical fiscal imbalance）と呼ぶ。カナ

ダで見られるこの不均衡の矯正も、オープン・

フェデラリズムをとることによって可能となる

というのが彼の主張である。

ハーパー首相のとるオープン・フェデラリズム

に対しては、多くの批判がなされている［Behiels 

and Talbot 2011, 50-52］。中央集権化した連邦国

家としてカナダを見るハーパー首相の見解に対

して、比較連邦制的に見て、カナダはむしろ、

分権化された国家であること、連邦からの補助

金の多くは、実際のところ条件なしで州に提供

されていること、あるいは、カナダ国民が多く

の領域において諸政策の全国的な実現を求める

傾向にあること、中央集権的な課税の方が効率

的であることなどが批判として挙げられている

が、それほどインパクトのある論拠を提示でき

ているとは言い難い。

オープン・フェデラリズムに対する批判の特

徴として、大きく3つのものが挙げられる。ま

ず第一に、結果志向的批判である。現代型福祉

国家の追求する社会政策が、オープン・フェデ

ラリズムをとることによって阻害されるという

ものであり、児童福祉や医療政策などそれぞれ

の領域ごとに議論が提示される。しかしながら、

ハーパー首相自身が、リバタリアン的見解に親

和的であることをふまえると、この批判は的を

得ているとは言い難い。というのも、こうした

立場の指摘する問題点は、連邦制それ自体の問

題ではないからである。第二は、内在的批判で

ある。ハーパー政権が一方で、古典的フェデラ

リズムに基づき連邦の権限を縮小させるのに対

して、他方で、軍事費や対テロ対策、海外にお

ける共同軍事行為などの支出が増加していると

いうものであるが、古典的連邦制の観点からみ

るならば、これらの領域は連邦の管轄に属する

のであり、当然の帰結とも言えそうであり、理

論的批判とは程遠い15）。最後の点は、外在的な

いしは規範的批判の不在である。連邦と州の関

係に関しては、「連邦主義」としての明確な規

範理論が存在し、これにより一定の方向性が示

されると考えるのではなく、より開かれた構造

をもっているととらえるカナダの連邦研究から

すれば、オープン・フェデラリズムに規範的批

判を加えることは困難である。

連邦制のあり方は、言うまでもなく一つの国

制（constitution）である。カナダにおいて、連

邦制はconstitutionのもつ法的側面をなるべく切

り離して理解しようとする傾向が有力に存在し、

そのことがひいては、憲法的理解に立ち戻ろう

とするハーパー首相の見解に対して、連邦制の

観点からの応答を困難にしている。ここで問題

となるのは、連邦制は、はたして、国制として

の憲法との関連でいかに理解されるべきかとい

う点である。この点については別稿で改めて検

討する予定である。

〈註〉
1）91条、92条を参照。
2）‘federalism’という用語は多義的である。単
に「連邦制」を意味することもあれば、「連邦
制度」ないしは「連邦の制度」として、そして
規範的意味を込めた「連邦主義」として理解さ
れることがある。以下では、‘federalism’を文
脈によって「連邦主義」とした部分があるが、
とりわけ「連邦制」との意味で用いられる領域
を扱うのが本稿の主題である。

3）なお、ここで言う「政府」は、法律の執行を
するそれに限定されない。連邦政府も州政府も
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議院内閣制における政府である。
4）政府間関係の視点からカナダの連邦制を見る
際のモデルは論者によって多少の異なりがある
が、本稿で扱われる形態についてはおおむね同
じような区分がなされている。たとえば、

［Simeon and Robinson 2009］では戦後のカナダ
のフェデラリズムが4つの時期とモデルに区分
されている。第一期が、大恐慌から第二次大戦
を経て福祉国家が出現した戦後時期における、
協同的連邦制（cooperative federalism）であり、
1960年代初頭まで続く。第二期は、1960年代
から1982年憲法制定までが該当し、連邦と州
の対立が、とりわけケベックのナショナリズム
や、西部諸州の独自性の要求として表れた時期
に重なる。第三期は、1982年憲法以降の約10
年を指す憲法的連邦制（constitutional federalism）
である。そしてこれらを経て、1990年代後半
から21世紀にはいって見られる、より政策に
重 点 を 置 い た 協 調 的 連 邦 制（collaborative 
federalism）が第四期として続く。他方で、［Bakvis 
and Skogstad 2012］や［Banting 2012］では、と
りわけ社会政策の分野に重点を置いた結果、共
同決定的連邦制（joint decision federalism）や負
担共有的連邦制（shared cost federalism）が加え
られている。

5）カナダの比較連邦制研究者のWatts教授の一連
の業績は、カナダに限らずこの傾向が多くの連
邦国家において見られることを前提にして展開
されている。［Watts 2001］参照。

6）補助金には財政実務上、使途や監督の程度等
に応じて助成金、負担金、交付金などに区分さ
れるが、本稿ではこれらを包括する補助金とい
う用語を用いることにする。

7）［新川2006, 162-163］を参照。
8）NPMに基づく連邦制の理解に対して強力な批

判を展開するのが［Fafard and Rocher 2011］で
ある。彼らによれば、連邦主義（federalism）
は単なる手段ではなく、目的をもった価値であ
る［Fafard and Rocher 2011, 175］。本稿では立
ち入る余裕がないが、 ‘federalism’を一定の価
値と結びついた「連邦主義」と解したとしても、
NPMの考え方そのものを排除することにはな
らないと思われる。

9）ただし、内閣や最高裁判事の構成において地
域代表的性格が認められる。

10）もっとも、カナダ憲章が保障した権利や自由

を制約する立法管轄権について憲法上の権限配
分規定違反が見られる場合には、連邦や州の意
図とは無関係に訴訟が提起される。これら以外
にも、裁判所が連邦と州の権限配分に関する争
いについて判断を下した事例は数多くある。こ
れについては別稿で検討する予定である。

11）Kelowa Accordがその例である。
12）ケベック州が自州とその他のカナダとの経済
的・政治的パートナーシップを継続した上での
分離に関する本レファレンダムは、94パーセ
ントの高投票率の結果、49.4パーセントの賛成、
50.6パーセントの反対となった。

13）こうした照会に連邦最高裁が相当に多義的な
応答をしたことで、問題は（憲）法的にも政治
的にもより複雑化している。これについては別
稿で詳細に検討する予定である。

14）強調は筆者。
15）とりわけ［Behiels and Tablot 2011, 56-71］で

行われているハーパー政権の批判をいかに連邦
制の観点から理解するか、筆者には難しい。ま
た［Jeffrey 2010］は、オープン・フェデラリズ
ムと小さな国家を同視し、後者に対する批判を
展開するが、前者そのものに対する批判は見ら
れない。他方で［Leslie 2006］は従来とってき
た連邦制の運営の仕方のメリットを丹念に追及
するものの、前の2つの論考とは異なり、2006
年時点に出版された本書においては、実際にハ
ーパー政権のとってきたオープン・フェデラリ
ズムについては必然的に分析されていない。
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片倉製糸の北陸地方における製糸業経営と蚕種配給体制

髙梨　健司

はじめに

本稿の目的は、片倉製糸が昭和初年に北陸地

方において創設の傍系製糸会社（傍系紡績会社

製糸工場を含む）について、その前史として、

同地方が片倉製糸の原料繭地盤、女工地盤であ

ったことを実証的に明らかにしつつ、この傍系

製糸会社の設立経緯、地元側の設立主体及びそ

の事業内容のほか、片倉製糸の専属蚕種製造会

社として新潟県に設置の傍系製糸会社へ蚕種供

給を行う北越蚕種合名会社の設立前史とその経

緯及び蚕種経営動向について具体的に究明する

ことである。

近年の近代日本蚕種業史研究の蓄積は少な

い（1）。片倉製糸のこの分野の研究の一環とし

て（2）、本稿では北陸地方（特に新潟県）におけ

る片倉製糸の蚕種配給体制を明らかにすること

を課題の1つとしている。鐘紡製糸は、同社都

城蚕種製造所が九州地区、河田蚕種製造所が中

部及び関西地区といった各地方別に分担製造・

配給していたことが知られている（3）。片倉製糸

については、従来こうした地方別分担製造・配

給の有無について十分究明されてはいなかった。

また片倉製糸は、1910年代末以降、それま

での直営工場の設立から、傍系製糸会社の創設

が多くなっていく。傍系製糸会社は、片倉製糸

と「地元有志」等との共同出資によって設立さ

れるが、本稿ではこの「地元有志」の実態を明

らかにしたい。

その他の本稿課題として、傍系製糸会社は、

片倉製糸の委託経営の下で事業を継続するが、

片倉製糸の直営工場同様、傍系製糸会社におい

ても御法川式多条繰糸機の導入が図られる。但

し、片倉製糸は、多条繰糸機の工場設置には、

新設製糸工場、既設製糸工場に限らず、工場側

の十分な条件が整った上で実施していた。この

条件整備について、本稿の対象とする傍系製糸

工場に当て嵌めて追究していきたい（4）。

１．片倉製糸の北陸地方進出

（1）前史～原料繭地盤、女工地盤

昭和期に入り、片倉製糸は、傍系製糸会社と

して北陸地方に片倉越後製糸株式会社（新潟県

中蒲原郡村松町）、片倉共栄製糸株式会社（新

潟県中蒲原郡五泉町）、それに日東紡績株式会

社金沢製糸所（石川県金沢市諸江町）を設立す

る。前述の如く、1910年代末以降、それまで

の片倉製糸直営の製糸工場開設から、主に地元

有力者たちとの共同出資によって製糸会社を創

設することが多くなる。北陸地方は、この代表

例である。

片倉製糸が北陸地方に傍系製糸会社（・製糸

所）を設立する以前から、同地方は、片倉製糸

の原料繭購入地及び女工供給地であった。片倉

製糸は、購繭出張所として新潟県に長岡出張所、

直江津出張所、石川県に金沢出張所などを設置

している（5）。長岡出張所（長岡市）は、1930
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（昭和5）年末に、その所属先を片倉平野製糸

所（長野県岡谷市）から片倉武井製糸所（長野

県上伊那郡伊那富村）に移管する。1929（昭和

4）年に長岡出張所の敷地（借地）は、478坪

29、乾燥機として帯川火熱式1台を設備してい

た。購入した原料繭を乾繭（本乾繭）にして片

倉製糸所に輸送するシステムが構築されている。

長岡出張所の購繭量は、昭和6年に1万貫以上

に達していた。

直江津出張所（直江津町）は、当初の片倉尾

沢製糸所から片倉須坂田中製糸所へ、次いで片

倉下諏訪製糸所、更に片倉武井製糸所へ所属先

を変更する。直江津出張所は、1929（昭和4）

年に敷地（所有地）1,509坪77、建物・建坪

294坪（延坪394坪）を有していた。同年に直

江津出張所の購繭量は、春繭25,000貫、夏秋

繭16,000貫、合計41,000貫、翌年には春繭

11,372貫、夏秋繭4,655貫、合計16,027貫を

それぞれ買入れており、次第に購入量は減少し、

1931（昭和6）年には1万貫未満にとどまるよ

うである。1930（昭和5）年4月8日開催の片

倉製糸取締役会において、下諏訪製糸所所属の

直江津出張所に片倉石原製糸所の秋葉式乾燥機

を移転設置の議案が否決されている（6）。直江津

出張所の乾繭機能には限界があり、武井製糸所

の新潟県における購繭出張所は、片倉越後製糸

株式会社に続き、片倉共栄製糸株式会社の設立

に伴い、長岡出張所に集約された可能性がある。

片倉製糸の購繭員が1911（明治44）年～1915

（大正4）年にかけて、増加配置された新潟県

内地方として柏崎、出雲崎、来迎寺、潟町、新

津などを確認できる（7）。長岡出張所や直江津出

張所所属の各繭購入所として存在していたので

あろう。片倉製糸本社直轄の新津出張所（新潟

県中蒲原郡新津町）の「建設可否決定」の議案

が1927（昭和2）年2月18日開催の片倉製糸取

締役会に上呈される（8）。新津出張所の施設に関

しては、直江津出張所から建物の一部90坪（5

間×18間）と酒田出張所の建物全部2階建50坪、

平屋90坪の各移転及び秋場式乾燥機2台の設置

を構想していた。新津出張所は、一部修正の上、

設立認可された模様で、その後片倉越後製糸株

式会社の創立に伴い、同社に移管した上、廃止

される。1931（昭和6）年12月18日開催の片

倉製糸取締役会において、片倉越後製糸株式会

社申請による元新津出張所（土地420坪58）の

敷地貸付の議案が討議される（9）。

片倉尾沢製糸所（長野県岡谷市）所属の金沢

出張所（石川県金沢市）は、1929（昭和4）年

に乾燥機秋葉式1台、汽熱6段1室を設備して

いた（10）。同年に金沢出張所の購繭量は82,958

貫、この中には翌年操業の日東紡績㈱金沢製糸

所分として5,252貫を含む。金沢出張所は、片

倉製糸の北陸地方最大の購繭出張所であった。

金沢出張所は、1930（昭和5）年に日東紡績株

式会社金沢製糸所の設立と共に移譲することに

なる。金沢出張所は、日東紡績株式会社へ移譲

後に購繭出張所としての機能を終了する。1930

（昭和5）年2月5日に金沢出張所設置の秋葉式

乾燥機（12間×2間）を紀三井寺出張所（尾沢

製糸所所属）に移転・設置することになる（11）。

日東紡績㈱金沢製糸所は、同年3月26日に「片

倉出張所」の敷地・三社宮ノ前16番地の土地

分筆登記する。更に、同所は、同年7月22日に

は「片倉出張所」設置の原動機使用廃止を届出

ている。片倉製糸の購繭員が上記同様に増加配

置された石川県内地方に能登、蛸島、津幡など

を知ることができる。金沢出張所所属の繭買入

所として活動していたようである。長岡出張所、

直江津出張所、金沢出張所共に、所属先の変更

が生じながらも、長らく長野県内の片倉諸製糸

所の原料繭購入出先機関であったことが分かる。

北陸地方は、片倉製糸の女工地盤である。片

倉製糸の職工募集地域として、北陸地方の中で
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新潟県が最大で、1923（大正12）年に2,890人、

次いで富山県1,170人に及ぶ（12）。新潟県内では、

中頸城郡（679人）を筆頭に、北魚沼郡（468

人）、刈羽郡（365人）、西頸城郡（286人）、南

魚沼郡（237人）、古志郡（184人）、三島郡

（125人）、中蒲原郡（118人）、北蒲原郡（116

人）、東頸城郡（106人）、中魚沼郡（104人）、

南蒲原郡（55人）、岩船郡（28人）、長岡市（10

人）、新潟市（6人）、西蒲原郡（3人）である。

片倉製糸の職工募集地域は、新潟県内に広く分

布し、職工募集100人以上の諸郡が11郡あり、

この中で中頸城郡、北魚沼郡、刈羽郡、西頸城

郡、南魚沼郡5郡で70.4％を占めていた。富山

県内では、下新川郡（414人）を最多として、

婦負郡（370人）、東礪波郡（344人）、富山市

（13人）、上新川郡（13人）、西礪波郡（9人）、

射水郡（4人）、中新川郡（3人）である。富山

県では、下新川郡、婦負郡、東礪波郡に集中し、

この3郡で96.4％を占めていた。

片倉製糸が新潟県内において職工募集を行う

製糸所毎に見ると、岩代製糸所（504人）、大

宮製糸所（435人）、岐阜田中製糸所（379人）、

須坂田中製糸所（368人）、尾沢製糸所（328人）、

熊谷製糸所（234人）、川岸製糸所（177人）、

松本製糸所（157人）、平野製糸所（138人）、

武井製糸所（44人）、石原製糸所（34人）、盛

岡製糸所（25人）、下諏訪製糸所（21人）、姫

路製糸所（16人）の14製糸所にのぼる。この

内、半数の7製糸所が長野県所在製糸所であり、

残る半数は、埼玉県（3製糸所）、福島県（1製

糸所）、岐阜県（1製糸所）、岩手県（1製糸所）、

兵庫県（1製糸所）に分散する。新潟県周辺の

中部･関東･東北・近畿地方諸県所在の片倉諸

製糸所が職工（女工）の受給範囲にあったこと

が判明する。その中でも、岩代・大宮・岐阜田

中・須坂田中・尾沢・熊谷6製糸所で、77.8％

を占める。岩代製糸所は、新潟県内の職工募集

地域が8郡に及び、この内北魚沼郡（136人）

を中心に、古志郡（98人）、北蒲原郡（83人）、

南魚沼郡（75人）が特に多い。大宮製糸所は、

同4郡にとどまるが、就中刈羽郡（198人）、中

頸城郡（146人）2郡に集中傾向にある。岐阜

田中製糸所は、岩代製糸所同様、新潟県内8郡

に亘り、特に北魚沼郡（130人）が高く、次い

で刈羽郡（72人）、西頸城郡（62人）と続く。

須坂田中製糸所は、県内9郡市に分布し、上記

片倉諸製糸所の中で、最も多くの地域から職工

募集を行っていた。この中で、南魚沼郡（121

人）を筆頭に北魚沼郡（81人）、刈羽郡（66人）

が多い。尾沢製糸所は、職工募集地域が県内8

郡市に及び、この内中頸城郡（135人）が突

出している。熊谷製糸所は、県内5郡から職

工を募集しており、中でも北魚沼郡（90人）

が特に多くみられる。下諏訪製糸所、姫路製

糸所、盛岡製糸所は、職工募集を行う郡市が

各1郡、川岸製糸所、石原製糸所が各2郡に限

られる。武井製糸所と平野製糸所は、3、4郡

にとどまる。

新潟県内で職工募集を行う上記片倉14製糸

所の内、中頸城郡に11製糸所、西頸城郡に7製

糸所、北魚沼郡に6製糸所、古志郡に5製糸所、

刈羽・北蒲原・中魚沼諸郡に各4製糸所、南魚

沼・中蒲原・東頸城・南蒲原諸郡に各3製糸所、

岩船・西蒲原諸郡及び長岡・新治諸市に各1製

糸所が職工地盤としていた。中頸城郡には川岸

製糸所、大宮製糸所、尾沢製糸所、松本製糸所

が就中職工募集者数が多く、北魚沼郡は岩代製

糸所、岐阜田中製糸所、熊谷製糸所、刈羽郡は

大宮製糸所、西頸城郡は大宮製糸所、平野製糸

所、岐阜田中製糸所、南魚沼郡は須坂田中製糸

所、北蒲原郡は岩代製糸所、古志郡は岩代製糸

所がそれぞれ職工募集工場としての存在感が特

に高い。片倉諸製糸所間で職工募集地域の区分

が行われていたことが推測できる。
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富山県において職工募集を行う片倉諸製糸所

は、姫路製糸所、岐阜田中製糸所、大宮製糸所、

熊谷製糸所、松本製糸所、武井製糸所、川岸製

糸所、熊本製糸所、尾沢製糸所の9製糸所に限

られる。この中で、姫路製糸所が東礪波郡（344

人）、婦負郡（204人）、富山市（10人）、西礪

波郡（9人）の4郡市、合計567人の職工募集

に至る。姫路製糸所は、新潟県内では16人の

職工募集にすぎず、同製糸所の北陸地方におけ

る職工募集の中心地は、富山県に特化していた

ことが分かる。岐阜田中製糸所は、下新川郡

（280人）、婦負郡（101人）を中心に、上新川

郡（6人）、中新川郡（5人）、4郡（合計392人）

に及ぶ。大宮製糸所は、下新川郡（115人）の

みが職工募集地域であった。熊谷製糸所は、婦

負郡（50人）、下新川郡（11人）、上新川郡（7

人）、射水郡（4人）、富山市（3人）、5郡市（合

計75人）に亘る。その他の片倉製糸所は、下

新川郡、婦負郡、中新川郡において3 ～ 8人の

職工募集を行うにとどまる。下新川郡では、岐

阜田中製糸所、大宮製糸所、婦負郡では、姫路

製糸所、岐阜田中製糸所、東礪波郡では、姫路

製糸所が各職工募集上、突出していた。遠隔地

の熊本製糸所（熊本県熊本市）が婦負郡（4人）

において、少数ながら職工募集がみられる。

片倉尾沢製糸所が雇用する女工の新潟県出身

者は、1927（昭和2）年195人、1929（昭和4）

年192人、1930（昭和5）年160人、1931（昭

和6）年103人であったことが判明する（13）。直

江津出張所（中頸城郡直江津町）が1927年に

尾沢製糸所の配属になったのは、同製糸所が中

頸城郡を最大の女工地盤としていたことと関係

していよう。尾沢製糸所は、既述の1923（大

正12）年当時よりも、新潟県の職工（女工）

供給地としての重要性が低下傾向にある。こう

した新潟県出身の女工減少は、片倉越後製糸株

式会社と片倉共栄製糸株式会社の新設が背景に

あろう。1930（昭和5）年には、尾沢製糸所の

女工出身地は、山梨県が前年の256人から342

人に増加しており、新潟県出身女工の減少分を

山梨県からの女工供給拡大によって補う形とな

っている。

次に、北陸地方に設置した片倉傍系製糸会社

（・製糸所）、即ち片倉越後製糸株式会社、片倉

共栄製糸株式会社、日東紡績株式会社金沢製糸

所について、その設立経緯と事業内容を中心に

明らかにしよう。

（2）片倉傍系製糸会社（・製糸所）の創設と

　　その事業内容

片倉製糸は、昭和初年に北陸地方に地方有力

者や蚕糸業関係者等との共同出資によって、片

倉傍系製糸会社を設立する。

1927（昭和2）年7月1日、新潟県中蒲原郡

村松町に片倉越後製糸株式会社、次いで1929

（昭和4）年12月5日、新潟県中蒲原郡五泉町

に片倉共栄製糸株式会社を各創立する。両社共、

片倉製糸の委任経営として発足する。1930（昭

和5）年5月、石川県金沢市諸江町に片倉傍系

会社の日東紡績株式会社（福島県信夫郡杉妻

村）の製糸工場として、金沢製糸所を新設する。

当初金沢製糸所は、片倉製糸の直営工場として

予定していたが、日東紡経営の絹布工場向け生

産生糸の供給を意図して、日東紡に移管する。

片倉製糸は、本社直属の北陸監査部（北陸監

督・片倉三平）管轄下に上記片倉越後製糸株式

会社、片倉共栄製糸株式会社、日東紡績㈱金沢

製糸所を置いていた。この3社共、片倉製糸本

社の社長、副社長、重役諸氏による視察から工

場設備の新設・更新や所長以下幹部社員の異動

等について、片倉製糸主導によって行われてい

た。傍系会社製糸工場は、基本的に片倉製糸の

直営工場と同様の処遇を受けていた。また北陸

監督部内において、上記3社参加の監督会議、
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所長会議、蚕糸業研究会、蚕業研究会、乾燥研

究会、蚕業主任会議等が開催された。例えば、

1930（昭和5）年4月10日、11日両日に片倉越

後製糸株式会社において、片倉共栄製糸株式会

社のほか、長岡出張所（平野製糸所所属）から

も参加し、蚕糸業研究会を開催する（14）。片倉

製糸本社からは金富町常務（片倉脩一）、斉藤

普及団長、原料課・吉村、蚕業課・上條が出席

する。同年7月12日には、片倉越後製糸株式会

社において日東紡績㈱金沢製糸所の那谷事務長、

小林北陸監督部員、片倉共栄製糸株式会社の吉

江忠正所長、田口栄治現業長、夏井蚕業係、片

倉越後製糸株式会社の伊藤隆衛所長以下蚕業関

係者が出席して、蚕業研究会を開催する。長野

県松本（片倉普及団）において、片倉製糸本社

主催の蚕業研究会（或は蚕業主任会議）に出席

の上記金沢製糸所那谷事務長の報告のほか、

「種々研究打合」を行っている。次に、片倉越

後製糸の設立経緯と事業内容について明らか

にしたい。

① 片倉越後製糸株式会社（社長・片倉三平）

同社社長の片倉三平は、片倉合名会社社員、

北陸監督、片倉共栄製糸株式会社の社長、日東

紡績株式会社の専務取締役（後に社長）等を兼

務する（15）。以下、片倉越後製糸株式会社の設

立経緯及び設立主体に注目しながら具体的に究

明していきたい。

1927（昭和2）年5月1日に片倉越後製糸株

式会社発起人会を村松町雪村旅館において開き、

株式公募することを決定し、即日発表する（16）。

発起人並に其引受株数は、片倉兼太郎（500株）、

今井五介（500株）、今井真平（300株）、林　

清夫（300株）、尾沢福太郎（300株）、片倉武

雄（300株）、片倉直人（300株）、武井覚太郎

（300株）、樋口元周（500株）、平松周蔵（500

株）、服部暢平（300株）、笠原藤七（300株）、

谷　貫一郎（300株）、茂野誠衛（300株）、藤

田丑松（100株）、川瀬カク（100株）であった。

片倉兼太郎から武井覚太郎まで、片倉一族又は

片倉製糸経営者（8名・2,800株）であり、樋

口元周以下は、地元有力者たち（8名・2,400

株）である。発起人引受株数からみて、片倉製

糸側が過半を占める。服部暢平（町長・中地

主）と谷　貫一郎（大地主）は、地元村松町の

「名望家」である（17）。茂野誠衛は、大地主、県

会議員、蒲原鉄道株式会社・社長であり、樋口

元周は、中地主・樋口病院経営者であった。笠

原藤七は、中地主、煙草卸売商、質物金融業者

である。藤田丑松は、呉服太物商、村松実業協

会理事である。平松周蔵は助役（後に町長）で

ある。

1927（昭和2）年7月1日に片倉越後製糸㈱

創立事務所において創立総会を開き、取締役及

び監査役を選出する。創立総会の出席株主総数

（委任状共）は、18,880株、此人員288名、内

本人出席株数3,058株、此人員130名、代理出

席株数15,822株、此人員数158名であった。同

社株主総数300名程の内、130名が実際に創立

総会に出席している。取締役は、今井真平、片

倉直人、片倉三平、片倉方平、平松周蔵、服部

暢平、茂野誠衛、監査役は、谷　貫一郎、笠原

藤七、山中　遜である。取締役は、片倉一族又は

片倉製糸経営者と地元有力者たち、また監査役

は、地元有力者と片倉製糸の幹部社員・山中　遜

（1926年片倉製糸会計・調査課長、後に取締

役）（18）によって各構成されていた。後に監査役

は、笠原藤七と山中　遜の2名となる。片倉兼

太郎と樋口元周両名は、同社顧問に推薦され、

取締役会において取締役・片倉三平を社長に選

定する。

次に、片倉越後製糸㈱創立事項報告書等を掲

示し、同社創立目的を窺うことにしよう。
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資料１

片倉越後製糸株式会社創立事項報告書
片倉越後製糸株式会社ノ創立総会ニ当リ其創立

ニ関スル事項ヲ報告スルコト左ノ如シ

一、当会社ノ目的ハ定款第一條ニ規定スル如

クニシテ此事業タル我邦輸出品ノ大宗ニシ

テ貿易ノ逆勢ヲ調節シ地方産業開発上最モ

適当ナル計画ニシテ需要ノ無限ナルハ瞭平

タルモノアリ而シテ将来農村経済ノ振興ニ

資シ国産ノ発展ニ貢献スル所疑ナキ所ナリ

是レ発起人ガ本会社ノ創立ヲ目論見タル所

以ナリ

二、会社ノ商号ヲ片倉越後製糸株式会社ト命

名シタルハ片倉製糸紡績株式会社ト相図リ

其後援ノモトニ姉妹会社トシテ地ヲ越後ニ

トセルヲ表示スルヲ以テ営業上種々ノ利益

アリト信シ特ニ選定セルモノナリ

三、資本ハ目論見書ノ計算ニ因リ金壹百萬圓

ヲ要スヘキヲ以テ定款第参條ニ金壹百萬圓

ト定メ先ツ第一回払込金ヲ以テ第一期計画

ノ資金ニ充テ第二期ニ於テ第二回ノ払込ヲ

為スヘク当分ハ第二回以降ノ払込ヲ為サゞ

ル方計ナリ

四、資本ノ総額金壹百萬圓ヲ貳萬株ニ分チ発

起人及賛成人等ハ其壹萬七千株ヲ引受ケ残

額三千株ニ付株主ヲ募集シタリ然ルニ予期

ノ結果ヲ見満株ニ達シ昭和貳年五月拾日ヲ

以テ商法第百四拾四條第一項ニ所謂株式総

数ノ引受ヲ了シタリ

五、是ニ於テ昭和貳年五月十六日発起人定款

第九條ニ因リ各株式引受人ヲシテ第一回ノ

払込ヲ為スベキ通知ヲ発シ仝年五月三十一

日ニ於テ全部ノ払込ヲ了シタリ即チ商法第

百三十四條ノ所謂払込ヲ了リタルモノナリ

六、猶茲ニ報告シ且ツ其承認ヲ請ヒ度ハ即チ

商法第百二十二條ノ会社ノ負担ニ帰スベキ

設立費

七、設立費用計金貳千圓也

右商法第百三十二條ニ依リ片倉越後製糸株式会

社ノ創立ニ関スル事項及報告候也

　　昭和二年七月一日

　　　　片倉越後製糸株式会社発起人

今井　五介 ㊞

今井　真平 ㊞

林　　清夫 ㊞

服部　暢平 ㊞

尾沢福太郎 ㊞

片倉兼太郎 ㊞

片倉　武雄 ㊞

片倉　直人 ㊞

笠原　藤七 ㊞

川瀬　カク ㊞

武井覚太郎 ㊞

谷　貫一郎 ㊞

藤田　丑松 ㊞

茂野　誠衛 ㊞

樋口　元周 ㊞

平松　周蔵 ㊞

資料２

片倉越後製糸株式会社創立事務調査報告書
昭和貳年七月一日片倉越後製糸株式会社創立総

会ニ於テ拙者等ハ検査役ニ選任セラレタルヲ以

テ商法第百三十四條ノ規定ニ依リ発起人ガ為シ

タル創立事項ノ報告書ニ基キ株式払込金、扱所

会社ノ創立ニ関スル費用ノ帳簿等ニ付キ詳細ノ

調査ヲ遂ゲタリ其結果左ノ如シ

一、株式ノ総数ハ定款第七條ニ掲グル如

株式総数貳萬株

発起人引受株数五千五百株

株式引受人引受株数壱萬四千五百株即チ

昭和貳年五月十日ニ於テ株式総数ノ引受

アリタルモノト認ム

二、右引受株ニ付テ第一回払込金額左ノ如シ
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第一回払込ハ株式総数貳萬株一株ニ付金

拾七圓五拾銭合計金参拾五萬圓也

右ハ昭和貳年五月三十一日ヲ以テ総テ払込

タルモノト認ム

三、発起人ガ受クベキ特別ノ利益ナシ

四、金銭以外ノ財産ヲ以テ出資ト為シタルモ

ノナシ

五、会社ノ負担ニ帰スベキ設立費用金貳千圓

ハ正当ト認ム

右商法第百三十四條ニ依リ及報告候也

昭和貳年七月一日

　　　　　片倉越後製糸株式会社

検査役　武藤　寅二 ㊞

同　　　大橋二太郎 ㊞

片倉越後製糸株式会社の目的は、現今輸入増

勢の対抗手段として生糸輸出を拡大するための

一助に片倉越後製糸株式会社を創立して、新潟

県をその地方的拠点として開発し、以て農村経

済の振興に役立てることを目差していた。片倉

越後製糸㈱の社名は、片倉製糸紡績株式会社の

後援の下に、地場産業として「営業上種々ノ利

益」、即ち地元蚕糸業者を始めとする官民の協

力・支援を期待して選定することになったよう

である。後述の如く、片倉越後製糸は、同社設

立当初より片倉製糸の委任経営と金融力等を前

提乃至大きく依拠していたことは明らかである。

資本総額金（公称資本金）100万円の内、第

1回払込金として5月10日に2万株（1株17円

50銭）の引受けがあり、この35万円の払込み

が早くも同月末には完了したという。この第1

回払込金を以て第1期計画資金に充て、第2期

において第2回の払込みを予定していた。しか

し、結局この第2回払込みは行われずに、片倉

製糸と合併した模様である。なお、片倉製糸側

が、片倉越後製糸㈱発行株式総数（2万株）の

過半を占めていた。即ち、1928年6月頃に片倉

製糸が所有する片倉越後製糸㈱の株式は、

10,645株（同価額186,000円）であることが確

認できる（19）。一般公募は、株式総数の僅か15

％にすぎず、発起人同27.5％に対し、賛成人

の引受株数は57.5％と高い。検査役の武藤寅

二は、松村町最大の醤油醸造業者である。

1）片倉越後製糸㈱の土地、建物、工場設備等
片倉越後製糸の土地は、1927（昭和2）年12

月31日現在、所有地（実測坪数）11,886坪5

合（登記簿上は、11,022坪22勺）、建物は、同

じく建坪2,056坪（延坪3,013坪5合）であっ

た（20）。この年は、第1工場が竣工し操業を行う

が、第二工場については建設中（未操業）で、

翌年に第三工場の増設工事に着手したようであ

る。1927年11月24日に片倉製糸本社社長（片

倉兼太郎）が来所し、第二工場には㋩式自動索

緒装置にすることを命じており、翌12月30日

には片倉越後製糸㈱社長（片倉三平）が第三工

場の増設工事その他事業上について注意を与え

ている。1929（昭和4）年までに同社建物は、

建坪2,412坪4分（延坪3,430坪6分）に増加し、

翌年には自動乾燥機建家を増築（建坪63坪、

延坪80坪5分）し、建物は、建坪2,475坪4分

（延坪3,511坪1分）に増加する（21）。

工場設備は、5条繰普通繰糸機120釜、再繰

機192釜。同社創立の年は、結局繰業が11月2

日より12月31日までの56日間にすぎなかった。

従って生糸生産高は、僅かに白84梱（白14中

11.4梱、白21中72.6梱）にとどまる。1930

（昭和5）年には、既に第1 ～ 3工場が稼動し、

工場設備は拡大する。5条繰普通繰糸機360釜

（開業時に比べて3倍増）に増える。同年に生

糸生産高は、1,886梱（白21中1,072梱、白14

中60梱、黄21中754梱）、翌31年には、2,307

梱（白21中1.776梱、黄21中531梱）に増加す

る（22）。両年共に釜数に変化ないものの、生糸

生産高が421梱増えていた。白21中生糸の増加
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と黄21中生糸の減少を特徴とする。繰業日数は、

寧ろ1930年の335日から1931年297日9分に約

37日減少しているにもかかわらず、生糸生産

高が急増する。同期間に1釜当りの生糸生産高

では、5梱2分から6梱4分に、本業手延1日当

りでは5梱8分から6梱4分にそれぞれ伸びてい

る。1932（昭和7）年度には、片倉越後製糸の

1釜当り生糸生産高は更に向上し、7.2梱に及

ぶ（23）。1930（昭和5）年度の「目的繊度糸格」

は、片倉越後製糸、片倉共栄製糸共に「21中

85点」である（24）。新潟県、北陸地方において

最高水準の生糸品位であった。こうした生産力

の一段の進展及び品質向上の有力な要因として、

機械設備の改善などのほか、片倉越後製糸傘下

特約養蚕組合の増加及び特約養蚕農民への優良

蚕種の供給拡大が考えられる。この点を示唆す

る北越蚕種合名会社の設立と片倉製糸（＝片倉

越後製糸等）の専業蚕種製造所化については、

後述することにしたい。

なお、片倉越後製糸は、片倉製糸の後援の下

に、1934（昭和9）年11月に普通繰糸機360釜

の内、240釜を廃棄して御法川式多条繰糸機

（20条）230台を設置する。なお、片倉越後製

糸において、御法川式多条繰糸機への全面的転

換は、片倉製糸との合併後のことである（25）。

片倉製糸は、多条繰糸機の工場設置に当って、

製糸工場の製糸用水、水量、白繭割合、各期の

原料解舒糸長、平均繊度、立口、纇節において

良否を調査し、条件良好な工場を対象としてい

た（26）。片倉越後製糸は、この条件が整ってい

たことになる。

機械器具については、1927（昭和2））年に

乾燥機・大和三光式上下式汽熱1室、汽罐・ラ

ンカシャー式及びコルニッシュ式多管半通筒型

最大気圧80ポンド各1基設置、更に30（昭和5）

年には大和式自動輸送乾燥機8段型特大号1台、

コルニッシュ式多管半通筒型最大気圧80ポン

ド1基各増設をみている。その他、27年に三相

交流誘導電動機電圧200ボルト・5馬力1台（乾

燥用）、5馬力1台（繰糸用）、1馬力1台（煮繭

用）、2馬力1台（用水用）設備。30（昭和5）

年には上記電動機の内、5馬力1台（繰糸用）

を用途変更したためか、5馬力1台（乾燥用）

と2馬力用水用予備1台の各増加をみる。翌31

年には繰糸用2馬力1台の設置とこれに用途変

更したためか、用水用2馬力1台が消失する。

蒸汽機関は、1927年の7.5馬力1台（繰糸用）、

2馬力1台（煮繭用）、5馬力1台（乾燥用）設

置から30年に2.5馬力1台（精練用）を増設す

る。翌31（昭和6）年には、煮繭機（千葉式）

33尺復式2台を新設する。

資料の欠落部分もあり、全貌を示すとはいえ

ないが、片倉製糸『取締役会議案綴』（各年度）

によれば、片倉越後製糸株式会社は、同社創立

以来、貯繭倉庫内大罐張り、倉庫増築予定地買

入、休養室増築、女工浴場・風呂釜設備、貨物

自動車購入、自動車利用等消防ポンプ購入、煙

突（鉄筋コンクリート製）建設、汽罐据付替、

再繰工場・再繰機械増設、再繰機械を木製から

鉄製に変更、乾燥室パイプ増設、乾燥機大和式

8段の改造・増設、屑物乾燥場新設、千葉式煮

繭機増設、御法川式多条繰糸機増設など次々に

工場設備の更新・新増設を進めていった。

2）片倉社員の直営工場・傍系工場間異動
社員の異動に関しては、片倉製糸直営工場と

傍系会社間に頻繁にみられる。1927（昭和2）

年7月21日に片倉越後製糸㈱主任の古村国治が

片倉川岸事務所に転任し、入れ替わりに片倉製

糸本社工場課長の伊藤隆衛が片倉越後製糸㈱に

所長として、また片倉松本製糸所分工場長の大

野　盈が現業長としてそれぞれ任命される（27）。

1930年大野　盈の退職に伴い、4月12日に片倉

仙台製糸所より原　太郎が現業長（同時に書記

から参事補に昇格）として着任する（28）。1931
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（昭和6）年7月20日には、日東紡績㈱金沢製

糸所より、小林忠佐（参事補）が事務長心得と

して着任する（29）。片倉製糸直営工場同様に、

傍系製糸会社においても片倉製糸の社員が赴任

していたことが分かる。なお、古村国治は、新

任所長の伊藤隆衛と「事務引継キヲ了シ」て、

片倉川岸事務所に帰任する。片倉川岸事務所

（長野県諏訪郡川岸村）は、1920年代後半まで

片倉製糸の総轄事務を行っており、同所より赴

任の古村国治は、片倉越後製糸㈱の立ち上げの

実務を取り仕切り、同社創立後に前任先の片倉

川岸事務所に復帰したようである。古村国治は

片倉川岸事務所に勤務の傍ら、同所監督下の、

蚕業技術員の養成を目的とした、1930年2月開

設の片倉蚕業講習所（長野県諏訪郡川岸村）で

30年（2～ 3月、10 ～ 12月）、31年（1 ～ 3月）

に講師として講習生に「生糸原料論」を講義し

ている（30）。古村は、深い学識を持つ、この分

野の専門家でもあった。

片倉製糸では、同社所長以下ベテラン幹部社

員が片倉製糸直営工場同様、傍系製糸会社にお

いても管理者として事務・現業両面において着

実に事業遂行する体制を築いていた。片倉製糸

の事業経営の堅実性の一端を物語るものといえ

よう。換言すれば、近代企業としての片倉製糸

に地元民の期待が寄せられる所以である。

3）片倉越後製糸の片倉製糸試験研究機関の利用
片倉製糸は、1927（昭和2）年4月に蚕糸に

関する理化学的総合研究機関として、研究所

（埼玉県北足立郡大宮町）を設立する（31）。

片倉越後製糸は、1929（昭和4）年に片倉研

究所に原料繭試験を依頼し、研究所は、同年

10月12日に同成績表を同社（並びに片倉本社）

に発送する（32）。同社は、翌30年に研究所に製

糸用水の水質検査を依頼し、翌々 31年には講

習所（研究所を改称）に使用製糸用水の水質検

査及び石炭（3件）の分析依頼する（33）。研究所

（講習所）は、用水分析によって水質改良の指

示を与え、石炭分析によって購買上の指標を示

す。更に1930（昭和5）年4、5月に研究所に片

倉越後製糸の社員・織田敬喜、田中両名が煮繭

研究のために、また同社現業長・原　太郎が視

察にそれぞれ訪れていた。

② 片倉共栄製糸株式会社（社長・片倉三平）

片倉共栄製糸株式会社（新潟県中蒲原郡五泉

町）は、五泉繭市場を基盤に1929（昭和4）年

12月5日創立する。この経緯を片倉製糸所長会

議（昭和5年2月15 ～ 18日）の席上において、

片倉越後製糸の伊藤所長は、「五泉ノ繭市場ガ

悲境ニ陥リタル際片倉ガ之ヲ救ヒ工場ヲタ

テゝ」と述べ、また同様に片倉共栄製糸の吉江

所長は、「五泉ノ組合市場ガ工場トナリシモノ

ニシテ組合員六〇〇名ガ株主トナリタリ」と

述べている（34）。

1923（大正12）年設立の五泉繭市場は、

1926（大正15）年に一昼夜乾燥能力2,850貫、

前年の春繭取扱高45,295貫、同一日の最高取

扱高7,442貫であった（35）。五泉繭市場は、栃尾

繭市場、小千谷繭市場等と共に新潟県内有数の

繭市場である。その後、五泉繭市場の乾繭能力

は、一昼夜5,300貫に上昇するものの、利用者

が減少し、解散することになった（36）。この背

景には、養蚕農民との直接取引及び繭特約取引

の進出が大きく影響していたことが指摘されて

いる（37）。購繭費の節減に加えて、繭市場に集

散する繭の品質が不良、雑駁傾向にあるため、

有力製糸家は繭市場からの離反が生じることに

なったのである。

北陸地方において新潟県の繭市場は、1929

（昭和4）年に31 ヶ所有り、長野県の59 ヶ所に

次ぐ多さであった。他の北陸地方の繭市場は、石

川県が9ヶ所、福井県4ヶ所、富山県は皆無であ

った（38）。前年の新潟県の生繭販売数量（1,209,801

貫）に占める繭市場販売数量（938,226貫）の

割合は、77.6％にのぼり（39）、繭市場販売が新



― 108 ―

専修大学社会科学年報第 47 号

潟県の生繭販売方法の大半を占めていた。この

繭市場販売比率は、福岡県に次ぐ全国第2位で

ある。繭市場が最盛期を迎えていた地方に片倉

製糸が単独で進出したとすれば、特約取引に基

づく集繭には困難が伴ったことであろう。新潟

県内の繭市場の不振、五泉繭市場の解散が片倉

製糸側にとっては進出好機であったといえよう

が、有力蚕種製造家を始めとする蚕糸業者ほか

の支援が欠かせなかった。この点については後述。

1929（昭和4）年9月30日午前11時に中蒲原

郡五泉町五泉繭市場楼上において、片倉共栄製

糸株式会社の設立発起人会を開催し、以下の事

項を決議する（40）。出席発起人は、片倉製糸側

から片倉三平、地元から松田彦平、二宮良吉、

石塚文四郎、剣持堅吾の5名であった。松田彦

平（五泉町）と二宮良吉（五泉町）は、後述の

如く、地元の有力蚕種家である。設立発起人の

引受株式数は、片倉三平（300株）、片倉直人

（300株）、今井真平（300株）、松田彦平（300

株）、二宮良吉（200株）、石塚文四郎（200株）、

近藤祐次郎（100株）、剣持堅吾（100株）、関

根惣吉（100株）であった。片倉三平から今井

真平まで片倉一族（3名・900株）であり、松

田彦平以下は、地元有力者たち（6名・1,000

株）である（41）。関根惣吉（五泉町）は大地主、

近藤祐次郎（五泉町）は地主・資産家であり、

剣持堅吾（巣本村）は、助役、農会評議員、一

本杉信用組合理事長を歴任する。設立発起人数

及び引受株数からみると、地元側が過半を占め

ている。設立発起人会の決議事項の中に片倉共

栄製糸株式会社の業務は、急速開始を要するた

めに工場建設その他一切の設備は、片倉製糸紡

績株式会社において行い、片倉共栄製糸株式会

社成立直後に原価を以て買収することとしてい

た。上記松田彦平を発起人総代とし、片倉共栄

製糸㈱設立に関する一切の事務は、発起人総代

に一任する。趣意書、定款（42）、株式募集要項、

目論見書、収支計算書、会社負担の設立費用

（1,000円以内）、株式申込取消時期（昭和5年2

月15日）、賛成人の引受株式数（1,400株）、創

立株主総会召集月日（昭和4年11月20日前後）、

株式募集手数料（1株に付20銭）の決議により、

直に「各関係町村ノ有力者」を招集して、「賛

成株」を決定し、引継き公募に着手する。有力

蚕種家を中心に地方町村有力者たちが片倉共栄

製糸㈱の設立主体と見ることができる。10月

30日に株式総数の募集を終了したことにより、

「掃込通知」を発送する。11月30日に株式全部

の「掃込」を終了する。

1929（昭和4）年12月15日に新潟県中蒲原

郡五泉町実業公民学校において、片倉共栄製糸

株式会社の創立総会を開催する。創立総会の出

席株主総数（委任状共）396名、出席株総数

3,730株（委任状共）であった。松田彦平が創

立総会の議長となり、議長指名の選衡委員5名

（木村儀一郎、野口岱九郎、佐久間市三郎、関

谷安治、赤塚誠一）により、取締役は、今井真

平、二宮良吉、片倉直人、山崎新太郎、石塚文

四郎、片倉三平、松田彦平、監査役は、剣持堅

吾、浮須市造を選出する（43）。取締役は、片倉

一族（3名）と地元有力者（4名）によって、

また監査役は、2名共地元有力者によって各構

成されていた。取締役の内、松田彦平、二宮良

吉のほか、山崎新太郎も地元の有力蚕種家であ

り、後にこの3名は、北越蚕種合名会社を設立

する。同社については後述。監査役の浮須市造

（北蒲原郡築地村）は、新潟県を代表する有力

蚕種家である。片倉共栄製糸㈱の設立推進者は、

地元の有力蚕種家を中心としていたことを窺わ

せる。選衡委員の内、木村儀一郎（五泉町）は

地主、五泉町農会・会長であり、佐久間市三郎

（巣本村）は、巣本村収入役・村会議員、農会

評議員、一本杉信用組合理事を歴任する。同社

創立総会閉会後に、重役会を開催し、取締役・
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片倉三平を社長に、また顧問として片倉兼太郎

（片倉製糸取締役社長）をそれぞれ選挙・推薦

する。

次に、片倉共栄製糸株式会社創立事項報告書

を掲示し、同社創立目的を詳らかにしよう。

資料３

片倉共栄製糸株式会社創立事項報告書
片倉共栄製糸株式会社ノ創立総会ニ当リ其ノ創

立ニ関スル事項ヲ報告スルコト左ノ如シ

一、当会社ノ目的ハ定款第三條ニ規定セル如

ク生糸製造販売並ニ之ニ関スル事業ヲ営ム

モノニシテ此ノ事業タルヤ本邦輸出品ノ大

宗ニシテ貿易ノ逆勢ヲ調節シ併テ地方産業

開発上適切ナル計画ナリ而シテ需給関係ノ

将来ハ無限ニシテ農村経済ヲ潤シ国産ノ伸

展ニ貢献スル所疑ナシ是発起人カ当会社創

立ヲ目論見タル所以ナリ

二、会社ノ商号ヲ片倉共栄製糸株式会社ト命

名シタルハ片倉製糸紡績株式会社後援ノ下

ニ姉妹会社トシテ創立サレタルモノナルヲ

以テ特ニ此ノ商号ヲ選ミタルモノトナリ

三、資本ハ目論見書及収支計算書ニ依リ瞭ナ

ル如ク第一回払込金ヲ以テ充当シ其ノ不足

額ハ片倉製糸紡績株式会社ノ低利資金ヲ借

入ルゝコトトシ当分第二回払込ヲナサゝル

モノトス

四、資本ノ総額金貳拾五万円ヲ五千株（一株

五拾円）ニ分チ発起人及賛成人等ハ其ノ内

参千参百株ヲ引受ケ残額ノ壱千七百株ニ付

一般公募ヲナシタリ然ルニ予期ノ結果ヲ見

即チ満株ニ達シ昭和四年十月三十日ヲ以テ

株式総ノ引受ヲ了シタリ

五、此処ニ於テ昭和四年十一月一日ヨリ株式

申込書ヲ整理シ発起人ハ定款第拾條ニ依リ

各株式引受人ヲシテ第一回ノ払込ヲ為スヘ

キ通知ヲ発シ十一月三十日ニ於テ全部ノ払

込ヲ了シタリ

六、発起人カ受クヘキ報酬及特別ノ利益ナシ

七、金銭以外ノ財産ヲ以テ出資シタルモノナ

シ

八、尚茲ニ報告シ且ツ其ノ承認ヲ請ヒ度即チ

商法第百二十二條ノ会社ノ負担ニ帰スヘキ

設立費用金九百六拾六円七拾五銭

右商法第百三十二條ニ依リ片倉共栄製糸株式

会社創立ニ関スル事項及報告候也

　　昭和四年十二月十五日

発起人　今井　真平

石塚文四郎

二宮　良吉

片倉　三平

片倉　直人

松田　彦平

剣持　堅吾

近藤祐次郎

関塚　惣吉

資料４

（片倉共栄製糸株式会社創立事務）調査報告書
一、株式五千株ノ引受アリタリ

一、壱株ニ付金拾七円五拾銭ノ払込ヲ了シタ

リ

一、会社ノ負担スヘキ設立費用金九百六拾六

円七拾五銭ノ支出ハ正当ナリ

一、発起人カ受クヘキ報酬及特別ノ利益ナシ

一、金銭以外ノ財産ヲ以テ出資シタルモノナ

シ

　　（昭和四年十二月十五日）

　　　　　　片倉共栄製糸株式会社

検査役　坪川　寅蔵

同　　　斉藤　菊蔵

同　　　関川　成治

片倉共栄製糸株式会社の目的は、前述の片倉
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越後製糸株式会社同様に、輸入超過状況の解消

を図るためには輸出を増やす必要があり、片倉

共栄製糸株式会社の設立がその一助となると共

に、新潟県の産業開発の上で有効な計画であり、

農村経済を潤すことになる、と主張する。片倉

共栄製糸株式会社は、片倉製糸紡績株式会社の

後援の下に、即ち同社への委任経営と片倉共栄

製糸の経営資金の不足を片倉製糸からの低利資

金の借入れを前提に「姉妹会社」として創立す

る。地元の資本と経営者による単独での製糸会

社事業は、その後の昭和恐慌に遭遇するまでも

なく、現実的には不可能に近く、他方片倉製糸

は、出資負担の軽減と地元民の協力を期待でき

る点で双方の利害が一致する。資本総額金25

万円（発行株式総数5千株）の内、1株に付17

円50銭の第1回払込金は、発起人、賛成人の

3,300 株（57,750 円 ） と 一 般 公 募 1,700 株

（29,750円）を合せた87,500円にすぎず、片倉

越後製糸同様、資本総額金の僅かに35％にと

どまる。後述の「製糸事業委任契約書」中に、

片倉共栄製糸が片倉製糸より22万5千円の借入

金を示しているが、経営資金の不足分は、片倉

製糸からの借入金に依存する体質は、その後も

変らず、片倉製糸の同社買収まで続くことにな

る（44）。一般公募の株式比率が34％を占め、片

倉越後製糸の場合よりも高いことが特徴である。

検査役の内、坪川虎蔵（五泉町）は、資産家、

有力機業家、五泉合同運送株式会社・社長であ

り、関川成治（巣本村）は一本杉信用組合理事

を歴任する。

片倉共栄製糸㈱は、片倉越後製糸㈱同様に片

倉製糸紡績㈱に経営委任していたが、これに関

わる契約を以下に示すことにしよう。

資料５

片倉共栄製糸株式会社賃貸借契約ニ関スル件（45）

一、共栄製糸会社ハ株主及借入金共現在ノ

マゝトシテ工場ハ片倉製糸会社ヘ賃貸スル

コト

二、片倉製糸会社ノ片倉共栄製糸会社ニ支払

フ一ヶ年ノ賃借料ハ片倉製糸会社ヨリノ借

入金ニ対スル利子ト同額トス

三、片倉製糸会社ハ年度末ニ於テ片倉共栄製

糸工場単独ニ決算ヲナシ第二項ノ賃借料ヲ

控除シテ利益ヲ計上シタル時ハ其利益ヲ折

半シ其一半ヲ共栄製糸会社ヘ分配スルコト

四、本契約ハ一ヶ年限リトシ協議ニヨリ延長

スル事ヲ妨ケス

この資料5は、1934（昭和9）年6月8日開催

の片倉製糸取締役会に提出の片倉共栄製糸工場

賃貸借契約に関する議案の添付資料である。こ

の取締役会において、片倉共栄製糸の工場賃貸

借契約は、審議の上、一担決定が下されてい

た。同月18日開催の片倉製糸取締役会では、

片倉共栄製糸㈱経営方針に関する件について改

めて検討し、第1案は、片倉共栄を賃挽製糸、

即ち片倉製糸の賃挽製糸請負とするものであ

り、第2案は、従来通り片倉製糸の委任経営、

即ち片倉共栄製糸の製糸経営を片倉製糸に委託

するものである。取締役会では、結局のところ

従来と変りなく、第2案に帰結する。現実問題

として、工場賃貸借には株主総会の議を経る必

要があり、総株主の過半数、資本の半数以上に

当る株主の出席を要して、其の議決権の過半数

を要し、成立困難と判断したようである。片

倉共栄製糸の場合、片倉製糸はその株式所有

が1,765株（総株数の35.3％）にすぎない（46）。

なお、農林省の見解によると、片倉製糸の名儀

経営では製糸業法の廃業と見做され、片倉共栄

製糸の名儀では表面上は差し支え無いという。

但し、実質上は会計、繰糸其他一切の経営は、

片倉製糸に帰属しているが故に厳格に見るとき

は廃業と見做されるという（製糸業法施行規則
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第8条）。後の傍系会社の合併・買収は、製糸

業法の規定に基づく対策でもあったとみること

ができる。

資料６

製糸事業委任契約書（47）

片倉製糸紡績株式会社（以下単ニ甲者ト称ス）

ハ片倉共栄製糸株式会社（以下単ニ乙者ト称

ス）ト製糸事業経営ニ関シ協約スルコト左ノ如

シ

第一條　乙者ハ事業遂行上甲者ノ協力ヲ便ト

スルニ付経営ノ一部ヲ甲者ニ委任シ甲者ハ

受諾ノ上乙者名義ヲ以テ事業ヲ執行スルモ

ノトス

一、購繭、乾燥、繰糸、再繰並ニ会計ニ関

スル一切ノ件

二、生糸並ニ副産物ノ販売ニ関スル一切ノ

件

三、営繕、改築其他需要品ノ購入ニ関スル

一切ノ件

四、従業者ノ任免並ニ俸給、賞与支給ニ関

スル一切ノ件

五、従業者ノ表彰、退職、手当、弔慰及見

舞等ニ関スル一切ノ件

六、前各項ノ外事業経営上甲者ニ於テ必要

ト認メタル事項

第二條　本契約ニ依リ本期末収支計算（前期

繰越損金ヲ除ク）ニ於テ純益金ヲ生シタル

場合ニハ甲者、乙者折半シテ分配シ其乙者

ノ収得スヘキ分配金ハ乙者カ甲者ヨリ借入

金返済ニ充当スルモノトシ欠損ヲ生シタル

場合ハ甲者ニ於テ之レヲ負担スルモノトス

但シ天災地変其他不可抗力ニ基因スル損失

ハ甲者之レヲ負担セサルモノトス

第三條　甲者ハ乙者ノ状態ニ鑑ミ乙者カ甲者

ヨリノ借入金ノ内金貳拾貳萬五阡円ニ対シ

テハ当期間（四月壹日ヨリ明年三月末日ニ

至ル）ノ利子ヲ特ニ免除スルモノトス

第四條　本契約ノ存続期間ハ昭和九年六月壹

日ヨリ昭和拾年三月末日ニ至ルモノトス但

シ甲者乙者協議ノ上期間ノ延長ヲナスコト

ヲ得ルモノトス

本契約ヲ証スル為メ本書ハ之レヲ貳通作成シ

甲者乙者各其壱通ヲ所持スルモノトス

　　昭和九年六月　日

　　　　東京市京橋区京橋三丁目二番地四

　　　　　甲者　片倉製糸紡績株式会社

　　　　　　　代表取締役　今井　五介

　　　　新潟県中蒲原郡五泉町五泉

　　　　　乙者　片倉共栄製糸株式会社

　　　　　　　代表取締役　片倉　三平

片倉共栄製糸㈱が経営を片倉製糸紡績㈱に委

任する内容は、上記契約書第一條に記す購繭か

ら生糸製造及び生糸（副産物を含む）の販売の

ほか、営繕・改築、その他必要な物品の購入、

更には従業員の任命と免職、賃金（俸給、賞与、

手当）支給、表彰、退職、弔慰・見舞等製糸事

業全般に亘る関与を規定する。決算において純

益金が生じた場合には、両者折半し、片倉共栄

製糸㈱の収得する分配金は、片倉製糸からの借

入金返済に充当すること。また欠損金が生じた

場合は、天災地変等不可抗力を除き、片倉製糸

の経営上の責任として同社が負担することにし

ている。

1）片倉共栄製糸㈱の土地、建物、工場設備等
片倉共栄製糸の土地は、1929（昭和4）年12

月31日現在、3,085坪（登記簿上の内訳・宅地

1,261坪、田1,384坪、畑26坪、池沼414坪）

である（48）。同年中は、建物、工場設備、機械

器具共に工事中であった。同社の繰業は、翌

30年からである。同社の土地は、1930（昭和5）

年に入り、504坪（田）を買入れて合計3,594
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坪に増加する。建物は、同年12月31日現在、

建坪1,042坪8合（延坪1,360坪5合5勺）。工

場設備は、6条繰普通式繰糸機（織田式繰糸機）

136釜、再繰機80窓、煮繭機（KC式・30R）1

台、翌31年に煮繭機（KC式）30Rを36Rに改
造する（49）。1934（昭和9）年2月に 式繰糸機

を採用し、翌35年7月15日に御法川式多条繰

糸機（20条）136台を設備する（50）。機械器具に

関しては、1930（昭和5）年に乾繭機・今村式

特大型自動乾繭機1台、今村式1号型自動乾繭

機（4段）1台、帯川式4号型火熱式（台車2台）

設置。旧来の火熱式乾燥機を一部使用しながら

も、最新型の自動汽熱式乾繭機を中心に設備し

ている。汽罐は、横置式単筒汽機5馬力1台、

同2馬力1台、縦置式単筒汽機3馬力1台。三相

交流誘導電動機・2馬力3台、1馬力3台、 2
1 馬

力1台。その他に手押消火用ポンプ1台を設置

する。機械器具は、翌31年においても同様で

ある。片倉共栄製糸㈱は、片倉越後製糸㈱に比

べ工場規模が小さいためか、防火用ポンプの設

備は貧弱である。また貨物自動車の保有はみら

れない。

片倉共栄製糸の繰業期間は、1930（昭和5）

年に春挽2月11日～ 6月21日間の127日、夏挽

6月24日～ 12月31日間の180日、合計307日で

あった。工場建物・機械設備等の建設・設置か

ら実際に稼動に至るには、翌30年2月中旬まで

期日を要したことになる。同年1 ヶ年の生糸生

産高は、白21中420梱2分、黄21中216梱6分、

2等糸白21中2梱4分、合計639梱である。釜

数136釜、この1釜当り生糸生産高4梱7分、職

工数136名、この本業手延1日当り生糸1梱1分

であった。同社の生産能力は、翌年更に増加す

る。1931（昭和6）年の繰糸期間は、春挽1月2

日～ 6月19日間の135日、夏挽6月24日～ 12

月30日間の169日2分、合計304日2分であった。

前年より1 ヶ月以上早く繰業したにもかかわら

ず、繰糸期間が数日少ないのは、大日本中央蚕

糸会の決議に基づき、3月1日より3月31日迄

の1 ヶ月間休業したことによる。1 ヶ年の生糸

生産高は、白21中633梱、黄21中187梱1分、

2等糸白21中4梱、合計824梱6分である。釜

数前年同様136釜、この1釜当り生糸生産高6

梱1分、職工数前年と同じく136名、この本業

手1日当り2梱7分であった。片倉共栄製糸の

生産能力は、この2年間で前者1.3倍、後者

2.5倍に各増大する。この原因として考えられ

ることは、特約養蚕組合の増加と社製優良蚕品

種の配付拡大のほか、機械設備及び女工の繰糸

能力向上などを挙げることができよう。片倉共

栄製糸傘下の特約組合については、1930（昭和

5）年に「春蚕期ハ桑葉モ充分気候モ順調先ヅ

以テ満作ト言フヘシ　夏蚕ハ普通五分作、秋蚕

六分作、晩秋八分作見当ナリ組合ハ何レモ八分

作ナリ」、また翌年の春蚕期に「関係養蚕組合

ノ蚕作ハ何レモ良好ナリ」との報告がみられ

る（51）。特約組合配付の片倉社製蚕種と社外蚕

種の品質格差に付いては後述。

片倉製糸『取締役会議案綴』（各年度）によ

れば、片倉共栄製糸株式会社は、同社創立以来、

製糸工場施設の建設・増改築、例えば工場のほ

か煮繭場、動力室、浴場、寄宿舎、既設建物の

模様替、煙突（鉄筋コンクリート製）2本、乾

燥用汽罐（ボイラー）2台や織田式索緒機付普

通釜の設置、貯繭倉庫の新増設、倉庫内タン

ク・水槽下利用倉庫（穀・味噌倉）設備、繭扱

場増築、乾繭冷却輸送装置設置、社宅新設など

工場設備の新増設を推し進めていた。

2）片倉社員の直営工場・傍系工場間異動
1929（昭和4）年11月8日に、片倉武井製糸

所より吉江忠正が片倉共栄製糸㈱所長に任命さ

れる（52）。同日、同社現業長に田口栄治（前勤

務先不明）が任命される。1932（昭和7）年4

月28日に、片倉飯田製糸所・技師補の岩田　
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正が同社現業長の辞令が下る（53）。同日、片倉

共栄製糸㈱・現業長の田口栄治（技師補）は、

多摩製糸㈱在勤命令が下る。同年5月18日、片

倉共栄製糸㈱所長・古江忠江（参事補）は休職

を命じられ、同日片倉越後製糸㈱所長・伊藤隆

衛（参事）が片倉共栄製糸㈱所長兼務の下命を

受ける。同年7月18日に片倉製糸本社勤務の上

條正雄（参事補）は、片倉共栄製糸㈱次長を拝

命する。上條次長の片倉共栄製糸転勤は、片倉

共栄製糸所長を兼務する伊藤所長を輔佐するた

めに急遽任命されることになったのであろう。

3）片倉共栄製糸の片倉製糸試験研究機関の利用
片倉共栄製糸は、創立間も無い1930（昭和5）

年1月23日に早くも片倉研究所に、煮繭手・野

口　広を煮繭研究のために派遣する（54）。更に

片倉共栄製糸は、同年片倉研究所に用水分析を

依頼し、研究所は、10月14日に用水分析成績

を同社に報告する。片倉共栄製糸取締役の二宮

良吉が、同年9月26日に片倉研究所を視察して

いる。翌31年には片倉講習所（研究所を改称）

への製糸用水や石炭の分析依頼及び視察は無い。

③ 日東紡績株式会社金沢製糸所（社長・二代

　 片倉兼太郎、専務・片倉三平（後、社長））

日東紡績株式会社は、1923（大正12）年4月

に、片倉製糸と地方有志の共同出資により設立

の福島精練株式会社（翌年福島紡織株式会社と

改称）と片倉製糸経営の岩代絹糸紡績所を合併

して、改称創立（資本金500万円）したことに

始まる（55）。日東紡績㈱は、翌年名古屋紡績、

郡山絹紡工場を買収し、1930（昭和5）年5月

には金沢製糸所を新設して製糸事業を兼営する。

1934（昭和9）年3月に同所に絹布工場を併設

して、製糸 ― 絹織物一貫生産を開始する。金

沢製糸所は、当初片倉製糸の直営とする予定で

あったが、片倉製糸の多角化の一環としてこの

生産生糸を原料とした絹布工場の設立を前提に、

日東紡績株式会社に移管することになった。

1）金沢製糸所の土地、建物、工場設備等
1930 ～ 31年の金沢製糸所創設当初の土地、

建物、工場設備、機械器具について具体的に明

らかにしていこう。

金沢製糸所建築工事中の1930（昭和5）年2

月～ 5月に、日東紡専務取締役の片倉三平のほ

か、片倉製糸の社長（片倉兼太郎）、駿河台重

役（片倉直人常務）、金富町重役（片倉脩一常

務）が視察・指導を行っていた（56）。金沢製糸

所の開業後も片倉製糸の社長、重役の視察が相

次ぐ。

金沢製糸所の土地は、1930（昭和5）年12月

31日現在、工場敷地16,181坪（片倉製糸紡績

株式会社名義）、この価格76,130円91銭、地価

2,649円18銭、登記面積・田地90筆453畝18歩、

畑地6筆4畝10歩、雑地8筆2畝22歩（57）。建物

は同じく建坪2,218坪2合4勺（事務所外19棟）、

延坪3,141坪7合4勺、工費209,531円63銭（長

組、伊藤組。小林組請負）であった。翌31年

に1棟増築し、同年12月31日現在、建坪2,244

坪8合7勺（事務所外20棟）、延坪3,175坪8合

7勺、工費210,775円70銭に増加する（58）。

金沢製糸所の工場設備・機械器具は、1930

（昭和5）年12月31日現在、御法川式多条繰糸

機30条120台、20条126台。普通繰糸機（ 製）

5条15釜（口挽用）。御法川式再繰機5条198窓。

千葉式煮繭機複式1台、単式1台。共立商会製

セリプレーン機1台。大和三光式自動輸送乾燥

機8段3台。汽罐3基、第1号1905年英国ヒッ

ク会社製（ランカシャ型）、第2号1907年住友

別所工業所製（ランカシャ型）、第3号1930年

5月木村鉄工所製（ランカシャ型）。電動機5台

（公称馬力23馬力）。セントリヒエーガルポン

プ2台（公称馬力9.5馬力）、ウインチ1台（公

称馬力3.0馬力）、ウオシントンポンプ1台、エ

ンジン4基（公称馬力46.5馬力）、キャリアシ
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ステム1基、屑物整理機2台、消火栓10 ヶ所、

工場設備費164,776円94銭。6月10日購入のシ

ボレー 1トン積トラック1台（価格2,270円）。

金沢製糸所は、開業当初より、御法川式多条繰

糸機の全面的な導入を始めとして、高能率の機

械設備を使用した最新鋭の製糸工場といえよう。

翌年には電動機2台増加し、合計7台（公称馬

力29馬力）、その他除水機1台、旋盤1台、精

米機1台、蛹圧縮機1台の追加購入がみられる。

繰糸機、煮繭機、乾燥機に変更はない。

金沢製糸所の1930（昭和5）年の繰業期間は、

春挽が開業日の5月18日より6月30日までの

41日5分、夏挽7月1日より12月31までの170

日、合計211日5分である。生糸生産高は、同

年白629梱1分（白14中574梱1分、白17中55

梱）、2等白21中18梱5分である。この時期は、

御法川式多条繰糸機によって絹靴下用原料糸の

白14中生糸生産に殆ど特化した生産構造であ

った。翌年の生糸生産高は、白1,061梱9分

（白14中971梱8分、白17中90梱1分）、黄144

梱8分（黄21中のみ）、2等糸51梱6分（白21

中46梱3分、黄21中5梱3分）に増大する。生

糸生産高（本糸）は、前年に比べ約2倍増加し

ている。繰業日数は、1931（昭和6）年に春挽

1月3日～ 7月5日まで142.5日、夏挽7月7日

～ 12月30日まで162日、合計304.5日。前年

より93日増えたために、生糸生産高の上昇が

みられたわけであるが、春挽期間中の3月に蚕

糸業組合中央会の決議に基づき、生糸生産調節

として1 ヶ月間休業していた。前年比約3 ヶ月

間の繰業日数の増加とはいえ、この僅か2年の

間に生産力は、急激に高まる。釜数は、前年同

様261釜、1釜当りの生糸生産高は、2梱5分か

ら4梱8分に、就業日数の増加（1.44倍）を考

慮しても1梱2分（1.92倍）の上昇がみられる。

職工数は、256人から261人へ若干の増加がみ

られる中で、本業手延1日当り生糸124匁8分

から142匁5分へ、17匁7分の上昇を実現する。

こうした生産力伸展の主な原因としては、特約

養蚕組合及び特約取引繭量の増加や特約養蚕農

民への片倉社製優良蚕種の供給拡大などが推測

しうる。

なお、1934（昭和9）年3月設立の日東紡金

沢絹布工場使用の原料生糸は、同社金沢製糸所

が専ら常時供給していたとは限らないようであ

る。金沢絹布工場設立以前の1930（昭和5）年

度（6月1日～翌年5月31日）に金沢製糸所の

生糸生産数量9,868貫の内、9,526貫（96.5％）

が輸出向であった（59）。この「目的繊度糸格」は、

「14中90点」で北陸地方所在製糸工場の中で最

高品位である。1932（昭和7）年度（6月1日～

翌年5月31日）には、金沢製糸所の生糸製造数

量は、14,012貫であるが、輸出向生糸販売数

量は、僅か春蚕糸2,381貫（価額87,124円）に

すぎず、夏秋蚕糸に関しては、輸出向生糸販売

は皆無であった（60）。地遣向生糸販売数量は、

春蚕糸264貫（価額10,619円）、夏秋蚕糸339

貫（価額12,305円）、合計603貫（価額22,924

円）である。生糸の製造数量と販売数量との間

には開差があるとはいえ、生糸の販売数量（輸

出向と地遣向合せて）が製造数量の2割強にと

どまることは、この年の製造生糸の大部分が金

沢絹布工場設立以前に日東紡績社内で既に絹布

原料糸に使用されていたことになる。製造生糸

が販売されずに、社内に大量保留されていたと

は考えにくい。輸出用生糸と地遣用生糸の販売

単価を比べると、前者春蚕糸1貫当り36円59銭、

後者春蚕糸1貫当り40円22銭となり、販売単

価は、地遣用生糸が輸出用生糸を上回る。地遣

用生糸が絹織物原料糸として使用されていたこ

とを考えると、この年国内外向絹織物需要が旺

盛で、絹布価格の上昇に伴い、絹布原料糸とし

て金沢製糸所生産生糸の大部分が振り向けられ

たものと思われる。
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日東紡績金沢絹布工場が設立された1934（昭

和9）年度（6月1日～翌年5月31日）には、金

沢製糸所の生糸製造数量は14,228貫（春蚕糸、

夏秋蚕糸共）であり、輸出生糸の販売数量は

12,261貫、内春蚕糸5,232貫（価額201,807円）、

夏秋蚕糸7,029貫（価額275,589円）であっ

た（61）。上記生糸販売数量からして、金沢製糸

所の生糸製造数量の大部分が輸出向に販売され

ていたことが推測できる。輸出生糸の販売単価

は、春蚕糸が1貫当り38円57銭、夏秋蚕糸1貫

当り39円21銭になり、春蚕糸、夏秋蚕糸共に

地遣生糸の販売単価（春蚕糸31円20銭、夏秋

蚕糸29円91銭）を大幅に上回っていたことか

ら、金沢製糸所の生産生糸は、金沢絹布工場の

絹布原料糸としてではなく、輸出用に大部分販

売されていたのであろう。国内向、海外向絹織

物価格と輸出生糸価格の動向によって使い分け

されていたようである。

1936（昭和11）年度（6月1日～翌年5月31

日）には、金沢製糸所の生糸製造数量20,815

貫（春蚕糸、夏秋蚕糸共）であり、輸出向生糸

の販売数量は、7,636貫（春蚕糸、夏秋蚕糸共）

にすぎず、この年金沢製糸所の生産生糸の大部

分は、金沢絹布工場向けの絹織物用原糸として

使用されていたと判断できる（62）。

金沢絹布工場新設後、金沢製糸所の生産生糸

は、基本的に同工場へ絹織物用原料糸として供

給されているとはいえ、絹織物価格と生糸価格

の動向によっては、即ち絹織物需要の減退と生

糸需要の増大が生じた場合には、社外への生糸

販売に切り替えていたのであろう。

片倉製糸『取締役会議案綴』（各年度）によ

れば、日東紡績㈱金沢製糸所は、同所設立以後

も乾燥機電化の要請、貨物自動車購入、再繰機

増設、御法川式多条繰糸機の糸枠回転調節装置

設備、高松乾繭場（河北郡高松町）買収など工

場設備の新増設を行っていたことが判明する。

2）片倉社員の直営工場・傍系工場間異動
限られた資料の中で、金沢製糸所を巡る片倉

製糸の社員異動に関しては、金沢製糸所長・阿

部時三郎（参事）は、1929（昭和4）年10月1

日付の発令で、片倉鳥栖製糸所・現業長より赴

任する（63）。那谷事務長については、前任の工

場不明。1930（昭和5）年1月11日に片倉本社

辞令により、片倉川岸製糸所の技手・田畑文治

は、金沢製糸所在勤を命じられる（64）。1931（昭

和6）年7月19日に金沢製糸所参事補・小林忠

佐は、片倉越後製糸㈱へ転任し、同月23日に

三沢佐久二（書記）が片倉越後製糸㈱より金沢

製糸所へ転勤する（65）。

3）金沢製糸所の片倉製糸試験研究機関利用
金沢製糸所の所長（若しくは現業長共に）が、

同所開業以前の1929（昭和4）年11月6日に片

倉研究所を視察する（66）。翌年1月18日にも金

沢製糸所の阿部所長が、研究所を視察する（67）。

更に、同年8月28日金沢製糸所の北原　昶が、

研究所を視察する。同年金沢製糸所は、研究所

に石炭分析（2種）を依頼し、11月26日に研究

所から同成績報告を受ける。金沢製糸所は、

1931（昭和6）年に片倉講習所に水質分析を2

度に亘り依頼し、8月12日、11月24日に講習

所は、金沢製糸所にこの分析結果を報告す

る（68）。金沢製糸所から田畑文治が同年1月30

日に、阿部所長が、同年7月20日に講習所をそ

れぞれ視察する。以上の如く、金沢製糸所より

研究所（講習所）を頻繁に視察し、或いは同所

に製糸用水分析を依頼していた。

２．北陸地方の蚕糸業動向～蚕種業を
　　中心に

第1表に示すように、1932（昭和7）年度に

北陸4県の内、新潟県の産繭量（150万貫余）は、

他の3県、即ち石川県（60万貫弱）、福井県（38



― 116 ―

専修大学社会科学年報第 47 号

万貫余）、富山県（22万貫余）を圧倒し、隔絶

した地位にある。既述の片倉傍系製糸会社2社、

即ち片倉越後製糸株式会社と片倉共栄製糸株式

会社は、北陸地方最大の養蚕県＝新潟県に設立

をみたことが分かる。日東紡績㈱金沢製糸所は、

新潟県に次ぐ、北陸地方第2位の養蚕県であり、

全国有数の絹織物産地でもあった石川県に設置

されていた。同年新潟県内の郡別産繭量を10

万貫以上に限定すると、北蒲原郡を筆頭に南魚

沼郡、古志郡、北魚沼郡、中魚沼郡、岩船郡、

中蒲原郡の7郡に及ぶ（69）。蚕種製造量は、北陸

地方の中で新潟県（300万グラム余）と富山県

（250万グラム余）が傑出しており、特に富山

県の原蚕種製造量（43万蛾余）は、新潟県の

原蚕種製造量（16万蛾余）を遥かに上回る点

に特色がある。蚕種業に関しては、新潟県を中

心にみると、新潟県内では、主要蚕種製造地方

は、同年南魚沼郡（63万枚余）、北蒲原郡（51

万枚余）、北魚沼郡（50万枚余）、中蒲原郡（30

万枚余）の4郡に集中する（70）。就中、中蒲原郡

は、「散卵」製造において県内蚕種製造総量の

6割を占めていた。次第に「散卵」製造量が新

潟県において増加し、1940（昭和15）年には

「平付」製造量を上回るまでになる。中蒲原郡

は、「散卵」製造の県内先進地方であった。蚕

種掃立量は、産繭量同様に新潟県が突出してい

る点は変りないが、養蚕農家1戸当りの掃立数

量については、新潟県（47.45グラム）と石川

県（46.66グラム）が近接しており、北陸地方

においてこの2県の蚕種掃立規模が大きい点に

特徴があった。

北陸諸県の中で、1929（昭和4）年度に原蚕

種の内、大部分を占める白繭種製造量は、新潟

県と富山県では違いがあり、新潟県（白繭種

111,487蛾）は、「国蚕系」（91,924蛾）が中心

であるのに対し、富山県（白繭種439,348蛾）

は、「地方蚕業試験場系」（262,004蛾）中心で

あった（71）。黄繭種に関しては、新潟県、富山

県何れも「国蚕系」に統一されているといって

よい程である。

北陸地方において、富山県は、藩政時代にま

で逆上る、原蚕飼育分場の最も古い歴史を持ち、

石川県が明治25，26年、福井県は明治30年か

ら始まる、といった指摘がある（72）。また1930

（昭和5）年当時、原蚕飼育分場として長所と

認める点に関して、「桑ニ関スル長所」では新

潟県、富山県、福井県が「桑葉良質ナルコト」

であり、「飼育ニ関スル長所」では、新潟県が

「飼育技術優秀ナルコト」、新潟県と福井県が「蠁

蛆ノ被害無ク又ハ少キコト」を挙げている（73）。

上記何れにも新潟県が登場しており、原蚕飼育

分場地として最適であったことを窺わせる。

新潟県内の主要な原蚕飼育地方は、南魚沼郡

山間部地方、北魚沼郡山間部地方、三島郡信濃

川・渋海川沿岸地方であった（74）。「分場トシテ

長所ト認ムル点」は、南魚沼郡山間部地方が

　第1表　北陸地方の蚕種製造量、蚕種掃立量・規模、産繭量（昭和7年度）

蚕種製造総量
内　　　訳

蚕種掃立量 養蚕農家一戸
当り掃立数量 産繭量

原蚕種 普通蚕種
グラム 蛾 グラム グラム グラム 貫

新潟県 3,078,478 164,276 3,023,475 2,939,451 47.45 1,533,426
富山県 2,597,806 434,812 2,452,222 416,183 28.66 222,162
福井県 1,618,031 121,996 1,577,184 635,605 38.56 385,436
石川県 631,865 28,546 622,307 991,047 46.66 591,692
合 計 7,926,180 749,630 7,675,188 4,982,286 43.64 2,732,716

（資料）農林省蚕糸局編『昭和八年十二月　蚕糸業要覧』昭和 8年、14、18、30 頁より作成。
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「土地高燥ニシテ桑葉充実スルコト」、北魚沼郡

山間部地方が「桑葉充実スルコト」、三島郡信

濃川・渋海川沿岸地方が「一、技術優秀ナルコ

ト、二、蠁蛆ノ被害少キコト」にあった。この

3地方の中で、「分場開始年」が最も古く、明

治41年に始まる北魚沼郡山間部地方は、「南魚

沼郡ニ移ルモノ多シ」といった状況にある。

次に、新潟県内に創設の片倉越後製糸株式会

社と片倉共栄製糸株式会社に、専属蚕種製造会

社として蚕種供給を行う北越蚕種合名会社の設

立前史及びその経緯と同社蚕種製造動向等につ

いて明らかにしたい。

３．北越蚕種合名会社設立と片倉製糸
　　の蚕種製造委託

（1）北越蚕種合名会社設立前史

北越蚕種合名会社（新潟県中蒲原郡五泉町）

は、片倉製糸よりの蚕種製造委託を受けて、

1931（昭和6）年から片倉越後製糸株式会社と

片倉共栄製糸株式会社に蚕種供給を行うことに

なる。この経緯を明らかにする前に、直近の片

倉製糸（長岡出張所、金沢出張所）及び片倉越

後製糸㈱の特約養蚕組合について言及しておこ

う（75）。

既述の平野製糸所所属の長岡出張所（新潟県

長岡市）において、1929（昭和4）年度に傘下

特約組合員・春期1,464人、夏秋期1,427人、

この内、春期の特約組合員は、すべて蚕業技術

員の指導を受けており、夏秋期の特約組合員は、

1組合・58人を除き、この指導を受けていた。

また蚕業技術員は、春・夏秋期共に10人有り、

その所属先は、片倉製糸に所属する蚕業技術員

が春期7人、夏秋期8人居り、片倉製糸以外の

所属先は、春期に町村又は農会所属3人、夏秋

期に特約組合直属2人にとどまる。片倉製糸所

属の蚕業技術員が大部分を占め、蚕児飼育・栽

桑の指導・統一が進んでいたとみることができ

る。蚕種の統一状況に関しては、片倉社製蚕種

が春期61％、夏秋期92％、指定又は承認蚕種

が春期39％、「関係ナキ」蚕種が夏秋期8％で

あった。社製蚕種の統一が大方進み、夏秋期で

は9割台まで達成していた。但し、片倉製糸傍

系会社の片倉米穀肥料株式会社（76）製肥料の使

用数量（対蚕種100枚当り）は、春期30貫、夏

秋期27貫にとどまる。後述の金沢出張所傘下

の特約組合よりも大分少ない。特約組合と組合

外から購入の白繭では、「糸量」（春期・生繭

100匁当り組合11.5匁、組合外11.8匁、夏秋

期・同組合10.7匁、組合外9.8匁）と「立口」

（春期・（生糸20匁繰糸所要時間）組合1時間

35分、組合外1時間40分、夏秋期・同組合1時

間40分、組合外1時間53分）に各開差が生じ

ている。特約組合産繭の優れた品質を物語るが、

春期・組合外「糸量」は組合「糸量」を上回っ

ていることから、社外蚕種の中に優良蚕種の存

在を窺わせる。但し、社製蚕種の統一が進む夏

秋期において、この開差が顕著である。片倉製

優良蚕種の特性が如何無く発揮している証左で

あろう。同じく黄繭について比べると、春期の

「糸量」（組合11.3匁、組合外11.1匁）と「立

口」（組合1時間28分、組合外1時間37分）共

に、特約組合産繭が優れていた。夏秋期には黄

繭購入は、無い。

尾沢製糸所所属の金沢出張所（石川県金沢

市）において、1929（昭和4）年度に傘下特約

組合員・春期993人、夏秋期1,110人、この組

合員すべてが蚕業技術員の指導を受けていた。

蚕業技術員は春期13人、夏秋期9人有り、その

所属先は、片倉製糸に所属する蚕業技術員が春

期11人、夏秋期6人居り、片倉製糸以外の所属

先は、春期に町村又は農会所属2人、夏秋期に

特約組合直属1人、町村又は農会所属2人であ

った。片倉製糸所属の蚕業技術員が殆ど大部分
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である。片倉製糸の蚕業政策を推進する上で、

大きな力となったであろう。蚕種の統一状況に

関しては、片倉社製蚕種が春期100％、夏秋期

95％、夏秋期の残る5％は、「関係ナキ」蚕種

である。社製蚕種の統一が春期に完全達成し、

夏秋期においても社製蚕種完全統一目前であっ

た。また、片倉米肥製肥料の使用数量（対蚕種

100枚当り）は、春期に52貫、夏秋期43貫有り、

前記長岡出張所傘下の特約組合と比べて、春期

では1.73倍、夏秋期1.59倍の格差が生じてい

た。特約養蚕組合と組合外から購入の白繭と黄

繭は、何れも特約組合産繭が勝っていた。即ち、

白繭についてみると、「糸量」（生繭100匁当り）

は春期・組合12.1匁、組合外11.9匁、夏秋期・

組合12.4匁、組合外10.5匁、「立口」（生糸20

匁繰糸所要時間）が春期・組合1時間20分、組

合外1時間29分、夏秋期・組合1時間40分、組

合外2時間14分である。春期、夏秋期共に組合

白繭の高品質を示す。特に夏秋期の「糸量」、

「立口」は共に、春期以上に開差が生じている。

黄繭に関しては、「糸量」は、春期・組合12.8

匁、組合外11.8匁、夏秋期・組合11.5匁、組

合外なし。「立口」は、春期・組合1時間14分、

組合外1時間24分、夏秋期・組合1時間46分、

組合外なし。「糸量」、「立口」共に、特約組合

産繭が組合外産繭を上回り、組合産繭品質の優

良性を確認できる。なお、蚕業技術員1人当り

の受持戸数は、春期76戸、夏秋期123戸で、上

記長岡出張所傘下の特約組合よりも遙に少ない。

特に春期では約半分程度にすぎない。片倉製糸

の蚕業政策の浸透が蚕業技術員を通して、一層

増すことになろう。金沢出張所は、日東紡績㈱

金沢製糸所設立と共に移譲されており、従って

組合地盤もまた同所に引継がれて、上述の如く

長岡出張所傘下の特約組合以上に、特約組合へ

の片倉製糸の蚕業技術員による養蚕・栽桑指導

及び社製蚕種統一の達成度、片倉米肥製肥料の

使用数量、特約組合産繭の優良性など高水準を

実現していたことは、同所設立当初よりの御法

川式多条繰糸機設置の重要な前提条件が既に整

っていたことを示す。

片倉越後製糸株式会社において、1929（昭和

4）年度に傘下特約組合員・春期631人、夏秋

期630人、この内、春期の組合員は、すべて蚕

業技術員の指導を受けるが、夏秋期の特約組合

員の15組合・457人は、蚕業技術員の指導を受

けていない。夏秋期には、630人中僅かに173

人の特約組合員が蚕業技術員の指導を受けてい

るにすぎない。比率にして3割弱である。蚕業

技術員は、春期8人、夏秋期6人有り、その所

属先は、片倉製糸に所属する蚕業技術員が春期

8人すべて、夏秋期には1人のみである。片倉

製糸以外の所属先は、夏秋期の残る5人がすべ

て特約組合直属であった。上記長岡出張所、金

沢出張所を含めてみても、片倉越後製糸の夏秋

期に片倉製糸所属以外の蚕業技術員が多数を占

めていた点は、特徴的である。片倉製糸の蚕業

政策の徹底を欠くことになろう。蚕種の統一状

況に関しては、春期に片倉社製蚕種は5％、「関

係ナキ」蚕種が95％、夏秋期には片倉社製蚕

種41％、指定又は承認蚕種51％、「関係ナキ」

蚕種8％であった。春期には片倉社製蚕種の統

一は程遠く、夏秋期においても片倉社製蚕種の

統一は進まず、指定又は承認蚕種が中心を占め

ている。また片倉米肥製肥料の使用数量（蚕種

100枚当り）は、春期21貫、夏秋期皆無であっ

た。片倉越後製糸傘下特約組合の桑園用配合肥

料使用量は、金沢出張所や長岡出張所傘下の特

約組合を大きく下回る。金沢出張所傘下特約組

合の施肥量（春期）の40.4％にすぎない。桑

園肥料の使用量の制約は、産繭品質に大きな影

響を与えたことであろう。片倉越後製糸の購入

原料繭の内、白繭についてみると、特約組合産

繭と組合外産繭に「糸量」及び「立口」に開差



片倉製糸の北陸地方における製糸業経営と蚕種配給体制

― 119 ―

が生じていたが、黄繭は、組合産繭と組合外産

繭の間にこの開差の逆転現象がみられる。白繭

の「糸量」（生繭100匁当り）は、春期・組合

12.1匁、組合外11.9匁、夏秋期・組合11.1匁、

組合外10.2匁、「立口」（生糸20匁繰糸所要時

間）は、春期・組合1時間7分、組合外1時間

11分、夏秋期・組合1時間54分、組合外2時

間である。上記数値は、春期、夏秋期共に糸量

の多さ、解舒時間の短さから特約組合産繭の高

品質を示す。但し、この春期の産繭品質は、金

沢出張所の購入産繭並若くはそれ以上の品質の

優良性があり、組合産繭と組合外産繭の品質に

大差がないことは、新潟県内の産繭品質は一般

的に高いことが窺える。なお、夏秋期白繭につ

いては、春期白繭に比べて組合産繭と組合外産

繭の品質格差が大きく、しかも片倉越後製糸傘

下の組合産繭の品質は、金沢出張所傘下の組合

産繭に大きく劣る、という特徴があった。黄繭

に関しては、その「糸量」は、春期・組合

11.9匁、組合外12匁、「立口」は、春期・組合

1時間4分、組合外1時間4分である。黄繭品質

は、組合産繭と組合外産繭に大差なく、寧ろ組

合外産繭が優る傾向にあった。白繭以上に黄繭

の品質改善が求められる。夏秋期の黄繭は、

「糸量」、「立口」の数値計測は無く、組合、組

合外共に購入は、皆無だったようである。

以上の如く、片倉越後製糸の抱える問題点、

改善の余地が多いことは、明らかである。即ち、

繭特約取引の拡大に加え、蚕業技術員の養蚕、

栽桑両面に亘る指導を受ける特約組合・組合員

の増加、片倉製糸所属の蚕業技術員の増大、社

製蚕種の統一実現、片倉米肥製肥料使用量増加

等の問題克服・解決策の一つは、地元の有力蚕

種製造家を片倉製糸の専属蚕種製造所として、

片倉社製優良蚕種の普及と技術指導等を実現す

る必要があった。片倉製糸にとって片倉越後製

糸と片倉共栄製糸が成功裏に存続するためには、

地元の有力蚕種家の協力によって片倉製糸の蚕

業政策の徹底を図ることが緊急且つ不可欠であ

ったといえよう。

（2）北越蚕種合名会社の設立経緯

1930（昭和5）年11月8日開催の片倉製糸取

締役会に片倉越後製糸株式会社と片倉共栄製糸

株式会社両社の関係する新潟県蚕種に関する議

案が上呈され、可決をみる。その議案内容は、

次の通りである。

資料７

共　新潟県蚕種ニ関スル件（77）

新潟県松田彦平外二氏（何レモ共栄重役）ノ合

資スル蚕種会社ヨリ其製造蚕種ノ全部約二万枚

（春一八、〇〇〇、秋二、〇〇〇）ノ購入方ヲ

契約シ 共ノ優良原料獲得並地盤擁護ノ資ニ

供セントス（本年春繭購入高 一〇一、〇〇

〇〆共三四、〇〇〇〆計一三五、〇〇〇〆）

理由

共原料地盤タル中、北蒲原郡ハ従来松田彦

平、二宮良吉、山崎新太郎三氏専ラ蚕種ヲ販売

シ又養蚕ノ指導ヲ為セリ然ルニ今回当社蚕業政

策ニ脅威セラレ三氏共同シテ蚕種会社（製造予

定二万枚）ヲ組織シ改善向上ヲ企ツルト共ニ新

潟県蚕糸課長ヲ介シテ製造蚕種全部ノ使用方申

出タリ

前記ノ三氏ハ地方蚕業功労者トシテ一般ノ信頼

厚ク蚕種成績亦認ムヘキモノアルヲ以テ此際益

之ヲ改良セシメ利用スルハ蚕品種統一ヲ速カナ

ラシメ且ツ助成費ヲ減スル等事業上頗ル有利ナ

リト思惟ス

新潟県蚕種購入ニ付契約事項

一．蚕種会社ハ毎年一月十日迄ニ其年度内蚕

種製造予定計画ヲ定メ当会社ノ同意ヲ求ム

ルコトヲ要ス但当会社ハ五月十日迄ニ所要

確定数量ヲ蚕種会社ニ通知スルコト
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二．蚕種会社ハ原蚕種撰定ニ関シテ当会社ノ

指定ニ従ヒ尚其ノ製造蚕種ハ当社ノ承諾ナ

クシテ他ヘ譲渡又ハ販売スルコトヲ得サル

コト

三．蚕種ノ保護ハ蚕種会社ノ責任トシ且蚕種

ハ当社ノ指定ニ従ヒ組合ニ配付スルコト

四．製造蚕種ノ病毒千分ノ一ヲ超ヘタルモノ

並原蚕飼育ノ不良、製造上ノ欠陥等ヲ認メ

タル時ハ購入セサルコト

五．蚕種ノ不良又ハ保護不適当ナル為メ違蚕

ヲ生シタル際ハ蚕種会社ニ於テ遅滞ナク之

ヲ解決スルコト

六．蚕種製造上遺憾ナカラシムル為メ当会社

ヨリ技術者ヲ随時派遣シ監督ナサシムルモ

ノトス

七．蚕種価格ハ当会社ノ配付価格ニ準シ七月

下旬協定スルモノトス

八．契約期間ハ昭和六年一月一日ヨリ向五ヶ

年トス契約満了ノ際当会社ノ希望ニヨリ更

新スルヲ妨ケサルコト

備考

　当会社トアルハ　 共　ヲ指ス

共部内蚕種所要見込枚数（春二〇、〇〇

〇枚、秋一五、〇〇〇枚）

中蒲原郡五泉町所在の有力蚕種家・松田彦平、

二宮良吉、山崎新太郎の3名は、1930（昭和5）

年に北越蚕種合名会社を設立する。松田彦平外

2名は、前述の如く、前年創立の片倉共栄製糸

株式会社の取締役で、松田彦平と二宮良吉は、

同社設立発起人、特に松田彦平は、発起人総代、

創立総会議長を務めた人物である。片倉共栄製

糸の設立に際し、地元側の中心的立役者であっ

た。片倉越後製糸株式会社と片倉共栄製糸株式

会社は、中蒲原郡と北蒲原郡を原料地盤として

おり、松田彦平外2名は、従来中蒲原郡、北蒲

原郡を蚕種販売と養蚕農民に技術指導を行う地

方としていたため、互いに対立する関係に立つ

ことになる。上記3氏が北越蚕種合名会社を設

立する背景には、特約大製糸＝片倉製糸の脅威

と地元有力蚕種業者の蚕種経営の危機が存在し、

この蚕種経営の十分な安定化を図るためには、

片倉製糸の実質上の専属蚕種製造所として再出

発することに将来を託そうとしたのであった。

松田等3名にとっては、予定行動ともいえよう。

両者は、対立関係から協力関係に転化すること

になる。片倉製糸の側にとっても、地元の有力

蚕種家と手を結ぶことは、蚕業政策上決して不

都合なことではなかった。片倉越後製糸が克服

すべき課題を抱えていたことは上述の如くであ

り、彼らの蚕種家としての社会的評価の高さに

加え、蚕種製造上の高い技術力を活用して、専

属蚕種製造所とすることにより、速やかに蚕品

種の統一を進めるほか、組合助成費の削減に資

するなど有利であった。

上記蚕種購入契約では、北越蚕種合名会社の

全製造蚕種約20,000枚、内春蚕種18,000枚、

秋蚕種2,000枚であった。片倉越後製糸と片倉

共栄製糸両社の所要蚕種見込枚数が春蚕種

20,000枚、秋蚕種15,000枚であるから、春蚕

種の9割と秋蚕種の1割強を北越蚕種合名会社

から調達することになる。秋蚕種に関しては、

両社の所要枚数からは大分掛け離れていた。こ

の不足分は、片倉製糸の側で補うことになろう

が、後述するように北越蚕種合名会社の蚕種供

給能力は、次第に高まる。蚕種購入の契約期間

は、1931（昭和6）年1月1日から向5ヶ年とす

る5年契約である。この契約内容では、原蚕種

の選定は、片倉製糸（契約上は片倉越後製糸と

片倉共栄製糸）の指定に従い、片倉製糸の承諾

無しに他へ譲渡又は販売することを禁じている。

また蚕種製造に当っては、片倉製糸より技術者

を随時派遣・監督するものとしていた。北越蚕

種合名会社が製造・供給する蚕種は、片倉製糸
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が主導権を握っている。資料７に記載の新潟県

経済部蚕糸課長（藤崎卓爾）から片倉普及団の

茂呂蔵一郎宛の11月5日付書簡（11月8日開催

の取締役会提出の添付資料）の中で、松田彦平

外2名と同行して「御依頼の件ニ関シ…上京親

しく事情開陳致度」との申入れを行っている。

この蚕種購入契約の成立は、新潟県当局の意向

を反映しているとみることができる。両者の会

談に先立ち、茂呂蔵一郎は、片倉製糸本社に昭

和5年10月29日付の、次のような意見具申を

行っている。

資料８

共関係、新潟県蚕種家に関する件（78）

一．松田彦平、二宮良吉、山崎新太郎の三氏

は今回蚕種製造を廃業して合資組織の蚕種

会社を設け二萬枚（春蚕一八、〇〇〇、秋

蚕二、〇〇〇）程度の蚕種を製造せんとす

二．製造蚕種の全部を監督部内に於て使用方

申出ありたり

三．原蚕種の選定、分場の管理、設備の充備

等ニつきては一層の注意を払ひ迷惑なきを

期するはづ

四．三氏はかくて営業の安定を得て 共の

ため出来る丈援助をなし優良組合を得せし

むること

「重役会へ」提出されたこの資料は、片倉越後

製糸株式会社の用箋を使用しており、茂呂蔵一

郎が新潟県に出張し、松田彦平たちと会い、申

出内容を纏めたものと思われる。この本社宛報

告が先の資料7の一部を構成する。

なお、昭和5年11月6日付で片倉越後製糸か

らの「地方蚕種家ト提携連絡ニ関スル件」の上

申書及び同社所長の伊藤隆衛からもこの件に関

する意見具申がみられる。

資料９

地方蚕種家ト提携連絡ニ関スル件（79）

当会社ニ於テ本年度ニ至リ特約組合設置ニ邁進

シ之レガ当然ノ結果トシテ蚕品種ノ統一上片倉

蚕種ヲ極力普及奨励シ養蚕家ノ之レニ応シテ組

合ヲ設置シ片倉蚕種ノ飼育者逐次増加シ為メニ

地方蚕種製造業者並ニ蚕種売買業者ハ不尠脅威

ヲ感ジ自己営業擁護ノ立場ヨリ荒唐無稽ノ言ヲ

放チ片倉蚕種ヲ攻撃シ養蚕家ヲ迷ハセ悲鳴ヲ挙

テ対抗策ニ狂奔シツゝアリ而シテ一面又地方養

蚕家中知識階級ニ属スル者（繭市場奨励者）等

モ県令ノ厳シキ繭並ニ蚕種売買取締規則ノ存置

ヲ楯ニシテ日ニ没落セントシツゝアル斯業者ノ

実状ヲ目撃シテ盛ンニ大資本主義ノ横暴ヲ鳴ラ

シ之レガ排斥ニ努メツゝアリ去リ乍ラ当所蚕業

政策遂行ノ為メ強キ心念ノ下ニ蚕品種ノ絶対的

統一ヲ目指シテ全力ヲ傾ケツゝアリト雖モ冷静

ニ当所蚕業政策遂行上ノ前途ヲ見ル時ハ前述各

関係業者ノ叫ヒヲ無稽ノ言トシテ無関心ニ片付

クル訳ニモ行カサルガ如ク特ニ最近区域内各繭

市場ノ業績極度ニ不振ノ為メ之レガ善後策ニ対

シ市場当事者ハ不尠苦悩シ全然市場組織ヲ変更

シテ組合製糸若クハ乾繭倉庫タラシメントシ

寄々協議ヲ重ネ或ハ視察員ヲ派遣シテ組合製糸

ノ組織内容等ニ付キ研究調査ヲ遂ケツゝアレバ

近キ将来ニ於テ何等カノ形ヲ以テ更生ヲ計ラン

トスルハ明カナル事実ニシテ当地一般ニ悪化セ

ル思想問題ト相俟ツテ当社ノ将来ニ対シ大イニ

考慮ヲ要スベキ事態ナリトス而シテ特ニ遺憾ナ

リシハ普及団製秋蚕種満月ハ前年ニ比シ虫質機

分虚弱ノ傾向ニアリタルモノゝ如ク相当違蚕者

ヲ生シタル為メ会社蚕種ノ進出ニヨリ年来ノ得

意ヲ奪ハレ不尠脅威ヲ受ケツゝアル地方蚕種製

造者及蚕種売買業者ハ好機逸スベカラズトナシ

批難攻撃ノ声ヲ高メツゝアリ其違蚕ノ原因ガ多

クハ飼育上ノ欠陥ヨリ来リタルモノナレバ一々

飼育上ノ不合理ナリシ点ヲ指摘シテ納得セシメ
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タリト雖モ県内県外ノ蚕種家ハ共ニ競フテ卵量

ヲ多クシ甚タシキモノニ至リテハ三十五蛾付ケ

一枚ニシテ十六、七瓦モ有リテ一般ノ収繭額八

貫ヲ下ラサルモノ尠ナカラス之レニ反シ会社満

月種ハ相当厚付ケニシテ豊作センモノト雖モ一

枚漸ク六メ四五百匁ニ過キスソレ以下ハ五メ前

后ノモノゝミ多数ノ有様ナル等片倉蚕種統一上

更ラニ考慮ヲ要スベキヲ感セラル時恰モ本県斯

業界ニ名望アル蚕種家松田、二宮、山崎、三氏

ハ共存共栄ノ範ヲ県下ニ率先シテ示サントシ時

代ノ趨勢ト自己営業ノ安泰ノ為メ三者合同シテ

合資組織トナシ提携連絡方懇談アリタル事ト現

在ノ地位ト年々製造セラルゝ蚕種ニ於テモ地方

ノ養蚕家ノ信用篤カリシ為メ各々春秋ヲ通ジ七

八千枚前后配布シテ餘ス所ナク隆盛ヲ極メツゝ

アリシモノナレバ之レト提携連絡シ御有力者ヲ味

方トシ斯業界ニ臨ムハ蚕業政策遂行上局面打開

シテ好果ヲ齎スベキヲ信シテ疑ハサルモノナリ其

実行方法ニ付キテハ以上事状ヲ参酌ノ上本社ニ

於テ徹底的最善方策ヲ定メラレシコトヲ望ム

資料10

　　松田、二宮、山崎三氏製造蚕種問題ニ
　　関スル私見（80）

別紙ノ如キ状態ナルニ鑑ミ左ノ私見ヲ具陳仕リ

候

一．特約組合ニ対シ片倉蚕種ノ優秀ナルヲ高

唱シツゝアル当会社ガ、或ル数量ヲ定メ三

氏製造蚕種ヲ買受ケ組合ニ配布スルハ至難

ナリ、組合員中ニハ三氏ノ製造蚕種飼育ノ

希望者モ相当アレドモ、希望ニ任セ選択セ

シムルトキハ組合ノ統制上不利ナルノミナ

ラズ、当会社ノ主張ヲ薄弱ナラシメ蚕種統

一上支障尠ナカラズ。

二．右ノ事由ヨリ考察シ更ラニ三氏製造蚕種

ノ成績ニ鑑ミ寧ロ三氏合資製造蚕種ヲ当社

ノ特定蚕種タラシメ全部当社特約組合ニ配

布スルコトトシ、原種ハ本社ニ於テ指定シ、

製造ニ関シ監督ヲナシ全力ヲ傾注セシムレ

バ好結果ヲ齎スベキヲ信ズ。

三．特定蚕種製造所トナセバ隨テ当社ノ組合

設置上ニモ共同戦線ニ起ツコトゝナリ、催

青ヨリ配布ニ至ルマデ責任ヲ負ハシメ一層

ノ好果アルベシ。

四．三氏ノ合資会社ヲ特定タラシムルコト仮

定セバ、絶対ニ他ニ売却セザル條件ヲ付シ

テ蚕種ヲ片倉会社ヨリ供給スルヲ最善ナリ

ト思惟セラル。

五．地方蚕種家若クハ養蚕家中ニハ本県蚕糸

業発達ノ為メ優良蚕品種ノ普及ヲ円満ニ遂

行セントセバ、片倉ノ原種ヲ地方蚕種家ニ

配給スルヲ妥当ナリト唱フルモノ尠ナカラ

ザル状態ニシテ、有力ナル三氏ヲ特定トシ

テ原種ヲ配給スルハ地方人心ノ緩和策トシ

テ有利ナルべク、将タ地方小蚕種家が片倉

ノ資本主義攻撃者、若クハ片倉特定組合反

対者タル地方繭仲買人等ノ声ヲ抑制緩和ス

ルニモ、三氏ノ味方トスルノ得策ナルベキ

ヲ信ズ。

　殊ニ此際特約条件ヲ付スルハ当会社ニ於テ

有利ナル立場ニアリト思惟セラル。三氏ガ

六年度製造予定ハ春蚕一万八千枚、秋貳千

枚ナリト云フ。

右御参考迄ニ申上候間宜シク御高配願上奉リ

候

　　昭和五年十一月六日　　伊藤　隆衛 ㊞

片倉製糸の特約組合拡大と片倉社製蚕種の配

付増加に伴い、地元蚕種製造業者や蚕種売買業

者、繭仲買人たちは、営業上の脅威から片倉社

製蚕種・特約組合を攻撃・反対し、また繭市場

を奨励する養蚕家は、斯業者の惨状を目撃して

「大資本主義」の横暴を訴えて排斥に乗り出し

たり、繭市場の業績不振に伴う打開策として市
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場当事者は、組合製糸或いは乾繭倉庫への転換

を指向するなど、片倉製糸の将来が危惧される

現状において、養蚕家の信用篤く、高度な蚕種

製造技術をもつ地元の有力蚕種家との提携（片

倉製糸の「特定蚕種製造所」）は、片倉製糸の

蚕業政策上、好結果を齎すことは疑いないこと

を強調している。

片倉越後製糸株式会社は、上記資料と同時に

1930（昭和5）年11月6日付の昭和「5年春秋

繭」の「社内社外製蚕種入荷口挽成績表」を片

倉本社に提出している。同資料に依れば、春蚕

社内白繭種「豊白×瑞祥」の「入荷総平均」

（「二十匁糸歩」12.36匁、「立口時間」1時間36

分）、同社外白繭種「日1号×支4号」の「入

荷総平均」（「二十匁糸歩」11.61匁、「立口時

間」1時間48分）。「二十匁糸歩」と「立口時間」、

即ち生糸量と解舒共に社内蚕種が優る。次に春

蚕社内黄繭種「豊黄×瑞祥」の「入荷総平均」

（「二十匁糸歩」11.9匁、「立口時間」1時間40

分）、同社外黄繭種「支7号×欧7号」の「入

荷総平均」（「二十匁糸歩」11.82匁、「立口時

間」1時間41分）。生糸量、解舒何れも社内蚕

種が優る。秋蚕社内白繭種「正白×満月」の

「入荷総平均」（「二十匁糸歩」12.06匁、「立口

時間」1時間36分）、同社外白繭種「日110号

×支103号」の「入荷総平均」（「二十匁糸歩」

10.26匁、「立口時間」1時間50分）、「日110号

×支105号」の「入荷総平均」（「二十匁糸歩」

12.00匁、「立口時間」1時間38分）。生糸量、

解舒共に社内蚕種が優る。以上のように、春蚕

社内白・黄繭種（「豊白×瑞祥」、「豊黄×瑞

祥」）及び秋蚕社内白繭種（「正白×満月」）は、

社外蚕種（「日1号×支4号」、「支7号×欧7号」、

「日110号×支103号」、「日110号×支105号」）

よりも品質が優れており、片倉社製蚕種の統一

が促進することになれば、優良繭（＝生糸）の

獲得が増大することは自明である。速やかに片

倉社製蚕種の統一と優良原料繭を確保するため

には、松田彦平外の有力蚕種家を活用すること

も一つの有力な方策であろう。なお、農林省蚕

糸局編『繭処理並特約取引ニ関スル調査』によ

れば、1932（昭和7年）に新潟県において片倉

製糸の配付蚕品種として、上記の春蚕種・「豊

白×瑞祥」、「豊黄×瑞祥」、夏秋蚕種・「正白

×満月」を確認することができる（81）。春蚕種・

「日1号×支4号」、「支7号×欧7号」と夏秋蚕

種・「日110号×支103号」は、1927（昭和2）

年に新潟県奨励蚕品種であった（82）。

（3）北越蚕種合名会社の蚕種製造動向

北越蚕種合名会社の蚕種製造について検討す

る前に、北陸地方の蚕種製造者の階層を明らか

にしておきたい。

第2表に示すように、1931（昭和6）年度に

北陸地方最大の蚕種製造県・新潟県には、蚕種

製者が137人有り、蚕種製造高では10万グラム

以上の大蚕種家は、僅か3人にすぎず、1万～

3万グラムの55人を最多として、5千～ 1万グ

ラムの24人を合せると79人、新潟県全体の

57.5％を占める。この製造階層を中心に最少の

1千グラム未満の6人を含む蚕種製造者構成で

あった。1万～ 3万グラム蚕種製造者層を最多

とする生産構造は、福井県、石川県においても

同様であった（83）。富山県は、蚕種製造者数か

らみて、特に中心階層が無い、という稍特殊な

構成を持ち、10万グラム以上の大蚕種家5人存

在するが、この内藤沢五三郎（東礪波郡井波

町）は200万グラム超の蚕種を製造し、富山県

全体の過半を占めるほどの突出振りを示してい

る。北陸地方において10万グラム以上の蚕種

を製造する大蚕種家は、最多の富山県を除くと、

2、3人にとどまる。極少数の大蚕種家を頂点

に構成される北陸地方諸県の中で、松田彦平、

二宮良吉、山崎新太郎が拠点を置く新潟県の大
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蚕種家の動向を追究することにしよう。

北越蚕種合名会社設立者の内、松田彦平は、

高山社系の群馬又昔（後に国蚕日4号）、沓掛

吉兵衛（長野県）系の又昔（後に国蚕日6号）、

遠藤三郎兵衛（京都府）系の又昔（後に国蚕日

3号）などと共に、優良蚕種・又昔の育成者と

して知られている（84）。また松田彦平は、中蒲

原郡養蚕蚕種同業組合長として、彼を中心に明

治35年4月五泉町に北越蚕業講習所を設立す

る（85）。この松田彦平は、北越蚕種合名会社設

立の松田彦平の父親と思われ、親子して蚕種業

に従事していたようである。大日本蚕糸会新潟

県支会より、1907（明治40）年10月4日（第1

回総会）に故人として松田彦平は、「第一回表

彰」を受け、更に1909（明治42）年10月17日

（第2回総会）に松田彦平と二宮良吉が「第二

回表彰」を受ける（86）。松田彦平は、1918（大

正7）年には大日本蚕糸会より、蚕糸業功績者

として「第一種功績章」表彰、同時に松田彦平

の養蚕場助手長・佐久美作次が「第二種功績

章」表彰される（87）。松田彦平、松田信太郎（後

に、父･松田彦平襲名カ）、二宮良吉は、内国

勧業博覧会（1895年）や連合共進会（1901年）

に蚕種や繭を出品し、受賞している（88）。

北越蚕種合名会社設立前年の1929（昭和4）

年2月28日開催の片倉製糸取締役会において、

山崎新太郎の、片倉越後製糸㈱の指定蚕種家議

案が承認されている（89）。北越蚕種合名会社を

設立し、片倉製糸（片倉越後製糸･片倉共栄製

糸）の専属蚕種会社となる、有力蚕種家・松田

彦平、二宮良吉、山崎新太郎は、片倉共栄製糸

㈱の取締役であると共に、山崎新太郎は、既に

片倉越後製糸の指定蚕種家であった。指定蚕種

家から専属蚕種会社への転身である。

第3表に示すように、昭和期に入り新潟県に

おける蚕種製造者数、大蚕種製造家及び蚕種製

造組織に大きな変動が生じている。蚕種製造者

数は、1926（昭和2）年の176人から次第に減

少し、1930（昭和5）年147人、1935（昭和10）

年108人、翌年以降100人を割り込んで、1939

（昭和14）年には57人に、1926年当時と比べる

と3分の1以下にまで激減する。蚕種製造高で

は、1931年～ 1939年までに50万グラム弱（約

16％）の減少である。後述するように、蚕種製

造高が蚕種製造者数程の減少をみなかった理由

は、蚕種製造組織の変化にあった。大蚕種家

第2表　北陸地方の製造量別蚕種製造者数（昭和6年度）

新潟県 福井県 富山県 石川県 合　計
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

30万グラム以上 2 （ 5.3） 2 （ 0.8）
20万グラム～30万グラム未満 2 （ 1.5） 1 （ 1.8） 1 （ 2.6） 1 （ 3.8） 5 （ 1.9）
10万グラム～20万グラム未満 1 （ 0.7） 1 （ 1.8） 2 （ 5.3） 2 （ 7.7） 6 （ 2.3）
 5万グラム～10万グラム未満 12 （ 8.8） 9 （15.8） 4 （10.5） 25 （ 9.7）
 3万グラム～ 5万グラム未満 18 （13.1） 5 （ 8.8） 4 （10.5） 2 （ 7.7） 29 （11.2）
 1万グラム～ 3万グラム未満 55 （40.1） 22 （38.6） 6 （15.8） 12 （46.2） 95 （36.8）
 5千グラム～ 1万グラム未満 24 （17.5） 4 （ 7.0） 6 （15.8） 2 （ 7.7） 36 （14.0）
 1千グラム～ 5千グラム未満 19 （13.9） 11 （19.3） 7 （18.4） 3 （11.5） 40 （15.5）
 1千グラム未満 6 （ 4.4） 4 （ 7.0） 6 （15.8） 4 （15.4） 20 （ 7.8）

合　　計 137 （100） 57 （100） 38 （100） 26 （100） 258 （100）
（注）（1）蚕種は、普通蚕種製造数量。
（資料）野崎　清編『昭和六年度　蚕種製造業態調査』全国蚕種業組合聯合会、昭和8年、130 ～ 144頁よ
　　　り作成。
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（蚕種製造高1万枚以上、30万蛾以上、10万グ

ラム以上）は、新潟県において従来長らく浮須

市造（北蒲原郡築地村）が君臨していた。浮須

市造は、既述のように片倉共栄製糸株式会社の

監査役を務める。浮須市造に次ぐ第2位の大蚕

種家は、塩谷喜太郎（南魚沼郡中之島村）、腰

越新一郎（南魚沼郡中之島村）、岡村蚕種会社

（南魚沼郡石打村）、酒井亀太郎（三島郡岩塚

村）、井口喜一郎（南魚沼郡大巻村）など変化

が激しかった。此れら蚕種製造業者は、既に新

潟県内の主要原蚕飼育地方として掲げた南魚沼

郡に集中する。1930（昭和5）年に北越蚕種合

名会社が創立すると、翌年に同会社が県内首位

に立ち、更にその翌年以降再び浮須市造が首位

に返り咲くが、蚕種製造組織は、個人組織から

会社組織に変更をみる。しかし、1936（昭和

11）年に再度北越蚕種合名会社が首位を取り戻

し、以後その地位を守り続ける。

新潟県の大蚕種家の蚕種製造高は、1926 ～

30年まで県内全体の蚕種製造高の10％にすぎ

なかったが、1930 ～ 35年には20％台に上昇し、

以後40％台から70％台までに急増する。大蚕

種家の新潟県内の蚕種製造割合が次第に高まる

理由としては、蚕種製造高が全体に減少する中

で、個人経営から会社経営又は組合経営への転

換が大規模に進行していたことを挙げることが

できる。上記経緯をみるならば、この先駆けと

なったのは、1930（昭和5）年設立の北越蚕種

合名会社であったといえよう。1939（昭和14）

年には大蚕種製造会社が11社、蚕種共同施設

組合が1組合、個人1名、合せて13蚕種製造業

者を数えるまでになる。1933（昭和8）年には、

大蚕種製造会社は、浮須蚕種会社と北越蚕種合

名会社の僅か2社にすぎなかった。

大蚕種家を郡市別にみると、1936 ～ 39年に

会社・組合組織として南魚沼郡に越後蚕種会社

（六日町）、魚沼蚕種会社（六日町）、越南蚕種

会社（中之島村）、上越蚕種会社（大巻村）、北

魚沼郡に北魚沼蚕種会社（小出町）、中魚沼郡

に十日町蚕種会社（十日町）、中頸城郡に頸城

蚕種共栄会社（直江津町）、北蒲原郡に浮須蚕

種会社（築地村）、胎内川蚕種会社（乙村）、中

蒲原郡に北越蚕種合名会社（五泉町）、古志郡

に中越蚕種共栄会社（北谷村）、長岡市に中越

蚕種共同施設組合（草生津町）、個人経営とし

て東頸城郡に相沢貞司（松之山村）、北魚沼郡

に山吉昇平（川口村）が存在していた。特徴と

しては、南魚沼郡に大蚕種製造会社が集中して

おり、中小蚕種製造業者の会社組織化が進んで

いたのであろう。その他諸郡市では、北魚沼郡、

中魚沼郡、中頸城郡、北蒲原郡、中蒲原郡、古

志郡、長岡市に大蚕種製造会社（組合）が1 ～

2社宛みられ、中小蚕種製造業者たちの組織化

が図られていったものとみることができる。な

お、北陸諸県の内、大蚕種家の動向として、福

井県は新潟県同様、会社組織を、石川県は個人

経営から蚕種共同施設組合へ、富山県は個人経

営を、それぞれ特徴としていた（90）。

上記中越蚕種共同施設組合にみる、蚕種共同

施設組合は、1936（昭和11）年改正の蚕糸業

法の規定に基づき、蚕種業者が蚕種業の改良発

達及び統制を図ること、換言すれば蚕種品質の向

上とその斉一、及び蚕種共同販売を目的として設

立するもので、所得税、営業収益税、営業税を免

除される特典がある上、設備費の補助を受けるこ

とができた（91）。1937（昭和12）年に全国の蚕

種共同施設組合数は、農林大臣の厳しい認可条

件の下で、24組合（組合員291人）に限られて

いた。蚕種共同施設組合加入の組合員は、蚕種

製造行為の一部のみを行い、自己名義の蚕種製

造を行うことはできないことになっている。

1932（昭和7）年に、新潟県内において特約

製糸9社が特約組合への配付蚕種403,597グラ

ムの内、「自己製造」蚕種が51.1％、「委託製
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造」蚕種47.3％、「購入」蚕種1.6％の割合で

あった。「自己製造」と「委託製造」が凡そ半

分宛を占め、購入蚕種は、極めて少ない状況で

あった（92）。福井県と石川県は「自己製造」蚕種、

富山県は「購入」蚕種が、各大半を占めている。

1937（昭和12）年には、新潟県において特約

製糸の蚕種「委託製造」が82％を占めるまで

になり、「自己製造」蚕種は、僅か18％にすぎ

なくなる（93）。既述のように、新潟県内におけ

る蚕種製造会社の急激が、この数値を裏付けて

いるといえよう。同年に富山県と福井県は「自

己製造」蚕種が大半を占め、石川県では「自己

製造」蚕種が減少し、「委託製造」蚕種の急増

によって、配付蚕種の大半を占める「自己製

造」蚕種と「委託製造」蚕種が略半数宛を占め

ていた。北越蚕種合名会社が片倉製糸（片倉越

後製糸、片倉共栄製糸）から蚕種製造の委託を

受けていたが、浮須市造と水戸部猪八郎（北蒲

原郡聖籠村）は、財閥大倉喜八郎設立の大倉製

糸（北蒲原郡新発田町）の蚕種製造部門を担当

していたという（94）。浮須市造は、独創的な裁桑

法を案出し、『蚕業新報』に「春秋兼用桑園の

経済的仕立法」と題した桑園栽培法を論じてい

る（95）。なお、浮須市造が片倉製糸から蚕種製

造の委託を受けていた記録は、見当たらない。

大倉製糸は、1929 ～ 31年に北蒲原郡豊浦町の

特約養蚕組合に蚕種配付を行っていたことが知

られている（96）。

北越蚕種合名会社3名の設立者、即ち松田彦

平、二宮良吉、山崎新太郎は、元々何れも大蚕

種家ではなく、中小蚕種製造業者であった。こ

の3名が1930（昭和5）年に北越蚕種合名会社

を設立し、翌年の同社蚕種製造高は273,772グ

ラムに達し、新潟県最大の大蚕種会社に躍り出

る。『昭和六年度　蚕種製造業態調査』によれ

ば、同年に北越蚕種合名会社の蚕種製造は、原

蚕種13,720蛾、普通蚕種273,772グラム、原蚕

分場数36戸であった（97）。同年新潟県内に蚕種

製造休業者が16人存在する。曾て新潟県内に

おいて蚕種製造高が第2位であった、大蚕種家

の岡村蚕種会社（岡村仁三治）は、同年に蚕種

製造記載がなく、廃業したものと思われる。そ

の他に塩谷喜太郎は、普通蚕種製造高62,124

グラム、井口喜一郎は、同69,780グラム、何

れも蚕種製造を減らし、最早大蚕種製造家では

無くなっていた。但し、個人蚕種経営を継続す

る、大蚕種家の相沢真司は、この年51,350グ

ラム、山吉昇平が75,301グラムを各製造する

中小蚕種製造業者にすぎなかった。蚕種製造業

者の変動が著しい。

1931（昭和6）年8月7日開催の片倉製糸取

締役会に提出の「社外蚕種購入」議案の添付表

中に、北越蚕種合名会社製蚕種を15,000枚と

記載している（98）。その後、片倉製糸は、同社

から1934（昭和9）年度春蚕種・白繭種10,000

枚、黄繭種10,000枚を購入予定していた（99）。

北越蚕種合名会社製春蚕種のみで2万枚に達し

ており、既述の如く、北越蚕種合名会社の蚕種

製造能力は向上し、同社製造蚕種の枚数換算す

ると、凡そ2万数千枚から3万枚弱に推移・増

加して、春蚕種を中心に片倉越後製糸・片倉共

栄製糸両社の所要蚕種の大半を賄うようになっ

たのであろう。蚕種購入5 ヶ年契約は、その後

も継続していたものと考えられる。

1936（昭和11）年度において、御法川式多

条繰糸機の繰糸繭蚕種は、片倉越後製糸が春蚕

種・「豊白×満月」、「分離白×満月」、晩秋蚕

種･「分離白×満月」、「日111号×支107号」、

片倉共栄製糸が春蚕種・「豊白×満月」、初秋

蚕種・「栄光×満月」、「日111号×支107号」、

晩秋蚕種・「日111号×支107号」であった（100）。

なお、日東紡績㈱金沢製糸所は、同じく春蚕

種・「豊白×満月」、「分離白×満月」、初秋蚕

種「分離白×満月」である。北越蚕種合名会
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社は、片倉製糸からの原蚕種の提供を受けて、

「豊白×満月」、「分離白×満月」、「栄光×満

月」、「日111号×支107号」を製造し、片倉越

後製糸と片倉共栄製糸（場合によっては両社を

超えて）傘下の特約組合に配付していたようで

ある。

おわりに

片倉製糸は、昭和期に入り、新潟県に傍系製

糸会社の片倉越後製糸株式会社と片倉共栄製糸

株式会社を創設する。石川県には日東紡績㈱金

沢製糸所を新設する。上記各設立地は、絹織物

産地として発展してきたことが共通している。

片倉製糸は、川岸事務所販売部や八王子製糸所

販売部を介して、国用生糸等を新潟や金沢など

に販売していた。上記片倉傍系製糸会社（・製

糸所）の設立は、地元の機業家にとって原料糸

の入手に期待するところがあったであろう。

北陸地方は、片倉製糸の原料繭地盤、女工地

盤であった。片倉製糸は、新潟県に長岡･直江

津・新津各出張所、石川県に金沢出張所を各開

設して、盛んに購繭活動を行ってきた。長岡購

繭出張所を除き、各出張所は、上記片倉傍系製

糸会社の設立と共に所属変更し、原料繭地盤

（女工地盤も合せて）が引き継がれていく。

片倉越後製糸と片倉共栄製糸共に、片倉製糸

の委任経営である。片倉越後製糸の発起人・役

員は、片倉製糸側と地元有力者たちによって構

成され、地元側は、県会議員、村松町長、大地

主、中小地主、有力呉服太物商、病院経営者

（医師）などの地元名士が顔を揃えていた。片

倉共栄製糸は、五泉繭市場の廃止を受けて設立

した経緯から、その組合員「600名」が株主と

なり、発起人・役員は、大地主、中小地主のほ

か、蚕種販売と養蚕指導を通じて養蚕農民と緊

密に結び付いていた地元有力蚕種業者たちが中

心を占めていた。片倉越後製糸や片倉共栄製糸

の創立目的として、地方産業の開発、農村経済

の振興を唱え、地元民たちの中には大きな期待

を抱いた人々が少なからずいたことであろう。

両社共に、株主としての地元各町村有力者たち

の支援が不可欠であった。

日東紡績㈱金沢製糸所は、開設当初より全面

的に、片倉越後製糸と片倉共栄製糸は共に、設

立数年後に一部それぞれ御法川式多条繰糸機を

導入する。片倉製糸は、多条繰糸機の工場設置

に当っては、製糸用水、水量、白繭割合、原料

繭解舒糸長、平均繊度、立口、纇節について良

好であることが条件であった。金沢製糸所が新

設当初より、御法川式多条繰糸機を全面導入し

得たのは、同社設立と共に金沢出張所の優良繭

地盤を引き継いでいたことから、上記条件の大

半が整っていたといえよう。

上記3社共、片倉製糸の直営工場同様、所長

を始め、事務長、現業長などの幹部社員は、片

倉製糸から赴任し、また片倉製糸の試験研究機

関（研究所、講習所）に原料繭及び製糸用水、

石炭などの検査を依頼し、この成績結果を原料

繭及び水質の改良や石炭購買に活かしていたほ

か、煮繭研究などのために視察を行っていた。

片倉共栄製糸㈱の取締役であった松田彦平、

二宮良吉、山﨑新太郎は、1930（昭和5）年に

北越蚕種合名会社を設立し、翌年全製造蚕種を

片倉製糸（片倉越後製糸、片倉共栄製糸）に供

給する専属蚕種会社となる。同社の専属化は、

速やかな蚕品種の統一や繭質改良に資するほか、

「大資本主義」への攻撃が高まる中で、地元の

有力蚕種業者たちとの提携は、片倉製糸にとっ

て好結果を齎すものと判断し、蚕種購入契約を

結ぶことになる。北越蚕種合名会社は、片倉製

糸の専属蚕種会社となることによって、新潟県

最大の大蚕種会社となり、発展を続けることに

なった。
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片倉越後製糸㈱と片倉共栄製糸㈱の地元役員

と共に、両社の設立推進者として重要な役割を

果たす「賛成人」のほか、一般公募株主を含め

て、この実態の解明については、今後の課題と

したい。
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開催の片倉製糸取締役会において、「普通繰ヲ
御法川式ニ改造ノ件」に関して添付の参考書の
中で、片倉越後製糸は、片倉直営・傍系製糸6
工場と共に、「本年新糸ヨリ八月二十日ニ至ル
実績ニ徴スルニ……御法川式ニ改造ノ有利ナル
コト確実ニ候」と評価される。即ち、「各所共
黄白ノ割合ハ必要ニ応ジテ何時ニテモ変更シ得
ル状態ニ有之、更ニ明年度品種改良ノ結果ハ今
春ノ各所成績ニ徴シテ○法ニ適スル産繭ヲ得ル
ト思レ候」、また「水質原料関係ハ……現在適
当ノモノ及適当トナル見込ノモノニ御座候」と
判断していた（『昭和9年度　取締役会議案綴
　片倉製糸紡績株式会社庶務課』）。具体的には、
片倉越後製糸の源水分析の結果、「P.H.」（5.4）、

「硬度」（1.02）、「一時硬度」（0.24）、「鉄」（2.20）、
「硝酸」（少量）、「硫酸」（少量）、「改良法」（改
良ノ可能性アルモ更ニ研究中ナリ）、白繭性状
に関しては、昭和9年度産春白繭の「解舒糸長」
（542m）、「小節」（87.4点）、「格合」（C 8）、「繰
目」（229匁）、「切歩」（16.3匁）、昭和8年度産
初秋白繭の「解舒糸長」（347m）、「小節」（85.8
点）、「格合」（C 6）、「繰目」（111匁）、「切歩」
（16.2匁）、昭和8年度産晩秋白繭の「解舒糸長」
（452m）、「小節」（89.1点）、「格合」（C 8）、「繰
目」（154匁）、「切歩」（15.8匁）であった。

（27）『昭和二年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（28）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。片倉製糸の社員は、最上位の理
事の下に事務系の主事―参事―参事補―書記―

書記補、現業系の技師長―技師―技師補―技手
―技手補の順位である。

（29）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
株式会社庶務課』。

（30）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。『昭和六年度　重要事項記録　片
倉製糸紡績株式会社庶務課』。吉村国治（参事）
は、昭和6年3月18日付で川岸事務所勤務から
愛知製糸所長への異動辞令が片倉製糸本社より
下る。

（31）前掲松村　敏『戦間期日本蚕糸業史研究』
232頁に、「研究所」の試験研究概要が記され
ているが、個別製糸所の具体的な利用状況につ
いては究明されていない。1929年7月18日開
催の片倉製糸取締役会に上呈の「研究所規程草
案」にその業務を「一、裁桑養蚕ニ関スル試験
研究、二、製糸ニ関スル試験研究、三、蚕糸業
ニ関スル理化学ノ試験研究、四、養蚕製糸ニ関
スル技術員ノ養成、五、工場設備ニ関スル研
究」を掲げていた（『昭和四年度　取締役会議
案綴　庶務課』）。

（32）『昭和四年度　重要記録　片倉製糸紡績会
社』。

（33）『『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡
績会社庶務課』。『昭和六年度　重要事項記録　
片倉製糸紡績株式会社庶務課』。以下同。

（34）『昭和五年自二月十五日至二月十八日　所長
会議記録　片倉製糸紡績会社庶務課』。前掲松
村　敏『戦間期日本蚕糸業史研究』133頁、
197頁。

（35）片田銀五郎編『蚕糸要鑑』大日本蚕糸会、
1926年、375頁。

（36）『新潟県史』通史編8、近代三（新潟県、
1988年）290頁。1927年の新潟県繭市場は、前
年に比べ出荷人員、繭取引数量が減少する。特
に繭取引価額が急減する。繭1貫目平均価格は
前年の8円75銭から6円10銭へ大幅減少する

（『新潟県の蚕糸業』大日本蚕糸会新潟支会、
1928年、79頁）。

（37）前掲『新潟県史』通史編8、近代三、291頁。
平岡謹之助『蚕糸業経済の研究』有斐閣、1939
年、616頁。

（38）農林省蚕糸局編『昭和六年五月　繭市場ニ
関スル調査』11頁。

（39）農林省蚕糸局編『昭和四年十二月　繭移動
及処理状況並特約養蚕組合ニ関スル調査』9，
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42頁。
（40）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績

会社庶務課』。以下同。
（41）関塚惣吉は、蒲原鉄道株式会社開設に際し

て、目論見書、収支概算等に関する説明会に招
かれた五泉町「重立ち」の一人である（前掲
『村松町史』下巻、580頁）。以下登場人物に関
して、前掲書のほか、清水清造編『五泉郷土
史』歴史図書社、1976年参照。

（42）片倉共栄製糸株式会社の定款では、第3条
に同社事業として、生糸製造販売、蚕種、蚕具、
桑苗、肥料の売買、上記に付帯する一切の事業
と定めている。また第4条では同社の経営を片
倉製糸紡績株式会社に委嘱することを明記する。

（43）片倉共栄製糸株式会社の定款では、第25条
に同社役員の内、取締役は200株以上、監査役
は100株以上所有する株主と定めている。任期
は、第26条において取締役3箇年、監査役2箇
年と各定めている。なお、今井真平（死亡）を
除き、上記取締役、監査役共に片倉製糸の同社
買収まで役員を務める。

（44）農林省蚕糸局編『昭和九年度　製糸会社ニ
関スル調査』24～25頁、農林省蚕糸局編『昭
和十年度　製糸会社ニ関スル調査』24～25頁
参照。

（45）『自昭和八年九月至昭和十年十二月　取締役
会議案綴　庶務課』。『昭和九年度　取締役会議
案綴　片倉製糸紡績株式会社庶務課』。

（46）『昭和十二年分　取締役会議案綴　本店庶務
課』。

（47）同上。
（48）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績

会社庶務課』。以下同。
（49）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績

株式会社庶務課』。以下同。前掲『新潟県史』
通史編8、近代三、290頁に片倉共栄製糸㈱は、
昭和4年に多条繰糸機136台で開業したとある
が、普通繰糸機の誤りである。

（50）前掲『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』160
頁。

（51）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。『昭和六年度　重要事項記録　片
倉製糸紡績株式会社庶務課』。

（52）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（53）『昭和七年度　取締役会議案　片倉製糸紡績

株式会社』。以下同。
（54）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績

会社庶務課』。
（55）前掲『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』466

～475頁。前掲松村　敏『戦間期日本蚕糸業史
研究』160～173頁参照。

（56）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（57）同上。以下同。
（58）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績

株式会社庶務課』。以下同。増築の2階建1棟は、
建坪26坪6合3勺、延坪34坪1合3勺、工費
1,244円7銭であった。

（59）農林省蚕糸局編『第十二次　全国製糸工場
調査（昭和五年度）』90～91頁。

（60）農林省蚕糸局編『昭和七年度　全国器械製
糸工場調』102～103頁。

（61）農林省蚕糸局編『昭和九年度　全国器械製
糸工場調』108 ～ 109頁。

（62）農林省蚕糸局編『昭和十一年度　全国器械
製糸工場調』80～81頁。

（63）『昭和四年度　重要記録　片倉製糸紡績会
社』。

（64）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。同年10月10日第3回労働調査に
おいて、労働調査員の阿部所長、労働副調査員
として那谷事務長、長田庶務係、小林会計係、
西村工作係、田畑現業員、北原現業員の名が記
されている。技手･田畑文治はこの田畑現業員、
後出の小林忠佐と北原　昶がそれぞれ小林会計
係、北原現業員であろう。

（65）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
株式会社庶務課』。

（66）『昭和四年度　重要記録　片倉製糸紡績会
社』。

（67）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（68）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
株式会社庶務課』。

（69）『新潟県史』資料編17、近代5、産業経済編
Ⅰ（統計）、新潟県、1982年、240～241頁。

（70）同上、248～249頁。
（71）『昭和五年版　蚕糸統計年鑑』蚕糸業同業組

合中央会、1930年、41頁。
（72）本田岩次郎編『日本蚕糸業史』第三巻、大

日本蚕糸会、1936年、147頁。
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（73）農林省蚕糸局編『昭和七年六月　蚕児飼育
場所及蚕種製造場所ニ関スル調査』12～13頁。

（74）同上、50頁。
（75）以下、「昭和四年度　特約組合ニ関スル調査

比較表」（『昭和五年自二月十五日至二月十八日
　所長会議記録　片倉製糸紡績会社庶務課』所
収）による。

（76）片倉米穀肥料株式会社に関しては、前掲
『片倉製糸紡績株式会社二十年誌』482～484頁。
前掲松村　敏『戦間期日本蚕糸業史研究』108
～ 119頁参照。

（77）『昭和五年度　取締役会議案綴　片倉製糸紡
績会社庶務課』。同年12月16日に片倉本社の上
條富得、北陸監督部の小林敏之、片倉共栄製糸
吉江所長、片倉越後製糸伊藤所長は、五泉町に
て北越蚕種合名会社の松田彦年、二宮良吉、山
崎新太郎3氏と会見し、同社蚕種購入契約を結
ぶ。前掲松村　敏『戦間期日本蚕糸業史研究』
320 ～ 321頁に、同資料の一部が掲載されてい
る。同書参照。

（78）『昭和五年度　取締役会議案綴　片倉製糸紡
績会社庶務課』。

（79）同上。
（80）同上。
（81）農林省蚕糸局編『昭和八年二月　繭処理並

特約取引ニ関スル調査』1934年、57～58頁。
（82）前掲『新潟県の蚕糸業』33～34頁。
（83）野崎　清編『昭和六年度　蚕種製造業態調

査』全国蚕種業組合聯合会、1933年、138～
144頁。

（84）『日本蚕糸業史』第三巻、大日本蚕糸会、
1936年、「蚕種史」336頁。平塚英吉編著『日
本蚕品種実用系譜』財団法人大日本蚕糸会蚕糸
科学研究所、1969年、25頁。

（85）『新潟県史』通史編7、近代二、新潟県、
1988年、261頁。

（86）前掲『新潟県の蚕糸業』100 ～ 101頁。
（87）同上、98頁。

（88）第4回内国勧業博覧会（明治28年）に松田
彦平は、蚕種（2種）と繭（2種）、松田信太郎
は、蚕種（2種）、繭を各出品している（「第四
回内国勧業博覧会出品目録三（上巻）Ⅱ」『明
治前期産業発達史資料』75、明治文献資料刊行
会、1973年、383頁）。新潟県主催1府11県連
合共進会（明治34年）に松田彦平は、繭と蚕
種を出品して、各4等賞（繭春蚕、蚕種）を受
賞し、二宮良吉は、繭を出品し、5等賞（繭春
蚕）を受賞する（「明治三十四年　新潟県主催
一府十一県聯合共進会報告　新潟県」『明治前
期産業発達史資料』補巻（57）、明治文献資料
刊行会、1972年、396頁、399頁、406頁）。

（89）『昭和四年度　取締役会議案綴　庶務課』。
（90）前掲「全国蚕種製造家番附」（各年度）。
（91）明石　弘『近代蚕糸業発達史』明文堂、

1939年、226～227頁。
（92）農林省蚕糸局編『昭和八年十二月　繭処理

並特約取引ニ関スル調査』1934年、52頁。
（93）農林省蚕糸局編『昭和十三年九月　産繭処

理状況ニ関スル調査』1939年、78頁。
（94）前掲『新潟県史』通史編8、近代三、293頁。
（95）『蚕業新報』第414号、蚕業新報社、1927年、

1,449～1,450頁。
（96）『新潟県史』資料編18、近代六、産業経済

編Ⅱ、新潟県、1984年、430～436頁。
（97）野崎　清編『昭和六年度　蚕種製造業態調

査』全国蚕種業組合聯合会、1933年、131頁。
松田彦平は、同年に個人蚕種業者として、原蚕
種2,380蛾（原蚕分場1戸）を製造する。二宮
良吉は、個人蚕種製造業者として休業中となっ
ている。

（98）『自昭和五年一月至昭和六年十二月　取締役
会議案綴　本店庶務課』。

（99）前掲拙稿「片倉製糸の蚕種製造委託と地方
蚕種家」72 ～ 73頁。

（100）『昭和十二年二月　工場長会議記録　庶務
課』。
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ジェルジ・ルカーチ�
『歴史と階級意識』「ローザ・ルクセンブルク三部作」評註

――《自然発生性と意識性》の転回＝移動

西角　純志

第1節　問題の所在

第二インターナショナル期の社会主義運動が、

その後のヨーロッパにおける社会民主主義の諸

政党を作りだした。第二インターナショナル期

の社会主義運動の革命家たち、例えば、カー

ル・カウツキー、エドァルト・ベルンシュタイ

ン、ルドルフ・ヒルファデング、ローザ・ルク

センブルク、ウラジーミル・イリイッチ・レー

ニンなどにとって、社会民主主義の理論的な課

題は独占資本主義や、金融資本主義の生成過程

とその構造と運動、および帝国主義の解明であ

り、また、資本主義諸国と非資本主義諸国とが

構成する世界市場に基づく世界経済の解明であ

った。これらの課題のなかで最も重要なテーマ

は、資本主義の崩壊と社会主義の必然性という

テーマであった。1898年から1903年までにド

イツ社会民主党のなかで行われた修正主義論争

の中心テーマは、まさに、それであった（1）。

修正主義論争は、ベルンシュタインが19世

紀末に当時のドイツ社会民主党の理論機関誌

『ノイエ・ツァイト』（Neue Zeit）に「社会主義

の諸前提」と題する論文を1896年から1898年

にかけて10回にわたって連載したことに始ま

る。そして、ベルンシュタインの一連の論文に

いち早く反応したのが、ローザ・ルクセンブル

クであった。ローザは、ベルンシュタインの連

続論文「社会主義の諸前提」に対して、批判の

論文を『ライプツィガー・フォルクスツァイト

ンク（ライプツィヒ民衆新聞）』（Lepziger 

Volkszeitung）誌に1898年9月21日から28日ま

で7回連載した。さらに彼女の批判に応えたベ

ルンシュタインの著作『社会主義の諸前提と社

会民主党の任務』（1899）に対しても、ローザ

はベルンシュタイン批判の論文を1899年4月4

日から8日まで同誌『ライプツィガー・フォル

クスツァイトンク（ライプツィヒ民衆新聞）』

に5回連載して反論した。これらの論文は、4

月末にパンフレット『社会改良か革命か』

（1899）として刊行された。この著作は修正主

義者シッペルに対する批判論文「民兵制と軍国

主義」を付録につけたものである。ローザの修

正主義批判の特徴は、経済理論においては資本

主義の「適応能力論」を批判し、社会主義の歴

史的な必然性を主張することであり、革命論に

おいては社会改良主義を批判し、労働者階級の

政治権力奪取による社会主義革命を主張するこ

とであった。ローザは、カウツキーの資本主義

崩壊論を擁護するとともに社会主義革命のため

の政治的実践を強調した。

他方で、カウツキーによる修正主義に対する

批判は、『ノイエ・ツァイト』誌上の諸論文を

はじめ、『ベルンシュタインと社会民主党綱領』

（1899）で遂行されている。前者の諸論文では、
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ベルンシュタインの価値論、唯物論的歴史観、

弁証法などに対する批判についてその都度反論

したものである。また、後者の著作は、ベルン

シュタインの『社会主義の諸前提と社会民主党

の任務』におけるマルクス批判に、体系的に反

論したものであり、前者の諸論文を集大成した

ものである。ベルンシュタインが、歴史の発展

を規定する要因として経済法則のみならず、

法・政治制度的要因やイデオロギー的要因を重

視し、多元的な見方をとり、社会主義を資本主

義崩壊の結果として実現する社会体制とは考え

ず、実現されるべき倫理的要請として捉えたの

に対し、カウツキーは唯物論的歴史観の経済決

定論的な解釈に立ち、社会主義の不可避性を主

張した。カウツキーが、マルクス主義とエアフ

ルト綱領の厳守を抽象的に唱えるだけで、ベル

ンシュタインの問題提起には踏み込まなかった

が、ローザは、ベルンシュタインが問題提起し

た資本制的社会構成体の構造的な変化と、それ

に伴う世界情勢の変化に注目していた。カウツ

キーのベルンシュタイン批判がエアフルト綱領

の解釈の仕方に限界づけられているのに対し、

ローザのベルンシュタイン批判の根底には、変

化しつつあった資本制的社会構成体と世界情勢

に対する認識があった。すなわち、ローザとカ

ウツキーとは、世界認識、世界認識の方法論 、

政治論が異なるのである。ローザの主著『資本

蓄積論』（1913）は、こうした修正主義論争の

なかから生まれた作品である。ローザの資本主

義崩壊論は、『社会改良か革命か』におけるベ

ルンシュタイン批判のモチーフであり、ドイツ

社会民主党左派が依拠した理論であった。『社

会改良か革命か』が資本主義の無政府性から恐

慌と崩壊を説くという論調が基調をなしていた

のに対し、『資本蓄積論』は、マルクスの資本

蓄積論を批判して、資本制的生産の資本蓄積が

非資本制的生産関係を解体しつつ進行し、その

極限において全世界が資本主義化することによ

って、かえって資本蓄積そのものが不可能にな

るという理由から資本主義崩壊の必然性を主張

するという論調が基調になっている。『社会改

良か革命か』では帝国主義の形成の必然性を含

む帝国主義の認識と資本主義の崩壊の論証を主

要なテーマにしているが、力点は崩壊論の擁護

にあり、帝国主義論は後の課題となった。そし

て資本主義の崩壊の論証のテーマは『資本蓄積

論』に受け継がれていくことになる。このよう

にローザは、資本主義の崩壊と社会主義は「不

可避」（zwangesläufig）であると捉えていたの

である。そして、ローザのこの提起を正面から

受けとめたのが『歴史と階級意識』におけるジ

ェルジ・ルカーチに他ならない。

『歴史と階級意識』（1923）は、八本の論文か

ら編成されている。そのなかでも「ローザ・ル

クセンブルク三部作」といわれているのが、コ

ミュニストインターナショナル・東南ヨーロッ

パ支部の機関誌『コムニスムス』（Kommunismus）

に掲載された『歴史と階級意識』の第二論文

「マルクス主義者としてのローザ・ルクセンブル

ク」（1921年1月）、そしてドイツ共産党の理論機

関誌『インターナツィオナーレ』（Internationale）

に3回に亘って掲載された第七論文「ローザ・

ルクセンブルクの『ロシア革命批判』について

の批判的考察」（1922年2月）、それに亡命先ウ

ィーン・シュタインホーフで執筆された第八論

文「組織問題の方法論」（1922年9月）である。

このうち、「組織問題の方法論」は1921年の中

部ドイツにおける統一ドイツ共産党による「3

月行動」直後に『インターナツィオナーレ』に

掲載された「革命的イニシアティヴの組織的諸

問題」を基にして書き改められたものである（2）。

ルカーチが、ローザ・ルクセンブルクの問題を

詳細に取り扱わなければならなかったのは、

「ロシア以外の、ことにドイツの革命的マルク
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ス主義者の大部分が有効な結論を引き出してい

る場合でも、誤っている場合でも、彼らに対し

て、ローザ・ルクセンブルクの考え方が、彼ら

の理論を規定していた」からであり、「真に共

産主義的・革命的マルクス主義者の立場にたつ

には、どうしてもローザ・ルクセンブルクの生

涯をかけた理論的業績と批判的に対決しなけれ

ばならなかった」からである（3）。そして、ロー

ザと対決するには「レーニンの諸著作と演説が

方法上
4 4 4

、きわめて重要な意味をもっている」と、

ルカーチは付言する。それはレーニンの理論的

活動の基礎をなしていたのは「レーニンがマル

クス主義の実践的本質を
4 4 4 4 4 4

従来にはみられないほ

ど明確にし具体化したということ、すなわち、

この契機をばこれまで完全に忘れ去られていた

状態から救いだし、この理論的活動によってマ

ルクス主義的方法の正しい理解への鍵をふたた

びわれわれの手に与える」からである（4）。ルカ

ーチの「ローザ・ルクセンブルク三部作」は、

ローザの『資本蓄積論』、「ロシア革命論」草稿

のみならず、『社会改良か革命か』、『大衆スト

ライキ、党および労働組合』、「ロシア社会民主

党の組織問題」などを考察の対象にしている（5）。

この三部作は、ルカーチの「ローザ・ルクセン

ブルク論」である。

本稿は、以上の問題関心を受けて、『歴史と

階級意識』における《自然発生性と意識性》の

問題の転回＝移動をテーマに設定する。このテ

ーマに対して考察するために、『歴史と階級意

識』における「ローザ・ルクセンブルク三部

作」を検討する。第2節では、《ローザの資本

蓄積論》の転回＝移動を論じる。第3節では、

《ローザのロシア革命論》の転回＝移動を論じ

る。第4節では、《ローザの構成的権力論》の

転回＝移動について、バルフ・スピノザとアン

トニオ・ネグリの構成的権力論を参照しつつ、

論じる。

第2節　理論の系譜線
　　　　　―ローザの資本蓄積論

『歴史と階級意識』の第二論文「マルクス主義

者としてのローザ・ルクセンブルク」は、ロー

ザ・ルクセンブルクの主著『資本蓄積論』の課

題と方法について論じた論文であり、ローザ・

ルクセンブルクに対する追悼の論文である。ル

カーチは、「マルクス主義者としてのローザ・

ルクセンブルク」で、次のようなローザ・ルク

センブルクの「追悼文」を結語にしている。

「ローザ・ルクセンブルクの生涯をかけた仕事

のなかで理論と実践との統一を特徴づけている

ことといえば、勝利と敗北、個々の運命と総体

の過程との統一が彼女の理論と生活の導きの糸

をなしているということである。ベルンシュタ

インとの第一論争で、ローザ・ルクセンブルク

はすでにプロレタリアートの側で国家権力を奪

取することは『はやすぎる』が不可避だと主張

し、さらに、これを前にしてふるえている日和

見主義者の革命への不信を、『社会発展を機械

的に理解することにもとづく、階級闘争とは無

関係に、それとは別個に定められた時期を、階

級闘争の勝利のために想定するという政治的た

わごと』だと暴いた。ローザ・ルクセンブルク

はこうした確固たる信念をプロレタリア解放闘

争のなかへ、資本主義社会における物質的奴隷

からのプロレタリアートの経済的、政治的解放

と、日和見主義における精神的奴隷からのイデ

オロギー的解放の闘争のなかへ、持ちこんだの

である。彼女はプロレタリアートの偉大な精神

的指導者として、主にこの―克服しがたいため

にいっそう危険な―敵に対して戦った。だから、

彼女が真にもっとも腹立たしい敵シャイデマン

とノスケの手にかかって死んだことは、彼女の

思想と生涯に有終の美を与えるものである。ロ

ーザ・ルクセンブルクが理論では数年前に、戦
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術では行動の瞬間に大衆の一月蜂起の敗北をは

っきり予見しており、そして彼女の運命もまた

敗れたことは、まさしく彼女の殺害者たち、す

なわち社会民主党の日和見主義者たちが当然と

るべき報復であったのだが、そのことはまた同

時に彼女の政治的実践における理論と実践との

統一から生じる正しい帰結なのである」（6）。

ルカーチは、1922年12月24日にウィーンで

書いた『歴史と階級意識』の「序言」で「ロー

ザ・ルクセンブルクこそ、経済学の内容
4 4 4 4 4 4

という

意味においても経済学の方法
4 4 4 4 4 4

という意味におい

ても、マルクスの生涯の仕事をほんとうに引き

継ぎ、そのなかでこれを社会発展の現段階に具

体的に結びつけた、ただ一人のマルクスの学

徒」と位置づけた（7）。そして、ルカーチは「マ

ルクスの経済理論と同じくローザの蓄積論にお

いても経済学の内容の正しさを問題にするので

はなく、その方法的前提と結果だけを追求す

る」という方法論上の問題に重点を置いた（8）。

「ローザ・ルクセンブルクの主著『資本蓄積論』

は、マルクス主義の俗流化がおこなわれてから

十年後に、この全体性（Totalität）の問題を提

起したのである」（9）。「マルクス主義がブルジョ

ワ科学と決定的に区別する点は、歴史の説明に

おいて経済的な動因の支配を認めるところにで

はなく、全体性という観点をもつところにある。

全体性というカテゴリー、すなわち部分に対す

る全体の全面的、決定的な支配ということ、こ

れこそマルクスがヘーゲルから受け継ぎ、根本

的に作りかえてまったく新しい学問」の方法と

したことである（10）。すなわち、ブルジョワ科

学とは資本制的社会構成体を無条件に擁護する

という価値観やイデオロギーを伴った学問であ

るのに対し、マルクス主義は、資本制的社会構

成体について「全体性」という学問の方法論に

よって理論的に解明しようとした。ルカーチが、

「全体性」を重視するのは、ベルンシュタイン

に代表される修正主義者たちは資本家階級と労

働者階級という二つの階級の闘争と自己構成の

問題として資本制的社会構成体の理論を捉えて

いないからである。資本制的生産の総過程から

生産者が分離し、資本制的生産に実質的に包摂

された労働過程が物象化され、社会が諸部分に

分解されて無計画に相互に無関係に生産する諸

個人になると、資本主義の思想、科学、哲学も

またそれらに強く影響されざるを得ない。これ

に対して、プロレタリアートの学問は、根本的

に革命的なものであって、ブルジョワ社会に革

命的実践を対置する。方法そのものが革命的本

質をもつ。「全体性」のカテゴリーこそが、科

学における革命的原理の担い手である。ルカー

チが資本制的社会構成体の「全体性」の問題を

提起するのは、帝国主義世界の階級闘争を科学

的な認識＝理論と関連づけているからである（11）。

『資本蓄積論』をめぐってオットー・バウアー

やグスタフ・エックシュタインらが行った論争

は、資本蓄積の問題の解決が正しいか否かでは

なく蓄積論そのものに問題があるか否かをめぐ

ってなされた。ルカーチによれば資本蓄積の問

題は、国民経済学における個別資本の「部分」

の分析からは理論的に解明できない。「ローザ

の批判者たちは、『資本蓄積論』の最も重要な

章（蓄積の歴史的諸条件）を不注意にも見逃し

ている」（12）。彼らはマルクスの諸表式が正しい

か、またどうしたらこれらの諸表式をもっとも

よく解釈できるかという問題を提起したが、資

本制的社会構成体のなかでより包括的な問題提

起へと進まざるを得ないことを見落としている

のである。それは『資本論』第一部の「本源的

蓄積」についての問題提起である。ルカーチは

次のように論じる。ローザ・ルクセンブルクは、

死後公刊された「特別の小冊子」のなかでマル

クス主義の俗流経済学を論破した。それは『資

本蓄積論』第二章「資本主義発展の運命に関す
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る問題」と同じ表現で正しく論駁した。ローザ

はマルクスの単純再生産と拡大再生産の分析を

研究全体の出発点とし、資本蓄積の問題を究極

的に取り扱うための序曲とした（13）。

ルカーチによれば、『資本蓄積論』は、若き

マルクスの『哲学の貧困』の方法と問題を再び

取りあげたことに特徴がある。ルカーチのこの

指摘は重要である。『哲学の貧困』では、リカ

ード経済学が可能となり妥当となるような歴史

的条件が分析されている。『資本蓄積論』では、

『資本論』第二部から第三部までの断片的研究

と同じ方法が適用されている。マルクスが『哲

学の貧困』においてプルードンを論破した方法

は一方ではリカード、他方ではヘーゲルという

ように「真の源泉」にまで遡ってつかむことで

あった。『哲学の貧困』は、プルードンの価値

論と経済学体系を批判した二章から成り立って

いる。第一章のプルードン批判は、プルードン

の「構成された価値」をリカードからの継承と

して捉え、リカードとは本来異なったスミス的

な論理から作られたプルードン価値論とリカー

ドの価値論との差異を指摘し、これをリカード

からの乖離＝歪曲として論難したものである。

マルクスはプルードンの価値論のなかにリカー

ドを読み込んだのである。第二章のプルードン

批判は、プルードンの「体系」が歪曲されたヘ

ーゲル弁証法によって構成されている点であっ

た。ルカーチによれば、ブルジョワ経済学は、

スミス、リカードが発見した「自然法則」と社

会的現実を同一視した。資本蓄積が数学的範式

という真空体のなかで何ら問題なく、世界戦争

なしにおこなわれうるように資本主義的発展を

捉えざるを得なかった。リカードらの「自然法

則性」を社会的現実と同一視すること、それは

「勃興期の資本主義のイデオロギー的自己防衛」

である。抽象を社会総体と同一視点にしたオー

ストリア学派のマルクス解釈も勃興期の資本主

義の「合理性」の自己防衛である。「プルード

ンがどこで、どうして、とりわけ何故、リカー

ドとヘーゲルを誤解せざるを得なかったか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を分

析することが、プルードンの自己矛盾を容赦な

く照らしだす光の源泉」である（14）。のみなら

ず「この誤りの根本原因であるプルードン自身

も知らないあいまいな根拠まで、すなわちプル

ードンの思想が理論的に表現している階級関係

まで、明るみに出す光原なのである」。『資本

論』と『剰余価値学説史』とは、本質上ひとつ

の著作であって、内容の構造は、『哲学の貧困』

のなかで見事にまた太い線でスケッチされ提出

されていた問題が、内容的に充実化されている

からである。『精神現象学』におけるヘーゲル

の哲学的方法、すなわち、哲学の歴史であると

ともに歴史の哲学であるというヘーゲルの哲学

的方法をマルクスは決して抹消しはしなかった。

「弁証法的方法という場合重要なことは、歴史

過程の全体性認識」であり、「事実
4 4

、問題史は
4 4 4 4

一つの問題の歴史となる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」のである。こうして

「哲学の歴史は歴史の哲学」となるのである（15）。

ルカーチは、ローザ・ルクセンブルクの『資

本蓄積論』とレーニンの『国家と革命』を挙げ、

理論的にマルクス主義を再生し始めたこの二つ

の書が、表現上でも「若きマルクスの形式」に

立ち返っているのは決して偶然ではないことを

指摘している。ブルジョワ科学が理論と歴史と

を方法的に区別し、また、個別性の問題を原理

的・方法的に分離し、「全体性」の問題を閉め

出すのに対し、ローザとレーニンの二つの著作

は、問題提起に先行する思想の変化と推移を分

析し、思想的解明や混乱のそれぞれの段階をそ

れらの諸条件ならびに諸結果の歴史的総体のな

かで観察することによって、「独自の問題提起

と解決とを実質的に生み出した歴史過程とを実

質的に生み出した歴史過程そのもの
4 4 4 4 4 4 4 4

を浮かびあ

がらせている」（16）。レーニンの叙述は19世紀
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のヨーロッパ革命の内面史であり、ローザの文

献史的叙述は、「資本主義体制の可能性と展開

をめぐる闘争の歴史」なのである。

ルカーチはこのように資本蓄積論争を跡づけ、

資本蓄積が資本制的生産の総過程のなかで取り

扱われることによって資本制的社会構成体の総

体を貫く弁証法に高まるとする。ルカーチは

『資本蓄積論』から次のように引用している。

「マルクスの再生産表式が現実に照応するとた

んに、この表式は蓄積運動の終結または歴史的

限界を、したがって資本主義的生産の終局を示

すのである。蓄積が不可能だということは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、資

本主義的には、生産諸力のそれ以上の発展が不

可能なことを、したがってまた資本主義の崩壊
4 4 4 4 4 4 4

が客観的
4 4 4 4

・歴史的に必然的なことを意味する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。

その結果、資本の歴史的生涯の終局的時代とし

ての、最後の帝国主義的矛盾にみちた運動が生

ずる（傍点筆者）」（17）。ルカーチがローザを高

く評価するのは『資本蓄積論』における資本主

義崩壊論、すなわち、「恐慌論」を社会主義と

結びつけたからに他ならない。ローザは資本主

義の崩壊と社会主義は「不可避」だという。ル

カーチによれば、《資本蓄積の可能性に関する

疑問》が資本蓄積の不可能性という弁証法的な

確信にまで高まるならば、小ブルジョワ的・反

動的なすべての性格の跡形はなくなり、この疑

問は来たるべき社会革命の楽観論となり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、理論
4 4

的確信
4 4 4

となる。オットー・バウアーが資本蓄積

の可能性を肯定する態度には、ジャン＝バティ

スト・セイ、またはツガン・バラノフスキーの

ような陽気な文字通りの楽観論はみられない。

《資本蓄積の可能性に関する疑問》が小ブルジ

ョワ的に動揺する、臆病で曖昧な性格を帯びる

ことになる。「バウアーや彼の賛同者たちは、

たとえマルクス主義的な用語をもちいてはいよ

うとも、彼らの本質はプルードン的である」（18）。

彼らは資本蓄積の問題を解消しようとしたが結

局プルードンが資本主義的発展の「良き側面」

を保持し、「悪しき側面」には目を背けるよう

にしたことと同じ結果になる。だが、資本蓄積

の問題は「悪しき側面」が資本主義の内面的本

質と分かちがたく結びつき、帝国主義と世界戦

争、世界戦争と世界革命を、資本主義の発展の

必然性として捉えなければならないことを意味

している。『資本蓄積論』以後に公刊されたレ

ーニンの『帝国主義論』（1916）においては、

資本主義の発展にとって資本主義の「最高段

階」としての帝国主義は「植民地、半植民地、

従属国」を世界市場の内的構成要素として産出

し包摂することを特徴にしていた。しかし、ロ

ーザにおいては資本主義による非資本主義諸国

の搾取は歴史的連続性にあり、「資本にとって

の外部の市場は、資本の生産物を吸収し、資本

に生産要素と労働力を吸収する、非資本主義的

な社会的環境」であり、搾取の具体的な形態な

のである（19）。ローザは『資本蓄積再論』で次

のように論述する。「このような見解がゆきつ

くところは、ブルジョワジーにむかって、帝国

主義や軍国主義というものが、かれら自身の資

本主義的な利益という見地からみて、かれらに

とって有害なものであることを説くことであり、

これによって、この帝国主義のいわゆる一握り

の受益者たちを孤立させ、プロレタリアートと

広汎な市民層との同盟を結成し、帝国主義を

《鎮圧》し……その刺をぬくことである。自由

主義がその没落期に説得しがたい王朝から離れ

て、より説得しやすい王朝に訴えたのと同じよ

うに、《マルクス主義中央派》は忠告しがたい

ブルジョワジーから離れて、教えやすいブルジ

ョワジーに訴えようとするのである」（20）。ルカ

ーチは、若きマルクスが「全体性」の方法論で

その当時なお興隆していた資本主義の死相をは

っきり照らしだしたのと同じように、ローザ・

ルクセンブルクが資本主義の根本問題を歴史過
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程についての「全体性」の方法論で理論的に分

析することによって資本主義の最後の開花に、

ぞっとするような死の舞踏つまり「オイディプ

スの歩んだ道」という性格を与えたというので

ある（21）。

第3節　理論の系譜線
　　　　　―ローザのロシア革命論

ルカーチは、1919年のハンガリー・評
タナーチ

議会

共和国崩壊後、ウィーンに亡命していたが、

『コムニスムス』に論文「議会主義の問題によ

せて」（1920年3月1日）を発表して、ヨーロ

ッパの共産主義運動における戦略・戦術問題の

ひとつとして《議会主義》の問題を考察する。

ルカーチは次のように論じる。「議会の枠のな

かでブルジョワ社会にたいする鋭い批判が可能

であるかのようにみえる事実こそは、プロレタ

リアートの階級意識をくもらせるのに貢献する

ものであり、これこそはブルジョワジーにとっ

て願ってもやまないことなのだ。ブルジョワ議

会制民主主義なるフィクションは、ほかでもな

い、議会というものが階級的抑圧の機関ではな

く『国民全体』のための機関であるようにみえ

る、ということにこそ依拠しているのである」（22）。

また、ルカーチは「日和見主義と一揆主義」

（1920年8月17日）において《自然発生性と意

識性》の問題について、次のように考察してい

る。「共産主義政党にとって組織とは行動のた

めの前提条件ではなく、前提条件と結果とが行

動をつうじて
4 4 4 4

たえず相互にいりまじっているよ

うなものだということ。いやそれどころか、も

しもこれらふたつの観点のうちのどちらかが一

方を優位におくとすれば、組織とは、前提条件

としてよりはむしろ結果としてとらえなければ

ならないものなのだ」（23）。「ただひとつ革命過

程の全体性のみが、共産主義的行動の導きの糸

を生み出すことができる」（24）。さらに、ルカー

チは「大衆の自発性（Spontanität der Massen）

から出発せず、この自発性を無意識のままに煽

ってきた諸要求を意識化することを目的とせず、

この自発性をこの方向に、つまり革命過程の全

体性にそった方向に導く努力をしないような行

動は、どれほどかれらのスローガンが平明で、

『現実政策的』であろうと、すべての地からは

なれた空虚な空間をただようものでしかない」

と論じる（25）。

パウル・レヴィはローザ・ルクセンブルクが

ブレスラウ刑務所で書いた「ロシア革命論」草

稿を1922年1月に出版する。レヴィは、「ロシ

ア革命論」草稿の成立事情を「序文」で次のよ

うに書き記している。

「1918年夏にローザ・ルクセンブルクは、ブ

レスラウ監獄から『スパルタクス書簡』のため

に論文を書き、そのなかでボルシェヴィキの政

策を批判的に論じていた。それは、ブレスト・

リトフスク以降の時期、補足協定の時期であっ

た。彼女の友人たちはその公表を当時、時を得

ないものと考え、私もかれらと同じ意見であっ

た。しかし、ローザ・ルクセンブルクが頑強に

その公表を主張したので、私は、1918年9月に

ブレスラウの彼女のもとに赴き、長時間じっく

り話し合った後に、彼女を納得させることはで

きなかったものの、彼女が最近書いたボルシェ

ヴィキの戦術批判の論文の印刷を断念すること

に決めた。彼女は批判の正当性を私に納得させ

るためにこの小冊子を書いた。彼女は獄中から

信頼する女友達を通じて、その内容の概要を私

に知らせ、ロシアにおける事態への詳細な批判

を書く仕事に熱中していると伝えてきた。〈私

はこの小冊子をあなたのために書いているので

す。もしこれであなたを納得させることになれ

ば、それだけでもこの仕事は無駄ではなかった

ということです〉と彼女は書きそえてあった」（26）。
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レヴィがローザの「ロシア革命論」草稿を出

版する直接のきっかけとなったのはドイツ革命

の敗北という歴史＝政治の経験によりドイツ共

産党からもコミュニストインターナショナル

（略称は「コミンテルン」、いわゆる「第三イン

ターナショナル」）からも排除され、そこへの

復帰の道がほとんど閉ざされていたからであ

る（27）。ちょうどその頃、クラーラ・ツェトキー

ンがローザの著作集刊行の計画を抱えてモスク

ワから帰国したという事情もある。ルカーチに

よれば、レヴィがローザの「ロシア革命論」草

稿の発表を企てたのはドイツ共産党の名誉回復

やコミンテルンへの信頼ではなくて、彼女の遺

稿は、コミンテルンとその諸分派を精算するた

めの理論を与えるためである。そのためにはロ

ーザ自身が後に見解を変えたということを指摘

するだけでは不十分であり、ローザの名誉ある

権威によってドイツ革命の理論的基礎を与えな

ければならないのである。ローザの「ロシア革

命論」草稿は、世界戦争とロシア革命の経過と

経験によってドイツ革命の戦略的・戦術的問題

を再考したものである。ローザは、フランツ・

メーリング、クラーラ・ツェトキーン、カー

ル・リープクネヒトと共に左翼反対派を指導し、

1915年には『インターナツィオナーレ』を編

集した。とりわけ、冒頭論文においては社会民

主党の政治的破産と第二インターナショナルの

崩壊を規定し、シュツゥットガルト大会の決議

に相応しいインターナショナルの再建を呼びか

けていた。1916年には非合法団体「スパルタ

クス・ブント」を結成し、ローザは、もっぱら

非合法的文書によって積極的な反戦活動を行っ

た。独立社会民主党の結成に際しては、形式的

にこの党に属し、左翼急進派を形成した。ロー

ザは国家権力によって獄中にあったが、獄中か

らユニウス・ブロシューレと呼ばれる「社会民

主党の危機」という論文を書き、スパルタクス

団の活動を援助した（28）。ローザは「ロシア革

命論」草稿の冒頭で次のようにいっている。

「歴史的課題を遂行する点で未熟なのは、ロシ

アではなく、ドイツ・プロレタリアートである

ことが、戦争とロシア革命との経過によって明

らかにされた。このことをどこまでもはっきり

と示すこと、これがロシア革命の批判的考察の

第一の課題である」（29）。ローザは、ロシア革命

の持続にとってきわめて困難な国際情勢を展望

し、それゆえに西ヨーロッパ、とりわけドイツ

における革命の勃発こそが、この困難な情勢を

切り開く唯一の活路と認識した。ローザの情勢

認識はきわめて妥当なものであった。ローザが、

ロシア革命を画期的な政治的事件として捉え、

ドイツ革命に繋がる問題として捉えていたのは

明らかである。それに先立つ論考においても

1905年革命の敗北の原因として「西欧」の立

ち遅れを強調していた。ローザはロシア革命の

置かれた恐るべき困難さを誰よりも深く認識し

ていた。そして、今度こそ、ドイツに革命が起

きなければならないとローザは考えていた。そ

れゆえ、ロシア革命の運命に対してはドイツの

プロレタリアートが、重大な責任を負っている

と考えていたのだ。ローザの「ロシア革命論」

草稿の課題は、「世界革命」が展望されるなか

で、世界資本主義の資本蓄積の不可能性による

資本主義の崩壊論や「ロシア革命」を理解して

いないメンシェヴィキおよびカウツキー批判で

あり、また、ドイツ・プロレタリアートが果た

すべくして果たし得ない状況下で生じた「ロシ

ア革命」の困難さに限界づけられたボルシェヴ

ィキの「誤謬」に対する批判である。ローザの

批判の主たる問題は、憲法制定議会と民主主義、

農業問題、民族問題が支柱となっている（30）。

ローザのレーニン批判は、1904年のレーニン

の著作『一歩前進、二歩後退』について『ノイ

エ・ツァイト』誌で公表した批判や、スパルタ
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クス綱領の起草などで行われている。ローザに

とって「プロレタリアートの独裁」は、「無制

限、最大限の民主主義」が行われ、大衆の自然

発生性と革命性に依拠されなければならない。

ローザは、「全権力をソヴィエトへ」というス

ローガンと「憲法制定議会の招集」というスロ

ーガンを並行して考えていたがゆえに、ボルシ

ェヴィキの憲法制定会議の解散には同意するこ

とができなかった。ローザのいう「無制限の民

主主義を伴った独裁」とは「背骨としてのソヴ

ィエトと、同時に憲法制定議会と普通選挙権」

「完全な出版・言論・集会の自由」を意味して

いた。ローザは「ロシア革命論」草稿で社会主

義と自由および民主主義の関係について次のよ

うに述べている。

「社会主義はその本質
4 4

からいって強制されたり、

指令によって導入されたりするものではないこ

とは、明らかである。……否定、破壊は命令す

ることができるが、建設、積極的なものの創造

は命令ではできない
4 4 4 4

。……ただ何の拘束もない、

湧きたつような生活だけが、無数の新しい形態

を、即興曲を考えだし、創造的な力
4 4 4 4 4

をもち、あ

らゆる誤りを自ら正すことができる。自由を制

限された国家の公共生活は、民主主義の排除に

よってあらゆる精神的な豊かさや進歩の生き生

きとした源泉を塞いでしまうからこそ、息苦し

く、惨めで、形式的で不毛なものとなる」（31）。

「政府の支持者のためだけの自由、ある党のメ

ンバーのための自由は―その数がどんなに多く

とも―けっして自由ではない。自由とはつねに

異なった考え方をするものの自由である（Freiheit 

ist immer Freiheit der Andersdenkenden.）それは

“公正”を狂信するからではなく、政治的自由

のもつ活性化、健全化、浄化の力はまさにこの

本質にかかっているからであり、もし“自由”

が特権となれば、この力は失われるからであ

る」（32）。この場合の“自由”が特権となるとい

うことは、特定の政府の支持者のための“自

由”、あるいは、ある政党のメンバーのための

“自由”であるという不公平な“自由”が特権

となれば、政治的な“自由”がもつ力（活性化、

健全化、浄化）は失われる、ということを意味

している。

レヴィによる「ロシア革命論」草稿の出版は

ドイツ国内外での大きな反応をもたらした。そ

の多くが「ボルシェヴィズムに抗するローザ・

ルクセンブルク」といった内容のものであった。

「ロシア革命論」草稿に対して、アドルフ・ヴ

ァルスキーが「革命の戦術問題に対するローザ

の立場」を発表し、クラーラ・ツェトキーンは

『ロシア革命に対するローザ・ルクセンブルク

の立場』という小冊子を刊行した。彼らはロー

ザと長年親交があった人物であった。また、レ

ーニンは「ローザは誤りにもかかわらず、やは

り鷲であったし、いまも鷲である」という「政

治家の覚書」を書いた。ヴァルスキーとツェト

ーキンは、ローザとボルシェヴィキとの差異は、

本質的なものではなく、ローザは獄中における

ボルシェヴィキ批判をドイツ革命の経験によっ

て改めたということであった。ローザの遺稿を

反ボルシェヴィキのために利用するのは「遺言

状の偽装」だというのである。

ルカーチは、ローザの「ロシア革命論」草稿

を理論的に考察し、1922年2月に『インターナ

ツィオナーレ』に3回に亘ってローザのロシア

革命論の批判的考察を連載する。編集部は、冒

頭にてルカーチの論文がヴァルスキー論文の発

表以前に書かれたこと、両者は「大抵の基本的

な問題では一致しているが、本論文をとくに討

論のために本誌に掲載するのは一般に本質的な

点で議論が行われていないからだ」と断ってい

る（33）。ルカーチの「ローザ・ルクセンブルク

の『ロシア革命批判』についての批判的考察」

は、ローザの理論を継承しつつ同時に「ロー
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ザ・ルクセンブルクの見解の中の中心問題であ

るプロレタリア革命の性格に関する誤った判断
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を導いている方法的視点は何であったか
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」を示

すことであった（34）。ルカーチの論文は、ドイ

ツ共産党の歴史のなかで、ローザ・ルクセンブ

ルクの理論を批判した最初の例であった。すな

わち、ルカーチは、《自然発生性と意識性》の

問題についてのローザ・ルクセンブルクの理論

を転回＝移動したのである。

第4節　理論の系譜線
　　　　　―ローザの構成的権力論

ルカーチのローザ・ルクセンブルク論には、

階級闘争および階級意識の形成におけるプロレ

タリア大衆の「有機的自然成長論」がある。ロ

ーザは「ロシア革命論」草稿で「社会主義への

イデオロギー的自然成長」を主張する。「社会

主義的社会制度は、経験という独自の学校から、

生きた歴史の生成から、機が熟して生まれてく

る歴史的な産物であるべきものであり、また歴

史的な産物であり得るものであって、この点で

は有機的自然と全く同様であり、結局はその一

部をなすものであって、現実の社会的な要求と

ともにその要求を満たす手段をも、課題と同時

にその解決をもたらすという美しい習慣をもっ

ているのである」（35）。ローザは、資本主義から

社会主義への移行は革命期には危機に陥りやす

く、また逆転しがちなものであることをはっき

りと見抜いていた。にもかかわらず、ローザが

「歴史を指導する使命をもつ階級のなかで、革

命の自然発生的・本能的な諸力を過大に評価し

たことが、立法議会に対する彼女の態度を規

定」してしまった。ルカーチによれば、ロー

ザ・ルクセンブルクとレーニンとの対立は「日

和見主義に対する闘争がプロレタリアートの革

命的党の内部での精神的な
4 4 4 4 4 4 4 4

闘争であるのか、そ

れともこの闘争が組織の分野でおこなわれるも

のであるのか」という点で生じた（36）。ローザは、

ボルシェヴィキが労働者運動のなかの革命的な

精神を保証するものとして組織問題に中心的な

役割をおいたことを、行きすぎと見た。何故な

ら、ローザは「真に革命的な原理というものは

もっぱら大衆の本能的な自然発生性に求められ

るべきものだ」という見解をとっているからで

ある（37）。「自然発生的な大衆闘争の革命的・『有

機的』理論は、まさしくこの日和見主義的な発

展理論に対する闘争のなかで、成立したものな

のである」（38）。「この革命的・『有機的』な理論

は、―そのもっともすぐれた主張者が賢明な留

保をしたにもかかわらず―結局、経済的な状勢

の絶えざる尖鋭化、必然的に開始される帝国主

義的な世界戦争、それらに続いて近づく革命的

な大衆闘争の時期が、社会的・歴史的な必然性

をもって、プロレタリアートの自然発生的な大

衆行動を惹起する。そしてまた、革命の目的と

方法とに関する明確さというものも、この大衆

行動の指導のなかではじめて証明されることに

なろう、という結論に達したのである。したが

って、この理論は、革命の純粋にプロレタリア

的な性格というものを、暗黙の前提としている

のである」（39）。

ルカーチはローザの理論を次のように論じる。

「ローザは一方で、ボルシェヴィキの戦略・戦

術を肯定して評価するにもかかわらず、他方で、

ローザがボルシェヴィキの理論に反対してこれ

を非難する時、ロシアのプロレタリア革命に関

する彼女の評価の本質が示されている」。すな

わち、「ローザはロシア革命の純粋にプロレタ

リア的性格を過大に評価
4 4 4 4 4

」し、「プロレタリア

階級が革命の最初の局面でもちうる……外面的

な力および内面的な明確さと成熟度を過大に評

価している」（40）。そして、同時に、その反面と

して、「革命における非プロレタリア的な要素
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のもつ意義を過小に評価している」。しかも、

「階級の外部では
4 4 4 4

非プロレタリア的な要素を、

プロレタリアそのものの内部では
4 4 4 4

こうしたイデ

オロギーの力を、ともに過小に評価している」

のである。そして、「このような革命の真の原

動力に対する誤った評価は、もっとも決定的な

点で、彼女に誤った立場をとらせた。すなわち、

革命における党の役割の過小評価
4 4 4 4 4 4 4 4 4

に、経済的発

展の必然性につき動かされる本能的なものに対

する意識的・政治的な行為の過小評価に導いた

のである」（41）。つまりボルシェヴィキの戦略・

戦術がプロレタリア革命の始まりの過渡期の戦

略・戦術であったことを考慮せずに、ローザは

「日々の要求に対してはいつも革命の来たるべ

き段階の原理を対置させ」、革命勢力を反革命

と闘うために動因する必要性を見落としだのだ。

このことが「暴力、民主主義、ソヴィエト体制、

党についての本小冊子の行為を終局的に決定す

る基礎となっている」と、ルカーチは主張する。

ローザは「歴史発展の有機的性格
4 4 4 4 4

を過大に評

価」し、暴力を「否定的なものの除去」のため

にのみ認めたが、ローザにとって「プロレタリ

ア国家（ソヴィエト体制）はすでに結実した経
4 4 4 4 4 4 4 4

済的社会的変革のあとで、そしてその結果
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、は

じめてイデオロギー的な『上部構造』として成

立しうる」ものである（42）。それに対し、ルカ

ーチにとってのソヴィエト制は「移行期を管理
4 4 4 4 4 4

する闘争形態であり
4 4 4 4 4 4 4 4 4

、社会主義の諸前提を闘い
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

取るための闘争形態
4 4 4 4 4 4 4 4 4

」である。それは資本主義

と競合する段階で、社会主義は「おのずから」

経済発展の自然法則性によって成立するもので

はなくて、先取りされた社会主義社会を現実に

意識的に貫徹させるための器官となるというよ

うに考えるからである。ルカーチからすればロ

ーザは、自然発生性に基づく「プロレタリア独

裁」を想定していた。しかし、「ブルジョワ革
4 4 4 4 4 4

命の構造的諸形態のもとでプロレタリア革命を
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

考えている
4 4 4 4 4

」（43）。確かにローザは、1917年革命

を1905年―1907年革命の直接の連続としてブル

ジョワ革命と規定したが、1917年の11月革命

を社会主義革命と規定してはいない。ローザは

「イギリス大革命やフランス大革命の発展のシ

ェーマに一致する」としている。ローザは、プ

ロレタリア革命の場合、イギリス革命やフラン

ス革命のようなブルジョワ革命の構造的諸形態

とは異なることを明確にしないまま社会主義の

必然性を論じた。これらのことがローザのドイ

ツ革命についての理論の制約＝限界を生んだの

である。

社会主義への必然性のテーマは《自然発生性

と意識性》の問題へと転回＝移動する。そして

この論点は、後の「組織問題の方法論」におい

て深められることになる。ルカーチのこの論考

は「革命的イニシアティヴの組織的諸問題」

（1921年6月）の改稿によるものである。この

問題についてさらに理論的に考察を加えたのが

『歴史と階級意識』の第三論文「階級意識」に

他ならない。この論考は、『コムニスムス』

（1920年）に2回にわけて発表されたものであ

るが、大幅に加筆され、マックス・ウェーバー

の社会科学方法論の骨格をなす「理念型」

（Idealtypus）という概念装置を導入することに

よって、理論的な考察を遂行した。ルカーチは

《階級意識の理論》を、心理学的な意識とプロ

レタリアートの階級意識とを峻別して、「理念

型」を用いて「階級意識の客観的理論は、階級

意識の客観的可能性の理論」として定式化し

た（44）。ルカーチはこの《階級意識の理論》に

よって、《自然発生性と意識性》の問題に対す

る回答が陥った理論的なジレンマを克服できる

と考えたのである。ルカーチの《階級意識の理

論》は、社会主義意識の単なる「外部注入論」

ではなく、「党と階級」についての前衛党モデ

ルでもない。
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「プロレタリアートの諸層の深く進んだ類型分

けの内部においても、また階級闘争の問題の内

部においても、しばしば提起されるのは、階級

意識の客観的可能性を実際に実現する、という

問題なのである。このような問題は、従来はた

だ非凡な個人にとっての問題にすぎなかった。

……だがこの問題は、いまでは全階級にとって

現実の焦眉の問題となっており、プロレタリア

ートの内部変革の問題、プロレタリアートがみ

ずからの客観的・歴史的使命の段階へ発展とす

る、という問題になっているのである。そこに

は一つのイデオロギー的危機が、すなわち、そ

の解決が経済的世界危機の実践的な解決を可能

にするような、イデオロギー的危機があらわれ

ているのである。プロレタリアートが、この場

合、イデオロギー的に進んでいく道の長さにつ

いて幻想をいだくことは、大きな弊害をもたら

すであろう。しかし同様に弊害が大きいのは、

資本主義をイデオロギー的に克服する、という

方向づけにおいて、プロレタリアートのなかで

活動している力を見逃すことである。いかなる

プロレタリア革命も―ますます高まり意識的に

なるという仕方で―国家機関にまで成長した全

プロレタリアートの闘争機関を、すなわち労働

者評議会を生み出した、という事実こそ、たと

えば、プロレタリアートの階級意識が、その闘

争のなかでかれらの指導層のブルジョワ性を克

服して勝利しつつある、ということの一つのし

るしなのである。革命的な労働者評議会は、け

っして日和見主義的なカリカチュアと混合され

てはならない。それはプロレタリアート階級の

成立以来、プロレタリア階級の意識がたえず獲

得しようと努めた形態の一つなのである。労働

者評議会が存在しているということ、それがた

えず発展しているということは、プロレタリア

ートがすでに自分自身の入口のところに、した

がって勝利の入口のところに立っている、とい

うことを示している。なぜなら、労働者評議会

は、資本主義的物象化を政治的・経済的に克服

するものだからである」（45）。「プロレタリアー

トの階級意識が、階級全体の思考と方法に関し

て、過程的かつ流動的な性質のものであるとす

れば、このことは階級意識の組織的形態のなか

に、つまり共産党のなかに、かならず反映する

はずである」（46）。ルカーチの「プロレタリアー

トのなかで活動している力」という概念は「構

成的権力」（pouvoir constituent）の概念によっ

て包摂される。アントニオ・ネグリが『構成的

権力』で表現した「構成的権力」概念は、スピ

ノザを経由して構成された概念である。スピノ

ザによれば、自然は、まず第一に活動する力と

してある。「能産的自然」（natura naturans）と

「所産的自然」（natura naturata）とは、この力の

主体と力の客体と見なすことができる。つまり、

自然とは生産力に他ならない。「自然のなかに

はそれよりもっと有力でもっと強大な他の物が

存在しないようないかなる個物もない。どんな

物が与えられても、その与えられた物を破壊

しうるもっとも有力な物が常に存在する」（47）。

自然権の作動は、自然権の行使を不能ならしめ

る。スピノザによれば、自然権の行使は、「社

会状態」において始めて可能になる。「各人は、

その有するすべての力（potentia）を社会に譲

渡すればよい。それによって社会のみが最高の

自然権を、すなわち最高の統治［権］を保持し、

各人はこれに対して自由意志によって、あるい

は重罰への恐れによって従わなければならない

のである。このような社会の法［権利］を民主

制（Democratia）と名づける。すなわち、民主

制とは、人間がなしうる一切のことにたいする

最高権利を共同的に有する人間の普遍的結合と

定義することができる」（48）。「統治体（imperium）

すなわち最高権力の法は、各個人に力によって

ではなく、多数者（mulutitudo大衆）―あたか
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も一つの精神によって導かれる―の力によって

決定される、自然法［権］そのものに他ならな

い」（49）。「国家（civitas）の法は多数者（大衆）

の共同の力によって規定される」（50）。スピノザ

には、人民大衆の力が支配する三つの統治体の

形式がある。君主制、貴族制、民主制である。

スピノザは、大衆の国家を単に大衆のための国

家ではなくて、大衆による国家の存在形態を解

明しようとした。スピノザにおいては大衆はい

かなる政体においても最高権力の形成母体であ

る。スピノザが民主制の最高形式において推論

した各人の自然権の委譲とは、ただちにその放

棄を意味するものではなかった。各人の力の委

譲から構成された力という概念のなかには、各

人の力を超出し、逆にこれをコントロールする

力であると共に、この力が各人の力の実現とい

う目的に敵対した場合には、常にそれに対立す

る力として作動する淵源が仕組まれているので

ある。これは、「全ての限定は否定である」

（omnis determination est negatio）という命題に

照応している（51）。

ネグリの構成的権力論を経由することによっ

て、ルカーチが定式化した《階級意識の理論》

は、スピノザの《能産的かつ所産的自然》を基

礎にした民主制論を継承して、転回＝移動する。

ルカーチの《階級意識の理論》はプロレタリア

ートの階級構成の過程を「プロレタリアートの

なかで活動している力」、すなわち「構成的権

力」の作動の過程として再構成したのである。

「構成的権力」の作動は、プロレタリア大衆の

当事者意識に対する批判の過程を自己の作動の

構成要素にして、階級意識を形成する。物象化

された意識に対する批判を媒介にして階級意識

が形成されるのである。そして、階級意識の形

成は組織形態として表現される。すなわち、階

級意識の形成とは自己権力機関＝闘争機関（ア

ソシエーション）の形成なのである。プロレタ

リアートが階級意識を意識化することはプロレ

タリアートの階級闘争の機関の自己構成のこと

なのである。これは、プロレタリアートの階級

構成＝形成であり、歴史的には、ロシア革命に

おいては「労働者兵士評議会」（ソヴィエト）

であり、ドイツ革命においては「労働者評議

会」（レーテ）として現出した。

ネグリは『構成的権力』においてローザの理

論を構成的権力論という理論装置によって再構

成している。ネグリによれば、革命期のレーニ

ンにとって、党は「構成的権力」を組織する媒

介へ転回＝移動する。自然発生性にいかなる組

織形態を与えるかという問題が中心的な位置を

しめるところとなる。あるダイナミズムがここ

で構築されるのであるが、それは「構成的過程

の自然発生的必然性に適合した組織化のダイナ

ミズムであり、新国家の構成過程における大衆

の生産的機能を称揚する西欧的ダイナミズムに

ほかならない」（52）。「ローザ・ルクセンブルクは、

構成的権力のレーニン主義的実践に対する内的

な評価から出発して、積極的に、つまり批判的

に表明する。レーニンの党は、大衆の革命的精

神と民主主義への希求を最大限の参加、一貫性、

ラディカル性でもって支えながら、大衆を権力

に導いた」。「大衆運動と党のイニシアティヴと

の難しい駆け引きのなかで党が優勢になる。こ

の大衆に対する党の優位は民主主義の敗北と独

裁的・官僚主義的な管理体制の確立を意味す

る」。ネグリは、ローザの理論を「構成的権力」

の概念装置と関連づけて四つの要素に分類して

いる（53）。第一は、大衆のイニシアティヴとそ

の民主主義的な組織、ソヴィエト運動である。

第二は、このイニシアティヴの時間的なダイナ

ミズム、変革的な力の発揮される期限とその無

際限の企図を時間的に接合するその能力、第三

は、「構成的権力」が経済的に根づくこと、そ

して政治的な場だけではなくて、とりわけ産業
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的な場においても刷新を必然化する能力、すな

わち、経済的民主主義と集散化の深化である。

第四は、空間的次元、あるいは民族的な自己決

定と中央集権化の弁証法で、ここにおいて労働

者の国際的統合力の力で敵の推進する解体と分

離の政治空間にたちむかって勝利することがで

きるというものである。ネグリによれば「大衆

民主主義だけが、構成的権力のあらゆる革命的

構成要素を機能的に再組織し、新しい権力を民

主主義的なプロレタリア独裁に変えることがで

きる」のである（54）。

ローザは、大衆の自発性を解放して運動全体

を活性化させるために、すでに官僚化していた

社会民主党をいかに改革するかという課題に直

面していた。ローザにとって決定的な要因は

「大衆」であった。ルカーチによれば、ローザ・

ルクセンブルクの「プロレタリアート」概念は、

日和見主義者の見解とはまったく異なっている。

「ローザは、きわめて深い洞察力をもって、革

命的な状勢が、それまで組織されておらず、組

織的労働にも到達しえていなかった、（農業労

働者などの）プロレタリアートの大集団を動員

することを、またこの大集団が、それを不遜に

も未成熟な、『未発達な』ものとして取りあつ

かっている、党や労働組合そのものよりも、比

べものにならないほど高度な階級意識を、その

行動のなかで示すことを、見ぬいている。しか

し、それにもかかわらず、彼女のこうした見解

の基礎にも、革命の純粋にプロレタリア的な性

格というものが横たわっているのである。一方

では、プロレタリアートは闘争計画の上に統一

的にその姿をあらわすのであるが、他方では、

その行動が右のように取りあつかわれている大

衆こそ、純粋にプロレタリア的な大衆なのであ

る」（55）。それは「革命的な行動に対する正しい

態度というものは、プロレタリアートの階級意

識のなかに深く根ざし、深く本能的に根を張る

ことができるもの」であり、「革命的な行動そ

のものを正しい方法で続けてゆくためには、意

識を喚起すること、すなわち明確な指導だけが

必要となってくるものだからである」（56）。ルカ

ーチの「プロレタリアート」概念とローザの

「プロレタリアート」概念とは大きな隔たりは

ない。ルカーチはローザの立場に近い。「ロー

ザ・ルクセンブルクは、革命的な大衆行動が本

質的に自然発生的な性格のものであることを、

他に多くの人びとよりも早く、またはっきりと

認識していた（そこで、ローザは、このような

行動が経済的な過程の必然性から必然的に生み

だされてくるものだという、以前から確認され

ていたことの他の一面を取りあげたにすぎな

い）のであるが、まさしくそのローザが、同じ

ように、革命における党の役割を、他の多くの

人びと（カウツキー、ベーベル ― 筆者）より

も早くはっきりさせたことは、けっして偶然で

はない」（57）。「ローザ・ルクセンブルクは、組

織というものが革命的な過程の前提というより

はむしろその結果であって、プロレタリアート

自身もまたこの過程のなかでのみ、そしてこの

過程を通してのみ、みずからを階級に構成しう

る（konstituieren）ものだということを、早く

から認識していた」（58）。ルカーチは、「自然発

生的大衆闘争の革命的な『有機的』理論」が、

革命の「純粋にプロレタリア的性格」を暗黙の

前提にしていることを指摘し、党の目的意識性

が必要とされるとする。「問題なのは、プロレ

タリアートの階級意識が、客観的な経済危機と

平行して、直線的に、プロレタリアート全体を

通じて同じように、発展するものではないとい

うことである。またプロレタリアートの大部分

が、精神的にはいぜんとして、ブルジョワジー

の影響のもとにあるということ、そしてどんな

に激しい経済的危機の展開さえも、そのプロレ

タリアートをこうした状態から離脱させるもの
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ではないということである。つまり、プロレタ
4 4 4 4

リアートの態度や
4 4 4 4 4 4 4 4

、危機に対するプロレタリア
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ート自身の反応は
4 4 4 4 4 4 4 4

、烈しさと強さにおいて
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、危
4

機よりもはるかに遅れている
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ということの方が

重大である」（59）。ルカーチのこの記述は、資本

主義の崩壊と社会主義の「不可避性」を論じた

「マルクス主義者としてのローザ・ルクセンブ

ルク」からの転回＝移動である。ローザ没後の

1921年、統一ドイツ共産党による中部ドイツ

における大規模な「3月行動」の敗北に関する

ルカーチの論文「大衆の自然発生性と党の行動

性」（1921年5月）は、ローザの自然発生性の

理論の意義を踏まえつつ、意識性の理論と組織

論の意義を強調している。「問題は、共産主義

政党が……国家権力を掌握しうるためにはどん

な組織的措置が必要か、などということではな

く、どうすれば統一ドイツ共産党のイニシアテ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ィヴによる自立的な行動をとおして
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、イデオロ
4 4 4 4

ギー的な危機が
4 4 4 4 4 4 4

、プロレタリアートをつつんで
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

いるメンシェヴィキ的な惰眠が
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、革命的発展の
4 4 4 4 4 4

行きづまりが
4 4 4 4 4 4

、克服できるのか
4 4 4 4 4 4 4

、ということこ

そが問題なのである」（60）。ここで、ルカーチが

問題にしているのは「プロレタリアートのイデ

オロギー的危機」である。ルカーチは、資本主

義の危機にも関わらず革命が挫折する原因は、

ブルジョワ支配階級からの弾圧にのみ帰せられ

るものではないとみている。むしろその原因は、

革命主体であるプロレタリアート自身のうちに

求められなければならない。それゆえ、「イデ
4 4

オロギー的危機の原因
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を追求しなければならな

い」。そして「この危機の精神的および組織的

表現がまさにメンシェヴィズム」に他ならない

のである（61）。プロレタリアートのブルジョワ

化は、メンシェヴェキ的な労働者党、および指

導する労働組合のなかで、独自な組織的形態を

とっている。「プロレタリアートのイデオロギ

ー的危機」は、ブルジョワ社会の客観的にきわ

めて不安定な情況が、古臭い連帯責任という形

式で、個々のプロレタリアートの頭の中に反映

していることに現われる。メンシェヴィキは、

「プロレタリアートの意識の物象化（die 

Verdinglichung im Bewußtsein des Proletariats）を、

イデオロギー的にかつ組織的に定着させ、それ

を相対的にブルジョワ化の段階に固定させる」

役割を演じる（62）。プロレタリアートの大部分

は、精神的には依然としてブルショワジーの支

配を受けていて、どれほど急激な経済危機でも、

彼らをこうした態度から救い出してくれるもの

ではない。つまり、プロレタリアート自身の危

機に対する反応は、熱烈さと強さにおいて、危

機そのものより遙かに遅れるものである。革命

闘争の経験は、プロレタリアートの革命的決断

および闘争への意志が、単純に簡単に構成され

ることを決して示していない。革命的実践の正

しい立場は、ただプロレタリアートの階級意識

の中にだけ、深く根ざすことができる。肝心な

ことは「プロレタリアートの階級意識を喚起す

ること」である。すなわち、ルカーチにとって

の「プロレタリアートのイデオロギー的危機」

とは、メンシェヴィズムであり、いわば、「意

識の物象化」なのである。「意識の物象化」こ

そ、プロレタリアートのイデオロギー的危機の

本質的な問題なのである。それは『歴史と階級

意識』の第四論文「物象化とプロレタリアート

の意識」（1922年12月）の中心問題である。こ

のように考えるとルカーチがマルクスの『資本

論』から「物象化」論の端緒を見出しているの

は、決して偶然ではないことがわかる。

「プロレタリアートの独裁」とはプロレタリア

民主主義、すなわち「評議会民主主義」を実現

する「内的な形式」であって単に国家権力を奪

取することではない。「プロレタリアート独裁」

は自己消滅、すなわち、党と階級という政治的

関係の廃絶、「階級社会」の廃絶、国家権力の
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死滅を意味するものでなければならない（63）。

「革命の暴力」がいっさいの支配の暴力を廃絶

するための最後の暴力、すなわち「神的暴力」

（göttliche Gewalt）の手段となるためには、暴

力の担い手が自らの死滅過程を自らの存在基盤

へと組み込んでおくという形で可能となる（64）。

プロレタリアートの「構成的権力」は、1956

年のハンガリー革命、そして1968年のプラハ

の春を経て1989年のソ連東欧革命によって「自

由な新たな空間」を創り出した。それは、いわ

ば「抑圧されたものの回帰」であり、プロレタ

リアートの欲望の産出した「現われの空間」で

ある（65）。

［註］
（1）修正主義論争については先駆的な西川正雄

「ドイツ第二帝制における社会民主党―『修正
主義論争』の背景」『年報政治学』日本政治学
会、岩波書店、1966年、55-88頁。保住敏彦
『社会民主主義の源流』世界書院、1992年。同
じく「カウツキーとルクセンブルクの世界資本
主義論」『経済論集』第120・121合併号、愛知
大学法経学会、1989年、63-86頁の研究成果に
基づいている。保住敏彦は、修正主義論争の争
点からドイツ革命に至る学史・学説史を的確に
まとめている。本稿は西川正雄や保住俊彦、伊
藤成彦、さらには平井俊彦らの先駆的研究を踏
まえ、批判的に継承・発展させたものである。

（2）ルカーチとローザを扱った先行研究には、以
下のものがある。本稿ではドイツ革命の文脈で
『歴史と階級意識』を取り扱う点でこれらと見
解を異にする。平井俊彦「ルカーチのローザ・
ルクセンブルク論」『甲南経済学論集』第5巻、
第6号（第62号）甲南大学経済学会、1965年、
45-66頁。Ｍ・ロ

ママ

ヴィ「ルカーチとルクセンブ
ルク」『ローザ・ルクセンブルク論集』所収、
山内昶訳、河出書房新社、1978年、96-113頁。
南成四「ルカーチのローザ・ルクセンブルク
論」『ローザ・ルクセンブルク論集』所収、情
況出版、1971年、346-356頁。西永亮「革命に
おける自由の創設と暴力―ルカーチのローザ・
ルクセンブルク批判を手掛かりに」『年報政治

学』日本政治学会、2000年、143－156頁。ま
た、ダニエル・ゲランの『革命的自然発生』村
上公敏訳、風媒社、1976年には、ローザに関
連する同時代の多くの文献が収録されている。
最近の動向では、安岡直による「『歴史と階級
意識』の成立過程とその狙い」『秀明大学紀要』
第8号、秀明大学、1-27頁、といった研究も
あることを付記しておく。また、ルカーチの政
治思想の概略については以下の文献を参照した。
J. Kammler, Politische Theorie von Georg Lukács: 
Struktur und historischer Praxisbezug bis 1929, 
Luchterhand, Darmstadt, 1974., A. Grunenberg, 
Bürger und Revolutionär : Georg Lukács 1918-
1928, Europäische Verlagsanstalt, Köln,1976.

　　『歴史と階級意識』とドイツ革命、とりわけ、
1921年の中部ドイツにおける「3月行動」との
関連ではルカーチの「初出」論考が執筆された
時期と掲載誌は以下の通りである。テキストと
してはG.Lukács, Geschichte und Klassenbewußt-
sein: Studien über marxistische Dialektik, SL.11.
Luchterhand Verlag, Neuwied,1970.（城塚登･古
田光訳『歴史と階級意識』白水社イデー選書、
1991年）を使用し、以下、GuKと略記する。
また、平井俊彦による抄訳『ローザとマルクス
主義』ミネルヴァ書房、1968年、相沢久訳『組
織論』未来社、1958年も大いに、活用させて
頂き、原文を参照しながら訳文を改めさせて頂
いた。頁数は、煩雑を避けるために白水社版の
頁数を記した。訳文は必ずしも同一のものとは
なっていない。
①「議会主義の問題によせて」

Zur Frage des Parlamentarismus, Kommunismus, 
Nr.6,（ März.1）1920, S.161-72.

②「日和見主義と一揆主義」
　Opportunismus und Putschismus, Kommunismus, 

Nr.32,（Aug.17）1920, S.1107-15.
③「階級意識」

Klassenbewußtsein, Kommunismus, Nr.14,（Apr. 
17）, 1920, S.415-2. ＆Nr.15,（ Apr.24）, 1920, 
S.468-73.→ GuK（1920年3月）
2回に亘って『コムニスムス』（1920年）
に掲載された。

④「マルクス主義者としてのローザ・ルクセン
ブルク」
Rosa Luxemburg als Marxist, Kommunismus, 
Nr.1/2, （Jan.15）1921, S.4-19.→GuK（1921年
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1月）
⑤コミンテルン第三回大会を前にして（1921
年5月15日付）
→ Vor dem dritten Kongreß, Kommunismus, 
Nr.17/18,（Mai.15）1921, S.583-92.

⑥「大衆の自然発生性、党の行動性」→（1921
年5月）
Spontaneität der Massen, Aktivität der Partei, Die 
Internationale, Nr.6,（Mär.15）1921, S.208-15.

⑦「革命的イニシアティヴの組織的諸問題」
（1921年6月15日付）
Organisatorische Fragen der revolutionären Initi-
ative, Die Internationale, Nr.8,（Jun.15）1921, S. 
298-307.
→「組織問題の方法論（GuK）」の原型

⑧「ローザ・ルクセンブルクの『ロシア革命批
判』についての批判的考察」
Kritische Bemerkungen zu Rosa Luxembergs 
“Kritik der russischen Revolution”, Die Internati-
onale, Nr.8,（Feb.12）1922, S.186-89. ＆ Nr.10,

（Feb.26） 1922, S.232-39, ＆ Nr.11, （Mär.5） 1922, 
S.259-62.
3回に亘って『インターナツィオナーレ』（1922 
年）に掲載された。→GuK（1922年1月）

⑨「組織問題の方法論」→GuK（1922年9月） 
Methodisches zur Organisationsfrage

⑩Vgl. Paul Levi, Proletár, Nr.16,（Apr.21）1921.
S.5f.

⑪Vgl. Vorwort zu Rosa Luxemburg: Massenstreik
Előszó Rosa Luxemburg Tömegsztrájk, Verlag 
der Arbeiter-Buchhandlung, Wien, 1921, S.3-9.

⑫『レーニン論』（1924年）
Vgl. Lenin : Studie über den Zusammenhang seiner 
Gedanken, Verlag der Arbeiter- buchhandlung, 
Wien, 1924. & Malik-Verlag, Berlin 1924. 

（3）G. Lukács,GuK,a.a.O., S.50.（8頁）
（4）Ebd., S.51.（9頁）
（5）ローザがドイツ社会民主党を背景に様々な形

で広汎に展開するプロレタリアートを革命の担
い手を見出したのに対し、ルカーチは資本主義
が未成熟であった後進国ハンガリ－を地盤とし
ていたため、ハンガリー革命とドイツ革命とで
はプロレタリアートの展開が異なっていた。

（6）Ebd., S.117f.（95頁）
（7）Ebd., S.50.（8頁）
（8）Ebd.

（9）Ebd., S.41.（70頁）
（10）Ebd., S.94.（67頁）
（11）ここでいうルカーチの「全体性」のカテゴ

リーとは、戦後の「従属理論」や、「第三世界
論」、イマニュエル・ウォーラースティンの

「世界システム論」のモチーフである「中心・
周辺」理論に通じる視点を合わせもっている。
世界資本主義体制によって提起された問題を歴
史的に不可分な二つの極によって統合された
「全体性」として設定することを意味する。

（12）Ebd., S.99.（74頁）
（13）Ebd., S.102.（77頁）
（14）Ebd., S.103.（78頁）先行研究としては、例

えば、森川喜美雄『プルードンとマルクス』未
来社、1979年を挙げておく。

（15）Ebd., S.105.（81頁）
（16）Ebd.
（17）R. Luxemburg, Gesammelte Werke, Bd.5, Dietz 

Verlag, Berlin, 1975, S.364.（長谷部文雄訳『資本
蓄積論（下）』青木文庫、1970年、501頁）以下、
ロ ー ザ の『 全 集 』 は、GW と 略 記。Vgl.G. 
Lukács, GuK, a.a.O., S.107f.（84頁）『資本蓄積
論』は刊行されるや否や論争の的になった。代
表的な例として1919年3月に創設されたコミン
テルンによる批判があげられる。レーニンは、
『資本蓄積論』が公刊された年に同書の検討を
行い、『評注』ノートを残しており、第一次大
戦が勃発した直後（1914年秋）にグラナール
百科事典のために書かれた『カール・マルク
ス』の付録の文献目録ですでに、レーニンは、
ローザのこの著作を評価して「マルクス理論の
誤った解釈」と指摘している。しかし、後に公
刊されたレーニンの『帝国主義論』（1916）は、
帝国主義戦争によって生じた内乱のなかで資本
主義は社会主義へと転化するという資本主義の
崩壊論に立っており、ローザと問題意識を共有
している。真木実彦「ローザ・ルクセンブルク

『資本蓄積論』に対するレーニンの評注（上）」
『商学論集』第36巻1号、福島大学経済学会、
1967年、176-204頁。同じく（下）は、同論集、
第36巻2号、1967年、141-179頁参照。レーニ
ンが「コミンテルンの最大の理論家」と称した
ニコライ・ブハーリンの著作は、『帝国主義と
経済政策』と『帝国主義と資本蓄積』である。
『帝国主義と資本蓄積』は、1920年代のはじめ
ソヴィエト・ロシアで発刊された『マルクス主
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義の旗のもとに』に掲載されたものである。ブ
ハーリンのこの著作は、ローザ・ルクセンブル
クの『資本蓄積論』に対する徹底的な批判をめ
ざしたものであり、1920年代にボルシェヴィ
キ陣営から加えられたローザの資本蓄積論に対
する批判の代表作として知られている。1925
年に発表されたブハーリンのこの著作は、レー
ニン死後のコミンテルン内部でスターリンとト
ロツキーとの対立があった時期のものである。
重要なことは、ブハーリンの『資本蓄積論』の
評価が、ブハーリン失脚、粛清後も引き継がれ、
影響力をもつことになるということである。そ
の原因は、これまでも指摘されてきたように
『資本蓄積論』が、マルクスの『資本論』第2
部の「拡大再生産表式」を否定したことであっ
た。従って、ローザの『資本蓄積論』に対する
理論的な評価付けは、マルクスの「拡大再生産
表式」に対する彼女の主張をどう評価するかと
いう問題に関連付けられることになる。先行研
究が示すようにマルクスの『資本論』はエンゲ
ルスの編集によるものであり、ローザは、『資
本論』第二部三編のテキスト、すなわち「拡大
再生産表式」を「未定稿」として判断した。そ
れは、編者エンゲルスの説明によるばかりでは
なく、マルクスの「拡大再生産表式」では、帝
国主義を理論的に説明できないと考えたからで
ある。伊藤成彦『ローザ・ルクセンブルクの世
界』社会評論社、1998年、86-89頁参照。その
他、松岡利道『ローザ・ルクセンブルグ―方
法・資本主義・戦争』新評論、1988年を参照。
また、資本蓄積論争、とくに再生産表式論につ
いては、例えば、鶴田満彦「資本蓄積論争」
『資本論の展開―批判・反批判の系譜』所収、
同文舘出版、1967年、133-176頁参照。

（18）G. Lukács, GuK, a.a.O., S.108.（84頁）
（19）R. Luxemburg, GW, Bd.5.a.a.O., S.315.（432頁）
（20）Ebd., S.521.（長谷部文雄訳『資本蓄積再論』、

岩波文庫、1935年、197頁）Vgl.G. Lukács, GuK, 
a.a.O., S.109.（85頁）

（21）Ebd.,S.102.（76-7頁）
（22）G.Lukács, “Zur Frage des Parlamentarismus”, in 

Kommunismus : Zeitschrift der Kommunistischen 
Internationale für die Länder Südosteuropas, 
Jahrg.1.H.6.Wien, 1.März.［ Feltrinelli Reprint, 
Milano］, 1920, S.166.（池田浩士編訳『ルカーチ
初期著作集3』所収、三一書房、1976年、93頁）

（23）G.Lukács, “Opportunismus und Putschismus”, 
in Kommunismus, a.a.O., Jahrg.1. H.32., Wien, 
17.Aug., 1920, S.1109. （池田浩士編訳『ルカー
チ初期著作集3』所収、前掲、153頁）

（24）Ebd., S.1110.（155頁）
（25）Ebd., S.1113.（158頁）
（26）ローザ・ルクセンブルクの「ロシア革命論」

のパウル・レヴィ版は、Vgl.R.Luxemburg, Die 
Russische Revolution : eine kritische Würdigung, 
herausgegeben und eingeleitet von P.Levi,Verlag 
Gesellschaft und Erziehung G.m.b.H., Berlin, 1922, 
S.Ⅲ-Ⅳ . （伊藤成彦訳『ローザ・ルクセンブル
クの世界』所収、社会評論社、1998年、122－
123頁）パウル・レヴィ版には「副題」もつけ
られているが、「かなりの誤りや脱落箇所」が
あり、「草稿」であることを考慮し、本文中で
は伊藤成彦に倣って「ロシア革命論」草稿と表
記する。伊藤成彦「はしがき」『ロシア革命論』
所収、論創社、1985年、ⅰ-ⅲ頁参照。尚、レ
ヴィ版の不完全さについては「マルクス主義研
究週間」の提唱者であるフェリックス・ヴァイ
ルの以下の文献参照。F.Weil, “Rosa Luxemburg 
über die russische Revolition”, in Archiv für die 
Geschichte des Sozialismus und der Arbeiterbewe-
gung, Jahrg.13. Akademische Durck- u. Verlagsan-
stalt, Graz, 1928, S.285-298.  脚注のレヴィ版は、
P.Levi（hrsg.）, Die Russische Revolutionと略記。

（27）ここでいうドイツ革命の敗北とは、中部ド
イツでの「3月行動」（Märzaktion）の敗北であ
る。「3月行動」とは、1921年3月に中部ドイツ
の鉱山地帯マンスフェルトで起こった労働者の
自然発生的な叛乱＝蜂起である。この闘争は、
独立社会民主党左派とドイツ共産党が合同して
できた統一ドイツ共産党が指導した最初の闘争
である。警察や軍隊の弾圧による逮捕者は数千
人にのぼり多数の死傷者が出た。パウル・レヴ
ィを中心とするドイツ共産党右派指導部は、
1920年末から社会民主党、共産主義労働者党、
独立社会民主党およびその指導下にある労働組
合に対して共同行動を呼びかけ、この呼びかけ
を『ローテ・ファーネ（赤旗）』（Rote Fahne）
を通じて「公開状」（Offener Brief）（1921年1
月8日付）という形で行う戦術をとった。だが、
この「公開状」戦術は独立社会民主党、労働組
合によって拒否され、結果として共産党内で左
派の力が強まって「攻勢戦術」（Offensiv Theorie）
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が党の基本方針として採択された。「3月行動」
も、基本的にはこの戦術に基づいて行われた。
コミンテルンからはハンガリー革命を指導した
経験をもつベーラ・クンが送り込まれた。しか
し、結果として「3月行動」は敗北に終わって
しまった。そして、この敗北をめぐって、統一
ドイツ共産党は、二つに分かれた。レヴィをは
じめとする党内右派は、これを「一揆主義」で
あると決めつけた。議論は、「攻勢戦術」その
ものの当否をめぐって闘わされざるを得なかっ
た。党内左派は、客観的情勢に照らしてこの方
針が正しいことを主張し、敗北の原因は他の労
働者諸党が闘争に参加しなかったのみならず、
ブルジョワジーの手先となって闘争をボイコッ
トし弾圧したことになるのだと強調した。1921
年夏（6月22日から7月12日）のコミンテルン
第三回大会では「3月行動」の敗北をめぐって
激しい論議がおこなわれた。ルカーチは、この
大会にハンガリー共産党代表団の一員として参
加した。ルカーチは、1919年のハンガリー・
評

タナーチ

議会共和国崩壊後、ウィーンで発行されてい
たコミンテルン東南ヨーロッパ支部の機関誌
『コムニスムス』の共同編集者でもあった。レ
ーニン、トロツキーをはじめとするロシア代表
は、闘争の一揆主義的性格を厳しく批判し、ド
イツ共産党執行部（左派が主流）は、それに抵
抗した。「攻勢戦術」は、「3月行動」の敗北を
境にコミンテルン第三回大会において公式に否
定され、「大衆のなかへ」のスローガンのもと
に新たに統一戦線が採択されると共に、「攻勢
戦術」の支柱であった『コムニスムス』も
1921年9月を最後に廃刊となった。パウル・レ
ヴィは、除名の処分になった。また、ハンガリ
ー共産党内部においても、ベーラ・クンが関わ
った「3月行動」の評価をめぐって複雑な形で
表面化した。イェーネ・ランドレルを中心とす
る党中央委員会多数派は、コミンテルン代表者
としては少数派であり、「ランドレル・フラク
ション」を形成して、ベーラ・クンらの党内少
数派（コミンテルン代表部多数派）と対立した。
コミンテルンとルカーチ、さらにはハンガリー
共産党内部の対立は後々まで引き摺ることにな
り、さらにはこの対立が基になって1924年夏
のコミンテルン第五回大会でカール・コルシュ
とともにルカーチは、「極左主義」として批判
されることになる。

 『ローテ・ファーネ』の「公開書簡」、パウル・
レヴィの「われわれの道― 一揆主義に抗して」、

「攻勢戦術」「3月行動にかんする指針」などに
ついては中村丈夫編解説『マルクス主義革命論
史3 ―第三インターとヨーロッパ革命』（紀伊
国屋書店、1975年）といった包括的な研究が
ある。当時ロシアでは「新経済政策」（ネップ）
への移行期でもあり、戦時共産主義に反対して
クロンシュタットの蜂起が起こった時期でもあ
る。イタリア社会党の内部分裂、さらにはイタ
リア共産党創設の時期に重なっていることに留
意しなければならない。1921年、3月21日のコ
ミンテルン執行委員会幹部会では、多数が「公
開状」に対して否定的な見解を示し、翌22日
の執行委員会でも、ジノヴィエフは「公開状」
を非難し、ブハーリンもこれを「非革命的な行
為」と評価した。これに対してラデックは、

「公開状」を「現実的方策」として支持した。
このような対立を察知したレーニンは、「精力
的な介入を行い」ラデックに賛成して「公開
状」を支持した。五十嵐仁「コミンテルン初期
における統一戦線政策の形成―特にドイツ共産
党との関係を中心に」『社会労働研究』第24巻

（1・2号）、1978年、2-20頁参照。
　コミンテルンとドイツ共産党との関連では斎
藤晢「パウル・レヴィ指導下のドイツ共産党」
『西洋史学』第110号、日本西洋史学会、1978
年、89-107頁。同じく「コミンテルン第三回
大会とドイツ共産党」『政経論叢』第47巻、

（5・6号）、明治大学政治経済研究所 1979年、 
581－619頁。同じく「カール・ラー

マ
デー

マ
クとド

イツ共産党―ＫＰＤ創設からベルリン1月闘争
へ」『明治大学大学院紀要』政治経済学篇、
1977年、47-59頁。上杉重二郎「ドイツにおけ
る1921年3月行動」『現代と思想』第23号、青
木書店142-167頁、1976年。

　　ローザ・ルクセンブルクの研究動向について
は西川正雄「ローザ・ルクセンブルク解釈の流
れ」『歴史学研究』歴史学研究会編集、第239号、
1960年、青木書店、45-53頁。同じく「ロー
ザ・ルクセンブルク―資料と文献」『思想』559
号、岩波書店、1971年、120-133頁参照。諌山
正「ローザ・ルクセンブルクの『ロシア革命
論』の思想的背景」『唯物史観』第8号、河出
書房新社、1970年、58-68頁。

　　レーニンが提唱した「コミンテルンの加入条
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専修大学社会科学年報第 47 号

件」（1920年8月6日）については村田陽一編
訳『コミンテルン資料集―1918-1921』第一巻、
1978年、214-218頁。第12条には「民主主義的
中央集権
4 4 4 4

制」（傍点原文）があることに留意。
ドイツ共産党のコミンテルン加入については、
ローザの意思ではないと、Ｈ・エーベルライン
が反対している。ローザをコミンテルンやマル
クス＝レーニン主義の系譜として捉えるのは誤
りである。ボルシェヴィズムが何故、スターリ
ン主義に陥っていったかといった問題も「コミ
ンテルンの加入条件」と無関係ではない。各国
社会主義政党はコミンテルン加入に対して躊躇
していた。ドイツ共産党が創設される過程には
「スパルタクス団」のみならず、「ブレーメン左
派」、「革命的オプロイテ」がある。また、ドイ
ツ共産党がコミンテルン＝スターリン主義に服
従する過程についてはOssip K. Flechtheim, Die 
KPD in der Weimarer Republik, Europäische 
Verlagsanstalt, Frankfurt am Main, 1969.（O.K. フ
レヒトハイム , H.ウェーバー『ワイマル共和国
期のドイツ共産党［追補新版］』高田爾郎訳、
ペりかん社、1980年）（『ヴァイマル共和国時
代のドイツ共産党』足利末男訳、東邦出版、
1972年） を定評があり、最も包括的な研究とし
てあげることができる。斎藤晢「ヴァイマル時
代末期（1929～32/33）のドイツ共産党―研究
史素描」『明治大学社会科学研究所紀要』第25
巻第2号、明治大学社会科学研究所、1987年、
127-144頁参照。尚、コミンテルンの成立など
については、例えば、中林賢二郎「コミンテル
ンの成立―初期コミンテルン史をめぐって」
『国際労働運動の歴史と現状』所収、労働運動
史研究会編、労働旬報社、1970年、9-24頁も
参考になる。

（28）こうした独立社会民主党と明確に分離しえ
なかったスパルタクス団としての組織のあり方
については、後に「自然発生性論者」であり、
党の役割を過小評価したというローザ解釈を生
む要因になっている。ドイツ共産党がドイツ社
会民主党に敗北した原因のひとつとして「ドイ
ツ社会化運動」が挙げられる。「ドイツ社会化
運動」とは、第一次世界大戦の敗北と11月革
命の危機的情況に対応して、全ての階級・党派
が自己のドイツ資本主義の根本問題をめぐって展
開した運動である。資本主義から社会主義への過
渡 期 が 到 来 し、 こ の 時 期 の「 社 会 化 」

（Sozialisierung）とはこれまでとは全く異なっ
た意味をもって登場した。すなわち、「社会的
になる」という意味ではなくて、「社会主義化
する」ということを意味していた。すなわち、
「生産手段の社会化（Vergesellschaftung）」であ
る。ワイマール期ドイツ資本主義、さらには現
代資本主義の諸問題の解明にとって極めて興味
ある内容を提示している。社会民主主義者の社
会化構想こそは、社会化運動において提示され
た種々の社会化構想の中心に位置するものであ
る。「社会化委員会」のメンバーにはカウツキ
ーや、ヒルファディング、シュムペーターやレ
ーデラーらの顔ぶれもみられる。とりわけ、ヒ
ルファデングについては、ワイマール共和国時
代の蔵相を務めたことを見落としてはならない。
その他では、カール・コルシュは「社会化論」
についての論考を多数残している。また、ドイ
ツ社会政策学会の雑誌『社会科学および社会政
策アルヒーフ』に社会民主党に関するＲ .ブラ
ンクの論文「ドイツ社会民主党支持者の社会的
構成」が掲載されている。例えば、牧野雅彦
「マックス・ウェーバーと社会民主党」『名古屋
大学　法政論集』第102号、1984年、112-165
頁参照。差し当たり、上条勇「ドイツ革命初期
の社会化論争」『労働運動と経済民主主義（労
働運動史研究）』第63号、1980年、労働旬報社、
122-145頁参照。

（29）R. Luxemburg, GW, Bd.4, Dietz Verlag, Berlin, 
1974, S.333f. （伊藤成彦・丸山敬一訳『ロシア
革命論』論創社、1985年、5頁）Vgl.P.Levi （hrsg.） 
Die Russische Revolution, a.a.O., S.70.西川正雄は
次のように述べている。「ルクセンブルクは、
11月革命を第一期と呼んだし、11月革命に高
い評価を与えもしたが、しかし第二期というこ
とばはどこにもないし、11月蜂起を社会主義
革命と規定してはいない。むしろ彼女は、ブル
ジョワ革命とプロレタリア革命とを一つの連続
としたものとして見たと思われる」。西川正雄

「ローザ・ルクセンブルクとドイツの政治」『史
学雑誌』第69編第2号、東京大学文学部・史学
会、1-46頁。引用箇所19頁。

（30）ルカーチによれば、農業問題は、「ボルシェ
ヴィキの農業形態が社会主義的な、少なくとも
社会主義に向かう方策であったかどうかではな
くて、昂揚しつつある革命運動が決定的な点を
目指していた当時の状勢のなかで、解体しつつ
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あるブルジョワ社会のあらゆる本源的な諸力が、
反革命を組織するブルジョワジーに反対して結
集するか否かにある」。G.Lukács, GuK, a.a.O., 
S.424.（448頁）また、民族性の問題については、

「なんら存在しないような来るべき社会主義の
状態を思想的・空想的に先取りすることによる
のではない、それはただ、抑圧民族のプロレタ

4 4 4 4 4 4 4 4 4

リアートが勝利して
4 4 4 4 4 4 4 4 4

、『国家の解消をも含めて
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

』
完全な自決権という究極の結果を獲得し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、圧迫
4 4

する帝国主義の傾向と実践的にはっきりと手を
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

切ることによってである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」。Ebd., S.427.（452
頁）

（31）R. Luxemburg, GW, Bd.4, a.a.O., S.360. （伊藤
成彦・丸山敬一訳『ロシア革命論』前掲、42頁）
Vgl. P.Levi（hrsg.）, Die Russische Revolution, a.a. 
O., S.110f.

（32）R. Luxemburg, GW, Bd.4, a.a.O., S.359.（41頁）
尚、ルカーチが使用しているパウル・レヴィ版
ではFreiheit ist immer  Freiheit des  anders  Denk-
endenとなっている。Vgl. G.Lukács, GuK, a.a.O., 
S.447.（473頁）Vgl. Die Russische Revolution, a.a. 
O., S.109.（伊藤成彦・丸山敬一訳『ロシア革命
論』前掲、41頁）

（33）Vgl. G.Lukács, “Kritische Bemerkungen zu 
Rosa Luxembergs ‘Kritik der russischen Revolu-
tion’ ”, in Die Internationale : Zeitschrift für Praxis 
und Theorie des Marxismus, Jahrg.4.H.8. Vereinigung  
Internation, Verlags-Anstalten, Berlin, 1922, S.186.
この辺りの事情については富永幸生「ローザ・
ルクセンブルクのロシア革命論をめぐって」

『独ソ関係の史的分析1917-1925』岩波書店、
1979年、154－216頁が詳しい。同じく「ドイツ
共産党創立大会―『大会議事録』を中心に」

『現代史研究』第24号、現代史研究会、12－61
頁参照。 尚、ルカーチは、「マルクス主義者と
してのローザ・ルクセンブルク」に関しては一
語たりとも撤回する必要はないと「脚注」で断
っている。 

（34）G.Lukács, GuK, a.a.O., S.423.（447頁）
（35） R. Luxemburg, GW, Bd.4, a.a.O., S.360.（42頁） 

Vgl. P.Levi（hrsg.）, Die Russische Revolution,a.
a.O., S.110. Vgl.G.Lukács, GuK, a.a.O., S.430.（455
頁）

（36）Ebd., S.439.（465頁）
（37）Ebd. 
（38）Ebd., S.463.（494頁）

（39）Ebd.
（40）Ebd., S.425.（449-450頁）
（41）Ebd., S.425.（450頁）
（42）Ebd., S.434.（460頁）
（43）Ebd., S.438.（464頁）
（44）Ebd., S.167.（156頁）
（45）Ebd., 168f.（156-7頁）
（46）Ebd., S.497.（533頁）
（47）B. Spinoza, Sämtliche Werke: Abhandlung von 

Gott, dem Menschen und seinem Glück ; Ethik, Bd. 
I. C.Gebhardt（hrsg.）Verlag von Felix Meiner, 
Leipzig, 1922, S.176.（『エチカ』（下）第四部、
畠中尚志訳、岩波文庫、1989年、14頁）ラテン
語との照応については、Spinoza Opera. （Ⅰ-Ⅲ）
C.Gebhardt（hrsg.）, C. Winter, Heidelberg, 1972を
使用した。以下、Cf. Spinoza Opera,Ⅱ. p.210の
ように記す。

　　スピノザの政治思想については、柴田寿子
『スピノザの政治思想―デモクラシーのもうひ
とつの可能性』未来社、2000年。鷲田小彌太
「スピノザの大衆国家論」『人間社会の論理―ホ
ッブス、スピノザ、マルクス、ルカーチ』所収、
青弓社、1985年、65-110頁参照。内田弘「ス
ピノザの大衆像とマルクス―『神学・政治論』
抜粋ノートの問題像」『専修経済学論集』第34
巻、第3号2000年、専修大学経済学会、285-
316頁。同じく「質

マテリア

料因根源論としての『マテ
リアリスムス』―マルクス『フォイエルバッハ・
テーゼ』再読」『情況』第三期、第10巻第5号、
2009年、72-84頁参照。尚、現代思想との関連
では、遠藤孝「『構成する権力』と『主権権力』
―権力をめぐるネグリとアガンベンの論争」
『法学新報』第117巻、第1・2号中央大学法学
会、99-127頁は、生権力および生政治と構成
的権力との関係を緻密に整理している。その他、
ジョン・ホロウェイ『権力を取らずに世界を変
える』大窪一志・四茂野修訳、同時代社、2009
年参照。『歴史と階級意識』がネグリに与えた
インパクトについては、中村勝己「解説 70年
代イタリアにおける後期マルクス主義の成立」

『戦略の工場―レーニンを超えるレーニン』所
収、作品社、2011年、515-541頁、とくに521
頁。市田良彦「解説 歴史のなかの『レーニン
講義』、あるいは疎外なきルカーチ」『戦略の工
場』前掲所収、500-514頁参照。

（48）B. Spinoza, Sämtliche Werke: Theologisch-
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Politischer Traktat, Bd. Ⅱ. C.Gebhardt （hrsg.） 
Verlag von Felix Meiner, Leipzig, 1921, S.279f．
（『神学・政治論』（下巻）一六章、畠中尚志訳、
岩波文庫、1954年、173頁）Cf. Spinoza Opera,Ⅲ. 
p.193.

（49）B. Spinoza, Sämtliche Werke: Abhandlung vom 
Staate, Bd. Ⅱ. a.a.O., S.71.（『国家論』三章二節、
畠中尚志訳、岩波文庫、1976年、35-6頁）Cf. 
Spinoza Opera,Ⅲ. p.284f.

（50）Ebd.,S.76.（『国家論』前掲、三章九節、42
頁）Cf. Spinoza Opera,Ⅲ. p.288.

（51）B. Spinoza, Sämtliche Werke: Briefwechsel,  
Bd.Ⅲ. C.Gebhardt （hrsg.） Verlag von Felix Meiner, 
Leipzig,1914,S.210.（畠中尚志訳『スピノザ往
復書簡集』五〇、岩波書店、1967年、238-9頁）
Cf. Spinoza Opera,Ⅳ, p.240.

（52）A.Negri, Le pouvoir constituant : essai sur les 
alternatives de la modernité, traduit de l’italien par 
É. Balibar et F.Matheron, Presses Universitaires de 
France, Paris,1997,p.387.（杉村昌昭・斉藤悦則
訳『構成的権力―近代のオルタナティブ』松籟
社、1999年、398頁）

（53）Ibid., p.389.（400頁）
（54）Ibid., p.390.（401頁）水嶋一憲によればスピ

ノザは『政治論』において自然権を保持した諸
個人が集合的個人または諸個人からなる一個体
としての「国家＝統治権」（imperium）を創出
するプロセスに着目している。スピノザはホッ
ブスの自然状態から社会状態への移行を唱える
社会契約とは異なり「群衆の力能」（multitudinis  
potentia）という用語が頻出することになる。

　　ネグリの『野生のアノマリー』がもたらした
衝撃のひとつは「群衆の力能」（multitudinis  
potentia）に焦点を合わせた最初の哲学者とし
てスピノザを取り上げた点にある。そしてネグ
リによるインパクトを正面から受けとめたのが
バリバールであった。スピノザの政治＝哲学が
帯びている重要性は、ただ単にスピノザが「群
衆」に対して国家における立憲的＝構成的機能
を与えているということに起因するものではな
く、様々な「群衆の運動」にまつわる両価性を
彼が歴史のただなかで探査しているということ
に起因するのである。水嶋一憲「マルチチュー
ドの力能と恐れ」『スピノザと政治』所収、水
声社、2011年、259－276頁参照。バリバール
とスピノザとの関係は、太田悠介「『大衆の恐

怖』の擁護のために―エティエンヌ・バリバー
ルの政治哲学におけるスピノザの契機」『言語・
地域文化研究』第16号、東京外国語大学大学院、
2010年、233－255頁参照。その他では『現代
思想　総特集スピノザ』11月臨時増刊、1996
年参照。

（55）G.Lukács, GuK, a.a.O., S.464.（495頁）
（56）Ebd.
（57）Ebd., S.114.（91頁）
（58）Ebd., S.114.（92頁）
（59）Ebd., S.465.（496-7頁）
（60）G.Lukács, “Spontaneität der Massen, Aktivität 

der Partei”, in Die Internationale-Zeitschrift für 
Praxis und Theorie des Marxismus, Jahrg. 3., H.6. 
Frankes Verlag G.m.b.H., Leipzig-Berlin, 1921, 
S.208-215.（池田浩士編訳『ルカーチ初期著作
集3』所収、前掲、237-248頁）引用箇所は
Vgl.S.213f.（245頁）池田浩士『ルカーチとこ
の時代』インパクト出版会、2009年、328頁以
下参照。

（61）G.Lukács, “Vor dem dritten Kongreß”, in Kom-
munismus : Zeitschrift der Kommunistischen Inter-
nationale für die Länder Südosteuropas, Jahrg. 2.
H.17/18, Wien, 15.Mai, Wien, ［Feltrinelli Reprint, 
Milano］, 1921, S.583-592.（池田浩士編訳『ルカ
ーチ初期著作集3』所収、前掲、249-262頁）
引用箇所はVgl.S.588.（256頁）

（62）G.Lukács, GuK, a.a.O., S.473.（506頁）
（63）国家権力の死滅は哲学用語では「限定され

た否定」（die bestimmte Negation）を意味する。
より正確にいえば、構成された権力への構成的
権力の「限定的否定」を意味するものである。
ドイツ革命の只中で『暴力批判論』（1921）を
書いたヴァルター・ベンヤミンの次の記述は示
唆的な回答を与えてくれる。「階級意識をもつ
プロレタリアートが一枚岩に見えるのは、外側
からにすぎない。つまり、抑圧者たちの想像の
なかでのことにすぎない。プロレタリアートが
解放闘争に踏み出す時点では、外見的に一枚岩
に見える大衆は、真実にはすでにほぐれた構造
をもっている。行動へ移行する大衆は、単なる
反
リアクション

作用の支配下には、もういない。ほぐれたプ
ロレタリア大衆（Auflockerung der proletarischen 
Massen）こそが、連帯する。プロレタリア階
級闘争の発揮する連帯性においては、個人と大
衆との間の死んだ対立、非弁証法的な対立は、
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廃棄されているのだ。同志にとって、そのよう
な対立はない。したがって、革命の指導者にと
って大衆が決定的なものだとしても、革命の指
導者の最大の業績は、大衆を自分の方へ引き寄
せることではなくて、自分の方がくりかえし大
衆の一員になること、くりかえし大衆のために、
数十万のうちの一人となることである。……真
に歴史的な過程の独自性は、一枚岩だった大衆
のリアクションが、それ自体の内部に動揺を呼
びさまし、この動揺が大衆をほぐれさせて、ほ
ぐれたかれら自身が階級意識をもつ中心メンバ
ーたちの集合であることを、かれらに気づかせ
ることである」。W. Benjamin, “Das Kunstwerk 
im Zeitalter seiner technischen Reproduzierbarkeit
（Zweite Fassung）”, in Gesammelte Schriften,（ Ⅶ
.Ⅰ）R.Tiedemann & H. Schweppenhäuser（hrsg.）, 
Suhrkamp Verlag, Frankfurt am Main, 1989, S.370f.

（野村修訳『ボードレール他五篇　ベンヤミン
の仕事2』所収、岩波文庫、1994年、116-118
頁）

（64）「神的暴力」とはベンヤミンが、カール・シ
ュミットの影響を受けて考案された概念である。
ベンヤミンは、法の内部において成立する「法
措定―法維持暴力」を「神話的暴力」と規定し
た上で、「神話的暴力」の停止を命じる純粋に
直接的な暴力を「神的暴力」と呼んでいる。プ
ロレタリアートの暴力の噴出した瞬間に法措定
と法維持の暴力が停止され、様々な権力や支配
の暴力が最終的に廃絶される。いわば、「運命」
と「罪連関」からの救

エアレーズング

済＝解放である。ベンヤ
ミンが中部ドイツにおける「3月行動」直前の
（1921年1月）に「暴力批判論」を執筆してい
ることに留意したい。論考自体は同年8月に
『社会科学・社会政策アルヒーフ』に発表され
た。Vgl.W.Bemjamin, “Zur Kritik der Gewalt”, in 
Archiv für Sozialwissenschaft und Sozialpolitik, 
Bd.47. J.C.B. Mohr（Paul Siebeck）, Tübingen, 
1920/1921, S.809-832.ベンヤミンの『暴力批判
論』をめぐる解釈については J.Derrida, Force de 
loi : le “fondement mystique de l’autorité”, Galilée, 
Paris,1994.（堅田研一訳『法の力』法政大学出
版局、2011年）が定評があり、有益である。尚、
市野川容孝は、野村修『暴力と反権力の論理』
（せりか書房、1969年）の見解を踏まえて、ベ
ンヤミンの『暴力批判論』をローザへの追悼論
文として意義付けしているが、ベンヤミンの

「暴力批判論」も、ルカーチの「階級意識論」
と同じくベンヤミン自身の「構成的権力論」と
して読まなければならない。市野川容孝「暴力
批判試論―Ｒ .ルクセンブルクとＷ．ベンヤミ
ン」『現代思想』11月号、青土社、2005年、
216-237頁。

（65）アーレントは『革命について』で次のよう
にいっている。「ハンガリーの場合あらゆる居
住地域に出現した地域的な評議会、街頭におけ
る共同の闘争のなかから成長してきたいわゆる
革命評議会、ブダペストのカフェで生まれた作
家や芸術家の評議会、大学における学生・青年
評議会、工場の労働者評議会、軍隊の評議会、
公務員の評議会等々があった。このような雑多
な集団にそれぞれ評議会がつくられた結果、多
かれ少なかれ偶然的であった近接関係は、一つ
の政治制度にかわった。この自発的な発展のな
かでおどろくべき局面は、この二つの例におい
て、ロシアの場合は数週間、ハンガリーの場合
は数日もするとこれらのいちじるしく雑多な機
関が、地域的・地方的性格の上級評議会を形成
しつつ、協力と統合の過程を促進しはじめ、つ
いにはこれらの地域的・地方的性格の上級評議
会から全国を代表する会議の代議員を選挙する
までになったということである」。H.Arendt, On 
Revolution, Penguin Books, Harmondsworth, 1984, 
pp.266f.（志水速雄訳『革命について』ちくま
学芸文庫、2005年、423-424頁）
その他、ドイツ革命について、とくにドイツ

革命とドイツ共産党、ドイツ社会民主党、コミ
ンテルンとの関連を考察する場合、有益な資
料・文献を挙げておく。

The Communist international, 1919-1943 : documents, 
Vol.Ⅰ-Ⅲ.selected and edited by Jane Degras  
Frank Cass, London, 1971.（荒畑寒村・大倉旭・
救仁郷繁ほか訳『コミンテルン・ドキュメン
ト』（1-3）現代思潮社、 1969－1972年） 

村田陽一編訳『コミンテルン資料集―1918-1921』
第一巻、大月書店、1978年。 

ソ連邦共産党中央委員会付属マルクス＝レーニン
主義研究所編『コミンテルンの歴史』上巻、村
田陽一訳、大月書店、1979年。

山本統敏編・解説『マルクス主義革命論史2 ―第
二インターの革命論争』紀伊国屋書店、1975年。

中村丈夫編・解説『マルクス主義革命論史3 ―第
三インターとヨーロッパ革命』紀伊国屋書店、
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1975年。
野村修編訳『ドキュメント現代史2 ―ドイツ革命』
平凡社、1972年。

加藤哲郎『コミンテルンの世界像―世界政党の政
治学的研究』青木書店、1991年。

H.Weber（hrsg.）, Der deutsche Kommunismus : Do-
kumente 1915-1945, Kiepenheuer & Witsch, Köln, 
1973.

H.Weber, Die Wandlung des deutschen Kommunismus 
: die Stalinisierung der KPD in der Weimarer Repu-
blik, Europäische Verlagsanstalt, Frankfurt am 
Main, 1969.

O.K. Flechtheim, Die KPD in der Weimarer Republik, 
Europäische Verlagsanstalt, Frankfurt am Main, 
1969.（O.K.フレヒトハイム、H.ウェーバー

『ワイマル共和国期のドイツ共産党［追補新版］』
高田爾郎訳、ペりかん社、1980年）（『ヴァイ
マル共和国時代のドイツ共産党』足利末男訳、
東邦出版、1972年）

H. Duhnke, Die KPD von 1933 bis 1945, Kiepenheuer 
& Witsch, Köln, 1972.（『ドイツ共産党―1933-
45年』（上下）救仁郷繁訳、ぺりかん社、
1974-75年）

W. Abendroth, Aufstieg und Krise der deutschen Sozi-
aldemokratie : das Problem der Zweckentfremdung 
einer politischen Partei durch die Anpassungsten-
denz von Institutionen an vorgegebene Machtver-
hältnisse, Stimme-Verlag, Frankfurt am Main, 1964.
（広田司朗・山口和男訳『ドイツ社会民主党小

史―その変質過程』、ミネルヴァ書房、1969年）
E.Matthias,“Kautsky und der Kautskyanismus-Die 

Funktion der Ideologiein der deutschen Sozialde-
mokratie vor dem ersten Weltkriege”, in Marxis-
musstudien, I.Fetscher（hrsg.）, Mohr, Tübinge, 
1957, S.151-197.（E・マティアス『なぜヒトラ
ーを阻止できなかったか ― 社会民主党の政治
行動とイデオロギー』安世舟・山田徹訳、岩波
現代選書、1984年）

林健太郎『ワイマール共和国―ヒトラーを出現さ
せたもの』中公新書、1963年。

篠原一『ドイツ革命史序説―革命におけるエリー
トと大衆』 岩波書店、1973年。

篠塚敏生『ドイツ革命の研究 』多賀出版、1984年。
篠塚敏生『ヴァイマル共和国初期のドイツ共産党
―中部ドイツでの1921年「3月行動」の研究』
多賀出版、2008年。

山田徹『ヴァイマル共和国初期のドイツ共産党』
御茶の水書房、1997年。

猪木正道『ドイツ共産党史―西欧共産主義の運
命』弘文堂、1950年。

安世舟『ドイツ社会民主党史序説―創立からワイ
マール共和国成立期まで』御茶の水書房、1973
年。

山本佐門『ドイツ社会民主党とカウツキー』北海
道大学図書刊行会、1981年。

小林勝『ドイツ社会民主党の社会化論』御茶の水
書房、2008年。
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牛肉家計消費におけるO-157およびBSEのインパクトの計測
―「拡大コウホート」モデルを用いて―

森　　　宏・三枝　義清

　　　　目　次
１．はじめに
２．個人の年齢別家計消費の推計
３．コウホート表を分解する

a)　通常のA/P/Cモデル
b)　年次効果を経済要因に回帰させる

４．年齢・世代効果と価格・所得効果を補正した時代効果の計測
a)　「拡大コウホート」モデル
b)　O-157とBSEが牛肉の家計消費に与えたインパクト

引用文献
TECHNICAL SUPPLEMENT

　　―改定「拡大A/P/Cモデル」

要　　約
わが国の牛肉消費は、1970年代から1990年代央にかけて着実に増加したが、1990年代

後半に頓挫・停滞し、さらに2000年代初めに目だって低下し、2010年代はじめにも90年

代半ばの水準を回復していない。90年代半ばの頓挫は、O-157事件、2000年代初めの急

落はBSEの発見によるところが大きい。長期的には、1990年代半ばにかけて進んだ牛肉

の輸入自由化、1980年代における活発な経済拡大と1990年代初めのバブル崩壊に始まる

「失われた20年」などが経済的要因として挙げられる。他方わが国の消費人口はこの間急

速に「少子・高齢化」し、「若者は肉・年寄りは魚」といわれるデモグラフィック要因も

無視できないだろう。本稿では、最近開発した経済変数を含む「拡大A/P/Cモデル」を用

いて、人口の高齢化および世代交代に加えて価格ならびに所得の変化を考慮に入れなが

ら、牛肉の家計消費に対するO-157およびBSEのインパクトを計量する。これらの負の

影響はそれぞれ発生後1-2年の短期間で終息したと考える向きもあるが、我々の分析によ

ると、「構造変化」に匹敵するほどかなり長期に亘っているかに見受けられる。

JEL区分：D12、C13

キーワード：拡大コウホートモデル、牛肉消費、BSE、時代効果、local linear trend
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１．はじめに

我が国の牛肉消費は1980年から1990年代半ばにかけて、着実に増加した。『食料需給表』による

1人当たり純供給は、この間3.5kgから7.5kgに2.2倍に、『家計調査』による1人当たり家計消費は、

2.4kgから3.6kgに1.5倍になった（図1）。1980年代における日本経済の急速な拡大と、1991年の

輸入枠撤廃に至る自由化措置によるところが大きい。1990年代半ばから、消費の伸びは止まり、

2000年代に入って顕著な低下傾向をみせ、今日に至っている。1996年に大腸菌O157事件が発生し、

一部野菜や牛肉消費にも大きく影響したといわれる（Oniki, 2006；M. Sawada, 2012；など）。更に

2001年秋には国内牛にBSEが確認され、牛肉市場は大混乱に陥った。ちなみに、東京卸売市場に

おける乳去勢牛（B-3）の枝肉価格は、事件発生前のkg当り1000円前後から200-300円に暴落し、

影響が少なかったといわれる和牛肉についても市場価格は20-30%下落し、相場の回復は1年以上

待たねばならなかった（Hanawa Peterson, 2005；渡部、2004；農畜産業振興機構（alic）「統計資料：

牛肉関係」など）。さらに2003年12月には北米においても飼育牛にBSEが発見され、北米からの

牛肉輸入は2004年初めからほぼ完全停止された。これらの動きがわが国牛肉需要に大きな打撃を

与えたことは疑いようがない。

個々の食料消費が個人の年齢と生まれ育った世代（出生コウホート）によって相違することは広

く知られている（『平成6年度農業白書』1995；森編、2001；秋谷、2007；PRIMAFF、2010；など）。

牛肉も例外ではなく、『家計調査』の個票データの克明な解析に基づく石橋の研究や最近の三枝・

森の分析によると、年齢的には中・前期高年層に山が、コウホート的には大戦直後から高度成長期

までに出生した世代にふくらみが見られるようである（石橋、2001、2006、2007；三枝・森、

図１　牛肉消費の推移、1980-2010年
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2012）。本稿が対象とする調査期間、1980-2010年は顕著な「少子高齢化」が進んだことで知られ

ている（同上PRIMAFF；薬師寺、2010；など）。『家計調査』（2人以上世帯）対象人口の中で60歳

以上層の占める割合は1980年には11%だったが、2010年には30%に、他方40歳未満層の占める割

合は同じ期間に65%から44%にそれぞれ変化している（石橋の個票データなど）。

総人口で割った単純1人当たり牛肉消費量の変化には、人口の年齢構成の変化と新旧世代交代の

影響が色濃く含まれているであろうことは想像に難くない。1980年代初頭から90年代半ばまでの

着実な急増とその後の停滞には、80年代の高度成長、90年代初めの輸入自由化に伴う牛肉価格の

下落、他方91年のバブル崩壊に始まる長期間の経済低迷などの経済要因に加え、人口の構造変化

が作用したと思われる。そのような問題意識を背景に、我が国で1990年代後半に起こったO-157

と2000年代初頭に発見されたBSEが、日本の牛肉需要に及ぼしたであろうインパクトの大きさを

計量する。三枝が最近開発した（経済変数を組み込んだ）「拡大コウホート」モデルは、まさしく

そのような目的に適合すると期待される（三枝・森、2012）。

1980年代の初め頃は、家計における生鮮牛肉消費が牛肉消費の60%以上を占めていたが、その

後「業務用・外食向け」の割合が25%から着実に増大し、1990年代央には総消費の半ばに達し、

2010年には60%になっている。他方「家計消費」の割合は最近では35%を切るまでに低下してい

る（表1）。筆者達の日常的観察からしても、日本人はこの間家庭で牛肉をより多く消費するよう

になったが、それ以上に家庭外で、昼食には「牛丼」・「ハンバーガー」、外での夕食には「（韓国

風）焼肉」などを食べるようになった。どういう年齢階層・いかなる世代が増大する家庭外の牛肉

消費を支え、またBSE発生に伴う米国からの輸入停止でいかなる階層が「牛丼」や「焼肉」から

離れていったかは関心のあるところだが、客観的データは存在しない。本稿での分析は、家計にお

ける生鮮肉での購入・消費に限られる。

表１　食肉消費の構成割合（推計）、1975-2010年 （％）

年　次 1975 1980 1985 1990 1995 1996 2000 2001 2002 2003 2008 2010

牛
肉

家計消費 70 62 56 48 43 41 37 33 34 34 34 34
加工仕向 13 14 14 9 8 9 9 10  7（8） 9 6 5
その他（業務用、外食等） 17 24 30 43 49 50 54 57 59（58） 57 60 61

豚
肉

家計消費 59 52 46 40 40 40 41 42 42 40 45 46
加工仕向 19 25 27 30 31 31 28 26 24（30） 29 25 25
その他（業務用、外食等） 22 23 27 30 29 29 31 32 34（28） 31 30 29

鶏
肉

家計消費 52 46 40 32 30 30 31 31 33 32 37 38
加工仕向 3 4 7 8 11 11 9 9 11（12） 10 8 7

その他（業務用、外食等） 45 50 53 60 59 59 60 60 56（55） 58 55 55

（参考）鶏卵の家計消費割合 － － － 57 53 53 52 53 52 52 51 51

資料：農水省生産局畜産部食肉鶏卵課． 
 注 1：2002 年に溯及して加工仕向の集計方法を変更、2002 年（　）内は変更後の数値．
 注 2：鶏卵については年度単位である．
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２．個人の年齢別家計消費の推計

総務省統計局『家計調査年報』は、1979年版から世帯主の年齢階級、25歳未満、25-29歳、……、

60-64歳、65歳以上の10階級に分けて、各品目の購入金額、購入量と購入単価を記載するようにな

った。本節の分析が依拠する主たるデータ源である（1）。たとえば、某年に世帯主が25-29歳の（平

均、以下略）3人世帯で、ある食品を年間12kg、同じく45-49歳の4人世帯で24kg、同じく55-59

歳の3人世帯で16kg、それぞれ購入（=消費）したとする（1990年『年報』の豚肉のケースに近い）。

 HQ27 （3） = 12.0  （1）
 HQ47 （4） = 24.0 （2）

 HQ57 （3） = 16.0 （3）

HQ =世帯購入量；下付きのサフィックスは世帯主の平均年齢；括弧内の数値は平均世帯

員数を示す。

一番手軽で、通常行われている手法は次の通りである（松田・中村、1993；『平成6年度農業白

書』；PRIMAFF, 2010；など）。

 X27 = 12.0/3 = 4.0 （4）

 X47 = 24.0/4 = 6.0 （5）

 X57 = 16.0/3 = 5.3 （6）

X = 個人推定消費量；下付きのサフィックスは個人の平均年齢を示す。

経験的に、世帯主が20歳代後半の3人世帯の1人は乳幼児で、親に比べるとこの食品の消費はき

わめて少ないであろうから、世帯消費を3で割って20歳代後半の1人当たり平均消費量とみなすの

は、過小推計になる恐れがある。他方、世帯主が50歳代後半の3人世帯の1人は20歳代の成人で、

おそらく親よりいくらか多く食べているだろうから、世帯消費を3で割って50歳代後半の1人当た

り消費量とみなすのは、若干過大推計になるかもしれない。常識的にこの問題に対処するには、次

の連立方程式を解く仕方が考えられる。

 2X27 + 1X0 = 12.0 （7）

 2X47 + 2X17 = 24.0 （8）

 2X57 + 1X22 = 16.0 （9）

未知数が6個に対し、方程式は3本しかないから、このままでは解は得られない。しかし、継続的に

は存在しないが『国民栄養調査』の結果や、日常的な観察に基づき、X0 = 0 　（10）、X22 = X27 　 （11）、
X17 = 1.2*X22　 （12） の制約条件を付加すれば、年齢別個人消費は （7）-（9） 式により下記のように導

出される。

 X0 = 0 （参考：NA）

 X27 = （12.0 – 0）/2 = 6.0 （参考：4.0　　 （4） 式より）

 X22 = X27 = 6.0 （参考：NA）
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 X17 = 1.2*X22 = 7.2

 X47 = （24.0 – 2*7.2）/2 = 4.8 （参考：6.0　　 （5） 式より）

 X57 = （16.0 – 6.0）/2 = 5.0 （参考：5.3　　 （6） 式より）　

（4）-（6） 式の単純割り算方式が内包する弱点は、相当程度改善されているのは確かであろう。し

かし上述の「連立方程式」解法には、いくつかの問題がある。一つは、（10）-（12） 式の制約条件を

支える客観情報が常に存在するとは限らない。仮にそれに近い情報があっても、たとえば制約条件

（11） 式に関して、X22 が X27と全く一致しているかどうかまで分からない。川口は、基本方程式：

（7）-（9） を含め、（10）-（12） の制約式も、すべて誤差を含むと考え、誤差の二乗和を最小化するよ

うに解を求めるほうがより“robust”であるとコメントされた（川口、1996年）。二つ目は、連立

方程式を解くための付加的な制約式選択の恣意性である。上の例で、X22 = X27とおく代わりに、

X47 = X57とおいても、常識的に不都合はない。しかし制約式の選択やおき方によって、最終解には

何ほどかの差が生まれ、そのいずれがより真に近いかを判断する基準が得がたい。Tanaka, Mori, 

and Inaba（2004）は、中村隆に倣い、「パラメータの漸進的変化」の条件を、推計すべきすべての

年齢階級に適用した。上記の例では：X22 = X27ではなく、X22 ≈ X27、すなわち、X22 – X27 = e22、さ

らにはX27 – X32 = e27, …… のように、推計すべき年齢階級の全域にわたって、“gradual changes 

between successive parameters”（Nakamura, 1986）を想定し（2）、基本方程式（上の例では （7）-（9））

を含み、誤差の二乗和を最小にすべく解を求めた。1980年から2011年にいたる『家計調査年報』

に記載された、牛肉の世帯主年齢階級別データから導出された世帯員個人の5歳刻み年齢階級別消

費の一覧が、表2に示されている。実際には、0-4、5-9、10-14歳の個人消費も推計されたが、以

下のコウホート分析に用いられないので（理由は次節）、省かれている。

（1） 『家計調査年報』｛品目分類：1世帯当たり年間購入数量（全世帯）｝における世帯主年齢階級の区分は、
2000年版から29歳未満、30-39歳、……、60-69歳、70歳以上のように10歳刻みになった。また、2000
年調査から農林漁家世帯が加わり、『年報』記載の世帯主年階級別データは、2005年版から農林漁家世
帯を含むそれになった。ただし農林漁家世帯の集計数は全体の1.5%前後と必ずしも多くない。たとえ
ば2000年の場合、1世帯当たり消費支出は農林漁家世帯を含む7921戸の平均、380.8万円に対し、含ま
ない7803戸のそれは380.6万円、同じく牛肉の世帯購入量は、10.13kgに対し、10.10kgで、両者の乖
離に神経質になる必要はないように思われる。

（2） 個人の年齢を5歳刻みに、0-4、5-9，……，70-74，75+のように分けたとき、0-4歳と5-9歳、さら
には10-14歳の1人当たり消費が「漸進的に変化する」とは常識的に考え難い。『国民栄養調査』の年齢
別食品摂取（同調査では、個々の食肉ではなく「肉類」のように中分類になっており、年齢区分も調査
年次によって一貫していない）などの情報に基づき、たとえば肉類の場合：1.5X2 ≈ 1.0X7, あるいは 
1.3X7 ≈ 1.0X12 のような人為的比率を設定する場合がある。他方牛乳や生鮮果物のケースでは、幼児も
児童並みに消費するようである。

３．コウホート表を分解する

a）通常のA/P/Cモデル

経済学の分野では一般に広く用いられていないが、コウホート分析は疫学や社会学の分野では相
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当以前から、重宝されてきた（Holford, 1991; Shahpar and Li, 1999; Hardin and Jencks, 2003; etc.）。た

とえばある種の癌による年齢別死亡率を横（ないし縦）軸に、かりに1960年から2010年に至る年

次別の推移を縦（横）軸に表示した表を、コウホート表とよぶ。年齢区分を10歳刻みにとると、

1960年における20歳代は、1931-40年に出生した世代で、1970年には30歳代、1990年には50歳代

になっている。年齢区分と時代的年次区分が一致したそれを「標準コウホート表」とよび、セル内

の数値を対角線上に眺めると、ある世代=出生コウホートが加齢と歴史的な年次経過に伴い、（上

表２　牛肉の個人年齢別消費の推移、1980-2011 年 （100g）
15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75+

1980 23.66 23.75 22.79 27.01 29.72 31.37 30.03 35.47 29.05 26.04 24.55 21.91 18.63
1981 24.58 22.48 20.50 28.81 31.99 32.57 37.88 37.23 33.16 22.15 22.44 20.83 17.95
1982 27.14 26.47 25.17 28.67 31.94 33.65 34.24 36.75 33.00 26.33 23.67 20.64 17.41
1983 26.65 25.09 23.63 27.19 33.19 31.59 38.09 35.77 35.91 27.05 23.07 19.53 16.25
1984 27.42 24.13 22.31 28.23 30.19 38.73 35.18 37.07 33.94 30.96 27.63 23.99 20.09
1985 29.61 25.65 22.23 26.69 29.54 34.05 39.40 35.75 31.22 30.22 26.52 22.88 19.09
1986 29.17 25.49 22.76 26.56 31.38 34.31 38.38 34.89 33.38 32.21 26.92 22.47 18.42
1987 30.21 26.64 23.98 28.51 32.59 38.69 43.04 39.66 40.10 28.94 24.26 20.57 17.16
1988 30.94 26.59 23.12 28.91 32.29 43.37 40.38 40.62 36.43 30.81 27.89 24.52 20.69
1989 33.17 28.85 24.96 27.65 32.84 38.75 42.42 38.95 34.46 34.47 29.58 25.22 20.82
1990 32.81 29.63 26.62 31.69 34.60 38.29 43.93 41.52 35.07 35.43 27.68 22.34 17.98
1991 33.23 30.68 28.22 32.12 35.58 40.80 44.49 43.34 39.92 35.00 31.70 27.81 23.38
1992 37.18 35.88 33.89 30.25 34.33 39.56 40.75 39.17 41.73 34.54 30.43 26.27 21.91
1993 36.81 33.80 29.30 31.60 36.69 41.86 50.26 47.09 38.15 37.18 33.11 28.86 24.20
1994 37.82 33.50 28.97 34.79 37.74 48.60 50.75 49.76 40.20 39.66 32.56 27.10 22.26
1995 38.16 35.26 31.81 34.74 39.63 46.09 51.65 50.12 44.04 41.89 32.67 26.36 21.36
1996 37.55 34.75 32.18 30.41 31.59 41.02 43.99 40.34 43.18 35.34 30.54 26.27 21.90
1997 35.84 32.53 29.29 28.47 34.61 42.55 44.99 42.82 43.18 38.27 32.77 27.87 23.07
1998 34.45 32.53 29.82 29.18 30.63 42.87 41.01 43.72 39.87 36.86 30.70 25.60 21.04
1999 30.98 27.84 25.27 29.60 31.52 42.99 42.69 44.18 41.38 37.78 33.75 29.24 24.40
2000 33.52 30.34 26.77 26.49 31.36 39.91 43.27 42.22 39.76 35.27 31.74 28.57 24.28
2001 29.46 27.37 24.55 21.67 24.37 31.85 34.62 33.59 32.33 29.52 25.73 21.45 17.48
2002 26.22 25.21 23.18 21.66 23.93 29.45 32.67 33.51 31.74 27.34 23.88 21.06 17.82
2003 24.78 23.16 21.99 22.13 25.10 30.23 31.77 30.89 32.01 32.44 29.51 24.50 19.82
2004 20.07 19.17 17.84 18.38 21.68 27.11 30.50 31.93 31.48 28.71 26.14 23.54 20.08
2005 17.87 16.15 14.27 17.56 22.83 28.98 32.99 34.69 33.16 28.79 26.23 24.53 21.35
2006 20.11 19.19 17.96 18.24 21.21 26.28 29.19 30.16 30.02 27.92 25.38 22.45 18.95
2007 17.32 16.22 15.28 17.41 21.46 26.82 30.02 31.40 32.07 30.59 27.25 22.87 18.77
2008 17.58 16.73 15.91 16.38 19.89 25.95 29.17 30.25 31.75 31.58 28.46 23.60 19.18
2009 18.03 18.02 17.79 18.88 21.84 26.49 29.92 32.21 33.49 32.21 28.52 23.57 19.21
2010 19.06 17.39 16.10 16.65 20.78 27.73 30.55 30.47 32.09 32.67 29.34 23.74 18.96
2011 17.27 16.79 16.65 18.36 21.42 25.46 27.85 29.07 30.78 31.00 28.58 24.46 20.22

出所：筆者が『家計調査年報』各年から TMI モデルで計算．0 -14 歳も推計されたが、本表では省略
　　　（本文参照）．
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の例では）癌による死亡率がどのように変化したかを追うことができる。ある年齢階級の死亡率を

縦軸にフォローして、最近年になるほど低下しているとしても、時代的変化（たとえば早期発見技

術と手術・薬剤の進歩など）によるものなのか、出生世代によって成長期の体験などが異なるため

なのかは、にわかに結論できないことが多い。

あるセルの値は、当該年齢階級とその時代（年次）特有の効果だけでなく、そのセルを代表する

集団が属する世代特有のものにも影響されているだろう。すなわち、

 μit = B + A i + J t + C k + e it （13）

 ただし μit：年齢 i 歳の個人に t 年に観察された事象

  B：総平均効果

  A i：年齢 i 歳に特有の年齢効果

  J t：年次 t 年に特有の時代効果

  C k：k 年出生世代に特有のコウホート効果

  e it：誤差項

A、J、Cのパラメータをそれぞれ平均偏差化するために、（14）式のようにゼロサム制約をつけ

ることが多い。本分析でもその方式に従っている。

 ∑A i = ∑Jt = ∑Ck = 0 （14）

なお、（13）式は、通常の最小二乗回帰のマトリックス形式に書きなおすことができる。

 Y = Xb +ε （15）

表2に示される個人の年齢階級別牛肉消費の変化を、上のモデル（13）に照らして概観すると、

年齢的には40歳代と50歳代にふくらみが見られ、常識的に予想される通り60歳代以上は逓減し、

他方やや意外にも若年層、特に20歳代と10歳代後半が中年層に比べ顕著に低い。時間軸に沿って

眺めると、1995年から1996年にかけて突然の低落が見られるが、70歳代と20歳代以下の若年層で

は殆ど変化はない。さらに2000年から2001年にかけて再び大きな崩落が、すべての年齢階層に生

じたが、60歳以上の高齢層では、その後徐々に戻している。表2を、中村のベイズ型モデル

（Nakamura, 1986）を使って年齢・時代・コウホート効果に分解した結果が、表3に示されている（3）。

すでに述べたが、15歳未満の年齢層の個人消費も推計してあるが、牛肉の消費嗜好が世代特有の

性向として固まるのは10歳代の後半くらいであろうとの想定から、それより若い階級はコウホー

ト分析の対象から外した。栄養学や社会学に基づく客観的な根拠があるわけではない。また表2に

は75歳以上層の個人消費が記載されているが、たとえば1980年に75歳以上のセルには、1900-05

年出生のコウホート1個だけでなく、それ以前、1896-1900年、さらには1891-95年に出生したコ

ウホートが複数個含まれているので、モデル（13）のスペックに合致しない。最近年になって人口

高齢化が進むほど、75+のセルはコウホートに関しては複層化しているので、この年齢階級もわれ

われのコウホート分解から外されている。

表3の第2欄、年次効果は1980年から2011年にいたる牛肉の家計消費の変化から、年齢構造の変
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化と新・旧世代交代の影響を補正した、いわば「純粋」の時代効果（4）を表している。経済要因と

してはその間における価格（牛肉と関連食品）と家計所得の変化に影響されているであろう。また

その他の要因としては、すでに触れたがこの期間牛丼、ハンバーガー、焼肉などの店が急速に発達

し、家庭外で牛肉を食べる機会が多くなったことも影響している。さらに調査期間の後半に無視で

きないのは、突発的であったが1996年のO-157事件と2001年に発見されたBSEで、表3の該当年

と次年（以降注））の年次効果の数字に明確に現れている。

注） 牛肉消費に対するそれぞれのインパクトがその年だけでなく、翌年からどれくらいの期間、減衰しな
　　がら／ほとんど減衰せずに、残ったかも本稿の検討事項である。）

表３　個人牛肉消費の年齢・年次・世代効果への分離： 
Bayesian Estimator
総平均効果 = 28.98 （0.22） （100g/1人）　

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年 （SD）

15-19  -1.06  1.14
20-24  -3.95  1.15
25-29  -6.80  1.20
30-34  -5.19  1.24
35-39  -2.05  1.35
40-44   3.52  1.49
45-49   6.15  1.49
50-54   5.95  1.35
55-59   4.53  1.24
60-64   2.31  1.20
65-69  -0.31  1.15
70-74  -3.11  1.14

1980  -2.08  0.80
1981  -1.43  0.78
1982  -0.57  0.78
1983  -0.51  0.78
1984   0.24  0.77
1985  -0.09  0.76
1986   0.23  0.76
1987   1.51  0.78
1988   2.19  0.80
1989   2.62  0.83
1990   3.31  0.86
1991   4.85  0.88
1992   5.19  0.88
1993   6.62  0.89
1994   7.84  0.90
1995   8.28  0.91
1996   5.32  0.91
1997   5.22  0.90
1998   4.11  0.89
1999   3.81  0.89
2000   2.66  0.89
2001  -2.38  0.86
2002  -3.98  0.83
2003  -3.80  0.80
2004  -5.83  0.78
2005  -6.01  0.76
2006  -6.64  0.76
2007  -6.59  0.77
2008  -6.51  0.78
2009  -5.58  0.78
2010  -5.75  0.78
2011  -6.28  0.80

1906-10  -3.31  2.11
1911-15  -3.52  2.12
1916-20  -3.90  2.14
1921-25  -4.10  2.14
1926-30  -2.44  2.08
1931-35  -0.24  1.97
1936-40   1.30  1.87
1941-45   3.02  1.74
1946-50   4.49  1.68
1951-55   4.52  1.67
1956-60   3.31  1.71
1961-65   1.52  1.89
1966-70   0.46  2.08
1971-75   1.20  2.00
1976-80   1.75  2.07
1981-85   1.67  2.15
1986-90   0.35  2.14
1991-95  -2.42  2.14
1996～  -3.64  2.16

出所：中村のベイズ型モデルで、筆者が計算．
注：∑A i =∑J t = ∑C k = 0；（  ）内 SD．
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表2のコウホート表を年齢・時代・世代効果に分解したときは、直感的な把握に便利なように、

はじめに100g単位の実数で実行したが（表3）、析出される年次効果を価格および消費支出に回帰

させるに当たっては、モデルの形としては両辺 logのほうが、推計されるパラメータは一意の平均

弾力性として得ることができ、便利である。さらに食品の1人当たり消費量などの年次変化を扱う

場合、t年から t +1年にかけてどの年齢セルも絶対量でたとえば同じ200gだけ増減するという形よ

り、たとえば4.5%ずつ同じ率で変化したと想定するほうが、実態にマッチしているように思われ

る（5）。その意味で対数換算して3効果に分解した結果を表4に示している。両表間で各効果の正負

や相対的な大小関係に決定的な差は認められないが、これまでの経験から対数変換のほうがより現

実的であると感じている（森・Clason, 2007, pp.31-33；Mori, et al., 2009, pp.10-13）。

表４　個人牛肉消費の年齢・年次・世代効果への分離：
Bayesian Estimator
総平均効果 = 3.319 （0.008） （自然対数値）　

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年  （SD）

15-19  -0.170  0.071
20-24  -0.136  0.059
25-29  -0.257  0.047
30-34  -0.195  0.035
35-39  -0.077  0.023
40-44   0.101  0.014
45-49   0.180  0.014
50-54   0.188  0.023
55-59   0.162  0.035
60-64   0.103  0.047
65-69   0.026  0.059
70-74  -0.077  0.284

1980  -0.047  0.043
1981  -0.035  0.041
1982  -0.001  0.039
1983  -0.002  0.037
1984   0.024  0.034
1985   0.014  0.032
1986   0.023  0.030
1987   0.054  0.028
1988   0.078  0.026
1989   0.096  0.025
1990  0.115  0.023
1991  0.160  0.021
1992  0.174  0.020
1993  0.207  0.019
1994  0.234  0.018
1995  0.243  0.018
1996  0.174  0.018
1997  0.168  0.018
1998  0.138  0.019
1999  0.126  0.020
2000  0.090  0.021
2001  -0.062  0.023
2002  -0.118  0.025
2003  -0.116  0.026
2004  -0.198  0.028
2005  -0.220  0.030
2006  -0.230  0.032
2007  -0.239  0.034
2008  -0.235  0.037
2009  -0.195  0.039
2010  -0.202  0.041
2011  -0.218  0.043

1906-10  -0.156  0.118
1911-15  -0.164  0.104
1916-20  -0.161  0.093
1921-25  -0.140  0.080
1926-30  -0.064  0.068
1931-35  0.002  0.055
1936-40  0.054  0.043
1941-45  0.108  0.031
1946-50  0.159  0.022
1951-55  0.175  0.017
1956-60  0.149  0.021
1961-65  0.104  0.030
1966-70  0.070  0.041
1971-75  0.085  0.053
1976-80  0.079  0.066
1981-85  0.047  0.079
1986-90  -0.018  0.092
1991-95  -0.138  0.104
1996~  -0.190  0.115

出所と注：表 3と同じ．
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（3） コウホート分析には、説明3因子間の一次従属関係：i = t − k（たとえば調査年と出生年を指定すると、
調査対象年齢は一義的に決定される）のために、推定可能関数が「ランク落ち」で求まらない。コウホ
ート分析に固有の「識別問題」である。伝統的には任意に選ばれたパラメータに等値条件を課す仕方が
採用されているが、中村はそれぞれ3因子のすべての領域に「漸進的変化」を想定し、回帰式（上記15
式）を解く際の制約条件として付加する。ごく最近、シカゴ大学のYang et al.を中心に、「一般逆行列」
を利用して「ランク落ち」の問題を回避する接近、Intrinsic Estimator （IE）が提案されている（Yang et 

al., 2004；2008）。統計学的解説と検証は、田中他、2007；森・三枝・川口、2008；森・三枝・Clason, 

2009；などに詳しい。本稿では中村のべイズ型接近（BE）を用いてコウホート分解を実行している。
参考までに、IEを用いて表2を年齢・年次・世代の3効果（自然対数値）に分解した結果を、付録表1
に掲載している。表4の結果と基本的に大きな差は見られない。

（4） 年齢効果、世代効果と時代効果は、通常のコウホート分析ではそれぞれ独立に決定される。したが
って年次効果は、はじめに年齢と世代効果を推計した「残差」ではない。

（5） 中高年層と若年層で個人消費に4-5倍もの格差が恒常的に存在する場合（例えば生鮮果物のケース
では、1990年代に50-60歳代が1人当たり40kgに対し10-20歳代は同じく10kg前後に過ぎない：
Mori and Stewart, 2011, pp.157-162）、どの年齢階層もかりに一律1.0kgずつ増減するという仮定
より、一定率、5.5％ずつ増減するという想定のほうが、家計消費の現実に近いと思われる。

b） 年次効果を経済要因に回帰させる

上のパラグラフで説明したように、表3（実数）並びに表4（自然対数値）の年次効果は経済的

には調査期間における価格と所得の動向に影響されている。すなわち輸入自由化などによって価格

が下がれば上向きに、さらに1980年代のように顕著な経済成長の折は引き上げに、他方2000年代

のように経済低迷が続き家計所得が伸び悩んだ折は、横ばいに作用したに違いない。われわれは、

表4の時代効果（自然対数値）を、牛肉価格と世帯所得に回帰させることから始めよう。まず通常

実行されている初歩的モデルに倣って、

 （GM+J t） = a + b log（RBFP t） + c log（REX  t） + e t （16） 

 　 　= − 12.16 + 0.64 log （RPP t） + 2.35 log （REX t）

 　　  　（2.43）  （2.40）　　　        （3.16）　　　　　　　Adj.R 2 = 0.205

 GM：総平均効果（3.319、表4より）

 J t：t 年の年次効果（表4より）

 RBFP t：t 年の牛肉実質支払い単価 /100g（2005年基準）

 REX t：t 年の成人換算＊ 1人当たり実質年間消費支出（2005年価格：万円） 

 e t : 誤差項
 ＊Oxford equivalence scale （“old OECD scale”） を採用（OECD, 2009）

  （ ） 内の数値は t値

決定係数も低いが、一番の問題は価格の係数（自己価格弾力性）がプラスの点で、（16）式の回

帰係数は採用できない。次に牛肉と競合すると考えられる生鮮豚肉と生鮮鶏肉の価格を加えてみよ

う。（17）式である。
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 （GM+J t ） = a + b log（RBFP t ） + c log（REX t ） + d log（RPCP t ） + e t   （17）

　　　　　= − 27.79 − 0.45 log （RBFP t ） + 4.37 log （REX t ） + 2.39 log （RPCP t ）

　　　　　　  （6.55）  （1.77）　　　　　　　　　　　　（7.27）　　　　　　　　　　（6.03）　　　　　　　Adj.R2 = 0.642

 RPCP t : t年の豚肉と鶏肉実質平均支払い単価（6）/100g（2005年基準）

（6） 豚肉と鶏肉の各支払い単価を2：1の固定比率で加重平均した。

豚・鶏肉の平均価格を加えることでモデルの統計的パフォーマンスは著しく向上し、牛肉の自己

価格弾力性の符号は正しくマイナスになり、係数の値も納得できる値になった（三枝・森、2012；

など）。他方、牛肉と競合すると考えられる豚・鶏肉の係数は符号的にも、t 値も合理的だが、係

数の大きさに問題がありそうである。さらに、消費支出弾力性が + 4.37は直感的に高すぎ、我々

のこれまでの計測結果と、今回試みたクロスセクション分析の結果（後出注（7））からして、あま

りに高すぎる感じがする（Obara, McConnel, and Dyck, 2010, pp.13-4；三枝・森、2012）。

ところですでに述べたが、調査期間の後半に牛肉需要に重大なインパクトを与えたといわれる

O-157とBSE事件が発生した（渡部、2004；Oniki, 2006；Hanawa Peterson, 2005；など）。時系列分

析では、これらの影響を考慮する必要がある。初歩的な操作として、単純なダミー変数を（17）式

に追加する。まず牛肉需要に圧倒的な打撃を与えたといわれているBSEからスタートしよう。

（GM + J t） = a + b log （RBFP t） + c log （REX t） + + d log （RPCP t） + f I1BSE + e t （18）
− 4.08 − 0.29 log （RBFP t） + 1.42 log （REX t） + 0.40 log （RPKP t） – 0.287*I1 BSE 

　（1.67）（2.95）　　　　　　　　　　  （4.41）　　　　　　　　　　　（1.88）　　　　　　　　　　　　（12.93）　　　Adj.R2 = 0.948

 I 1 : BSEダミーのインディケーター変数 = 1, if t > 2000

BSEダミーを入れることで、統計的パフォーマンスは著しく向上し、価格の係数も牛肉の自己弾

力性と豚・鶏肉の代替弾力性も問題ない。また消費支出弾力性の大きさにも大きな違和感はない。

次に1996年に発生し、BSEに比べるとインパクトはそれほど大きくないといわれているO-157をダ

ミー変数として加えればどうか。

（GM + J t） = a+ b log （RBFP t） + c log （REX t） + d log （RPCP t） + f I1 BSE +g I2 O-157 + e t 　　（19）

　　　 　 = − 1.92 − 0.56 log （RBFP t） + 1.27 log （REX t） + 0.45log （RPKP t） – 0.341*I 1 BSE

            （6.89） （8.51）　　　　　　　　　　　（6.89）　　　　　　　　　　（3.66）　　　　　　　　　　　（23.49） 

　　　 　　 − 0.112*I2O-157 

　　　　　　（7.57）           Adj.R2 = 0.983

 I 1 : BSEダミーのインディケーター変数 = 1, if t > 2000

 I 2 : O-157ダミーのインディケーター変数 = 1, if t > 1995, < 2001 

O-157をモデルに加えることで、統計的にも係数の大きさも大きな変化はないが、価格および支

出弾力性の大きさはさらに我々の直感によりマッチするように展開した。ところでダミー変数の実

際の操作に触れよう。例えばBSEが家計消費に与えたインパクトは、2001年の秋に発見された数

か月間はまさに「壊滅的」であったが、関係諸機関の対処よろしきを得て、発見後1年少々で回復

したと言われている（渡部、op. cit.；Hanawa Peterson, op. cit.）。1980年から2000年までの各年は、
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ゼロ、2001年と2002年は、それぞれ1、2003年は0.5、それ以降はそれぞれゼロを入れると、統計的

パフォーマンスはかなり改善されたが、2003年に1、2004年にも1、それ以降はゼロ、次に2005年に1、

それ以降はゼロのように、BSEダミーの及ぶ範囲を逐次的に広げていくと、統計諸指標に照らして、

BSEの負の影響は2011年まで持続したと想定するのが、統計量的に最も合理的となった。（19）式の数

値がその様な操作の結果である。ダミー変数を機械的に1に固定せず、たとえば  “piece-wise linear 

regression”によって決める仕方もあり（Pindyck and Rubinfeld, 1981）、今後の研究課題である。  

BSEとO-157のインパクトに関し、（19）の推計結果を如何に読むかについて、簡単な解説を試

みよう。まずO-157の影響について：GM＝3.319；1995年に年次効果（J1995）＝0.243（表4）だから、

（GM+ J1995）＝3.562、実数変換して35.23、1996年にO-157事件により、自然対数値で0.112だけ消

費が下がれば（上のモデル（19）；価格・所得などその他の条件は不変）、1996年の予測値は、対

数値で3.562－0.112= 3.45、実数変換して31.50、1995年の理論値35.23から3.73（100g）、年間1

人当たり373g減少したと推定される。同様の計算を2001年に生じたBSEのケースについて試みる

と、次の通りになる。J2000＝0.090（表4）、（GM＋ J2000）＝3.409、実数変換して30.23、2001年に

BSE事件により、自然対数値で0.341だけ消費が下がれば（上のモデル（19））、2001年の予測値は、

対数値で3.409－0.341＝3.068、実数変換して21.50へ、2000年の理論値30.23から8.73（100g）、

即ち年間1人当たり870g減少したと算出される。

以上の推計は、モデル （19） 計測の前提、BSEとO-157の牛肉の家計消費に対するインパクトは、

発生の単年ないし続く1年間の短い期間にとどまらず、相当長く持続した；また家計における牛肉

需要の価格弾力性と消費支出弾力性はそれぞれ、－0.56と1.27前後であるらしい（モデル（19））

との想定に基づいている。説明変数に豚・鶏肉価格を加えた結果でもあるが、我々のこれまでの経

験から、価格弾力性の大きさには違和感はないが、所得弾力性が1.3前後の高さであることには若

干の抵抗がある（三枝・森、2012；後出注（7））。

さらにモデル選択に関し、統計理論上次の問題がある。同じ調査期間でも、生鮮果物や野菜類消

費のように、世帯消費の長期的変化が高齢化の進展と世代交代のデモグラフィック要因に圧倒的に

強く影響され、短期的には年々の価格変動によって微変動しているケースでは、A/P/Cモデルで導

出された年次効果を経済変数に回帰させることで、分布が比較的安定した残差を伴い、常識的に合

理的と思われる弾力性が計測された（Mori, Clason, and Lillywhite, 2006；森・三枝、2011；Mori, 

Saegusa, and Dyck, 2012；など）。しかし最近手がけた牛肉やワインのケースでは、通常のA/P/C（3

要因）モデルでは年齢・世代効果の推計にどうやら重大なひずみが生じ、「真に近い」時代効果も

決定されないらしいことが分かっている（三枝・森、2012）。牛肉需要におけるO-177/BSE、ワイ

ン需要に関しては “fads and fashion” （Rod and Beal, 2012）のように、効果の大きさや経時的持続範

囲が客観的におさえ難い要因に強く影響されているケースでは、個人の年齢別消費をはじめに年

齢・世代・時代の3効果に分解し、そこで決定された時代効果を価格や所得に回帰させる “two-step 

approach”に比べ、最初から年齢・世代に価格と所得を加えた、「拡大コウホート」モデルを用い

て、 “one-step approach”で各効果を決定するほうが、統計理論的にも実証的にも望ましいことが明

らかにされている（三枝・森、2012）。
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４．年齢・世代効果と価格・所得効果を補正した時代効果の計測

a）「拡大コウホート」モデル

疫学や社会学などの分野で伝統的に重宝されてきたのは、個人の年齢別データを、年齢・時代・

世代の3効果に分解するA/P/Cモデル、上記 （13） 式である。われわれはこれに、価格と所得の項

を追加する。下の （20） 式である。米国における生鮮野菜消費のコウホート分析を試みたStewart 

and Blisard（2008）は、「われわれは野菜消費に関する研究に、コウホートモデルを世帯所得と価

格で “augment”することで寄与する」（“fresh vegetables,” pp.47-8）と謳っている。 またその研究

に倣った農林水産政策研究所（PRIMAFF）による少子高齢化のもとにおける食料支出の将来試算

でも、年齢・世代効果に価格と所得が加えられている（薬師寺、2010）。

経済変数が追加されても、コウホート分析の本来的に抱える「識別問題」が解消されるわけでは

ない。われわれはこれまで通り、年齢・時代・世代の3因子について「パラメータの漸進的変化」

を仮定し、AICに基づいて制約条件に対するハイパーパラメータ―大きさを選んで、最小二乗解を

求める（三枝・森、2012、4節）。

 μit = B + A i + J t + C k + c RBEEFP t + d RLEX t + e it （20）

 ただし RBEEFP t：牛肉の実質家計支払単価（2010年基準円 /100g：自然対数値）

  RLEX t：実質世帯消費支出（2010年基準：万円 /成人換算1人：自然対数値）

  c：平均価格弾力性

  d：平均消費支出弾力性

表2のコウホート表を、「拡大モデル」によって、年齢・時代・世代の3効果（自然対数値）に加

え、価格と所得の代理変数としての消費支出の効果にそれぞれ分解した結果が、表5に示されてい

る。決定された価格弾力性は － 0.56、支出弾力性は0.84で（7）、第1欄に年齢効果、第3欄に世代効

果がそれぞれ5歳区分で、真ん中の第2欄に時代効果が暦年で示されている。これらの5個の効果は、

同時に決定されているのだが、第2欄の数値は1980年から2011年に至る個人の年齢別消費の変化を、

その期間における年齢構造の変化と世代交代の影響に加え、価格と所得の経済効果を補正した時代

効果、すなわちそれら4因子以外に帰因すべき変化を内包している。

（表5第2欄に基づき）年齢・世代・自己価格・所得の4効果をカウント・アウトしたネットの時

代効果は、1980年の0.177から1995年の0.110までほぼ直線的に漸減し、1996年の0.048、翌年の

1997年の0.048にすとんと急落下している。実数に換算すると、1980年はexp（3.321 + 0.177）= 

33.05（100g） から1995年の exp （3.321 + 0.110）= 30.91へ緩やかに逓減し、1996-97年にexp（3.321 

+ 0.048）= 29.05に不連続に、1.86（100g） だけ落下する。それ以降2000年まで緩やかに下降を続け、

exp（3.321 − 0.041） = 26.58になるが、その翌年と翌々年にそれぞれ exp（3.321 − 0.173）= 23.29

と exp（3.321 − 0.218）= 22.26に、4ポイント前後（400g）急落する。2001年に起こったBSEの影

響によるものと思われる。亜節を改めて、特に1996年のO-157と2001年のBSEのインパクトの大

きさと、持続性を検証してみよう。

（7） 『家計調査年報』は1979年版まで、全世帯を15-18の所得階級に分けて、各品目の年間支出・購入数
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量を記載していたが、1980年版からは年間収入5分位階級別データしか載せていない。しかし統計局付
属図書館に出向けば、CDロムから従来どおりの所得階級別に、各品目の購入量などが入手できる。1985
年と1995年について、年間収入別のデータからクロスセクション分析を実行した。結果は下記の通りで
ある。

log （capQ i ） = a + b log （EX i ） + e　　　　　　　　　　（21）
 1985年：= − 0.548 + 0.79 log （EX i ） 
 　　　　　　（2.08）  （14.42）　　　　　AdjR2 = 0.963  
 1995年：= 0.080 + 0.69 log （EX i ） 
  　　　　　（0.26）（11.15）　　　　　　AdjR2 = 0.925

 ただし capQ i : 年間収入階級 i番目世帯の世帯員1人当たり牛肉購入量（100g）
  EX i : 年間収入階級 i番目世帯の成人換算1人当たり消費支出（万円）　

表５　個人牛肉消費の年齢・年次・世代効果への分離：
価格と消費支出を加えた「拡大」Bayesian Estimator
総平均効果 = 3.321 （0.008）  （自然対数値）
平均価格弾力性 ＝ -0.559 （0.213）；平均支出弾力性 ＝ 0.839 （0.592） 

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年 （SD）

15-19  0.020  0.041
20-24  -0.106  0.042
25-29  -0.233  0.043
30-34  -0.178  0.045
35-39  -0.066  0.049
40-44  0.104  0.054
45-49  0.177  0.054
50-54  0.177  0.049
55-59  0.145  0.045
60-64  0.079  0.043
65-69  -0.004  0.042
70-74  -0.115  0.041

1980  0.177  0.075
1981  0.170  0.076
1982  0.175  0.070
1983  0.157  0.064
1984  0.160  0.060
1985  0.145  0.055
1986  0.145  0.050
1987  0.154  0.049
1988  0.148  0.053
1989  0.151  0.055
1990  0.150  0.054
1991  0.159  0.050
1992  0.139  0.049
1993  0.125  0.047
1994  0.115  0.042
1995  0.110  0.041
1996  0.048  0.040
1997  0.048  0.039
1998  0.022  0.038
1999  0.003  0.036
2000  -0.041  0.034
2001  -0.173  0.034
2002  -0.218  0.032
2003  -0.192  0.031
2004  -0.230  0.031
2005  -0.240  0.030
2006  -0.233  0.034
2007  -0.240  0.033
2008  -0.229  0.039
2009  -0.216  0.045
2010  -0.241  0.043
2011  -0.245  0.043

1906-10  -0.102  0.076
1911-15  -0.110  0.077
1916-20  -0.112  0.078
1921-25  -0.099  0.078
1926-30  -0.029  0.075
1931-35  0.029  0.072
1936-40  0.074  0.068
1941-45  0.122  0.063
1946-50  0.166  0.061
1951-55  0.175  0.060
1956-60  0.143  0.062
1961-65  0.090  0.068
1966-70  0.050  0.076
1971-75  0.058  0.073
1976-80  0.045  0.075
1981-85  0.006  0.078
1986-90  -0.065  0.078
1991-95  -0.191  0.077
1996~  -0.249  0.078

出所と注：表 3と同じ．
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b） O-157とBSEが牛肉の家計消費に与えたインパクト

表5の分析結果に基づけば、年齢・世代効果ならびに価格・所得の効果をコントロールすれば、

1980年の個人1人当たり牛肉消費の “理論値” は、実数換算 exp（3.321 + 0.177）= 33.05 （100g）、

2011年のそれは、exp（3.321 − 0.245）= 21.67（100g） と算出される。人口の構造変化と実際に生じ

た実質価格の低下と実質所得の対象期間前期における上昇と後半からの低迷の影響を補正すれば、

我が国の牛肉家計消費は、1人当たり3.31kgから2.17kgに逓減したとみなされる（8）。すでに述べた

家庭外での消費の増大と、1990年代央に起きたO-157と、2000年代初めに発見されたBSEのイン

パクト、さらに正負は不明だがその他諸々の影響（すぐ後で言及する豚・鶏肉との競合など）を包

含していると思われる。先のパラグラフでも触れたが、本稿の調査期間のちょうど真中、1995年

の理論値は、exp（3.321 + 0.110）= 30.91（100g） だから、わが国の家計における牛肉消費（の理論

値）は調査期間の前半に、33.05 − 30.91 = 2.14（100g）= 0.21kgだけ微減したことになる。この低

下は、表1に見た牛肉の外食比率の大幅な増大傾向と無縁ではないと思われる。

（8） 重ねて言うまでもないが、実際には牛肉価格は大幅に低下し、調査期間の前半はGDPも着増したが、
それらの効果をコントロールした「理論値」である。

O-157事件は1996年初夏に発生し、その後1年少々で落ち着いたと言われている（Oniki, op. cit.）。

1997年の時代効果は、1996年と同じ0.048だが、1998年に0.022、1999年に0.003、2000年にはさ

らに低下して − 0.041に逓減した（表5）。実数換算で1995年の30.91から26.58（100g）へ433gの

低下である。流通市場におけり「騒ぎ」は1-2年で一応落ち着いたが、家計消費者のマインドでは

牛肉から遠ざかる傾向がじわじわと浸透していったと見るべきなのか、1995年まで続いた外食の

増大傾向の影響などがO-157の後も持続したと考えるほうが実情に近いのかどうか確言できない。

流通の現場で消費者に接してきた専門家はどのような所見を抱いているのであろうか。5年後の

2001年秋に国内牛にBSEが発見され、市場は大混乱に陥った（上記）。「拡大コウホート」モデルに

よるわれわれの試算でも、時代効果は2000年の − 0.041から2001年の − 0.173、2002年の − 0.218へ

急落した。実数に換算すると、2000年の exp（3.321 − 0.041）= 26.58から、exp（3.321 − 0173）

= 23.29、exp（3.321 − 0.218）= 22.26（100g）に急落している。ほぼ0.4kgの低落である。2003年の

時代効果は前年よりやや持ち直し、 − 0.192（実数では、exp（3.321 − 0.192）=22.85）に微増したが、

その後は緩やかな低下傾向をたどり、2011年には上記のように − 0.245（実数では21.67×100g、

既述）になっている。家計における牛肉消費の割合は2001年以降34%にとどまっているから（表

1）、それまでのように家庭外で食べる比率が拡大した結果とみるより、BSEの負の影響が拡大しな

がら持続したとみることも可能かもしれない。他方ミクロ経済学的に、その間におけるその他肉類、

豚肉と鶏肉の家計消費との関係を見ておく必要があるだろう。

表6に2000年から2011年に至る期間における主要食肉の世帯購入量と購入単価の推移を示して

いる。牛肉の世帯購入量は2000年の10.1kgから2001-3年には8.0kgに急落し、2003年から2004年

にかけてさらに0.8kg強下落し、その後2011年にかけて0.3kg漸減している。2004年の下落は、

2003年12月に北米でBSEが発見され、2004年初頭に米国からの穀物肥育牛肉の輸入が完全に停止

したことと無縁ではない。そのためもあって家計の購入単価は15％前後上昇している。他方豚肉

と鶏肉の世帯購入量は、2000年から2001-2003年にかけては牛肉の大幅の購入減に見合うほど増え
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ていないが、2004年以降それぞれ着実に増大し、豚肉は2003年の16.4から2011年の19.0kg、鶏肉

は同じく11.6から13.7kgへ、合わせるとその間の牛肉の減少分をはるかに上回って伸びている。

豚肉と鶏肉の購入単価は2003年以降、いずれもほとんど変わっていないが、牛肉価格は15%前後

上昇している。ミクロ経済学的に価格線の傾斜が牛肉に不利に動いたため、牛肉が減って豚・鶏肉

が増えたという側面を否定できない。

顧みて我が国における牛肉価格は、1990年代初めの輸入自由化と国内における肉牛生産の経営

合理化などにより、「国際的に5倍とか7倍」とか言われていたころに比べると（Hayami, 1979; 

Longworth, 1983; etc.）、ずいぶん安くなっている。しかし2000年代の後半でも、豚肉に比べると2

倍強、鶏肉の3倍の高さである。「景気低迷が続く中、我が国の消費者は割高な牛肉から格段に割

安の豚肉や鶏肉にシフトしている」（農畜産業振興機構調査情報部、2012年7月聞き取り）は常識

的に全うな見方であろう。このシフトに、2001年に国内で生じたBSE感染と米国でも発見された

BSEによる輸入停止、さらには輸入制限が緩和された後もしばしば報じられた規制逃れ事件などが、

全く無関係とは言えない。

対数を使ったこれまでの議論になれない読者のために、1980年から2011年の全期間、牛肉の家

計消費から人口のデモグラフィックな変化の影響と、経済的に価格と所得の効果を補正した1人当

たり牛肉消費の「理論値」の動きを、グラフに表示してみよう。1995年から2002年にかけての非

連続な消費水準の急落を、O-157とBSEだけに起因させることができるかどうか、統計分析だけで

は確言できないが、恣意的な想定は一切抜きで、デモグラフィックな変化および、価格（9）と所得

変化の影響をカウント・アウトした推計結果が、図2に表示されている。我が国における牛肉家計

消費の “理論ベースは”、1980年代初めから1990年代央にかけて1人当たり3.3kgから3.1kgに僅か

表６　牛肉・豚肉・鶏肉の家計消費量と購入単価の推移、2000-2011年

牛肉 豚肉 鶏肉
購入量 購入単価 購入量 購入単価 購入量 購入単価
kg/ 年 円 /100g 左指数 kg/ 年 円 /100g 左指数 kg/ 年 円 /100g 左指数

2000 10.099 258.84 100.0 16.04 134.33 100.0 11.591 91.49 100.0 
2001 8.205 257.49 99.5 16.341 135.45 100.8 11.644 92.8 101.4 
2002 7.694 260.94 100.8 17.01 136.8 101.8 12.061 94.56 103.4 
2003 7.963 270.07 104.3 16.365 133.55 99.4 11.618 92.27 100.9 
2004 7.113 296.66 114.6 17.335 135.16 100.6 10.944 93.03 101.7 
2005 7.195 296.38 114.5 17.407 133.23 99.2 11.647 92.29 100.9 
2006 6.891 300.45 116.1 17.305 134.35 100.0 11.985 90.7 99.1 
2007 6.869 303.82 117.4 17.723 134.98 100.5 12.379 91.24 99.7 
2008 6.776 308.24 119.1 18.31 139.57 103.9 12.661 101.33 110.8 
2009 7.032 286.8 110.8 18.639 133 99.0 13.647 92.44 101.0 
2010 6.922 273.98 105.8 18.498 129.51 96.4 13.753 90.06 98.4 
2011 6.782 274.15 105.9 18.987 130.3 97.0 13.702 93.43 102.1 

出所：『家計調査年報』各年版．
注：2005 年以降の『年報』は農漁家世帯を含んで集計．但し含むか含まないかは、量・価格とも微細な差

に過ぎない。本文脚注（1）を参照．
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に低下したが、この期間における外食比率の急激な増加によるものであろうと思われる。この「ベ

ース」は、90年代央から2000年代初めにかけて2.3kg水準に急落し、その後は調査期間の最終年、

2011年までほぼ横ばい状態を続けている。経済の低迷を理由に挙げるのは容易だが、われわれの

コウホート分析の「拡大モデル」（20） には、家計所得は要因の一つとして繰り込まれている。望

むらくは牛肉単品でなく、豚・鶏肉のみならず、肉を含んだ冷凍・レトルト食品などとの競争・補

完関係を考慮する必要があるだろう。しかしそれぞれ独自の年齢・世代効果を持つ複数品目をコウ

ホートモデルに体系化する作業は、ごく限られた既存の研究を見ても、そう簡単であるとは思えな

い（Denton, Mountain, and Spencer,1999; Gustavsen and Rickertsen, 2009）。

（9） 需要体系分析における競合・補完財の価格は考慮されていない。今後のテーマである。
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付録表１　個人牛肉消費の年齢・年次・世代効果への分離：
Intrinsic Estimator
総平均効果= 3.340 （0.021） （自然対数値）　

年齢効果
年齢（歳） （SD）

年次効果
暦年 （SD）

世代効果
出生年 （SD）

15-19  0.028  0.029
20-24  -0.105  0.025
25-29  -0.237  0.021
30-34  -0.180  0.018
35-39  -0.068  0.015
40-44  0.105  0.014
45-49  0.177  0.014
50-54  0.176  0.015
55-59  0.144  0.018
60-64  0.080  0.022
65-69  -0.004  0.025
70-74  -0.116  0.029

1980  -0.076  0.023
1981  -0.057  0.027
1982  -0.011  0.026
1983  -0.023  0.025
1984  -0.016  0.024
1985  -0.004  0.024
1986  0.005  0.023
1987  0.043  0.023
1988  0.069  0.023
1989  0.086  0.022
1990  0.102  0.022
1991  0.161  0.022
1992  0.165  0.022
1993  0.205  0.022
1994  0.235  0.022
1995  0.258  0.022
1996  0.161  0.022
1997  0.174  0.022
1998  0.137  0.022
1999  0.134  0.022
2000  0.118  0.022
2001  -0.076  0.022
2002  -0.122  0.023
2003  -0.090  0.023
2004  -0.199  0.023
2005  -0.209  0.023
2006  -0.216  0.024
2007  -0.225  0.024
2008  -0.223  0.025
2009  -0.164  0.025
2010  -0.178  0.026
2011  -0.196  0.026

1906-10  0.316  0.386
1911-15  -0.156  0.097
1916-20  -0.127  0.060
1921-25  -0.127  0.058
1926-30  -0.045  0.051
1931-35  0.012  0.046
1936-40  0.056  0.041
1941-45  0.103  0.037
1946-50  0.150  0.033
1951-55  0.159  0.029
1956-60  0.126  0.026
1961-65  0.073  0.023
1966-70  0.027  0.020
1971-75  0.041  0.020
1976-80  0.027  0.021
1981-85  -0.013  0.024
1986-90  -0.074  0.029
1991-95  -0.234  0.037
1996 ~  -0.313  0.053

出所：Yang 他の IE モデルで、筆者が計算．
注：∑A i =∑J t = ∑C k = 0；（  ）内 SD．
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Technical Supplement―改定「 拡大A/P/Cモデル」

三枝　義清

1．はじめに

前稿の［新］拡大モデル（森・三枝、2012、『論集』112号、pp. 17-18）を次の3点について改定

する：

 （1）二次の階差行列を媒介にして、A/P/Cモデルを書き換える。

 （2）年次効果を local linear trend modelに従って、モデル化する。

 （3）コウホート効果の修正。

ここでは、牛肉の1980-2011年のデータにA/P/Cモデルをフィットさせるが、前稿の［新］拡大

モデルではコウホート効果のベクトルは、87個の要素を持つが、（3）の修正によって19個に減少

する。牛肉の1996年以降の年次効果の急激な減少に対応するための措置が（2）の改正点である。

（生鮮）牛肉以外に豚肉と鶏肉が計測例になっている。

　

２．二次の階差行列によるA/P/Cモデルの変換

年齢効果をa （ i = 1 , ……, 12）、年次効果をp （ j = 1, ……, 32）として、年齢と年次による二重分

類表の （ j , i）グループの1人当たり消費量を対数変換したデータを y ji とすると、我々のA/P/Cモデ

ルでは、y ji が次のようの表現される：

 y ji =μ+ a i + p j + c （j,  i）+ error （1）

右辺の第4項は （ j , i ） グループのコウホート成分であるが、この項は c （ j , i ） = u （ j , i ） cで、ベ

クトルc の凸一次結合で各グループのコウホート成分を表す仕組みになっている。u（j,i）を積み

上げた行列を以下XCと記すが、XCがダミー変数行列でない点に留意されたい。（1）式の誤差項

（error）は、いずれも正規分布 N （ 0, σ2 ） に従うものとする。各効果には、次のような“ゼロ和条

Agricultural Economics, Vol.30, No.1, 43-60.
Tanaka, M., H. Mori and T. Inaba （2004）“Re-estimating per Capita Individual Consumption by Age from 

Household Data,” Japanese Journal of Rural Economics, Vol.6, 20-30.
Yang, Y., W.J. Fu, and K.C. Land （2004）“A Methodological Comparison of Age-Period-Cohort Models: The 

Intrinsic Estimator and Conventional Generalized Linear Models,” Sociological Methodology, Vol.34, The 
American Sociological Association, 75-110.

Yang, Y., S. Schulhofer-Wohl, W.J. Fu, and K.C. Land （2008）“The Intrinsic Estimator for Age-Period-Cohort 
Analysis: What It Is and How to Use It,” American Journal of Sociology, Vol.113, No.6, 1697-1736. 
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件”が付いている：

 Σ
i=1

12
a1 =Σ

j=1

32
pj =Σ

k=1

19
ck =0

年齢効果と年次効果のベクトルを、それぞれ　　a＝ （a1,  ……,  a12）’,  p ＝ （p1, ……, p32）’,

コウホート効果のベクトルを　　　　　　　　　c ＝ （c1,  ……,  c19）’

として、次のような二次階差の行列Rを媒介に、a, p, cのベクトルを分解する。

 R （ j,  j ） = 1,  R （ j,  j + 1） = - 2,  R（ j,  j + 2） = 1,  j = 1,  ……,  n - 2

例えば、年齢効果のRは10×12の行列で、D=R ＇R とすると rank （D） = 10で、Dの固有値λi （i = 

1,  ……,  12）は、λ1＝λ2＝0,  λ3＞0,  λ4＞λ3 , ……, λ12＞λ11となる。

正の固有値に対応する固有ベクトルd i をタームにして行列E=[ d1 ,…,d12 ]を作ると、ゼロ和条件

を満たす年齢効果のベクトルａは次のように表現できる：

 a = e a + E α ,  e （i） = i - （1 + 12）／2 （2.1）

右辺の第一項が年齢効果の線形成分で a がトレンドの傾きで、第二項が線形成分に直交する非線

形成分になっている。同じ要領で、年次効果とコウホート効果の p とc が、次のように分解される：

 p = f b + F β　　　　f （ j ） = j - （1 + 32）／2 （2.2）
 c＝ g c + G γ　　　  g （k） = k － （1 + 19）／2 （2.3）

E,  F,  Gは、いずれも二次階差の行列Dから誘導された行列である点に留意されたい。各効果の

D行列の固有値を以下、次のように記す：λ i
(a) で年齢効果の、λ j

(p) で年次効果の、λ k
(c) でコウホー

ト効果のそれぞれ固有値を表す。

ここで問題になるのは、（1） 式のc （ j,  i ） の構造であるが、ここではHeuer （1997） に従ってc （ j,  i ）

を次のように修正する：m＝12,  n＝32として、（ j,  i ）グループのコウホート成分の index kを 

k＝ j + 5 （m - 1）とする。従って1＜k＜n + 5 （m - 1） となる。

この方式によると、牛肉のコウホート効果のベクトルcは87×1 に増大するが、（ j,  i ） グループ

のコウホート効果c （ j,  i ）は、

 c （ j,  i ） = U （ j,  i ） c （3）

となり、U （ j,  i ） を積み上げた行列Uはダミー変数行列になる。更に注目すべきは、（2.3）式の

線形成分のg （k） が、g （k） = f （ j ） - 5e （ i ）と分解される点である。

（2）式と（3）式を使って（1）式を書き換えると、

 y ji =μ+ e（ i ） a + f （ j ） b + E （ i ） α+ F （ j ） β+ U （ j,  i ） Gγ+ error （4）

ただし

 a = a - c,  b = b + c

 E （i） は行列 E の i 番目の行ベクトル、F （ j ） は F の j 番目の行ベクトル
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Heuerは a を“cross-sectional age effect,”  b を“overall slope of the time trend”と呼んでいるが、こ

こではa をage slope , b を time slope と略称する。

価格系列 z 1 （ j ） と所得系列 z 2 （ j ） を z （ j  = ［ z 1 （ j ）,  z 2 （ j ）］として、z （ j ） dを（4） 式の右辺

に追加すれば、経済変数とトレンド成分を含んだ拡大モデルの（5） 式が得られる：

 y ji =μ+ e（ i ） a + f （ j ） b + z （ j ） d + E （ i ） α+ F （ j ） β+ U （ j,  i ） Gγ+ error （5）

y ji の観測式は前稿の［新］拡大モデルと同じフォームであるが、非線形成分のパラメータ（α,  

β,  γ）には、次のような事前分布が想定されている：

 α～　N（0,  Λ（a））   （6.1）

 β～　N（0,  Λ（p））   （6.2）

 γ～　N（0,  Λ（c））   （6.3）

ただし

 
Λ (a)=ω a

2

 

`

 

a
1'λ 3

(a)

1'λ 12
(a)

Λ (p)=ω p
2

 

`

 

a
1'λ 3

(p)

1'λ 32
(p)

Λ (c)=ω c
2

 

`

 

a
1'λ 3

(c)

1'λ 19
(c)

（6） 式の事前分布を持つモデルを以下では拡大モデル（a）と略称するが、ベイズ推定の手順は

［新］拡大モデルと同じである。1980-2011年までの牛肉のデータに拡大モデル（a）をフィットし

た場合の計測結果が表 I第2欄に要約されているが、難点はコウホート効果の非線形成分のパラメ

ータが87×1のベクトルに増大して、超パラメータの確定に時間がかかる点であろう。そこで次に

（5）式の近似解を考案する。

（1） 式で行列XCを紹介したが、（5） 式のコウホート効果の非線形成分の系列をXCψで近似する：

詳細は省略するが、先ず、（ j ,  i ）グループのトレンド成分（コウホート効果の）の f （ j ） - 5e （ i ）

を積み上げた列ベクトルcsを作る。XCの列ベクトルがcsに直交するようにXCを修正する。ψに

は φ （1） = 0,  ψ（19） = 0 の端点条件をつけ、残りのψ（k） には後述の （7） 式の行列 L を使って、L

（ψ）～N （ 0 ,  σ2  I17）の事前分布を与える。

以上のように、（5） 式の第6項を上記のXcφに対応するように修正したモデルを、以下では拡大

モデル（b） として、その計測結果を表 I第3欄に要約してある。

3． Local Linear Trend Model

t 年次の年次効果をxt とすると、Durbin and Koopman （2001）の local linear trend model によれば、

xt の変動は次のように定式化される：　　　　　　　　

 δxt=δ xt!1Fζ t ,  ζ t hN

 

(0,  σζ
2 )  （7）

 Xt=Xt!1Fδ xtFη t ,  η t hN

 

(0,  ση
2 )

  t = 1, …… ,T
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δxtはトレンドの局所的な傾きを示す項で、trend level Xtと傾きδxtの双方に、お互いに独立に変

動するノイズ δxt=δ xt!1Fζ t ,  ζ t hN

 

(0,  σζ
2 ) と Xt=Xt!1Fδ xtFη t ,  η t hN

 

(0,  ση
2 ) がついている。

δxt=δ xt!1Fζ t ,  ζ t hN

 

(0,  σζ
2 )＝Xt=Xt!1Fδ xtFη t ,  η t hN

 

(0,  ση
2 )＝0 であれば確定的な linear trend model になるが、σζ ＞0,  ση＞0 であれば、local levelと

slopeの双方が年次毎に変動することになる。特に、δxt=δ xt!1Fζ t ,  ζ t hN

 

(0,  σζ
2 )＝ 0 で、Xt=Xt!1Fδ xtFη t ,  η t hN

 

(0,  ση
2 ) ＞ 0 とおけば、二次の階差 

∆2 xt = xt - 2x t-1 + x t-2 が次のように変動する：

 ∆ 2xt=ξ t ,  ξ thN 

 

(0,  σξ
2 )

ただし、ξ＝ζt -ηt

従って、ｘ = （x1, …… ,  xT ）’とおけば、ｘは次のように分布する :

 LxhN (Hf,  σξ
2  IT)     （8）

  ただし、

 L=

 

`

 

a
1 −2 1
−2 1
1 −2 1

S S S

1 1

   H= 

 

`

 

a
2 −1
−1 0
0 0

R R

0 0

   f =

 

`

 

a
x0

x −1
 

δxt=δ xt!1Fζ t ,  ζ t hN

 

(0,  σζ
2 )＝ 0、Xt=Xt!1Fδ xtFη t ,  η t hN

 

(0,  ση
2 ) ＞ 0の場合   

local level のベクトルをx（1） = （x1, …… ,  xT ），local slope のベクトルを

x（2） = （δx1, …… , δxT ）とすると、x＇ = （x（1），x（2））の結合分布は次のように表現できる :

 x = e 1 x 0 + e 2δx 0 + U x*   （9） 

ただし、

 e 1 = （1, …… , 1）‘， e 1 = （1, …… , Ｔ）’，U = ［IT ,  0］

 D=

 

`

 

a
R −1
0 R

   Σ=

 

`

 

a
σζ

2 I

ση
2 I

   とすると

（9）式の x* は次のように分布する；

 Dx* ～N （0,  Σ）

年次効果ｐは linear local modelに従うものとするが、ここでは（9）式を次のように書き換えてお

く：local levelのベクトルを、（β1, …… , βT）、local slopeのベクトルを、（βT+1, …… , β2 T）として

 p = e 1 b1 + e 2 b 2 + Uβ   （10）

ただし

 b1 = x 0 ,   b2 =δx 0 ,   β= x*で

 Dβ～N （0,  Σ）とする。
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（10）式の最初の2項が p の線形成分で、第3項が（2.2）式の Fβに対応する非線形成分になって

いる。

（10）式の右辺に、経済変数 Z’= （Z（1）,  Z（2）） を追加すれば、（10）式は次のように拡大される：

 p = e 1 b 1 + e 2 b 2 + Z d + Uβ   （10.1）

拡大モデル（b）を次節のように改定することにより、local slopeを組み込んだ拡大モデルを作る

ことが出来る。

４．拡大モデル（c）

4.1　理論的枠組み 

拡大モデル（b）の年次効果（非線形成分）のベクトルFβを、前節で紹介したＵβで置き換え

る。従ってβには Dβ～N （0,  Σ） の事前分布がついている。以上の変更を拡大モデル（ｂ）に加

えたのが、拡大モデル（c）である。次の（11）式がモデル（ｃ）の観測式であるが、拡大モデル

（a）の（5）式と異なる点は、右辺の第６項と7項である。

 y ji =μ+ e （ i ） a + f （ j ） b + z （ j ） d + E （ i ） α+ U （ j ）β+ v （ j ,  i ）φ+ error　 　　（11）

ただし

 ｖ（ j ,  i ）は修正された行列ＸＣから誘導され行ベクトルである。

変量のβには （10） 式の Dβ～N （0,  Σ）の分布、コウホート効果のφには （8） 式のLφ～Ｎ （0,  

σγ
2  I 17）の分布が付いている。

以上のように、変量には、それぞれ異なったタイプの事前分布を持ち、かつ超パメータが1個増

加しているが、モデル（c）は“識別性”のあるモデルなので、モデル（a）、（b）の場合と同じ手

順で、ベイズ推定が出来る。モデル（c）の推定結果が、表 Iと表 IIに要約されている

4.2　推定結果について　
表Ⅰに、［新］拡大モデルを含めて、4種類のモデルの推定結果が要約されている。

 a （age slope）、b （time slope）と、d 1 （価格弾性値）、d 2 （所得弾性値）の推定値を並べてあるが、

モデル（c）と［新］拡大モデルのd 2 （所得弾性値）がやや大きめである点を除けば、モデル間で

の目立った差はみられない。ABICの順位はモデル（a）が最小で、次はモデル（c）である。

表 IIの第2欄の（＊1）の系列は、価格と所得の変化を考慮しない場合の牛肉の slopeで、（＊2）

は価格と所得要因を追加した場合の slopeを並べてある：

Local slope の sigma（ση）を比較すると

 　　　　＊1　　　　　＊2

 ση　　　0.015　　　　0.009

で、（＊1） のsigma は倍増している。“local slope” の変動が経済変数に依存するのは明らかであるが、
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（11） 式のように価格と所得を追加することにより、local slopeの変動は減少する。

第2欄（＊2）の“local slope” の系列をみると、slopeは1980年代は殆ど不変であるが、1990年は 

- 0.002、それ以降、local slope は年毎に減少して、1996年は- 0.018、2001年には- 0.029で最低に

なっている。しかし、2002年以降は slope が増加に転じている。

表Ⅰ　拡大モデルの弾性値等の比較

モデル（a） モデル（b） モデル（c） ［新］
age slope （a） 0.017 （.001） 0.015 （.001） 0.015 （.001） -.006 （.034）
time slope （b） -.016 （.004） -.016 （.004） -.011 （.018） -.018 （.007）
価格弾力性 （d） -.573 （.204） -.570 （.204） -.684 （.206） -.704 （.197）
所得弾力性 （d） 0.312 （.653） 0.317 （.657） 1.007 （.664） 1.194 （.543）
ABIC -811.5 -803.5 -806.1 -792.8
注：（  ）内の数値は推定誤差．

表Ⅱ　拡大モデル（ｃ）によるLocal Slopeの推定
牛　　　　肉 豚　　肉 鶏　　肉

年次   （＊1）  （＊2）  （＊3） （＊2） （＊2）
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989
1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011

0.000  0.000  0.000
0.000  0.000  0.004
0.000  0.000  0.162
-.003  0.000  -0.168
-.003  0.000  -0.045
-.005  0.001  -0.274
-.002  0.001  -.007
0.001  0.001  0.684
0.003  0.001  0.581
0.003  0.000  0.735
0.004  -.002  0.965
0.005  -.004  1.340
0.001  -.008  0.780 
-.002  -.011   0.474
-.010  -.013   0.412
-.021  -.015   0.422
-.035  -.018  -1.855
-.039  -.019  -1.662
-.046  -.022  -2.481
-.053  -.024  -2.943
-.063  -.028  -4.321
-.075  -.029  -8.342
-.068  -.023  -9.393
-.059  -.016  -8.213
-.056  -.013  -8.373
-.046  -.009  -8.016
-.038  -.005  -7.805
-.028  -.003  -7.532
-.021  -.002  -7.073
-.016  -.002  -6.971
-.019  -.003  -7.635 
-.021  -.003  -7.663

0.000
0.000
0.000
-.001
-.001
-.002
-.004
-.005
-.007
-.007
-.006
-.004
-.003
-.001
0.000
0.001
0.003
0.004
0.005
0.007
0.009
0.010
0.011
0.011
0.013
0.019
0.022
0.025
0.027
0.028
0.027
0.026

0.000
0.000
0.000
-.001
-.002
-.003
-.004
-.006
-.007
-.006
-.006
-.004
-.002
-.001
0.001
0.003
0.005
0.006
0.006
0.008
0.010
0.012
0.013
0.013
0.015
0.021
0.025
0.028
0.029
0.030
0.029
0.028

注：価格と所得を含まない場合は＊1、追加した場合を＊2．
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５．まとめ

牛肉の例に見るように、拡大モデル （c） の local slope を通して、価格や所得の経済変数以外の要

因による年次効果の変動を追跡することができる。追加的な適用例として、牛肉に関連のある豚肉

と鶏肉の消費量の local slope を表 IIの第3欄と第4欄に掲げてある。

Age slopeなどのパラメータの推定値は次の通りである：

  a b d1 d2

 豚肉 -.027  -.001 0.046 0.156

  （0.001） （0.016） （0.227） （0.514）

 鶏肉 -.027 -.003 -.069 0.147

  （0.001） （0.016） （0.182） （0.518） 

0-157やBSEのインパクトに対して local slope は如何に反応したのか？

豚肉の slopeは1996年以降プラスに転じ、年毎に slopeは上昇して、2011年には0.026まで増加し

ている。鶏肉の slopeも豚肉と同様なパターンで変動している。

牛肉のlocal levelの推定

これまでは、y ji に対数変換されたデータを使ってきたが、y ji に実際値（100g単位）を使う拡大

モデル（c）を実行してみる。このモデルの利点は：

（1）AICが1739に減少する（変換した場合のAICは1790）。

（2）（11）式に見るように y ji に直接関与するのは local level のβであるが、対数変換でなく実

　　際値の場合には、local level の増減が消費量の増減に直結する。　

表 II第2欄（＊3）の列に、実際値による local level （100g単位）の推定値を掲げてあるが、この

系列を参照すれば、O-157とBSE等のインパクトを直接観測できる。例えば、1990年と1995年の

local levelを比べると、年次効果の減少による消費量の減少は、5年間で、（0.965 - 0.422）×100 g = 

54.3 gと僅かである。しかし2002年の local level は最低（- 9.393）で、1995年（0.422）と比べる

と、年次効果による消費量の減少は9.8×100 g = 0.98 kgで、2001年から2002年の間の減少量は

1.05×100 g = 0.11 kgになっている。2003年以降は、僅かであるが年毎に local level は上昇してい

る。

追加引用文献

Durbin, J. and S. J. Koopman （2001） Time Series Analysis by State Space Method, Oxford: Oxford University Press. 
Heuer, Carsten （1997） “Modeling of Time Trends and Interactions in Vital Rates Using Restricted Regression 

Splines,” Biometrics, Vol.53, No.1, 161-177.
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＜研究ノート＞

国民的総動員体制について

桑野　弘隆

はじめに
　　――国民的総動員体制という概念
　　　　の再定義

本論は、近代資本主義国家を構造的に解明す

ることを目指すものである。その解明に当たっ

て、本論は「国民的総動員」という概念を導入

する。これまで国民的総動員体制といえば、第

一次大戦から第二次大戦までの国家体制、とり

わけドイツ、イタリア、日本のいわゆる枢軸国

の――それらは帝国主義世界分割戦に出遅れた

諸国家であった――ファシズム戦時体制をさす

とされていた。したがって、第二次世界大戦が

枢軸国の敗北という結末をむかえた以上、総力

戦体制は解体されたということになる。さらに、

「国民的総動員体制」と「総力戦体制」とは、

ほとんど同義のタームとして取り扱われてきた

ように思われる。その場合、総力戦体制とは、

近代化のプロセスにおける全体主義的な逸脱、

「誤った道」であり、第二次大戦後の先進諸国

は総力戦体制の否定と解体をその発展の基礎と

した、と評価される。ところが、総力戦をめぐ

っての、その後の社会学、歴史学（軍事史研

究）そして経済学などの広範囲にわたる研究の

成果によって、総力戦体制をめぐる「通念」は

疑われるようになっている。

たとえば、山之内 靖 、成田 龍一、J.ヴィク

ターコシュマン による『総力戦と現代化』は、

総力戦体制こそが、現代システム社会への「社

会の編成替え」をもたらしたという仮説を提唱

した。山之内によれば、総力戦体制が社会を再

編成した原理とは、「強制的均質化」（Gleich-

shaltung）であった。山之内は次のように述べ

ている。

総力戦体制においては、一国の経済的資

源のみならず、人的資源までもが戦争遂行

のために全面的に動員されなければならな

かった。劣位の市民の存在は総力戦の遂行

に際して重大な障害にならずにはいない。

というのも、市民としての正当性を与えら

れていない劣位の諸グループは、政治的責

任を負うべき位置に立たされていないがゆ

えに、総力戦の遂行にあたって主体的な担

い手となろうとする内面的動機を欠いてい

たからである。［中略］総力戦体制は、こ

うして、近代社会がその成立いらい抱え込

んできた紛争や排除のモーメントに介入し、

全人民を国民共同体の運命的一体性という

スローガンのもとに統合しようと試みた。

強制的均質化は、戦争遂行という非日常的

で非合理的な状況によって促されたのであ

るが、しかし、それだけにとどまったので

はない。それは人的資源の全面的動員に際

して不可避な社会革命を担ったという点で

合理化を促進した。この「強制的均質化」

を通じて、社会のすべてのメンバーは戦争

遂行に必要な社会的機能の担い手となるこ
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と、このことが期待されたのである。総力

戦体制は、社会的紛争や社会的排除（近代

身分制）の諸モーメントを除去し、社会総

体を戦争遂行のための機能性という一点に

向けて合理化するものであった。社会に内

在する紛争や葛藤を強く意識しつつ、こう

した対立・排除の諸モーメントを社会制度

内に積極的に組み入れること、そうした改

革によってこれらのモーメントを社会的統

合に貢献する機能の担い手へと位置づけな

おすこと、このことを総力戦体制は必須条

件としたのである。

 （山之内靖「方法的序論」9-10頁）

山之内が、国民の強制的均質化のプロセスと

して重視しているのは、階級闘争の体制内化

――階級対立を国家介入によって労使交渉の場

に移すこと――であり、国民の戦争動員と引き

替えに進められた各種社会福祉政策の拡充であ

った。山之内等による総力戦体制論を参照すれ

ば、総力戦体制というものが、ファシズム諸国

家に特有なものではなく自由主義諸国にも見ら

れる現象であったこと、さらに、総力戦体制が

もたらした諸契機は、ファシズム国家・自由主

義国家というような枠組みを超えて、戦後の資

本主義諸国の国家体制に引き継がれ、発展させ

られたと考えるべきだろう。

そもそも、総力戦体制がはじめて導入された

のは、第一次大戦のイギリスであった。後のイ

ギリス首相デヴィッド・ロイド・ジョージに率

いられた軍需省が、軍需調達をめぐって国家横

断的な一元的命令系統を確立しようとし、民間

による軍需生産を管理調整しようとしたのであ

る。自由主義国家陣営、ファシズム国家そして

共産主義国家を問わず、このイギリス軍需省モ

デルは、その後の各国総力戦体制のモデルとし

て採用されたといってよい。

山之内が言う「強制的均質化」を、われわれ

の理論的文脈のなかでさらに展開しようとすれ

ば、次のようになる。強制的均質化とは、近代

化のプロセスにおいて、なお残っていた身分制

や階級対立といった国民的統合を妨げる諸要因

を、国家による強制的介入によって解体したり

システムへと包摂したりするものであった。強

制的均質化は、住民を国民として平準化すると

ともに、戦争という国家プロジェクトに大規模

に動員した。そもそも、身分や階級による社会

分裂は、国民的統合の障害となり、また身分的

特権や反体制的な組織（たとえば労働運動）は

社会的中間勢力の基盤となり、国家権力による

国民の掌握を遅らせてしまう。総力戦体制が目

論んだ、その究極的な完成形態とは、主権者と

個別化された国民一人一人とを直接無媒介に接

合し、主権者による一元的命令に国民個人を服

させるものであった。それは完全には成就しえ

ない。しかしながら、総力戦体制が用意したの

は、国家主権者と国民のあいだに介在する中間
4 4

諸勢力ないし中間組織
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を体制内へと取り込み、

国家のイデオロギー諸装置（ルイ・アルチュセ

ール）として機能させることであった。その場

合、国家のイデオロギー諸装置をつうじて、主

権者による命令は国民身体へと伝達される。た

とえば、総力戦体制が強化され深化していくな

かで、労働組合は、労働者組織による国家と資

本への抵抗勢力というよりは、国家の命令と管

理のもとで軍需生産を拡大していく装置、戦争

へのイデオロギー動員を保障する装置として機

能するようになっていく。

なるほど、戦争への総動員すなわち総力戦体

制は、第二次大戦の終わりを境として次第に解

体してゆく、しかしながら、国民的総動員的シ

ステムはその後も存続した――いやむしろその

システムは展開され、深化していくのではなか

ったか――、このような仮説は検証に値するよ
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うに思われる。

しかしながらその場合、「総力戦と現代化」

という山之内等が提示したフレームワークにた

いする留保も浮かび上がってくる。この留保は

二つの疑問からなる。一つの疑問は、山之内が

総力戦体制のなかに見いだした「強制的均質

化」とは、はたして総力戦体制に特有の現象で

あろうかというものだ。むしろ、強制的均質化

とは、近代資本主義国家（国民国家）の歴史に

あって貫通的な現象ではないだろうか。

強制的均質化とは、中間勢力の排除をも含む。

なるほど、たとえば総力戦体制のもとでナチス

は、ユンカー（地主貴族）による国家官僚機構

と軍の実質的支配からドイツ国家を解放しよう

としたとも言える。ナチスドイツの総力戦体制

をへて、ドイツ国家は、特定階級の利害という

軛を断ち、社会総資本の利害に配慮する戦後西

ドイツの新自由主義国家へと移行していった。

ここに見られるのは、旧封建勢力＝大土地所有

がもつ政治的・経済的な影響力をいかに解体し

ていくかという課題であり、この課題は、ドイ

ツに特有な事情というよりも、ブルジョア革

命1）――われわれはこの概念を封建制の解体と

私的所有権の確立において見る――を経てもな

お、旧封建勢力が一定の政治的・経済的権力を

維持していた諸国家（イギリス・ドイツ・イタ

リア・ロシア）に共通して見られるものである。

ひるがえって、フランス大革命、そして日本

の明治維新とは、巨大な強制的均質化のプロセ

スでもあった。それらは、封建的身分とその特

権を解体し、「権利」上は均質な国民をつくり

だしたのであるから。ジャコバン独裁は「下か

ら（農民・サンキュロット）の反乱」とともに

「上からの革命」的な要素を持ったし、明治維

新が政府主導の改革であったことを鑑みれば、

「強制的」という修辞も決して誇張とは言えま

い。強制的均質化とは、総力戦体制のみならず、

近代資本主義国家（＝国民国家）に固有な機能

なのではないだろうか。　

このことは、山之内等による総力戦論のフレ

ームワークにたいし、二つ目の疑問を浮かび上

がらせずにはいない。おそらく、総力戦体制と

は、強制的均質化という国家機能が戦時におい

て現れたものであろう。すなわち、総力戦体制

は、国民の強制的均質化の歴史的現象形態の一

つにすぎないのであれば、われわれは総力戦体

制と国民的総動員体制とを理論的にわけて考え

るべきではないだろうか。そして後者の歴史的

な広がりは国民国家の歴史に達するものではな

いだろうか。

そこで、本論は一つの仮説をたて、それを論

証する。総力戦体制とは、国民的総動員体制の

戦時的・軍事的な現象形態であり、ひるがえっ

て国民的総動員とは、近代資本主義国家がその

成立以来一貫して有する根本的な機能である。

国民国家とは、すなわち、国民的総動員国家に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ほかならない。
4 4 4 4 4 4 4

すなわち、総力戦体制は終わっ

たかもしれない、しかし、その後も――そして

総力戦へと至る前から――国民的総動員システ

ムは作動していたのである。

ところで国民も、そして国民的総動員システ

ムも徐々に整えられていったのであろう。しか

しながら、国家による総動員の前に国民が存在

したと考えるのは、論理的にも歴史的も間違っ

ている。国民がまずあってそれが総動員された

のではなく、総動員こそが住民たちを国民へと

仕立てたのである。また、それは一回では済ま

ない。繰り返し動員されるなかで、諸個人は次

第に国民となっていったのだ。では何にたいし

ては動員されていったのか――世界資本主義シ

ステムの内部における経済的競争そして軍事的

戦争に、であった。

たしかに国民的動員は、近代資本主義国家が

成立してから続いてきたものであるが、その動
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員の形態は歴史的な変遷を経ている。生産様式

の歴史的な移行を辿ることができるように、国

民的動員形態の移行についてもまた記述しうる

のである。また、この国民的動員形態こそが、

資本主義国家関係の歴史的様式を画している。

国民的動員形態の歴史をおよそつぎのような

「段階」として画することができよう。ただし、

国民的動員形態において「論理と歴史」が一致

するとは限らない。各国の国家形態の発展は

様々な経路をとりうるのであり、プロセスの圧

縮、同時出現と同時進行、あるいは遡行なども

ありえるからだ。

 • ブルジョア革命国家　資本制生産確立の諸

条件整備　

 • ボナパルティズム国家　資本制生産への国

民動員―国家のイデオロギー諸装置の始動

―植民地主義的侵略

 • 総力戦体制―戦争への国民的総動員

 • 福祉国家―完全雇用―フォーディズムサイ

クルへの国民的総動員

 • ポスト・フォーディズム―生の金融化―国

民的総動員の終わり？

本論ではこのなかで、ブルジョア革命国家の

みを取り扱う。また次に国民的総動員体制を権

力論の視圏から探ることにしよう。

１．国民的総動員システムにおいて作
　　用する権力

国民国家（＝国民的総動員国家）は、対外的

な危機の産物でもあった。国民意識や国民統一

は、植民地主義的侵略のなかに住民を巻き込ん

でいくことによって、あるいは植民地において

は宗主国による支配にたいする反抗を通じて、

練り上げられてきたのである。国民的同一性と

は、帝国主義的状況の外敵と内敵との区別から

つくりだされてきた。

ところで、カール・シュミットは、「政治的

なもの」の独自性を、友と敵の区別に見いだし

ている。国家がすぐれて政治的な共同体である

のは、友と敵を区別する決定をその共同体の根

本的原理として有しているからである。友と敵

を区別しない場合、その共同体を政治的共同体

と呼ぶことはできない。シュミットにしたがえ

ば、この友と敵との決定する権こそが「主権」

なのである。さらに、主権は、その外の敵のみ

ならず内敵を決定する。さらに、国家が交戦権

を持つ以上、戦争を遂行し、敵を殺戮しようと

する場合もある。それは自国民にたいしては戦

場で命をかけ、かつ殺人の覚悟を迫ろうとする

（『政治的なものの概念』）。

また、ミシェル・フーコーによれば、主権は

「死なせ、そして、生きるままにしておく（faire 

mourir et laisser vivire）法＝権利」として現れた。

すなわち、「君主は、殺す権利を作用させるこ

とによってしか、あるいはそれを抑制すること

によってしか生への権利を示せないのだ」（『知

への意志』p.172）。つまり、国民国家が有する

主権とは、友と敵を区別し、敵には死を与える

権利であり、国民に敵を殺すよう命じる権利な

のである。そして、友＝国民にたいしては、介

入せず生きるままほうっておく。

このような国民国家の主権としての位相は、

シュミットがいうように、国家の緊急事態、と

りわけ、敵と友を区別するに当たってあらゆる

規範・前例が通用しない「例外状態」において

しか生起しない。また平常時にあっては、国家

の内敵――犯罪者・テロリスト・社会にとって

危険な者――と指されないかぎり、人々はむし

ろ主権の存在を意識しない。友＝国民を生きる

ままにしておくということは、友＝国民にたい

して主権は現前しないということを意味するか
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らだ。主権は、敵にたいしてのみ現れる。また

敵が出現したとき、友＝国民のほうでも、よう

やく主権の存在を意識するのである。主権は、

つねに作動しているが現前するとは限らない。

しかしながら、国民国家において作用する権

力は、主権だけにかぎらない。フーコーによれ

ば、われわれが生きている権力関係には「生き

させ、そして、死ぬままにしておく（faire vivre 

et laisser mourir）権利」という位相もまた存在

する。国民的総動員という概念からは、「戦争

への動員」というイメージがつきまとい、した

がって死を連想しがちである。しかしながら、

主権とは位相を異にする権力が国民国家におい

て働いていることもまた事実である。すなわち、

権力は「生命を管理し、増大させ、増殖させ、

それにたいして的確な統制と総体的な調整を企

てる」（『知への意志』173頁）場合もあるので

ある。国民的総動員システムを考える場合、主

権だけではなく、国民の生を管理し活性化させ

る権力についても解明すべきである。

フーコーは、その権力のあり方を牧人＝司祭

という比喩でもって語っている。それは、キリ

スト教に由来するとフーコーは述べている。

ここで問題になる権力は、宗教に由来す

る権力なのだ。つまり、人間が生まれてか

ら死ぬまで、あらゆる状況で人間を導き、

しかも来世での魂の救いのために現世での

行動を規制するような一つの権力であり、

それを私は〈牧人＝司祭制権力〉と読んで

おこうと思う権力なのだ。〈牧人＝司祭制

権力〉とは、語源的な意味で、〈牧人＝羊

飼い〉が〈羊の群れ〉に及ぼす権力という

ことだ。羊飼いが己の羊の群れの一頭一頭

に心をくばるというこの型の権力は、ギリ

シャ・ローマの古代社会には存在しなかっ

たし、また、望まれもしなかったであろう。

それは、キリスト教とともに発展してき

た権力であり、キリスト教会の制度化、キ

リスト教会内部の階層秩序、来世や罪や救

済といった信仰の総体、〈牧人＝羊飼い〉

である司祭というものの確立、すなわち羊

の群れである信者に対し牧人としての責務

を果たす存在の確立とともに形成されてき

た。それは中世を通じて封建社会の発達と

微妙な関係を持ちながら発展してきたが、

16世紀の宗教改革並びに反宗教改革の時

期に一層強化された形において展開を見た

ものである。しかし、変遷はあるにしても、

この牧人＝司祭制権力は、つねに次の特性

をもつ権力であるという本質的な性格を奇

妙なことに保ち続けていた。すなわち、す

べての権力と同じく集団全体に力を及ぼし

つつも、同時に、その〈集団＝羊の群れ〉

の中の〈牝羊〉の一頭一頭に対して、つま

り集団内の個々人に対して責任を持ってい

る、しかもその行動に拘束を加えるばかり

でなく、一人一人の個人を知り、個々人の

内面をはっきり見なければならない。言い

かえれば、個人の〈主観性〉をはっきり出

現させ、個人が己の意識に対して持つ関係

を構造化する必要があったという点である。

牧人＝司祭制の技術にとって、〈良心の教

導〉とか〈救霊〉の問題が、〈告解〉とい

う、自己が自己自身に対して持つ関係を、

真理と義務づけられた言説という形で報告

することにかかっていた、というのは極め

て重要なことだ。この権力は、こうして個
4

人形成的な権力であるという本質的特徴
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を

もっているのだ（「政治の分析哲学」134-

135　傍点―桑野）。

フーコーは、西欧社会は牧人＝司祭型の権力

を発展させてきたという。しかし、この権力形
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態を西欧特有のものと考えるのは誤りであり、

また危険も伴う。なぜならば、牧人＝司祭とい

う哲学的比喩は、国民的総動員体制をもっとも

良く表現するものだからである。牧人＝司祭型

の権力は、集団＝羊の群れをつくり出し、それ

を導くと同時に、集団を構成する諸個人一人一

人の内面にいたるまで管理し、魂の救済を与え

るのだった。また権力の行使が群れにたいする

抑圧や威嚇ではなく、全体と個にたいするある
4 4

種の配慮
4 4 4 4

のように現れ、一頭の落後も出さずに

群れを導くこと2）――これは西欧社会にかぎら

ず、近代資本主義国家＝国民的総動員国家とい

う形態をとる国家における権力の必然的な現象

形態といってよい。

牧人と群れのあいだには、ある種の治安契約

（a contract of maintaining security）が結ばれてい

る。牧人は、集団＝群れに安全を保障するのと

引き替えに、牧人への服従を要求するのである。

近代以降、われわれが生きる国家関係は、どこ

か治安契約的である。たとえば、ホッブスが描

き出した社会契約もまた、そこには主権者と臣

民たちのあいだに直接の統治契約はないとして

も、安全（security）をめぐってのものであっ

た3）。ところが、ホッブスが描きだした主権者

と牧人＝司祭とのあいだの違いは、群れ全体と

個にたいする配慮の有無にある。ボッブスの主

権者は、それが法と秩序に反しない限りにおい

て臣民のふるまいを見過ごす
4 4 4 4

。主権者が黙過す

ることのなかに臣民の自由は存在した。しかし

ながら、牧人＝司祭は、群れと個を見過ごすこ

とを許されていない。辛抱強くかつ慎重に、群

れの動向、そして個のふるまい、そしてその魂

の救済を見守ってゆかなければならないのだ。

この違いは、ホッブスが考えた安全（security）

と牧人＝司祭型の権力が扱う安全との違いに由

来するものである。ホッブスが考えていた安全

とは、名声・富・及び権力を求めてあくことな

く恒久的に互いに競争することに由来する戦争

状態（その究極は内乱であった）を回避するこ

とであった。近代化の進展に伴って、安全は

「インフレーション」をおこしてきた。現在の

われわれにとって、安全（security）は、治安

という語がイメージさせる事柄にとどまるもの

ではない。すなわち、治安のみならず、雇用、

健康状態、社会保障、家族子孫の繁栄、そして

魂の救済（たとえば尊厳死など）などが安全の

内容となった。

国民国家もまた、人口というマクロな対象に

介入し、人口の衛生・健康・寿命・出生率・生

産性・所得・資産などを管理する。国家がそれ

らを管理するのは、それらが安全の中心に位置

するものだからである。しかし、それだけでは

済まない。国民国家はまた、国民一人一人の

「魂」を導き、精神の安定（安全）を確保し、

救わなければならないからである。上に挙げた

フーコーの引用が触れていないこと、さらに理

論的に突き詰めるべきことを付け加えるならば、

集団＝羊の群れは、牧人によってつくりださね

ばならないと同様に、また個人の「主観性」や

「内面」もまた牧人による権力技術によってつ

くりだされたものであるということである。国

民的総動員国家は、ネーションという「羊の群

れ」をつくりだし、また諸個人の身体に内面と

いう深層を穿ち、そこに国家が導くべき「国民

の魂（精神）」を入れたのである。

ところで、ネーションをあつかう研究は、ベ

ネディクト・アンダーソンに代表されるように、

ネーションに宗教的要素を見いだしてきた。た

とえば、アンダーソンは、ネーション＝想像の

共同体を、普遍宗教の代補としてとらえている。

国民国家の成立以前、宗教権力は、有限な生を

生きる人間達に「永遠の生」を与えることによ

って、国境を越えた広域にわたる精神的支配を

行使してきた。教権による精神支配が有効であ
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ったのは、宗教が諸個人の生に意味を与え、不

死性と永遠性を保証するものであったからであ

る。たとえば、教会のために死ぬこと（殉教）

というのは、教会（宗教共同体）において永遠

の生と名誉を授かることであった（おそらく宗

教原理主義テロリズムにも同じ論理が働いてい

るのだろう）。諸個人の限りある生に慰めを与

えることにこそ、教権の権力の源泉があった。

ところで絶対主義国家は、この普遍的教権を

解体し、宗教を国境のなかに閉じこめる必要が

あった。絶対主義国家とそのイデオロギーであ

った啓蒙主義は、教権の権威を剥奪していく。

しかしその場合、人々の生の意味は宙づりとな

る。「神は死んだ」（ニーチェ）。しかし、啓示

宗教が人々にたいし行使していた権威と機能を

国民国家は受け継ぐ必要があった。国民国家は

精神的な求心力を必要としたのだ。すなわち、

国民国家は、啓蒙主義によって普遍宗教から諸

個人を解放するだけでなく、その宗教が保障し

ていた諸個人の生の意味を国民に与えなければ

ならなかったのだ――また、そこから神・教会

のために死ぬから、国家のために死ぬというこ

とが出てくる。国家による個人の内面や魂への

介入は必然となる。国民国家の成立は、国境に

よって限界づけられ国家によって管理される

「国家宗教」の成立と同義なのである。

すなわち、牧人＝司祭型の権力は、フーコー

がいうように西欧キリスト教圏内に特有なもの

ではなく、宗教が精神的支配をおこなっていた

地域において、当の教権を解体し、世俗権力＝

近代的国家権力を打ち立てようとする場合には、

必ず呼び出される権力なのである。また留意す

べきは、牧人＝司祭型権力が住民を集団＝羊の

群れへと仕立てていく時、そこには「強制的均

質化」（Gleichshaltung）が必然的に作用せずに

はいないということである。牧人にとっては、

「黒い羊」a black sheepは徹底的に矯正するか、

それとも排除すべきものである。また、牧人は

単独でなければならない。牧人が多くては群れ

を正しく導くことができないからだ。牧人への

集権化が進むのも必然である。

このように、国民的総動員システムには、一

方では敵を殲滅するために国民に死と殺人を覚

悟させる権力――帝国主義的侵略国家――であ

ると同時に、他方では国民（＝友）という集団

＝人口＝群れの勢力をいかに活性化するか、ま

た群れを構成する国民ひとりひとりの身体をい

かに規律し、いかにその魂を導くかに配慮する

権力である。

２．ブルジョア革命
　　　　――資本の本源的蓄積

『資本論』第一巻「いわゆる本源的蓄積」の章

でマルクスは、資本主義生産の成立条件につい

て論じている。その成立諸条件につき、この章

から読み取れるのは次の通りだろう。

 • 資本の本源的蓄積　　「資本制生産はまた商

品生産者の手の中に比較的大量の資本と労働

力を必要とする」（『資本論』第一巻 S731）。

アダム・スミスが、「分業に先行するストッ

クの蓄積」と呼んだもの。

 • 自由な労働者　　資本制生産は、封建的領主

権にたいする全人格的な隷属、土地の呪縛、

共同体の束縛、ギルドの掟、教会のタブーな

どから解放された「自由な」個人、したがっ

て自由意志からの契約に基づいて労働する個

人を必要とする。賃労働者は（自由意志がな

い）奴隷ではない。しかしながら同時に、当

の個人は、生産手段（農地や仕事場・生産設

備）をもたないため自分の労働力を売るほか

にない条件にも置かれていなければならない。

つまり、二重の意味で「自由な」個人である。

マルクスは、「一方には、自分が所有してい
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る価値額を他人の労働力によって増殖するこ

とが必要な、貨幣、生産手段、及び生活手段

の所有者と、他方には、自分の労働力の売り

手でありそれゆえ労働の売り手である自由な

労働者という、二種類の非常に違った商品所

有者が向かい合い接触しなければならない、

という事情である。二重な意味で「自由な」

労働者とは、奴隷や農奴などのように彼ら自

身が直接に生産手段の一部分に属するのでも

なければ、自営農民などの場合のようには生

産手段が彼らに属さず、彼らはむしろ生産手

段から自由である――すなわち封建的支配権

からも生産・生活手段からも自由な労働者―

―ことを指す。商品市場のこのような両極分

解化とともに、資本制生産の基本的条件は与

えられる」（『資本論』第一巻　S742）という。

具体的には、イギリスでは、農村共同体から

「放り出されて」都市に流入した層から、労

働者階級は形成されていった。

 • 私的所有権の確立　　商品経済が社会に浸透

していくと、国家による規制や共同体や教会

によるタブーがないかぎり、全てのものが

「商品」になりえる。しかしその前提は、封

建的領有が廃止され、かわりに私的所有権が

確立され国家によって保障されていることで

ある。ところが、ここで問題になるのは、農

村の耕作地はいったい誰のものかということ

だ。土地は封建領主のものなのか、はたまた

農民達のものなのか。それとも他の第三者

（たとえば国家）のものなのか。

マルクスが本源的蓄積論において強調してい

るのは、国家による暴力的な介入がなければ資

本制生産は成立しえないという点である。マル

クスは次のように述べている。

資本主義的生産が進むにつれ、教育、伝

統、慣習によって、この生産様式の諸要求

を自明の自然法則として承認するような、

労働者階級が発展する。十分に発達した資

本主義的生産過程の組織はあらゆる抵抗を

打破し、相対的過剰人口の絶え間ない生産

は労働の需要供給の法則を、それゆえ労賃

を、資本の増殖要求に照応する軌道内に保

ち、経済的諸関係の無言の強制は労働者に

たいする資本家の支配を確定する。経済外

的な直接的な暴力も相変わらず用いられは

するが、しかしそれはただ例外的であるに

すぎない。ものごとが普通に進行する場合

には、労働者は「生産の自然法則」に、す

なわち、生産諸条件そのものから発生し、

それらによって保証され永久化される資本

への労働者の従属に、まかせておくことが

できる。資本主義的生産の歴史的創生期中

では、事情が違っていた。勃興しつつある

ブルジョアジーは、労賃を調整するために

――すなわち、貨殖に適合する制限内に労

賃を押し込めるために――また労働日を延

長して労働者自身を標準的な従属度に維持

するために、国家権力を必要とし、利用す

る。これこそが本源的蓄積の本質的な一契

機である。（『資本論』第一巻　第24章「い

わゆる本源的蓄積」S765-S766）

しかしながら、ここでのマルクスの認識は一

つの誤りを犯している。たとえば、資本制生産

がいったん確立されてしまいさえすれば、はた

して「ものごとが普通に進行する場合には、労

働者は『生産の自然法則』に」まかせておけば

済むのであろうか。なるほど、資本主義イデオ

ロギーの中にいる場合はそのように映るかもし

れない。だがしかし、「現実」にはそうではな

い。ルイ・アルチュセールは、国家のイデオロ

ギー諸装置による日々のイデオロギー的介入が

なければ――それこそマルクスが上の引用で指
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摘している「教育、伝統、慣習」をつうじての

労働者身体の規律がなければ――、資本制生産

諸関係の再生産は不可能であることを論証した。

また、「経済的諸関係の無言の強制」とマルク

スは言うけれども、学校・マスメディア・政党

などは資本制生産諸関係が要求している諸条件

を諸個人に喧しく刷り込もうとする。すなわち、

労働者が主体的に「生産様式の諸要求を自明の

自然法則として承認する」のは、国家のイデオ

ロギー装置による不断の介入なくしては不可能

であり、またそれにもかかわらず、「モーレツ

社員」が「壊れてしまう」こともあるのだ。し

かし、この労働力再生産にたいする国家のイデ

オロギー諸装置による介入についての議論は、

他の機会に譲ることにしよう。

ところで、マルクスは自由なプロレタリアの

出現が、資本制生産確立のための梃子であると

見なす。なかでも農村の生産者である農民から

の土地の収奪が、自由な労働者をつくり出すプ

ロセスの基礎だとマルクスは指摘している。イ

ギリスにおけるエンクロージャーが、この収奪

の典型であり、労働者の土地からの切り離しに

ついてはイギリスを例にとるべきだとマルクス

は主張している。なるほど、イギリスにあって

は、農民からの土地の収奪がもっとも徹底した

形で進行したのは確かである。しかし、このマ

ルクスの指摘からブルジョア革命を、農民から

の土地の収奪および「自由な」労働者の創出と

するドグマが引き出されたのも確かである。

たとえば、日本資本主義論争において、講座

派は、明治維新をきわめて不完全なブルジョア

革命であったと評価し、日本の権力構造を、

「半封建的」地主制を基礎とする絶対主義天皇

制と位置づけたのであった。イギリスにおける

農民からの土地の収奪をもってブルジョア革命

の典型的モデルとするならば、土地の農民所有

を認めた明治維新はブルジョア革命とは呼べな

くなってしまう。しかし、各国の資本主義成立

過程を観察するならば、農民からの土地の収奪

をもってブルジョア革命と定義するのは矛盾が

生じる。たとえば、モンターニュ独裁以後、貴

族特権の無償廃止と農民への分割地払い下げを

したフランス、地租改正に先立った地券の配布

によって農民の土地所有権を認めた日本には、

ブルジョア革命はなかったということになって

しまう。「自由な」労働者の創出という点で、

はたしてイギリスは基準的なモデルなのだろう

か。

じっさい、マルクス自身は「大封建領主が王

権と議会にもっとも頑強に対抗しながら、土地
4 4

にたいして彼自身と同じ封建的権利名義を所有
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

していた農民
4 4 4 4 4 4

をその土地から暴力的に狩り立て

ることによって、また農民の共同地を横奪する

ことによって、比較にならないほどより大きな

プロレタリアートをつくり出した」（『資本論』

S746　傍点―桑野）と記述している。マルク

スは、ここで封建制にあっては土地にたいする

権利・権力関係が、封建領主と農民の双方によ

って分有されていたこと、封建領主達は農民の

土地にたいする権能を暴力によって解体してし

まったこと、またそのために封建領主たちは王

権とも議会とも対抗しなければならなかったこ

とを認めている。これは、むしろイギリスの特

殊事情を指すものではないだろうか。イギリス

において、封建領主達によって牧羊地や農地の

囲い込みがなされ、共同地や入会地そして解放

耕地の収奪が行われ、大量のプロレタリアート

がつくり出されたのは、封建領主たちが、支配

階級・支配身分の内部においても、また敵対す

る諸階級や諸勢力にたいしても、突出した力を

持っていたからである。そしてこれは各国に等

しく共通するものではありえない。

イギリスには二つの「革命」があったけれど

も、それらは封建領主たち（とくにジェントリ
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とよばれる下層貴族層）を主体とし、封建領主

たちの利益を実現するものであった。イギリス

革命を、地主革命あるいは地主的土地改革とよ

ぶ向きがあるのも当然であろう。そして、自由

な労働者を結果として
4 4 4 4 4

作り出したエンクロージ

ャーも、ジェントリたちが農業・羊毛生産から

上がる利益増やすために、共同地、開放耕地や

入会地などのコモンズを私有化するものであっ

た。しかし、イギリスの革命もまたブルジョア

革命の側面をもつ。

「土地に対して彼自身と同じ封建的権利名義を

所有していた農民」とマルクスがいみじくも喝

破したとおり、封建制にあっては農地にたいす

る権能は、二重に分裂している。すなわち、一

方には封建領主による土地と農民にたいする封

建的支配権があり、他方には直接生産者である

農民による生産過程（農業）の実質的掌握があ

る。いや農民個人と言うよりも農村共同体が、

エコロジーシステムを含む農業環境の再生産の

主体である。封建領主達は直接生産過程すなわ

ち農作業を直接に掌握していない。すなわち封

建制にあっては農地にたいする権能は、

 • 封建領主の封建的領有権

 • 農業共同体による農地の実質的管理保全権

の二つに分裂してあった。封建制の解体と近代

ブルジョア関係――私的所有権――の確立の過

程で、農地がだれの私的所有に帰するのかは、

封建領主と農民のあいだの階級（身分）諸闘争

の力関係によって、そして両者の闘争にたいす

る国家介入のあり方によって決定されるのであ

る。

そうしてみれば、イギリスではエンクロージ

ャーやピューリタン革命・名誉革命をへて、封

建的領有権の解体と農地の私有権確立という土

地改革は進められたのだったが、それが封建領

主の圧倒的な勝利に終わったという点について

は、イギリスにおける階級闘争関係の特殊性に

依るといわなければならない。また、エンクロ

ージャーは結果として、大量の「自由な」労働

者をつくりだしたかもしれないが、それはあく

までも地主貴族層の利害にしたがっておこなわ

れたものであり、なにも産業資本の「要請」に

応えたものではなかった。農村から追い出され、

都市に流入した浮浪者群と資本、そして各種の

技術革新が偶然に
4 4 4

出会うことによって、イギリ

ス産業資本は展開されたのである。

ここからブルジョア革命の歴史的な意味も見

えてこよう。ブルジョア革命とは、王様の首を

刎ねることではない。また、ブルジョアジーが

権力の座につくことでもない。むしろ、歴史を

振り返っても、各国においてブルジョアジーは

政治権力を掌握していない。ブルジョア革命と

は、産業資本ブルジョアジーがそもそも存在し

なくてもかまわない――なぜならば、それはブ

ルジョア階級を「生み出す」ように社会を作り

かえることだから。またブルジョア革命とは、

封建的権力と封建的諸関係を解体し、それを主

権国家と私的所有関係に置き換えることだから

である。ブルジョア革命とは、封建領主達によ

る農民にたいする直接的な人格支配をおわらせ、

封建的領有権を法にしたがって行使される近代

的主権に――法治主義と中央集権がその条件―

―置き換えること、さらに農村の土地にたいし

て私的所有権を確定することであった。ブルジ

ョア革命とは、ブルジョアジーが政治的･経済

的に勝利した革命ではない。むしろブルジョア

ジーという社会的階級が形成される諸条件が確

立された革命なのである。

この観点からすれば、イギリスにもブルジョ

ア革命は起こっている。ところが、イギリスの

ピューリタン革命と名誉革命の担い手は、議会

＝ジェントリ＝下級地主貴族層であった。議会

は絶対主義君主の権限を制限する側に回り、立

憲主義の礎を築いたともいえるが、しかし、二
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度の革命を通じて、旧封建貴族の勢力は温存さ

れた。かれらは、封建貴族から地主貴族となり、

大英帝国の議会と官僚機構を牛耳るようになっ

た。こうしてイギリス社会は、ブルジョアジー

（産業資本家）、レントナー（地主貴族　政治家

と高級官僚を生み出す階級）、プロレタリアー

ト（産業賃労働者と農業賃労働者）の三大階級

に分裂していく。

封建貴族が他の諸階級を圧倒したイギリスに

あっては、農地は封建貴族達の所有となった。

つまり、封建的領有権は、地主貴族の土地所有

権へと転換されたのである。エンクロージャー

とは、まさに農民たちの農地への権利を否定す

ること、農民たちを土地から切り離し、さらに

農業共同体からコモンズを収奪することであっ

た。二度のエンクロージャーを経て、ビジネス

に賢い地主貴族たちは、農業資本家になって農

民たちを農業賃労働者として雇い、農場を経営

するようになった。イギリスでは農業の資本主

義的経営が発展してゆく。

さらに、産業資本の形成期には、地主貴族は

産業資本の出資者ともなる。イギリス資本主義

は、レントナー資本主義という様相をも帯びた。

レントナーは、土地や株式や公債から得られる

地代・金利によって生活の糧をえるが、それは

かれらが資本主義システムの永続性に利益をも

っていることを意味する（明治政府もまたポン

ド建て公債によって国家予算を調達している）。

ところが、産業資本ブルジョアジーは、短期的

な目先の利潤をおいたがる。プロレタリアート

は資本による支配にあらがう。これは、資本主

義システムの壊乱要因となりうる。それにたい

し（国家の担い手でもある）レントナーは、資

本主義システムの維持保存――すなわち資本主

義システムの長期的利益――という観点から両

者を調停していた。レントナーからしてみれば、

プロレタリア革命が起こっても、労働者を搾取

しすぎて労働者階級が再生産されないのも、そ

の階級利害に反するからである。

ではブルジョア革命の「本場」であるはずの

フランスはどうであったか。大フランス革命は、

いくつかの段階に分けられるが、革命初期では

立憲議会は、封建特権の有償廃止を打ち出して

いた（1789）。これは、封建貴族に土地の所有

権をみとめ、農民はそれを有償で買い取ること

が出来るというものであった。つまり、イギリ

ス型に近い、封建領主たちに優位な政策といえ

る。フランス国家もまた、封建的領有権を地主

所有権に転換しようとした。しかしながら、都

市部のサンキュロット・コミューンの蜂起そし

て農村での農民の反乱は、このような「地主革

命」をゆるさなかった。国民公会、とりわけモ

ンターニュ独裁において、すべての封建的領有

権の無賠償での廃止が打ち出される（1973）。

封建領主の土地が没収され、それが農民に分け

与えられた。こうして、封建制のもとでの農民

達は、自作地の所有者としてみとめられ、いわ

ゆる「分割地農民」として現れた。農民層が、

ブルジョア革命に主体的な役割を果たし、土地

を勝ち取ったこと、これは王の首を刎ねたこと

以上に、フランス民主主義の基盤となってゆく。

現在でもフランスは、先進資本主義諸国のなか

でももっとも平等を重んじる国の一つであろう。

そしてその根は分割地農民による土地権利獲得

にあるのではないか――ただし、この平等は、

それを実現する強力な国家を国民が求めるとい

う負の側面を持つのであるけれども。

このように、封建領主と農民との階級闘争に

おける力の優劣関係が、国家装置を通して、法

的な私的所有権として表現されるに至ったので

ある。イギリスでは、国家は封建領主の利害に

立って土地関係を再編し、フランスでは農民の

利害にそった分割地の私的所有が認められた。

ところで、ブルジョア革命と産業資本主義の展
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開に遅れた国々にあってはどうであったのか。

イタリア、日本、ドイツにあっては、国民国家

の統合と中央集権化が遅れており、ブルジョア

革命と産業資本の育成が急を要する課題であっ

た。その場合、封建領主と農民のあいだの階級

闘争の結果を待っていられる状況ではない。そ

こで、国家主導による「上からのブルジョア革

命」、すなわち封建的領有権の解体と私的所有

の確立が強力に推進されるのである。

そのなかで、とりわけ日本の明治維新は、興

味深い例となっているように思われる。日本で

は、封建勢力（身分特権）の強制的な解体およ

び封建勢力の土地権利の否定が明治国家によっ

て断行され、農民の土地所有が認められるとい

う結果になった。これは、国家による「強制的

均質化」の先駆的な事例と見なすことができる。

他方で、土地の所有権を認められた農民は、し

かしながら、地租と徴兵制をつうじて国民的動

員されていくのである。明治維新は、なるほど

国民的「総」動員ではないかもしれないが、

「国民」を立ち上げ、それを国家プロジェクト

へと動員していく、世界史的先駆形態なのでは

ないか。

３．明治維新
　　　――日本におけるブルジョア革
　　　　　命の実態、あるいは国民的
　　　　　総動員の始動

日本の明治維新は「王政復古」という衣装を

まとって現れた。それは文字通りに受け取れば、

封建制以前に戻ることを指す。しかし、明治維

新はもちろん先祖返りではない。封建制を解体

し、封建的領有権を否定し、土地の私的所有権

を確保したという点で、明治維新もまた優れて

ブルジョア革命だったといってよい。ところで

日本の明治維新では、農地は農民の私的所有と

なったので、一見フランス型革命にも映る。し

かしながら、明治維新にあたって日本の農民は

ほとんど主体的な役割を果たしていない。それ

にもかかわらず、農地は農民の所有になった。

これは、ヨーロッパ諸国と比較した場合、際だ

った違いを見せている。

ひるがえって、ちょうど日本と同じ時期に国

家統一を果たしたイタリア・ドイツでは、封建

領主による土地所有が認められ、彼らは大地主

となった。たとえば、ドイツ東部の封建領主は

ユンカーと呼ばれ、かれらは農地を直接経営す

る封建領主であった。ドイツ帝国の統一をはた

したプロイセンの宰相・ビスマルクもまたユン

カー出身である。農奴解放によって農民への封

建的支配権は剥奪されたものの、領地の私的所

有権を認められたユンカーたちは、農場経営を

さらに拡大してゆき、またドイツ帝国の官庁や

軍の中枢を占め続けた。つまり、ドイツ・イタ

リアにおける国民国家の統一は、「地方の」封

建領主たちとの妥協の産物であり、国民国家統

一後にあっても、封建勢力は地主貴族として巨

大な経済的・政治的勢力を維持することができ

たのである。

ひるがえって、日本はどうだったのか。封建

制は解体された。さらに維新後、約十年という

短期間のうちに武士身分は名実ともに解体され

た――これだけでも驚くべきことであろう。し

かしながら、それは農民の勝利に終わったとは

とても言えない。封建勢力と農民との闘争はほ

とんど戦われずに終わっている。結論を先取り

すれば、明治維新の勝者は国家であった。これ

が日本のブルジョア革命を特異なものにしてい

る。すなわち、国家による国民的総動員が始ま

ったのである。

明治維新の改革を年代順に辿れば次のように

なる。

1968年　 　王政復古



国民的総動員体制について

― 195 ―

1968-69年　戊辰戦争

1869年　 　版籍奉還

1871年　 　廃藩置県

1873年　 　徴兵制公布

1873年　 　地租改正

1876年　 　秩禄処分

1877年　 　西南戦争

今から見れば、この明治維新のプロセスはむ

しろわかりやすい。封建的権力を解体し、封建

勢力から諸権力・諸特権を剥奪し、中央集権体

制を構築する。農民に農地の私的所有を保証す

るかわりに、地租を課して国家の財政を安定さ

せる。武士の政治的・経済的特権を剥奪するこ

とによって――身分は国民的総動員にとって障

害でしかない――、国民の「強制的均質化」を

はかり、国民皆兵制によって富国強兵路線へと

国民を（総）動員してゆく。

しかしながら、なぜこの10年あまりの短期

間で封建勢力の徹底的な解体ができたのか、不

思議なくらいである。欧米と比較しても日本を

非常に特異なものにしている。封建制が存在し

なかったアメリカ合衆国をのぞけば、近代国民

国家の成立以降、イギリス、ドイツ、イタリア

のいずれにあっても封建的諸勢力は地主貴族と

なり、経済力を維持し、社会的にも大きな力を

持ち続けたのであった。なぜかくも脆く日本の

封建勢力は壊れたのか。そのいくつかの原因を

辿ってみたい。

 • 商品経済の浸透による藩の財政的破綻

幕末には諸藩の財政はすでに破綻状態であっ

た。貨幣・商品関係が社会に浸透し、封建制の

経済的破綻は目に見えていた。というのも、生

産力の向上によって米の生産量は増えてゆき、

米の価値は下がる一方であったからである。こ

れは米に経済的に依存した封建勢力に打撃を与

えた。各藩は、藩債や藩札をばらまいて急場を

しのぎ、両替商、札差（米を担保に高利貸しを

していた業者）、米問屋などの「金融業」が藩

を相手に金を貸して潤っていた。藩は借金づけ

であった。さらに版籍奉還の後、1870年には

「藩制」が導入され、明治政府は諸藩の財政を

コントロールしていくのであるが、藩は明治政

府に海軍資金を上納しなければならなくなり、

ますます藩は財政的に追いつめられた。政府の

命令で、藩債と藩札の処分もおこなわれたが、

このとき「踏み倒された」藩債も膨大で、武士

たちといっしょに江戸の札差も没落してしまう。

最終的に廃藩置県によって藩による地方統治は

解体されるのだが、当時の明治政府も覚悟して

いた大規模反乱も起こらなかった。商品経済の

浸透によって、すでに日本の封建制は自壊に追

い込まれていたともいえよう。

 • 武士の土地からの分離

江戸時代から武士は徐々に土地へのつながり

を失っていった。徳川幕府が各大名に保証して

いたのは、所領ではなく禄高であった。また転

封（国替え）も行われた。また、大部分の藩で

は、地方知行から蔵米知行に切り替えが進み、

知行地の代わりに蔵米が俸禄として支給される

ようになる。つまり、武士はその所領を「一所

懸命」するのではなく、藩の「官僚機構」や

「常備軍」に勤務する見返りとして俸禄を受け

取るように「公務員」化していった。さらに、

武士は城下町に居住することになり、土地農村

との結びつきはますます薄まったといえよう。

ゆえに、廃藩置県によって藩が解体されてしま

った時、士族による農耕地の所有が取りざたさ

れるはずもなかった。農業共同体による土地の

実質的管理保全権は、農民の私的所有へと転換

された。そのとき、武力による農村共同体の直

接支配という「武士の本分」を忘れ去ってしま

っていたことを、士族たちは思い知らされたに
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ちがいない。

しかしながら、明治維新という改革を劇的な

ものにしたのは、なによりも社会の特定階級や

勢力への利害よりも、国家の論理が徹底して優

先されたことによる。もちろん、明治新政府に

よる改革の進め方は（結果的に見れば）きわめ

て巧妙なものであった。たとえば、藩からその

政治的・軍事的実権を奪っていくのにあたって、

版籍奉還から藩制、最後に廃藩置県と段階的に

処置がとられたが、最初の「版籍奉還」にあた

って政府は曖昧な説明に終始し、多くの大名は

よく事情も分からずに応じてしまったといわれ

る。過渡的な処置や妥協策がとられ、封建勢力

の不満が集中しないように改革は進められた。

段階を踏んで藩の権限は奪われてゆき、中央集

権が築かれたのである。

しかしながら、明治政府による巨大な改革に

あたって、首尾一貫したシナリオを描いた人物

がいたとは考えにくい。そもそも、初期明治政

府にあっては権力争いが凄まじく、リーダーシ

ップをとる者が目まぐるしく交替している。明

治政府の首脳たちは、自分たちの出身身分（士

族）や出身藩、そしてかつての藩の主君を裏切

るような施策を実行しなければならなかった。

また、戊辰戦争から西南戦争にあっては、朝敵

だった者が新体制で抜擢されたり（榎本武揚）、

維新の功労者が逆臣となったりする（西郷隆

盛）時代でもあった。さらには、国家の一大事

の時期に、政府の首脳たちが二年近くも外国を

外遊する（岩倉使節団1871-1973）など、今の

常識では計り知れないものもあった――案の上、

「留守政府」と海外視察組との主導権争いも起

こり、明治六年の政変へとつながっていく。

「維新の三傑」と称される、木戸孝允、西郷隆

盛、大久保利通は、明治十年前後にあいついで

早すぎる死を迎え、西南戦争以降の新しい日本

を確かめることができなかった。

では、封建勢力や守旧派への配慮や妥協が繰

り返され、政府内の権力争い、国家近代化の路

線をめぐる紛糾が繰り返されたにもかかわらず、

明治政府による改革はなぜ最もラディカルな結

果をもたらしえたのだろうか。明治新政府にお

ける権力争いの激化、改革の担い手の目まぐる

しい盛衰は、結果として階級利害――とりわけ

封建勢力のそれ――の政府への浸透を妨げたの

である。つまり、階級的利害よりも、国家の論
4 4 4 4

理
4

が最優先されるという結果をもたらしたので

ある（これを現在に当てはめれば、小泉純一郎

政権の後の日本における目まぐるしい内閣の交

替は、「国家の論理」を優先する国家政治を導

くものであろう）。

たとえば、中央集権体制を確立するために、

版籍奉還から廃藩置県にいたる一連の政策を強

力に推し進めたのは、木戸孝允であった。とこ

ろが、木戸は秩禄処分には反対していた。藩は

解体しても、禄制だけは維持すべきと木戸は考

えていた。国家の担い手として士族に期待をし

たからである。身分を完全に撤廃してしまうと

天下国家を担うという高い意識を誰にどのよう

にして持たせるかということが問われるからで

ある。しかし、秩禄支給のための予算が国家予

算のおよそ三分の一を占めるなかで、大蔵省の

権限が増してきて、秩禄処分は断行された。つ

まり、官僚機構と軍の利害というものが前景に

現れ、政治家たちもまた、この国家の論理に取

り込まれていったのである。

すなわち、王政復古から10年にわたる明治

維新は、中央集権・近代国家という漠然とした

目標は共有されていたとはいえ、一つの強固な

意志をもったリーダーシップによって実行され

たものでもなければ、首尾一貫したシナリオを

書いた黒幕によって操られ、進められたもので

もない。そうではなく、ある一つの巨大な機械、

自己拡大・自己増殖してゆく機械が動き始めた
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のである。そして、明治維新の担い手たちとい

えども、その機械のロジックによって突き動か

され、機械の精巧な作動のなかに組み込まれて

いった。その場合、人は機械の歯車の一つとし

て作動したり、場合によっては使い捨てられた

りすることになる。その機械とはすなわち「国

家」であった。国家は、その外部でおこる階級

闘争や社会的諸勢力の敵対、あるいはその内部

での権力争いでさえその動力源に変え、社会全

体にその触手を伸ばしていく。

地主貴族層が官僚機構と軍を牛耳ったヨーロ

ッパ諸国と異なり、日本国家は旧封建勢力から

の軛から放たれた。さらに資本家階級は存在し

なかった。また徴兵制と地租改正にたいする農

民の蜂起（血税一揆と地租改正反対一揆）は、

士族の反乱よりも全国規模かつ長期間にわたっ

て続いたが、これも明治政府は鎮圧に成功する。

つまり、明治政府はいかなる階級の利害にも足

を引っ張られることなく、逆に住民を巻き込み

動員しながら、国家の利害すなわち富国強兵路

線を突き進んでいった。

とりわけ学制（1872）徴兵制公布（1873）、

地租改正（1873）、秩禄処分（1876）そして西

南戦争（1877）は、国民的（総）動員体制の端

緒が切られ、資本の本源的蓄積が本格化する転

換期を画する出来事であって、その相互関連・

相互作用を吟味するべきであろう。秩禄処分が

遂行される絶対条件として、武士にかわる兵士

を確保する必要があった。また、武士たちは教

養をもった身分であった。したがって、藩や私

塾によって担われていた軍事訓練および教育シ

ステムを特定身分から解放し、それを中央の統

制のもとにすべての国民に授けなければならな

かった。こうして、学校そして兵役は、兵士と

して、あるいは資本主義生産の担い手として相

応しい規律を諸個人の身体に刻みつけていく

（徴兵制の初期の頃、日本人は軍隊式の行進が

できなかったと言われている。そもそも集団に

おいて身体的動作をシンクロさせるという経験

に日本人は乏しかった）。

しかし、士族に代わって国家を担うような国

民的身体が一朝一夕に出来るはずはない。士族

達には、軍・学校・官庁に再就職したりする者

も多かったし――国民の教育係となる――、ま

た農民一揆や士族反乱の際には、結局は士族の

手を借りるほかなかった。つまり、国民的（総）

動員は容易いものではない。ところが、帯刀禁

止や秩禄処分、また華族士族平民間での結婚の

許可などによって身分特権を撤廃したことで、

住民の強制的均質化が一歩進んだのも確かであ

る。問題は、国民的同一性＝ネーションが立ち

上がるかどうかであった。

徴兵制公布（1873）、地租改正（1873）に前

後して、明治政府には征韓論をめぐる路線対立

が激化した。それはとうとう「明治六年政変」

へとつながり、西郷隆盛、板垣退助、江藤新平

などの参議と官僚約600人が辞任することにな

る。西郷が征韓論を主張した意図は、諸説ある

けれども、西郷は具体的な戦争計画を練ってい

たわけではなかった。落合弘樹によれば、西郷

は維新以後の社会の道徳的退廃を憂い、日本に

戦時体制をもたらすことによって、国内の態勢

を改革し維新を貫徹しようとした（『秩禄処

分』）。つまり、西郷は、戦時体制をあえてつく

りだすことによって、士族の鬱憤にはけ口を与

えるとともに「国民」を立ち上げようとしたの

だ。さらにいえば、国民皆兵を確立し、それを

十全に機能させるには、対外戦争に国民を動員

するに如くはない、ということであろう。しか

しながら、西郷が兵を挙げざるをえなかった西

南戦争において、国民皆兵システムの優位さが

証明されてしまったのは歴史の皮肉であった―

―西南戦争において、士族と平民兵のあいだの

軍事的な優劣はないこと、軍事的勝敗を決する
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のは、近代的兵器であり、軍隊の戦術と規律で

あることが証明されたからである。

ここから見て取れるのは、日本のネーション

の成立には、植民地主義的な海外侵略が不可欠

なモメントであったということである。さらに、

国民というものがあらかじめあって、次にそれ

が国家動員されていくのではなく、国家戦略へ

の（総）動員こそが住民を国民にしたのである。

近代国民国家は、その成立から他の諸国家との

競合と戦争を運命づけられていた。対外的危機

のなかで国民的な統一や国民的意識が形成され

ていったのであり――黒船がわれわれを日本人

にした。ネーションとは危機の産物である。

別の見方をすれば、植民地主義の主要な「輸

出品」はネーションであった。ある国民国家に

よる世界進出は、その侵攻先の地域における国

民国家の成立をうながさずにはいない。たとえ

ば、ナポレオンによるヨーロッパ侵攻は、ヨー

ロッパ各地で国民的統一の機運を高めている。

また、植民地となった地域では、宗主国による

支配への抵抗と蜂起から国民的意識と国民的統

一が形成されていった4）

明治維新の改革において徴兵令、地租改正そ

して秩禄処分には密接な関係があった。まず、

戦前の日本においては、たえず経済的な困窮に

置かれた農村は、兵士の供給源でもあった。軍

部もまた、都市の青年よりも、屈強な身体と従

順な精神をもった農村出身者を兵として好んで

いた。しかしながら、農村は一揆（地租改正反

対一揆そして血税一揆）によって、明治政府の

改革に反対した。まずもって、兵役は封建制に

は農民にない義務であり、さらに、地租（地価

の3％）は大変な高負担税であった。しかも、

作況や米価によって斟酌されずに金納しなけれ

ばならず、農民達を苦しめた。農民の反乱をお

それたのか、政府も西南戦争の直前に地租を

2.5％に下げている。

ところで、封建制においては「百姓は生かさ

ず殺さず」であったので、農業共同体に壊滅的

な打撃を加えることは封建領主達も避けていた。

農村の荒廃は、封建領主層にとっても「共倒

れ」を意味するからである。ところが、地租で

は貨幣商品経済の「ドライさ」というものが入

ってくる。地租は、農地に限らず日本の土地全

体が対象であり、土地の所有者に課された。地

租にあっては、誰が所有者か、またどのような

生業をしているのかは問わない。地租を払わな

ければ、土地が差し押さえられ、やがて所有権

が移転するだけだった。

日本では、農地への封建的領有権が否定され、

農民の土地所有権へと転換されたのだが、しか

しそれは地租という課税との引き替えが条件で

あった。また地租とは、農地に限らず日本全国

の土地への課税であり、これは、実質的には明

治国家によって全国の土地にたいして抵当権が

設定されたことを意味する。このことは、私的

所有権の本質について教える。つまり、私的所

有権を掘り下げていくと、その再深層には国家

所有権＝課税権があるのである。税を払い続け

る限り私的所有は認められようが、滞納すると

国家へと所有権は移転される（税の滞納による

差し押さえ）。

さらに地租改正と秩禄処分をめぐる金のなが

れを見ていくと興味深いことが分かってくる。

秩禄処分とは、華族および士族の農地への権利

（正確に言えば収穫された農作物への権利）を

明治政府が、金禄公債という「国債」によって

買い取ったということを意味した。明治政府は

財政難に苦しんでいたので、金禄公債の元手は、

明治政府がロンドンで発行した7分付ポンド建

国債240万ポンドであった（発行額面100ポン

ドにつき92.5ポンドで売出されるという条件

の悪いものであった）。レントナーが支配する

国家・大英帝国は世界的なレントナー（高利貸
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し）国家でもあった。

秩禄処分の結果、農地の権利は、完全に農民

の私的所有となった。しかし、農民は無償で自

分たちが耕作していた土地を手に入れたともい

えない。地租という重い税を支払うことによっ

て、明治政府が抱えている外債償還を支えなく

てはならなくなったからである。つまり、土地

の権利関係が封建領主層から農民に移転するに

あたって、明治政府は「土地ブローカー」のよ

うな役割を果たしている5）。農地の斡旋と見返

りに、農民達は永遠のレント（地租）を政府に

支払い続けなければならなくなった。

ここで、日本の秩禄処分・地租改正とロシア

の農奴解放とを比較しておきたい。1861年、

ツアーリ・アレクサンドル2世は、農奴解放を

行ったが、土地所有権はそのまま封建領主に帰

属し、開放された農奴たちの土地権利は認めら

れなかった。まさに農奴は、土地から二重の意

味で放逐された。しかし、かわりに政府が封建

領主から土地を買い取って、農民たちに49年

ローンで売ったのである。ツアーリの政府は、

そこでは土地ブローカーを演じたわけである。

アレクサンドル２世は、「上からの改革」（「下

からよりは、上からこれ［農奴解放］を行うべ

きである」）を唱えたことで有名であるが、日

本の明治維新も「下からよりは、上からこれ

（私的所有権の確立）を行うべきである」が、

実情にあっていたといえよう。

地租改正は、土地の私的所有権を確立すると

いう側面をもったが、それを国家が保障するも

のとして地券が発行された。ところで、農村共

同体が共同で管理保有していた「入会地」の多

くは、私的所有の原則から外れ、徴税も困難な

ことから国有化されていった。このコモンズの

没収は、伊勢暴動、真壁暴動、群馬県入会地騒

擾などの大規模な農民反乱を引き起こす。イギ

リスのエンクロージャーは、地主貴族達が牧羊

地として利用するため、あるいは農地の拡大の

ため、コモンズを私的所有へと囲い込んでしま

ったのだが、政府が徴税政策のためにコモンズ

を国有化したというところが日本的特徴を表し

ている。すなわち、明治維新というブルジョア

革命においては、どの身分・階級も勝利はしな

かった。農民も封建領主層も敗れ、ただ明治国

家の一人勝ちとなった。

明治維新において、一揆や打ち壊しはおこっ

たにせよ、その改革過程で日本の農民町民層は、

主体的・能動的な介入を果たせなかった。これ

は日本の近代に大きな影を落としたと思われる。

明治維新は、旧封建領主や武士層の「内部の」

闘争で、農民や町民の頭ごなしに進んでいった。

それは「上からの革命」だった。地方の農村で

は、「お上」が替わったくらいの意識しかもて

なかったかもしれない。

とくに農村は、新たに兵役を課され、地租を

課され、入会地は没収された。地租と資本主義

経済の拡大は、農村を直撃していく。たしかに

農民は土地を手にしたかもしれない。しかし、

西南戦争によって経済はインフレからデフレへ

と乱高下し、多くの農民は土地を手放してしま

った。約半数の農家が小作農化し、いわゆる寄

生地主が勢力を拡大していく。「日本は（半）

封建制」という診断に一理あるとすれば、それ

は明治維新に農村の開放がなかったこと――権

力からの解放がなく、年貢が地租に替わって負

担はむしろ増したこと、また閉鎖的な村共同体

からの農民個人の解放がなかったこと――を指

しているといえるかもしれない。

秩禄処分の断行が直接の原因ではなかったに

せよ、その翌年、最後の大規模な内乱であった

西南戦争が勃発する。西南戦争の戦費は、当時

の国家予算に匹敵するような膨大なものであっ

た。しかしながら、戦費の三分の一近くは、岩

崎弥太郎の三菱の売り上げとなったと言われる。
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三菱は軍事物資の輸送を独占的に担った。また、

戦後に戦費の支払いのために国有工場が財閥に

払い下げられた。こうして国家による産業資本

ブルジョアジーの育成が図らずもおこなわれた

のである。戦費をまかなうため政府は紙幣を増

刷し、インフレが発生した。さらに今度はイン

フレ退治のために、大蔵卿・松方正義による緊

縮政策が導入され、いわゆる「松方デフレ」が

起こる。農村では小作すら続けられないほど困

窮した農民が農村を離れて都市部に流入するこ

とになった。つまり、西南戦争の余波が日本に

「二重に自由な労働者」をつくり出したのであ

った。そして、彼らは、財政難のために財閥に

払い下げられた工場にて搾取されることとなっ

た。西南戦争は、結果として、農民からの土地

の収奪と自由な労働者をつくりだし、また国家

による資本家の育成と資本蓄積をもたらした。

地方の農民が都市に流入し、低賃金で働いて資

本に巨大な利潤をもたらす一方で、労働者はス

ラムで貧窮を余儀なくされる――これはイギリ

ス産業革命以来、各国で繰り返されてきたパタ

ーンであるが、西南戦争は、結果として日本に

おける資本の本源的蓄積
4 4 4 4 4 4 4 4

をもたらしたといって

よい。

おわりに

封建制の解体と私的所有権の確立という課題

を背負ったブルジョア革命がとった形態を各国

で比較していくと、地主貴族による土地改革と

いう様相を呈したイギリス、サンキュロット・

コミューンおよび農民による「下からの革命」

によって――モンターニュ独裁という上からの

革命と手を携えて――封建領主の土地権利を否

定したフランス、そして国家主導による「上か

らの」封建制の解体をおこなった日本という相

違が浮かび上がってきた。とりわけ、身分間あ

るいは階級間の長期間にわたる闘争のなかから、

近代国家と近代的所有関係を漸進的に練り上げ

てきた西欧諸国と違って、日本では王政復古か

ら10年あまりで近代国家体制と近代的所有関

係が打ち立てられ、資本の本源的蓄積も急速か

つ集中的に進行している。明治維新の諸改革の

なかでも、徴兵令、教育令、地租改正、秩禄処

分へと繋がる一連の流れを辿れば、身分的特権

の廃止による強制的均質化という要素をもちな

がら、富国強兵へと動員することによって、国

民を立ち上げるという動きを見いだすことがで

きる。すなわち、国民的（総）動員国家の先駆

的な形態として明治維新を位置づけることがで

きるのである。国民的総動員システムの歴史の

起源は総力戦体制よりかなり以前に遡ることが

できるのである。ゆえに総力戦体制国家は、国

民国家の成立から続く国民的総動員システムの

一つの歴史的現象形態として捉えるべきである。

また、近代資本主義国家はブルジョア革命を

へて、ボナパルティズム国家（資本の帝国主義

的段階に対応する国家）そして第一次大戦を境

とした総力戦体制へと形態変化してゆく。ボナ

パルティズム国家および総力戦体制の解明につ

いては今後の課題としたい。

〈註〉

1）封建制においては、土地にたいする権利関係
は、封建領主の領有権と農村共同体による土地
の実質的な管理保有権とに分裂していた。ブル
ジョア革命とは、封建諸特権、とりわけ農民に
たいする領主の人格的な支配権を廃止するとと
もに、同時に、土地への権利を私的所有権へと
転化するものである。その際、土地は誰のものか
――農民のものかそれとも封建領主のものか―
―という問題が必ず生じるけれども、農地が誰
のものになったかでブルジョア革命か否かを決
めるのは、問題の核心を外してしまう。土地へ
の権利関係が私的所有権へと一元化されること、
この転化は封建的領有権の解体によってのみ可
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能になること、この二点を抑えない限り、ブル
ジョア革命の理解は極めて表面的なものになら
ざるをえない。したがって、明治維新がブルジ
ョア革命であったのは間違いがない。

2）牧人＝司祭型の権力にあっては、「落伍者」と
いうものは論理的には存在しえない。導かれる
者、救われる者だけが群れを構成するからであ
り、落後する者は、群れにたいする脅威、すな
わち排除されるべき「敵」として現れるほかな
いからである。ここから、牧人＝司祭型権力は、
主権的なものを排除しているわけではないこと
が見てとれよう。友と敵を峻別し、敵を排除殲
滅しようとする主権は、牧人＝司祭型権力とと
もに、相互補完的に機能するのである。

3）『リヴァイアサン』にあっては、住民と主権の
あいだに直接の統治契約は存在しない。「万人
の万人にたいする戦争」状態を回避するため、
住民同士がそれぞれもつ自然権を放棄し、それ
を主権者に譲渡するという社会契約を結ぶので
ある。

4）したがって韓国と中国でナショナリズムと反
日が結びついてしまうのは、これはネーション
の歴史的な発展からして必然であろう。日本人
は、ネーションの起源を忘れ、それがいつの間
にか「自然に」成立したと思いこみがちである
が、それは日本が植民地主義侵略国家であった
からにほかならない。植民地主義欧米列強によ
って国境が引かれた地域において、国民国家を

発展させなければならなかった国では、ネーシ
ョンの人工性・人為性というものを意識せざる
をえない。

5）国家＝不動産ブローカー説については岩田弘
『現代社会主義と世界資本主義』の議論を参照
している。
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＜研究ノート＞

戦後アメリカ自動車産業における労使関係の一断面
―全国協約改定にみる賃金・付加給付の上昇―

鈴木　直次

　　　　目　次
１．戦後労使関係の形成過程
（1）前史―UAWの結成まで
（2）UAWのビッグスリーに対する組織化の勝利
（3）第2次大戦期の急拡大

２．戦後労使関係の成立と特質
（1）戦後危機とその収束
（2）1948年および50年協約の特質
３．戦後労使関係の断面：全国協約改定にみる
賃金・付加給付の上昇

（1）賃金・COLA
（2）雇用・所得保障と労働時間
（3）年金と医療給付

はじめに

2008～09年におけるGM（ならびにクライス

ラー）の経営破綻の有力な原因の一つが、同社

の高コスト体質にあったことはよく知られてい

る。この体質を生み出した要因は多岐にわたる

が、多くのブランドと車種を抱え、その生産・

販売のため巨大な工場設備と労働者、大規模な

ディーラー網を維持したことがまずあげられる。

また、Generous Motorsと揶揄されたように、

GMの高賃金と手厚い付加給付に基づく高労務

コスト、なかでも退職者に対する年金と医療給

付からなるレガシーコストがその原因の一端に

あったことも疑いない。さらには、現場の労働

慣行を含む生産システム全体の非効率性も無視

できない要因であろう。

GMの高労務コストという特質は、第2次世

界大戦終了から1970年代末までの米自動車産

業の繁栄期における労使関係のなかで生まれ育

ったものであった。巨大で安定した国内市場と

絶大な国際競争力を背景に、GMを筆頭とする

ビッグスリー各社は順調な操業と利益の獲得の

ため、強力な組織力と戦闘性を誇ったUAWと

の間に「労使休戦」を実現すべく、高賃金と手

厚い付加給付を容認した。この結果、自動車産

業の労働者は他の製造業を大幅に上回る経済条

件の改善に成功し、職場における規制力を強め

た。しかし1980年代に入ると、各社は石油危

機に伴う市場の激変や日本を筆頭とする海外企

業の進出により深刻な経営難に陥ったため、

UAWも一連の「譲歩協約」を余儀なくされた。

かくて、賃金・付加給付の上昇テンポは大幅に

鈍化し、現場の労働慣行の一部にも変化が生じ

た。しかし80年代半ば以降の景気回復により

収益が回復すると、譲歩のかなりの部分は取り

戻され、90年代末には繁栄期の賃上げパター

ンが再現されたように思われた。こうして自動

車産業の労使は21世紀を迎えたのである。

本稿はもともと2008～09年におけるGMの

経営破綻の様相と原因を、労使関係の側面から

検討する論考の一部として構想された。そこで

は、GMの高労務コスト構造の実態と破産法申

請前後のリストラ過程におけるその変化が主た

る対象となったが、考察を進めるにつれ、いわ
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ば前段として、労務費の増加プロセスとそれを

もたらした労使関係について整理しておきたい

と考えるようになった。そこで論考の一部を独

立させ、本稿では第2次大戦終了から70年代末

に至る期間のUAWとビッグスリー（主として

GM）との全国協約を中心に、賃金・付加給付

の動向を検討することにした。しかし、時間的

な制約などにより、参照すべき文献を十分にフ

ォローできず、本文自体にもなお整理すべき余

地を残している。そこでとりあえず研究ノート

として発表し、全体をまとめる際にあらためて

手を加えることにしたいと考えた。1）

１．戦後労使関係の形成過程

戦後の労使関係を論じる前に、その形成過程

をなす1930年代のUAW台頭のプロセスを概観

しよう。すでに豊富な研究の蓄積があり、以下

は基本的な事実の確認にとどまる。2）

（1）前史―UAWの結成まで

自動車産業における組織化の試みは産業の誕

生とともに始まった。しかし、1930年代に至

るまでその企てはほとんど成功せず、組合は存

在しないのに等しかった。主たる理由は以下の

2点に求められる。第1に、アメリカの労働組

合運動の中心を占めたAFL（アメリカ労働総同

盟）は熟練工中心の職業別組合という性格を墨

守し、半・未熟練工が大半を占める大量生産産

業の組織化に無関心だったことがあげられる。

しかも組織化に乗り出した後でも、傘下の各職

業別組合がそれぞれ管轄権を主張して対立を繰

り返したため、成果はほとんどあがらなかった。

他方、IWW（世界産業労働者組合）や共産党

の影響下にあるAWU（自動車労働者組合）な

どのラディカルな団体も半・未熟練工の組織化

に着手したが、ごく一時的な成功をおさめたに

過ぎなかった。半・未熟練工の大半は農民や移

民などからなっており、その多くは組合を知ら

ず、また多様な出自から、団結して組織を求め

るまでには至らなかった。

第2に、会社側の強烈な反組合姿勢があげら

れた。自動車会社は、一方で、戦前のフォード

の「日給5ドル」に象徴される高賃金と1920年

代のGMに代表される「福祉資本主義」、すな

わち自社優先株を購入する株式保有・貯蓄プラ

ンや団体生命保険、リクリエーション施設の提

供などを通じて、季節的および循環的な雇用の

大きな変動、現場におけるフォアマンの情実や

組立ラインの耐え難いスピードアップなど劣悪

な労働条件に対する不満を緩和しようとした。

もっとも自動車産業における時間あたり高賃金

は不安定な労働時間によって減殺される傾向に

あり、「福祉資本主義」もまた他産業に比べか

なり矮小なものではあった。それにもまして、

会社の直接的な暴力やスパイによる組合関係

者・シンパへの徹底した差別・解雇が組合活動

を抑え込んだ。AFL 傘下の大組合であった IAM

（国際機械工組合）の組合員数は1929年にわず

か1,000人を数えたにとどまり、デトロイトは

組合オルグにとって難攻不落の地であった。

しかし、大恐慌とニューディールが事態を一

変させた。まず、急激な生産削減にともなう雇

用と賃金の大幅な切り下げは、デトロイトに大

量失業と生活苦を蔓延させた。他方、経営難に

より多くの会社では「福祉資本主義」が継続不

可能となり、現場には再びスピードアップとフ

ォアマンの専制が広がり、健康・安全条件も悪

化したが、会社は労働者の苦情を一顧だにしな

かった。かつてない不況の経験は、一部の労働

者に生活苦の解決手段として組合へ関心を向け

させ、失業者組織や共産党指導下の労働争議が

散発的に生じた。

しかしより重要なのは、F.D.ローズヴェルト
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大統領によって展開されたニューディールであ

った。これによって労働者の団結権と団交権は

はじめて法的に認められ、本格的な組織化が始

まる舞台が整った。最初の契機は、1933年6月

に制定されたNIRA（全国産業復興法）であっ

た。NIRAは景気回復のため、破滅的な競争を

回避し、各産業におけるカルテル化を通じて物

価の引き上げと利潤の回復を企図する一方、団

結権と団交権を初めて公認し（第7条a項）、労

働者の賃金引き上げと購買力の増加を目指した。

政府は各産業に対し以上の内容を具体化した公

正競争規約（コード）を作成して、提出するよ

う命じたが、ビッグスリーによる独占が確立し

ていた自動車産業はコードの作成を不要とみな

し、他産業にもまして労働条項に強く反発した。

このため政府はコードの作成・運営から労働組

合を排除し、その内容でも自動車業界に大きく

譲歩した。焦点となった労働条項では、会社は

組合加入の有無にかかわらず、採用・解雇・昇

進などを個人別の業績評価によって決める「メ

リットクローズ」を政府に認めさせることに成

功し、政府から要求された賃金・労働時間の規

定はごく名目的なものにとどめた。

それでもNIRAは組織化キャンペーン開始の

契機となり、33年秋以降、AFLとは異なる産

業別組合主義のリーダーであった J.L.ルイスが

これを利用して炭坑組合の組織化に成功した。

AFLもまた、必ずしも熱心ではなかったが、自

動車産業の組織化に乗り出した。このような組

合側の動きに対抗して、会社は企業組合を積極

的に組織し、従業員代表制を採用して第7条 a

項を換骨奪胎しようと企んだ。同条項は労働者

に対して、自ら選んだ代表を通じて集団的に組

織し交渉する権利を認め、これに対する使用者

の干渉・妨害等を禁じたのだが、政府はそれを

企業に有利なように解釈し、紛争の調停にあた

った。

その限界を取り除いたのが、NIRAの違憲判

決を経て成立した1935年の全国労働関係法（ワ

グナー法）と新たな組織化の主体である産業別

組合のUAWであった。まずワグナー法は、あ

らためて労働者の団結権と団交権を保障し、こ

の権利の行使に対する使用者の干渉、妨害など

を違法な不当労働行為と認定した。また、被雇

用者の代表が使用者との団体交渉の排他的な唯

一の交渉者となることを規定し、不当労働行為

の是正と団体交渉単位の選出手続きやその運営、

認定にあたる独立の機関としてNLRB（全国労

働関係委員会）を設立した。これに対して自動

車産業の多くの経営者は、最高裁が違憲判決を

出すと信じてワグナー法を無視した。しかし

37年3月に最高裁が同法を合憲と認めるに及ん

で、法律順守の義務を引き延ばすことは不可能

となり、組織化は飛躍的に進んだ。

ついで、産業別組合のUAWが誕生し、組織

化の主体となった。当初、AFLは大量生産産業

の組織化に際して職種別の境界を定めることが

難しく、かつ、職種別労組による管轄権紛争を

避ける必要から、労働者をAFL本部が直接管

理し、工場単位で設立する直属組合（federal 

labor union）に一括加入させる方針をとった。

34年春頃から、AFLのオルグあるいは直接そ

の支援を受けない左派グループ等によって組織

化が始まり、直属組合の数は34年には106に達

した。しかし、工場ごとに孤立した組織では強

大な会社と企業組合に対抗できないことは自明

であった。しかも、AFLは会社との話し合いと

政府調停を基本路線とし、ストライキによる対

決を避けたうえ、そのオルグは戦闘性と自動車

産業の知識に欠けていた。このような点から、

オハイオ州トレドなどで活発な組織化を展開し

たローカルを中心に、産業別全国組合の設立を

目指す運動が始まった。AFLも止む無くこれを

認め、35年8月には傘下65の直属組合（組合
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員2万6000人。55のローカルという説もある）

を合同してUAW（United Automobile Workers of 

America）が結成された。しかし、AFL加盟の

機械工組合などの強い反対により、UAWに対

して自動車産業全体の管轄権は与えられず、参

加したローカルによる自主的な役員選出も認め

られなかった。この限界はCIO（産業別組織委

員会）の結成に刺激を受けた36年4月のUAW

第2回全国大会において打破され、独自の役員

の選出とAFL管轄権の廃棄、すなわち自動車

産業全体にわたって職種の枠にかかわりなく労

働者の組織化を進めることが決定された。そし

て、UAWは同年7月にAFLを脱退してCIOに

加盟し、今日に至る基礎がつくられた。自動車

産業において本格的な組織化のための準備が整

ったのである。

（2）UAWのビッグスリーに対する組織化の勝利

組織化の最初の標的は、当時世界最大の自動

車会社GMであった。UAWは36年12月30日、

自らを唯一の交渉団体として承認することなど

7項目の要求を掲げ、シボレー、ビュイック、

ポンティアク、オールズのボディ製造が集中す

るGMの心臓部、フィッシャーボディ第1、第

2工場において少数の組合員による座り込みス

トライキを開始した。この座り込みストライキ

という戦術は1920 ～ 30年代の欧州諸国で頻繁

に用いられ、米国でも36年1月にオハイオ州ア

クロンでURW（全米ゴム労組）が組合の公認

を求めてグッドイヤー社に対し行使したのが

はじめてとされている。労働省労働統計局

（BLS）によると36年に48件の座り込みストラ

イキがあり、うち自動車産業では部品・素材会

社における3件、いずれも組合の承認、賃上げ

などで勝利をおさめた。座り込みストライキが

有効であった理由は、工場の占拠によって代替

要員やスト破り、警察の導入が難しくなるのに

加え、スト参加者を強制的に排除すると機械・

工具、工場建物が物理的に破壊され、損害を大

きくするためであった。3）

ストライキに対して、会社側はその中止後で

ないと交渉に応じないと協議を拒否した。37

年1月には会社側の実力行使に伴い、フィッシ

ャーボディ工場で「ランニングブルズの戦闘」

（Battle of the Running Bulls）と呼ばれる警官隊

との衝突が発生、多数の負傷者が出た。その後

ストライキは拡大し、月末までには50工場12

万5000人が参加するに至る。J. L.ルイスの指

揮の下、CIOも全組織をあげてフリントの争議

を支援、全国からオルガナイザーを集結させた。

この争議の特徴は州知事（組合の支持により当

選したばかりのマーフィー・ミシガン州知事）

が平和的な解決を求め、さらに労働長官や大統

領までもが概して組合寄りの姿勢で積極的な調

停に乗り出したことにあった。政府の委員会

（ラフォレット委員会）がGMのワグナー法違

反の実例を暴露したり、GMから利益を供与さ

れていた裁判所の判事がストの差し止め命令を

出したことが明らかにされたりしたため、世論

も組合に同情的となった。このような圧力に加

え、ストによる自動車市場喪失（37年1月の

GMの生産台数は当初計画の22万台からわずか

5万台へと落ち込んだ）への恐れや「生産設備

に対する愛着」（クヌードセン社長）からGM

もついに妥協し、紆余曲折を経て2月11日に合

意が成立した。会社はUAWをストに入った17

工場の組合員を代表する代理人として承認し、

労働条件の改善等について交渉に入ることに同

意した。4）また、ストの参加者に対する処罰が

ないことも合意された。こうして36年12月か

ら37年2月の40日間を超えるフリントのスト

ライキは、｢20世紀における最もモニュメンタ

ルな労働争議｣と呼ばれるに至った。5）

両者の協約交渉は3月に合意に達した。最大
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のポイントは、GMのすべての工場についてフ

ォアマンに始まりUAW会長とGM副会長、さ

らには外部の調停者による強制仲裁まで数段階

の苦情処理システムが制度化されたことである。

これによってUAWの存在は17工場以外でも承

認されることになった。ただしその基盤として

組合が要求していた職場委員制度は退けられ、

より小規模な委員会が設立されたにとどまった。

また、先任権を勤続年限によってのみ決めるこ

と、能率給を廃止し、全国のGM労働者に最低

賃金を定めること、生産標準を労使で共同決定

することなどの要求も拒否され、必ずしも組合

の要求は100％満たされなかったが、これらの

点について経営側の専決権への一定の影響力は

確保した。6）これは巨大自動車企業が文書で調

印した最初の協約として大きな意義をもった。

GMに対する勝利に続いて、UAWはクライ

スラーの組織化に向かい、37年3月にダッジ・

メイン工場で組合の承認を求めて1万7000人余

の労働者が座り込みストを開始した。しかし

GM争議の際には座り込みストを支持していた

マーフィー州知事や世論も、その頻発と労働側

の相次ぐ勝利、最高裁によるワグナー法への合

憲判決などから、この種のストの必要性はなく

なったとして姿勢を変えた（39年には最高裁

もこれを違法とする判決を下した）。再び、マ

ーフィー州知事の斡旋によりクライスラー社長

とルイスCIO委員長の首脳会談がもたれ、4月

にはGMと同様、クライスラー社も組合員を代

表する交渉団体としてUAWを承認し、苦情処

理システムの新設、先任権の重視などに合意、

団交により協約が締結されるまで他のいかなる

労働組織も支援ないし承認しないと約束した。

ビッグスリーの2社と相前後して、UAWは

ハドソン、スチュードベーカー、パッカード、

ブリッグス車体、マリ車体および多くの部品メ

ーカーにおいて組合の承認を求めてストライキ

を行い、38年春までには、これらのほぼすべ

ての会社において要求を実現した。残る唯一の

巨大企業は、ヘンリー・フォードの強固な反組

合主義とその腹心の部下であるハリー・ベネッ

トの暴力によって、組織化活動を厳しく締め出

していたフォード社であった。

UAWのフォードに対する組織化キャンペー

ンは、会社の暴力的組合弾圧策である37年5月

の「陸橋の戦い｣（The Battle of the Overpass）以

降、しばらく先延ばしにされていたが、40年

春頃からCIOの支援を得て本格的に始まった。

本社・工場が存在するディアボーンの裁判所が

工場ゲートでのビラまきを禁じた市条例を違法

と判断したことから、組織化キャンペーンは強

化された。41年3月までに最高裁はUAWが

NLRBを通じて告発したワグナー法違反など多

くの案件でその主張を認める判断を下し、組合

活動のために解雇された22人の労働者の復職

を命じた。これに対するフォード社の姿勢への

反発とも相まって組織化攻勢は勢いを得て、4

月には職場委員の解雇に抗議する小数の職場放

棄が5万人の労働者が参加する大規模なストへ

と発展した。アメリカが第二次大戦に参戦し、

急速に戦時動員体制へと転換するなか、労働争

議による工場閉鎖は政府の介入をまねくのでは

ないかと経営首脳は危惧した。7）さらに、UAW

を中心とするボイコットによりフォード車の販

売も不振に陥った。10日間のストライキの後、

フォードはついにワゴナー・ミシガン州知事の

斡旋を受け入れ、スト中止の見返りにNLRBの

代表権選挙を行うことに合意した。41年5月に

はその選挙が行われたが、ヘンリー・フォード

の期待に反してUAW・CIOが全体の70％近く

を獲得して、排他的交渉権を得た。この結果、

同年6月にフォードはUAWと「史上最も寛大

な協約」を締結する。主たる内容は、業界最高

の賃金と1日8時間を越える労働に1.5倍の超
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勤手当を支払うことに加え、組合運動弾圧の中

心であった用務局を廃止、労働者550人に1人

の職場委員（ショップスチュアード）を承認、

レイオフ、リコールの際に査定のない先任権原

則を適用、不当解雇者を復職させることなどで

あった。

さらに重要であったのは、頑強に組合を拒否

していたフォードが要求もされないユニオンシ

ョップ制を承認し、UAW加入者でなければ仕

事につけない原則を受け入れたばかりか、組合

存続の根幹である組合費の徴収を従業員の給与

から天引きすることを発表したことである。こ

れはアメリカ企業にユニオンショップと組合費

のチェックオフがはじめて導入された事例であ

り、自動車産業のみならず、全産業の労働協約

のモデルとすらなった。かくて、UAWによる

自動車産業の組織化はほぼ完了した。

こうしてUAWは35年の設立からわずか6 ～

7年間で「アングラ組織」からアメリカ最強の

産業別労組のひとつへと急成長をとげた。

Nelsonらの研究によると、UAWの組合員数は

1937年にGM、クライスラーに

おける組織化の成功を反映し

て20万人近くに急増したが、

それは新たな組織化によるロ

ーカルの新設に基づくところ

が大きく、37年には新たに164

ものローカルが組織された（第

1表）。そして、第2次世界大戦

期には組合員数はさらにめざ

ましく増加するのであった。8）

（3）第2次大戦期の急拡大

1941年12月に第2次世界大

戦へ参戦した直後、米連邦政

府は戦時下における労使関係

の安定化を目的に政労使三者

の代表からなる会議を招集し、ストライキとロ

ックアウトを控えること、すべての争議を平和

的に解決すること、当事者間で解決できない争

議の最終調停機関を設立することについて合意

を取り付けた。この合意に従い、翌42年1月に

は政労使各4名の代表からなる強力な裁定権限

を持ったNWLB（全国戦時労働委員会）が設

立された。同委員会は包括的な経済安定化計画

実施の一翼を担い、生計費の上昇抑制、労働

力の産業間移動のミニマム化など戦時経済の

円滑な運営に大きく貢献した。9）

参戦後、自動車産業労使は戦時生産の遂行に

全面的に協力した。当時、UAWの副会長であ

ったルーサーは、自動車工場の軍需生産への転

換を通じて一日500機の航空機生産を提唱する

一方（それ自身「経営権」への挑戦であった

が）、「犠牲の平等を通じた勝利」のための7ポ

イントプログラムを発表し、「創造的な指導者」

として大きな注目を集めた。この計画は戦時生

産に対するUAWの基本姿勢を示したものであ

り、公式にはストライキを控える「ストなし誓

　第 1 表　UAW組合員の成長（1935-1949）

ローカル
組合数

新規設立
ローカル
組合数

解散した
ローカル
組合数

組合員数（人）

Troyの推計 Nelsonの推計
1935 65 65 ― ― 27,300 
1936 71 17 11 ― 23,800 
1937 209 164 24 195,400 175,100 
1939 172 73 110 165,300 170,300 
1940 272 120 20 246,000 191,900 
1941 370 116 18 460,800 414,600 
1942 452 155 73 592,400 521,200 
1943 512 117 57 908,600 725,800 
1944 634 160 38 1,065,100 1,053,400 
1946 645 103 92 673,200 893,000 
1947 817 224 52 855,500 819,900 
1949 965 180 32 919,200 902,700 

＊  Troy の推計（Leo Troy, Trade Union Membership, 1897~1962, 1965）では、
1938 年 14.95 万人、45年 89.18 万人、48年 89.34 万人とある（引用者）。

（資料） Daniel Nelson,“How the UAW grew”, Labor History, Vol.35 No.1, 
　1994 　Winter.
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約」を表明し、賃金凍結にも応じた。また、紛

争の解決についてはNWLBの指示に従うと表

明した。その引き換えに組合は、協約期間中、

組合員が組合を脱退できない「組合員維持」条

項を協約に加える合意を勝ち取った。10）

大戦下に自動車産業は巨額の軍需契約を獲得

し、戦車など軍用車両や航空機・同部品の生産

へと転換、「民主主義の兵器廠」としてきわめ

て大きな役割を果たした。政府は大企業を優先

して軍需契約を与えたから、大企業を中心に雇

用は増え、UAWの組合員も増加した。他方、

戦時生産の急拡大による労働条件の悪化や労働

災害の増加、賃金の据え置きに対し労働者の不

満は徐々に高まり、とくに、生産や懲戒に対す

る苦情が増大した。UAWは会社が組合のスト

なし条項を悪用し、協約上のルールや労働者の

苦情を無視してラインスピードを引き上げたと

非難した。現場管理の主体であるフォアマンの

不足や経験不足にも促され、熟練・半熟練工な

らびにUAWの職場委員を中心に組合は生産現

場における発言力を高め、工場の伝統的な規律

を侵食した。彼らは戦時契約に公的に定められ

ていた以上に生産過程への影響力を行使したた

め、各社は日々の操業に対するUAWの影響力

の制限に全力を挙げたとまで評価された。ミシ

ガン南部の工場を中心に山猫ストが頻発したが、

実際にはそれによる操業への影響は小さく、失

われた労働時間は全体の0.1％に過ぎなかった。

組合の拡大に対する経営側の狼狽ぶりが看取さ

れた。

雇用の急増とともに、大戦下に組合の勢力は

急拡大した（前掲、第1表）。37年末にUAWは

200余りのローカルと20万人近くの組合員を数

えたが、41年には40万人を越え、第2次大戦

終了直前には100万人にも達した。これらの組

合員の増加は新たなローカルの誕生と並んで既

存のローカルの拡大にも基づいた。第2次大戦

は国防支出の増加により大企業を中心とする雇

用と組合員の増加を促し、30年代のワグナー

法を上回る組織拡大効果を発揮したのであっ

た。11）

２．戦後労使関係の成立と特質

（1）戦後危機とその収束

第2次大戦の終了とともに、戦時下に抑制さ

れていた労働者の要求は噴出し、大規模な労働

争議がアメリカ経済を襲った。自動車産業はそ

の代表であった。戦時下の賃金統制、戦後イン

フレによる賃金の目減り、終戦に伴う超過勤務

の消滅、労働時間の短縮やレイオフによる収入

低下などへの労働者の不満が高まる一方、自動

車会社とりわけGMは戦時および大戦直後に巨

額の利潤を獲得した。そこでルーサーらUAW

指導部は45年秋に、GMに対し時間賃率30%

の大幅な賃金引き上げを中心とする要求を提出

した。しかも重要なことは、GMには十分な財

務的余裕があるから、自動車価格を引き上げる

ことなく賃上げを実現すべきであり、もしそれ

が認められないなら帳簿を公開するよう要求し

たことである。このようにUAWは価格や利潤

までを交渉事項に含めるよう主張し、経営権へ

の挑戦を開始した。この背景には、団体交渉を

通じてアメリカの経済社会における労使の力関

係を変化させ、福祉国家への道を開こうという

ルーサーらのソーシャル・ユニオニズムの思想

があった。またそれに加え、ルーサーがUAW

会長の座をめぐって共産党系のジョージ・アデ

スに対抗するため、ラディカルな要求を出した

という主導権争いも反映していた。12）

これに対しGMはルーサーの要求は社会主義

的であり、経営権を脅かすものとして強く反発、

全面拒否の姿勢をとった。45年11月に会社は

第一次回答として10%の賃上げと自動車価格
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の引き上げを示したため、UAWはただちにス

トライキに突入、18万人の労働者が参加した。

紛争が長期化するなかで、当時のトルーマン政

権は事実調査委員会を作り調停に着手、同委員

会は46年1月に車の値上げなしに19.5%の賃

上げが可能と勧告した。しかし、ほぼ同時期に行

われた鉄鋼業のストライキに対し政府が18.5%

の賃上げを勧告し、これを労使双方が受け入れ

たこと、GMにおいてもUEW（電機労組）が

この相場で妥結し、ビッグスリーの他の2社も

これに従ったこと、さらには政府も価格引き上

げを認めたため、UAWも最後にはこのパター

ンに従った。46年3月にGMとUAWは最終合

意に達し、113日間、参加人員32万人に及ぶ大

ストライキは終結した。合意されたのは18.5%

の賃上げと賃金格差是正のために賃金平衡化フ

ァンドを作ること、組合費の天引きにより組合

の存在を保障し、配転・昇進の際に先任権をよ

り重視すること、そして苦情処理システムを再

編することなどであった。ルーサーが求めた価

格への転嫁禁止という要求は容れられなかった

が、その2週間後にルーサーはUAW会長に選

出された。

このようにルーサーが当初の要求を降ろした

背景のひとつには、大戦直後における米国政

治・社会全般の「右傾化」があった。46年に

行われた中間選挙では共和党が勝利し、ワグナ

ー法の大きな修正につながるタフト・ハートレ

ー法が大統領の拒否権を覆して成立した。さら

に、米ソ冷戦に伴う国民の反組合意識の高まり

も懸念された。このような状況のなかでは、組

合のバーゲニング戦略と政府の経済政策とを結

びつけ、米国経済の構造的変革を目指そうとい

うルーサーの戦略は実現不可能に思われた。む

しろ政治的反発を予想し、ルーサーら組合首脳

部は状況が大きく変わる前に獲得した利益を確

かなものにしておこうと考えるに至った。こう

してUAW指導部は政治の動向に対して防衛的

となり、経済全般の構造的な変革をリードする

より企業との団体交渉を通じて組合の保障や長

期協約などを獲得することへと方針転換した。

しかも団体交渉においても、労働者の経営参加

より、「経済成長」と「福祉国家」の道が選ば

れたのである。13）

長期ストとその結末は労使双方に大きな教訓

を残した。GMはストライキのため生産開始が

46年5月、フル生産は49年第1四半期にまでず

れ込み、戦後に生じた自動車ブームによる利潤

機会のかなりの部分をフォード、クライスラー

に奪われることになった。GMを筆頭に各社は、

労使関係の安定化のためUAWとの｢休戦｣を

求めた。彼らは経営上の意思決定に対する組合

の関与を厳しく拒否する一方、組合の存在を保

障し、賃金や付加給付・労働条件については団

交の正当な領域として交渉に応じ、要求を受け

入れた。組合もまた、経済条件の大幅な改善の

見返りに、経営権を尊重し、生産現場の秩序を

守るという「契約」に合意した。これが1970

年代末に至る戦後繁栄期における、米自動車産

業の労使関係の基本的なパターンとなった。そ

れを具体的に示すのは1948、50年に結ばれた2

つの歴史的な協約であった。14）

（2）1948年および50年協約の特質

UAWとGMとの間に結ばれた1948、50年の

2つの協約は、30年代以来の深刻な労使紛争の

時代に終止符を打ち、戦後長期にわたる労使関

係の安定を支えた枠組として機能した。『フォ

ーチュン』が50年協約を“The Treaty of Detroit”

（「デトロイト条約」）と呼んで以来、15）その意義

がきわめて高く評価される傾向にあるが、実際

にはその前提として48年協約があり、労使関

係の安定化に貢献した点ではむしろ50年協約

以上の価値を持った。ここでは両者を一括りに
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して論じよう。

2つの歴史的協約が労使関係の安定化に貢献

した要素は以下の5点にほぼ要約できる。まず

第1に、48年協約は2年、50年協約はさらに異

例の5年という、複数年にわたる長期協約だっ

たことである（ただし、UAWはGMと46年に

も2年協約を結び、また、53年には再交渉を行

なっている）。55年以降は3年協約が通例とな

り、99年まで続いた。協約期間中は、原則と

して賃金等の再交渉は行われず、生産標準など

ごく限られたイシュー以外でのストライキも禁

じられたため、労使ともに膨大な手間とコスト

がかかる毎年の団体交渉から解放され、その分、

労使関係が安定化した。とくに経営側にとって

長期協約の意義は大きかった。毎年の交渉が破

壊的なストライキとショップフロアにおける労

使関係の悪化をまねき、長期的な視野に立った

経営の展開を困難にしたためである。他方、組

合は当初、長期協約に反対であった。毎年の賃

金交渉が行われないとローカル組織が弱体化す

るという懸念に加え、協約期間中のインフレに

よる賃金の目減りを恐れた結果であった。この

ため会社側はすぐ次にふれるように、最大限の

経済条件を提供することによって、組合の同意

を取り付けようとした。

第2は、その賃金・付加給付の面で会社側が

大胆に譲歩したことである。まず、実質賃金の

上昇を保証する賃上げ方式が採用された。48

年協約では、アメリカ経済全体の生産性上昇率

（平均２～３％）にみあった毎年の賃上げ率

（年次改善要素Annual Im provement Factor ；AIF）

と協約期間中のインフレによる賃金の目減りを

自動的に補てんする生計費調整（Cost of living 

adjust ment；COLA）条項を備えた新たな「賃

金公式」が導入された。この「公式」による賃

上げは50年協約で再確認され、79年まで継続

された。

やや立ち入って見ると、48年協約ではまず

直ちに時間当たり11セント／時の賃上げが合

意された。そのうち8セント／時は40年以来の

生計費上昇によって目減りした賃金を補い、実

質賃金を40年水準に回復することを目的にし

た。残りの3セント／時（48年5月の組立工平

均時給1.49ドルの2％）の基本賃金の引き上げ

は、技術革新と経済成長から得られる利益を労

働者に分与し、生活水準を向上させることを目

的としたAIFであった（協約2年目の49年5

月にさらに3セントの基本給引上げが行われ

た）。16）

加えて48年協約は、労働省の消費者物価指

数（CPI-W）の変化に応じて、4半期ごとに賃

金を自動的に調整するエスカレーター条項を備

えていた。同指数が1.14ポイント上昇するご

とに1セント／時の賃上げ（物価調整手当の支

給）が定められ、調整の上限はないが、下限す

なわち物価の低下による賃金引き下げの限度は

現行賃金より最大5セント／時までと定められ

た。なお50年協約では、AIFは組合と会社の要

求の中間をとって毎年4セント／時へと１セン

ト引き上げられ、COLAの物価低下に伴う賃金

の引き下げ幅の上限も現行賃金の3セント／時

までに縮小されるなど、組合に有利なように改

訂された。

このAIFとCOLAからなる長期協約は、当時

のＧＭ社長であったチャールズ・ウイルソンが

提案した「進歩の成果の分かち合い」に基づい

た。ウイルソンは戦時・戦後のインフレによる

賃金の目減りを回復するのと同時に、協約期間

中の実質賃金を維持し、さらにその上昇を可能

にする公式をUAWに提案した。ウィルソンの

目的が労使関係の安定、なによりも長期協約を

組合に受け入れさせることにあったことは疑い

ない。

他方、組合はAIFを原則的に受け入れ、COLA
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には反対した。UAWは48年協約交渉の際に25

セント／時の賃上げをはじめ、132項目の要求

を提出したが、多くは未解決のままに残された。

AIFについては、労働者が生産性上昇の成果に

与る権利を持っていることを経営陣が認めたこ

とは評価したものの、2 ％（3セント）という

賃上げ幅はGMの利益に比べ少なすぎ、「進歩

の成果の分かち合い」はジェスチュアに過ぎな

いと批判した。COLAに対する反対はより強か

った。それは賃上げを物価上昇の枠内に閉じ込

め実質賃金を凍結すること、また、物価低下期

には際限なく賃金が引き下げられる反面、物価

上昇期の賃金引上げには限度が設けられるので

はないかという危惧のためである。このため団

交では、すでにふれたように、賃金の下方調整

が厳しく制限された。50年協約交渉時でも当

初UAWはCOLAを中止する方針だったが、会

社が5年協約の締結の見返りに大きな譲歩を行

う用意を示したため、これを受け入れ、あわせ

て協約期間中のインフレに対する備えとして

COLAを承認した。17）

賃金公式は労使関係の安定化に大きく貢献し

た。労使双方の利益に叶う「公式」が考案され

ることによって、はじめて複数年協約が広く受

け入れられた。また、労使交渉の最大の難関で

ある賃上げ率の基準がAIFを通じて全米の生産

性上昇率にリンクされたことは、労使に秩序だ

った賃金調整方法を提供し、賃上げの「力」に

よる決定をミニマム化する役割を果たした。

GMの伝説的な経営者であったA.P.スローンは

この賃金方式が採用された48年以降、全国的

な労使交渉をめぐって大きなストライキは起き

ていないとして、その労使関係の安定化効果を

高く評価した。18）

第3に、これは50年協約の最大の貢献だが、

UAWは主要な産業のなかできわめて有利な会

社負担の年金・医療保険を獲得した。GMはい

ずれも1920年代に一部の提供を始め、第2次大

戦期の賃金統制のなかで優秀な労働者を確保す

る手段として積極的に活用した。当初はなお小

規模なものだったが、ルーサーが切望していた

基本的な社会保障を会社から勝ち取る第一歩と

なった。

戦後になると、年金問題は大きな注目を集め

た。インフレによる賃金や公的年金の目減りか

ら、その引き上げないし企業年金の創設・拡充

を求める組合の運動が高まった。一方、政府は

インフレ対策から賃金凍結を要請する一方、金

銭以外の付加給付を増やすことは承認し、企業

の側でも、戦時の超過利潤税に対し、退職金積

み立てプランを利用した節税策が人気を集めた。

すでに石炭や鉄鋼業において組合は会社負担

による年金や保険給付を獲得していたが、自動

車会社は年金を経営権に属するものとみなし、

団体交渉の場において議論することを拒否して

きた。しかし、上の各業種の動きに加え、最高

裁がインランドスチールのケースで年金その他

の付加給付について交渉しないのは違法と判断

したことは、組合側の行動を活発化させた。主

たる標的はフォードであった。1947年の協約

改定交渉でフォードは、賃上げか会社拠出の年

金プランかの選択を組合に委ねた。提案された

年金は従業員が掛け金を支払ううえ、賃上げ幅

を減らす（1時間当たり15セントを7セントに

する）条件付きであったため、組合員投票で否

決された。しかし、ルーサーは好機到来として

49年には年金問題を重要なイシューに位置づ

け、ストを構えながらフォードと交渉を進め、

その年の協約ではじめて65歳、勤続30年以上

の労働者に月100ドル（ただし平均月額32.5ド

ルの公的年金を含む）という手厚い年金支給を

勝ち取った。フォードは年金支払い（年間

2000万ドル）を可能にする基金の設立に同意

したが、実際の払い込みは強制されなかった。
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独立の会計士によって厳しく管理された年金基

金を設け、十分な蓄えをしておけば、会社が破

産しても年金は確保できるとUAWが考えたた

めであった。

UAWとGMとの50年協約の年金規定は労働

者にとってさらに有利なものとなった。その骨

子は、年齢65歳以上で勤続10年以上の退職者

に対し、勤続年数1年につき月額1.50ドル（最

長30年）を支給するという点にあった。フォ

ード、クライスラーでは、公的給付と合計して

100ドルになるよう年金が支給されたので、前

者が増えれば会社負担分は減額されたのに対し、

GMでは企業年金額は従業員の勤続年限に応じ

て決められたので、公的年金が引き上げられる

と合計の年金受給額が増えることになる。事実、

フォードの協約締結後に公的年金の支給額がほ

ぼ倍増されたため、GMの30年勤続の退職者は

企業年金45ドルと合わせ月額117ドルを受けと

った。このため、UAWは月100ドルという年

金の壁を打ち破ったと成果を誇ったほどである。

医療給付については、前史としては、1948

年に新興のインデペンデント企業であり、間も

なく自動車産業から姿を消すカイザー・フレー

ザー Kaizer-Frazer社からUAWが入院・手術な

どの保険を獲得したのが初めてだったとされる

が、本格的な出発点は50年協約により、非営

利の民間医療保険団体であったブルークロス・

ブルーシールドが提供する医療保険（入院・手

術などをカバーする基礎的医療保険）の掛け金

の半額をGMが組合員と家族に対して負担する

と約束したことにあった。これはただちにフォ

ード、クライスラーでも採用され、100万人以

上が医療保険に加入できるようになった。ルー

サーはGMが契約したブルークロス・ブルーシ

ールドでは、保険内容が限られているとの不満

を示し、以後、その拡大が図られる。

第４に、50年協約のいま一つの画期性として、

GMが「修正されたユニオンショップ条項」を

承認したことがあげられる。ユニオンショップ

とは一般に、組合員のみを雇用するクローズド

ショップ（タフト・ハートレー法によって禁止

された）とは異なり、会社は誰でも採用できる

が、雇用された人は一定期間後に組合に加入す

る義務を負い、協約期間中は組合員であること

が継続雇用の条件となるというものである。

これに対してGMがUAWと合意した条項の

最大の特徴は、現在、非組合員である従業員は

組合への加入を強制されないという点にあった。

その分だけユニオンショップ協定から後退した

と言えたが、UAWは現在の組合員を維持でき

るうえ、新規採用者に組合加入を義務付けるこ

とができた。これによってGMはUAWを永続

的な存在として承認したことを公式に示したか

ら、組合のプレステージと安全性は高まった。

長年クローズドショップに強く反対していた姿

勢を180度転換した点で、この条項はGMの最

大の譲歩とまで言われた（なおGMが完全ユニ

オンショップ協定を結んだのは1955年協約で

ある）。

第5に、賃金引き上げ、組合の承認と引き換

えに、会社側は労働組合の挑戦を退け経営権を

防衛することに成功した。30年代にUAWが台

頭した後も、GMは生産品目や工場立地、生産

計画・生産工程の決定、生産標準や従業員への

懲戒、採用・昇進などの決定権は会社が一方的

に持つとして、その姿勢を変えなかった。30

年代末にも、全工場を閉鎖するという組合の圧

力に屈せず、生産停止やその遅滞に責任ある労

働者を解雇し、先任権ベースで配転を行うべき

との組合の要求を退け、メリットや能力などに

従って従業員を配転した。GMの生産標準は他

社に比べ高い水準に維持され、会社は戦時中に

もそれを緩和せず、戦後もその維持と改善に全

力を挙げた。



― 214 ―

専修大学社会科学年報第 47 号

これに対して組合は48年協約交渉の際に、

すべての仕事の割り当てを先任権ベースで行う

こと、労働者の同意なく他の仕事に再割り当て

されないという条項を入れること、そして生産

標準を労使協議と労使合同の時間研究の対象と

すること、職場委員（steward）システムを承

認し、工場に苦情処理要員として1万人以上を

配置すること、工場における外注化（下請化）

を協議と組合の事前承認の対象とすることなど

を要求した。しかしこれらは会社による現場管

理の根幹にふれる問題であったから、すべて拒

否された。50年協約時に組合は再び配転条項

の変更、生産標準条項の改善、職場委員の増員、

仲裁管轄権の拡大を要求したが、先任権の計算

などごくわずかな改善を得たのみにとどまっ

た。19）

48、50年の協約による実質賃金の引き上げ、

年金・医療費の負担などのコストは巨額に上っ

たが、当時はGMのコスト負担能力については

ほとんど疑われなかった。50年協約のコスト

をみると、まず賃上げ率（AIF）のみで年4セ

ント、5年間で合計20セントに達した。それ以

前の5年間の自動車産業の実質賃上げ額は8セ

ント（『フォーチュン』では6セント）、鉄鋼で

も11セントに過ぎなかったから、50年以降の

賃上げ率はきわめて高水準にあった。UAWの

試算では、50年協約による賃上げと年金その

他の付加給付を合計した実質賃金の引き上げ額

は初年度で労働者1人1時間当たり19セント、

5年目には35セントに達し、総額では10億ド

ル余という巨費に上ると発表したが、GMはこ

れにはコメントしなかった。また、『フォーチ

ュン』は、詳細は不明だが、賃上げにより5年

間に労働者１人当たり400ドル、5年間累計で

1200ドルの実質賃金の上昇が予測されると発

表した。

しかし、当時GMは業界の中で抜群に高い収

益力を誇っていた。49年に同社は、米企業と

しては史上最大の6億5600万ドル以上の純利益

と11.5％の販売利益率をあげたほどだった。

しかも、労使関係の安定化はコスト負担の大幅

な軽減に貢献すると推定された。5年の間スト

ライキと重大な生産の中断から免れることがで

きるならば、会社は生産やモデルチェンジ、機

械工具に対する投資などに将来を見越した計画

を立てやすくなる。『フォーチュン』は、エン

ジニアリングや生産計画を自由に立てられるよ

うになるだけで、会社にとっては労働者１人1

時間当たり15セントの価値があると推定した。

AIFとCOLAの賃金公式の採用もその予測を可

能にした。AIFによる2 ～ 3％の賃上げも、巨

額の新投資（1947～49年に6億6400万ドル以上。

ちなみに、1933～46年には4億4800万ドルに

過ぎなかった）から判断すれば、GMが米経済

全体の生産性上昇率を容易に上回ることができ、

したがってAIFは十分に賄えると考えられた。

COLAの調整分もインフレ期であるがゆえに価

格に転嫁できる。年金や保険費用も時間当たり

10 ～ 12セントのコスト上昇につながるが、他

社はすでにほぼこれに近い分を負担しているの

で、競争上のデメリットとはならない。なによ

り自動車産業労働者はまだ若く、年金や医療費

の負担を懸念する段階には達していなかった。

GMは50年協約に10億ドルのコストを支払っ

たが、それは「安い買い物」だったと評された

のである。20）

３．戦後労使関係の断面：全国協約改
　　定にみる賃金・付加給付の上昇

1948、 50年協約で確立した団体交渉の枠組み

は、70年代末に至る米経済の繁栄と自動車産

業の強力な国際競争力を背景に、長期にわたる

産業平和の礎石となった。この時期に確立した
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賃金引き上げ方式が、いわゆるパターン・バー

ゲニングを通じてビッグスリーに共通した実質

賃金の上昇、年金や医療給付など付加給付の改

善をもたらし、労働者の生活水準を大きく引き

上げたためである。付言すれば、これらの成果

のうちCOLAエスカレーターと毎年の自動的な

実質賃上げ条項付き複数年協約や後述する

SUB、“30 and out”の年金条項そしてパターン

バーゲニングなどは、自動車協約のモデルとな

ってアメリカの団体交渉全体のなかに普及した

ものであった。以下、50年代から70年代末に

至る自動車産業の全国協約改定交渉の結果に即

して、賃金・付加給付の上昇プロセスをごく大

まかに検討しよう。21）

（1）賃金・COLA

およそ1950年から79年に至る期間、AIFと

COLAの公式による賃上げ方式は維持された。

後の時期とは異なって、ボーナスやプロフィッ

ト・シェアリング（利益配分制度）など基本賃

金の引き上げに代わる弾力的な報酬制度はなお

本格的には登場していなかった。プロフィッ

ト・シェアリングは、ビッグスリーよりはるか

に収益力の劣るアメリカン・モータースがさま

ざまな付加給付の拡充と従業員のための自社株

購入を目的に、1961年にごく一時的に設けら

れたにすぎなかった。

まずAIFについてみると、ほぼ一貫して上昇

率が高まっていることが分かる。必ずしも完全

な数値ではないが、GMならびにフォードの協

約に関するいくつかの資料から作成した第2表

によると、AIFは48、50年協約の年3セント～

4セント／時から53年改定では5セント／時に

上昇した。その後、55年協約から61年協約の

間の約10年間（正確には55年から65年まで。

64年は除く）は6セント／時（ないし2.5%の

いずれか大きな方）に維持された。しかし景気

が過熱し、インフレ率が高まった66年には約

10年ぶりで2.8%（最低6セント）プラス2セ

ント／時へと引き上げられ、さらに67年から

82年の間は基本の3％は変わらなかったが、協

約改定の初年度に定額の賃上げが加わることが

多くなった。経営側は米経済全体の実質生産性

上昇率を、一方、組合側は自動車産業の生産性

上昇率をそれぞれ根拠に、AIFの率を主張した

が、結局、両者の妥協によりその中間に決まる

ことが通例となった。

ただ後の時期になると、AIFおよびCOLA調

整額の一部が付加給付拡充に振り向けられるよ

うになった。GMとの61年協約では、「6セン

ト／時あるいは基本賃率の2.5%のいずれか大

きな方」から2セント／時がこの目的のために

控除され、同様の理由で64年のGMとの協約

でも、初年度の賃上げが据え置かれた （職務間

の賃金格差を是正する体系調整のみフォード1

セント／時、GM 2.5セント／時の拠出）が、

これはなお例外的な現象であった。

AIFとは直接関連はないが、50年代と60年

代後半以降には熟練工に対し賃上げの上乗せが

行われた。もともと自動車産業の熟練工の賃金

水準が他産業のそれより低かったことに加え、

戦後に行われた賃上げの多くやCOLA調整が定

額方式によったため、生産工との賃金格差が縮

小し、これを既得権の侵害とみなした熟練工が

格差拡大を求めたためである。熟練工はUAW

内でよく組織された独自のグループを形成し、

独立すら含むそうとうな自立性を要求した。彼

らを組織内に引き留めるため、UAWは66年に

は憲章を改正し協約への独立の投票を行うこと

を認めた（実際、73年のフォードの全国協約改

定において熟練工は批准を拒否した）。22）UAW

の産業組合主義がその発足の当初から内包する、

一般工と熟練工の利害対立を表したものであっ

た。事実、後掲の第4表に従えば、賃金上昇率
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は50年代を除けば一般工の方が高く、60年代

末以降の熟練工に対する上乗せ賃上げによって

も、両者の賃金格差は50年代の水準には戻ら

なかった。

公式のもう一方の柱をなすCOLAは、政府支

援の要請および経営再建のため2009年初頭に

廃止されるまで維持された。それゆえ70年代

末までの変化の焦点は、AIF同様、調整公式と

その金額、基本賃金への繰り入れの度合いにあ

った。

まずこの期間にCOLA調整の基準として選ば

れる米労働省の物価指数が2度ほど変化したが、

これは技術的な問題なので立ち入らない。ただ

53年に、50年9月から依拠するようになった消

費者物価指数（CPI-W）の基準年次が1935 ～

39年から1947 ～ 49年へと変更されたことが、

朝鮮戦争期のインフレによる実質賃金低下への

不満と相まって、5年協約の再交渉につながっ

たことを指摘しておこう。これによって、CPI- 

Wの1.14ポイントの上昇につき1セント／時

の引き上げ（48年協約）と定められていた調

整率は、0.6ポイントの上昇につき1セント／

時へ改められた。この割合は物価上昇を完全に

補てんするものとみなされた。23）以後はインフ

レの進行に伴い、またAIFの上昇とほぼ並行し

て調整率は定期的に引き上げられ、55年以降

は0.5ポイント、64年以降は0.4ポイント、73

年以降は0.3ポイントそして79年には0.26ポ

　第 2 表　GM、フォードの AIF および賃上げの推移

1950～52 AIFを年4セント／ H（以下、同様）に設定。 保全・工具・金型などの熟練工に5
セント追加賃上げ（GM)

1953～54 AIFを年5セントに増額 熟練工に10セントの追加賃上げ

1955～57 AIFの増額：6セントか基本賃率の2.5%のいずれか
大きい方（平均6.1セント推定 )。

55年：熟練工に8セントの追加賃上
げ

1958～60 AIF：6セントか基本賃率の2.5%のいずれか大きい方
（平均6.2セント推定 )。

58年：熟練工に8セントの追加賃上
げ

1961～63 AIF：6セントか基本賃率の2.5%のいずれか大きい方
（平均4.4セント推定 )。61年のみ2セントを控除。

1964 AIF：2.8％（7セント）に増額⇒GMはゼロ（医療・
生命保険給付に振り向け）

1966 66～67年にはAIF：2.8%（7セント）。66.9に基本賃
率に2セントの特別追加増額。

1967～1969 AIF：3%に増額。初年度10ないし20セントの賃上げ、
2～3年度：3%の賃上げ

67年：熟練工に30セントの追加賃
上げ

1970～72 初年度46.5セント～58セント（平均51セント）　2～
3年目は3%賃上げ＝協約期間を通じて平均1.20ドル。

1973～75 AIF：初年度3％ +12セント（22セント～33.5セント）、
2～3年目：3％に賃上げ（協約期間中45.5～81セント）

1976～78
AIF：初年度3％ +20セント（32.5～45セント）　2～3
年目：3％（2年目16.5～30セント　3年目17～30セ
ント）（協約期間中0.66～1.06ドル）

熟練工は最初の2年間に25～35.5セ
ントの追加的賃上げ（生産工との
賃金格差を広げるため）

1979～81

AIF：初年度3％＋24セント（41.5～56セント）　2～
3年目：3 ％（2年 目 23～38セント、 3年目23.5～39セ
ント）　2年目は職務間の格差是正の原資として一人
当たり0.25セント

（資料）1950～63：“GM Wage Chronology”：64以降：Ford, 2011 UAW-Ford National Negotiations Media Fact Book, 
　　　  Monthly Labor Review.  藤田至孝など。（文献については注21を参照）
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　第 3 表　フォードの COLA 調整金額と基本給へ
　　　　　の繰り入れ
COLA 調整額 基本賃率への組み入れ

変化（㌣） 累積（㌦） 年月 ドル
1950 0.03 0.11 1953. 7 0.19
1951 0.10 0.21 1958. 9 0.15
1952 0.04 0.25 1961.10 0.12
1953 0.02 0.27 1964. 9 0.9
1954 -0.02  0.25 1967.10 0.18
1955 0.01 0.26 1970.11 0.23
1956 0.06 0.32 1973.11 0.35
1957 0.06 0.38 1976.10 1.09
1958 0.06 0.44 1979.10 1.32
1959 0.03 0.47 
1960 0.04 0.51 
1961 0.01 0.52 
1962 0.03 0.55 
1963 0.03 0.58 
1964 0.03 0.61 
1965 0.04 0.65 
1966 0.11 0.76 
1967 0.02 0.78 
1968 0.08 0.86 
1969 0.08 0.94 
1970 0.00 0.94 
1971 0.14 1.08 
1972 0.11 1.19 
1973 0.22 1.41 
1974 0.49 1.90 
1975 0.37 2.27 
1976 0.19 2.46 
1977 0.36 2.82 
1978 0.54 3.36 
1979 0.55 3.91 

＊変化の単位はセントとあるが、ドルの誤りでは
　ないかと思われる（引用者）。

（資料）2011 UAW-Ford National Negotiations Media 
　　　  Fact Book.

イントの物価指数の上昇につき、それぞれ1セ

ント／時と改められた。なお67年から69年の

期間のみ、四半期ではなく、年間調整方式がと

られた。

こうした決まった毎年の調整額は第3表のと

おりである。60年代前半までは比較的少額に

とどまっていたが、インフレ率を反映して60

年代末から急増し、70年代初頭には約0.5ドル

／時と爆発的に増加した。協約期間中に蓄積さ

れたこの調整分は、次の協約改定時に、どこま

で基本賃率に繰り入れるかが争われる。インフ

レによりこれも70年代後半から大幅に増え、

76年協約では前協約期間中に積み上げられた

1.14ドルのうち1.09ドルが、79年協約では

1.37ドルのうち1.32ドルが、それぞれ基本賃

率に繰り入れられた。

当初、賃金調整の上限は設けられていなかっ

たが、67年協約においてUAWは年間調整の3

セント／時～ 8セント／時という制限を受け入

れた。しかし、これは協約期間中に蓄積された

26セント分の調整が受け取れなくなる「大き

な誤り」であったことが明らかとなり、次の協

約改定交渉時には、この失われた26セント分

を取り返すために大幅な賃上げと調整の上限の

撤廃を求めて66日のストライキが敢行され、

組合はその要求を通した。24）ただし、急増する

付加給付コストを一部負担するためCOLAの一

部も転用され、フォードとの67年協約では

COLA調整のうち1セントが祝日の増加に、ま

た、フォード、GMとの79年協約では3年間で

14セントが転用された。25）

AIFとCOLAによる賃上げの効果はきわめて

大きかった。いくつかの推計があるが、いずれ

もほぼ同様の事実を示している。代表的なもの

としてBarnardによると、1948年に生産工の所

定内時間賃金（付加給付を除く）の平均は

1.50ドル／時であったが、1980年には10.77

／時ドルに上昇した。増加分9.27ドルのうち、

5.44ドルはCOLAに、2.71ドルはAIFにそれ

ぞれ由来し、この両者が賃上げ全体の75%を

占めた。なお賃上げの残りの1.12ドルは一律

引き上げ分、体系調整、高賃金ジョブの追加な

どによると推定している。26）
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（2）雇用・所得保障と労働時間

賃金決定の「公式化」により、それに費やし

ていた労力を付加給付の獲得へと振り向けられ

るようになった組合は、1950年代半ば以降、

この点でも大きな成果をあげた。UAWが労使

交渉において獲得したのは、雇用・所得保障を

目的とする補完的失業給付（SUB）や有給個人

休暇など労働時間の短縮、年金と医療給付など

多岐にわたったが、このうちSUBと“30 and 

out”の退職条項をもつ年金、有給個人休暇は

自動車産業が初めて導入したものだった。27）こ

うしてUAWは、アメリカにおいて公的な社会

保障制度を補完する、私的社会保障整備のパイ

オニアとなった。年金と医療給付は次項で論ず

るとして、本項ではまず雇用・所得保障と労働

時間にかかわる付加給付について取り上げる。

1）�補完的失業手当（SUB：Supplementary�Un-
employment�Benefit）
自動車産業はその発足の当初から需要と生産

の季節的変動が大きく、また、1920年代にな

ると販売が景気循環に影響され大きな振幅を描

くようになった。モデルチェンジや販売不振の

たびに現場労働者の大規模なレイオフが繰り返

されたため、他の産業には見られないほど大き

な雇用の季節的・循環的な変動が生じた。しか

も、レイオフの決定そのものは経営権として不

可侵なものとみなされたから、UAWはそれを

前提にして、組合員の雇用・所得保障を獲得・

強化することに全力を挙げた。まず組合は勤続

年限の長い中高年齢層をレイオフから守り、再

雇用機会を高めることを目的にセニョリティ・

システムの導入を求め、ついで年間における就

労時間の保証、それが不可能なら年間の賃金保

障を要求した。これに対し1939年にGMは、

レイオフされた労働者の所得を保障する制度の

設立に同意したが、資金源を従業員の将来の賃

金に求めたためUAWの反対にあい、実現しな

かった。28）

しかし大戦後になると、不況やオートメーシ

ョンの進展による失業への危惧から年間を通じ

た賃金の保障がUAWの政策アジェンダの最優

先項目に位置づけられることになった。55年

のGMとの交渉では、レイオフされた労働者に

生活水準を維持できるだけの所得を保障する基

金の設立が要求された。UAWは2500万ドルと

いう史上最高のストライキ資金を蓄え交渉に臨

んだが、これに対してGMはその要求を経営権

に対する挑戦とみなし、実行されない労働に対

して支払いを求めるものと拒否した。代わって

GMは、ホワイトカラーに与えられているのと

同様の株式購入・積立プランを組合に提案した。

これは従業員の積立金に会社が50%を上乗せ

して従業員名義でGM株と国債へ投資し、レイ

オフされた場合には、所有する株式を担保に

GMから無利子ローンを受けるというものであ

った。GMの強硬な姿勢を見たUAWは、新し

いアイディアを受け入れやすいフォードに矛先

を転じ、55年にはストを構えて同社との交渉

に臨んだ。29）

この交渉時にフォードはUAWのSUBとある

程度共通した自らのプランを提案した。交渉の

末まとまったプランの骨子は、レイオフされた

労働者に対し、州による失業手当に上積みして、

手取り賃金の一定割合を保障する基金を会社の

全額拠出により設立するというものであった。

すなわち会社は、1年以上の先任権を持つ労働

者がレイオフされてから1週間経った後、つぎ

の4週間は失業手当を加え手取り給の65%、次

の22週間は同じく60%（最高は25ドル）を支

払う、総額5500万ドル（GMでは1億5000万ド

ル）の基金を創設する。このため、会社は労働

者１人1時間あたり5セントを積み立てるほか、

基金が一定額を割ったら積み増しする義務を負
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った。UAWはSUB基金への拠出という「ペナ

ルティ」によって企業が年間を通じて雇用を安

定させることを期待したが、会社は従来と同じ

ようにレイオフを繰り返すにとどまった。30）フ

ォードとの交渉妥結後、GMもまたストを恐れ

て同じ内容を受け入れ、間もなくSUBはビッ

グスリーから自動車業界全体へ、さらには鉄鋼、

アパレル、ゴムなど労働組合が強い組織力を誇

る産業へと普及していった。

SUBの実効性がきわめて高いことはただち

に明らかになった。運用が始まった最初の3年

間には58年不況の影響もあり、GMは1億500

万ドル以上を払い出した。以後、UAWは給付

金額と期間の増大を求め、会社による拠出額の

増加を交渉の優先事項とした。この結果、まず

58年協約では最初の4 ～ 5週間後の所得保障額

は手取り給の65％、最大の給付期間も39週に

引き上げられ、61年協約では、給付期間を52

週間に延長して手取り給の62％を保障すること

になった。これによって文字通りの「年間賃金

保証」（guaranteed annual wage）が実現した。

さらにUAWは67年にはフォードとの2か月の

ストライキを経て、52週の給付期間について

手取り給の95%（通勤・ランチコスト向けに週

7.5ドルを差し引く）まで保障を引き上げるこ

とに成功した。SUBは自動車産業の報酬体系

における最も大胆なイノベーションと評価され

たが、31）事実それは米企業の伝統的な雇用調整

の方法、レイオフに伴う所得喪失の問題を緩和

した点で画期的意味をもっていたと言えるであ

ろう。

70年代に入ると、第１次石油危機後にはレ

イオフが急増（UAW結成後初めて15年以上の

先任権をもった労働者がレイオフされた）した

ため、GM、クライスラー、AMCのSUB基金

は枯渇し、その支払が停止されるという新たな

問題が発生した。このため76年協約では、

SUB基金への拠出の増加（労働者1人1時間当

り12～24セント）と特別事前払込（同１人当

り200ドル、総額3200万ドル）が合意された。

これにより20年以上の先任権をもつUAW組合

員は、レイオフ後１年間は賃金の95％（公的

失業保険とあわせ）と医療保障を受けられるこ

とになった。同時に、この基金が枯渇した場合、

先任権10年以上の労働者への給付を保障する

ためGBA（特別保証給付会計）が7400万ドル

の基金を持って設立された。これらは次の79

年協約ではさらに強化され、基本基金への払込

額は1人1時間当り17 ～ 29セントへ、GBAの

総額も9200万ドルへそれぞれ引き上げられた。

さらにGBA を使い尽くした場合の保証として、

最高9200万ドルを会社からGBA に貸し出す制

度も新設された。

2）労働時間
労働時間の短縮は大戦前から要求され、戦後

も長期にわたって繰り返し団交のテーマとして

取り上げられた。当初は肉体的な疲労の軽減が

主たる根拠とされたが、56年9月のAFL・CIO

の労働時間短縮のための会議を契機に、成果配

分を求める手段の一部となり、32）さらに、技術

革新やレイオフに対抗する雇用保障・創出の手

段として要求される側面も強まった。具体的な

手段としては、有給休日や休暇、個人有給休暇

の新増設、超過勤務や休日出勤手当から早期退

職などまで多様であった。

フォードとUAWとの協約改定史を見ると、

1942年に有給休暇（vacation）プランが確立し

（GMでは40年）、勤続1年で1週間、5年で2週

間が認められ、47年には6日間の有給祝祭日

（paid holiday）も制定された。以後、これらは

ほぼ協約のたびに延長された。有給休暇は50

年には勤続15年で最大3週間、70年には勤続

20年で5週間へと増加され、有給祝祭日も79

年協約では3年間で43日（年間14日余）まで
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伸びた。国民の祝祭日や休暇、病欠を合わせ、

76年協約では合計年40日以上の休暇が獲得さ

れた。とくに70年代に入り、大量レイオフの

経験を踏まえ、組合は労働時間の短縮によるワ

ークシェアリングや雇用の創出を強く求めた。

73年協約では、外注制限、早期退職制、残業

時間規制などが合意され、さらに76年協約では、

新たに１年以上の先任権をもつ従業員に年間

12日の「個人有給休暇」（paid personal holiday）

が与えられることになった。これは個人別に取

得される休暇であり、工場は開いたままで月1

回は週休3日制となることを意味する。自動車

産業労働者の付加給付パッケージに対する最新

の重要な追加とされるが、組合の推定によれば、

これによって年間５％の雇用増が見込めた。33）

このほか興味深いイシューとして、超過勤

務労働を労働者が拒否できるか否かという問

題が持ち上がったことにふれておこう。73年

のクライスラーとの協約交渉時に、会社側は

超過勤務の強制は経営権に属するものとみな

したが、これに対してUAWはそれを拒否でき

ないことは個人の自由を侵害するものとして

強く反発した。会社側は超過勤務が需要のピー

ク時には不可欠であり、また、労働者を追加

採用し、需要が低下した後でレイオフするの

に比べるとコストが安くつくと主張した。結

局、超過勤務労働量に制限を設けること、1日

9時間以上および日曜日は働かず、第3土曜日

の出勤は拒否できる（ただし出勤状態の良い

労働者などという限定つき）という妥協が成

立した。

（3）年金と医療給付

UAWはまた、企業年金と医療給付の獲得を

通じて、就労時および退職後の組合員の所得と

生活の保障を図った。ルーサーはUAWに「未

完の社会保障制度」を完成させるエージェント

としての役割を求めたのである。34）他方、会社

側は賃金の現金部分に対する監視と比べ、当面

の支出が少なく、会計上の処理方法も不確定で

長期的な影響が明らかではない、これらの経費

には寛大になる傾向があった。むしろ経営側は

現在の賃金上昇を抑制するのと引き換えに、年

金・医療給付の引き上げを認めた。こうして、

一度獲得された給付はたちまち既得権化し、以

後の交渉で滅多に失われることはなかったから、

年金・医療給付はめざましく充実していった。

1）年　金
すでにふれたとおり、UAWは1949年のフォ

ードとの協約、50年のGMとの協約において無

拠出年金を獲得した。以後、協約改定のたびに

給付額は積み増しされ、年齢や勤続期間など給

付要件も緩和されていった。50年協約では、

通常の退職年金として年齢65歳以上で勤続10

年以上の退職者に対し、勤続年数1年あたり月

額1.50ドル（最長30年）が企業年金から給付

されたが、以後この金額は53年には1.75ドル

（公的年金とあわせ最高で137.5ドル）、55年に

は2.25ドル、58年2.4～2.5ドルへと増加した。

とくに55年協約での改善は顕著であり、従来

は勤続30年までが年金支給額計算の際の算定

上限だったが、それが外された。さらに、一定

の勤続年限の60歳未満の退職者にも65歳にな

ると年金が支給されるよう改定された。その結

果、年金制定前（49年）に退職した労働者と

その配偶者の平均収入がわずか月54ドルであ

ったのに対し、50年代末には（公的年金108ド

ルを含め）月245ドルと5倍近くに増加した。

給付額の騰勢は60年代に入ってさらに高まり、

GMがアメリカ企業として史上最高の純利益を

獲得した前後の64年協約では給付額は4.25ド

ルと50%も増加した。この協約によって65歳

30年勤続の退職者は企業年金127.5ドル、公的

年金175ドルと合わせ、月302ドルを受け取る
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ことになった。

通常の退職プランに加え、早期退職プランに

よる年金の積み増しが図られた。GMの早期退

職制度がいつごろから始まったのか確かではな

いが、少なくとも55年協約にはその規定があり、

そこでは10年以上勤続した60～65歳の従業員

が退職した場合、65歳まで特別の年金が支給

され、勤続1年あたり4.5ドル（以前は3ドル

とある）に増額するとある。さらに次の58年

協約では、同じく10年勤続以上、60～65歳の

従業員が退職した場合、65歳まで支払われる

年金の2倍を倍増する（65歳になって公的年金

を受け取るようになったら、通常の企業年金に

引き下げる）ことが定められていた。64年協

約では早期退職条件が緩和され、勤続年限と年

齢を足して80以上の労働者を対象に、30年勤

続した組合員が60歳に達していれば、65歳ま

で以前の月収の70%あるいは400ドルが年金に

加えて支給されることになった。ただし、60

歳以下ならびに勤続30年以下で退職する場合

は特別の積み増し分は減額される。このプラン

はGM、フォードに続いてクライスラーへも普

及し、UAWの年金プラン普及の第1ラウンド

が終了したと評された。35）

この延長線上で、いわゆる“30 and out”（ロ

ーウェンスタインの邦訳では「30年でおさら

ば」と訳出されている36））退職プランが創設さ

れた。ルーサーの急逝後に展開された70年の

GMとの協約改定は、年金の増額と早期退職者

への完全給付を主たるテーマに厳しい交渉を繰

り返した。多くの高卒労働者の勤続30年を過

ぎれば60歳以前に退職権を得たいとの希望を

受け、UAWも60歳という年齢制限のない退職

プランとミニマム500ドルの給付を要求したが、

GMが拒否したため、70年9月には67日間のス

トライキが敢行された。これはGM史上で最大

のコストを要したストライキといわれ、UAW

にも資金借り入れの必要が生じたほどだった。

結局、年齢制限を引き下げることで両者は妥協

し、30年勤続し58歳に達していれば月500ド

ルの年金をフルに獲得して退職できることにな

った。さらに翌72年には、56歳に引き下げら

れた。37）

そして1973年のクライスラーとの協約によ

って、この問題は決着を見る。給付要件から年

齢が除かれ、勤続30年の労働者は年齢に関わ

らず、フルに年金を受け取り退職する権利を獲

得したのである。例えば、50歳で資格を得て

退職すると、公的年金を受給するまでの間、会

社は公的年金と企業年金の合計を支払うことに

なった。ローウエンステインはこの決定を「旧

来の秩序を破壊」する「一つの節目となる事

件」と呼んだ。38）これによって、会社とUAW

の予想を越えて労働者の引退が早まり、年金負

担は激増した。

以上の交渉過程を通じて、年金の給付額は増

加の一途をたどった。第1 ～ 3図はフォード社

に関する年金関係の長期データだが、これによ

ると、1950年から80年の間、通常の退職年金

は月42ドルからおよそ500ドルへと増加した。

ローウェンスタインが引用するクリヴィッキー

の研究でも、1950年から80年の間に、同社の

年金は10倍にも増えたが、賃金は5倍増にとど

まったとある。39）その結果、フォードの年間年

金支払額は1950年の100万ドルから80年には4

～ 5億ドル程度に増加した。このような年金負

担の急増はさまざまな問題を引き起こした。年

金基金の不足が60年代前半のスチュードベー

カー社の破産などによって明らかとなり、よう

やく1974年のエリサ法により年金給付保証公

庫（PBGC）が設立され、積み立て基準を確立

する一方、退職者に対する企業年金の支給額を

公的に保証した。第2は、第3図のように、現

役労働者と年金受給者の割合が大幅に変化した
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百万ドル
　第2図　フォードの年金支給総額（年間）

ドル
　第1図　年金支給額（月）

a．通常の年金支給額。65歳 勤続35年で退職した場合
b．通常の早期退職（30 and out）。60歳 勤続30年で退職した場合

b

a

千人
　第3図　年金受給者と従業員数

（資料）第 3表に同じ

年金受給者

従業員
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ことがあげられる。1950年には11万人の現役

労働者が1800人の退職者を支える関係にあっ

たが（1：62の比率）、80年にはその格差はお

よそ1：1.3程度にまで低下し、間もなく両者

は逆転する。

2）医療給付
医療給付についても、年金とほぼ同様のこと

が言える。年金については、曲がりなりにも

1935年の社会保障法の成立によって制度が発

足したが、医療保険については、強い抵抗の前

に政府は法案を提案すらしなかった。それゆえ、

UAWは一方で公的医療保険制度の確立を推進

すると同時に、団体交渉を通じて企業に対し労

働者のための医療保険を求め、1950年協約で

初めてGMからそれを獲得した。UAWによる

医療給付の獲得と拡大の歴史を年表風に略述し

ておこう。40）

まず、53年の再交渉において、50年協約で

被用者と家族に与えられたのと同じブルークロ

ス・ブルーシールドの保険加入が65歳以上の

退職者へと拡大された。ただし、団体保険料率

による掛け金は全額退職者負担とされた。この

ように、医療保険は当初ブルークロスの入院保

険とブルーシールドの外科手術保険に基づくプ

ログラムを利用したが、ルーサーはこれでは適

用範囲が狭く、家庭の医療費の半分を占める予

防ケアや早期の検診、外来診療が対象にならな

いという不満を当初から持っていた。ルーサー

は初期にはUAW 組合員のために自ら所有・管

理する医療サービス・病院を構想したが、のち

にはいかなるグループにも開かれたコミュニテ

ィの組織へと考えを変え、1957年にはデトロ

イト地域で前払いの医療サービスを提供する

Community Health Association（CHA）を構想、

これは60年にルーサーが会長となって発足し

た。ブルークロス・ブルーシールドと同じコス

トで35~40%以上のサービスを提供できること

から、61年にデトロイトの組合員にプラン選

択権を与えると、2年以内に3万人がCHAを選

んだという。

UAWが獲得した医療給付プログラムは60年

代に入って拡充の一途をたどる。61年には、

保険の掛け金が現役従業員向けは全額、退職者

向けは半額、それぞれ会社が負担することとな

った。さらに、64年には退職者の掛け金も全

額会社負担となり、次の67年の交渉では死亡

した組合員の配偶者にも同じ取り扱いが適用さ

れたほか、新たに処方薬が保険対象に加わった。

この頃になると、保険によってカバーされる病

気や治療のリストは文書で10ページ近くにも

及び、医療費負担の急増と将来の深刻なリスク

を懸念する声が聞こえ始めた。その一環として、

退職者らを対象とした基礎的医療サービス以外

の追加的な医療保険については、保険料の一部負

担と受けた医療サービスの自己負担（copayment）

が求められ、定額控除（deductible）も設定さ

れた。41）また、70年の協約改定において経営側

は医療費の一部負担を労働者に求めたが、交渉

の結果、それを取り下げた。医療給付の拡大は

止められず、むしろ引き上げにつながった。

事実、70年代になると、給付内容はさらに

拡充された。73年には歯科治療が加わり、76

年には眼科、聴力、薬物乱用総合プログラムま

で加わった。そして79年には、眼科のプログ

ラムが退職者と死亡した組合員の配偶者へも拡

大されたほか、歯科、眼科などに対する支給上

限額が引き上げないし撤廃された。かくて

1980年に自動車会社は200万人以上の被保険者

に対し、充実した医療給付プランを提供するよ

うになった。公的医療保険のないアメリカにと

って、これらの医療保険が労働者の生活を支え

る重要な役割を果たしたことは言うまでもなか

った。しかしこの結果、フォードの資料によれ

ば、時間給労働者・退職者1人当たりの年間医
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療支出は70年には500ドルに達したが、80年

には実に1700ドルへと3倍にも増加した。42）

むすびに代えて

第2次大戦から1979年の間、自動車産業労働

者の賃金・付加給付は他産業を上回ってめざま

しく上昇した。最後にその様相を概観して、む

すびに代えよう。

まず、Katzなどの研究に手元にある米労働省

の統計を補足した第４表によると、自動車産業

の組立工およびフォードの組立工と熟練工の賃

金上昇率は50 ～ 70年代の間、時期を追うごと

に高まり、民間の生産工（非管理労働者）を大

きく上回った。次に、やや簡便な指標によるが、

自動車産業の賃上げ率は経済全体の生産性およ

び消費者物価のいずれの上昇率をもそうとう上

回ったことは間違いないように思われる。生産

性上昇率との格差は60年代以降大きくなり、

とくに70年代には生産性上昇が大幅に低下し

たにもかかわらず、賃金上昇率は急騰した。こ

れに対し、消費者物価上昇率と賃金上昇率は同

じ方向へ変化し、つねに後者が前者を大きく上

回った。とくに70年代には、民間生産工の平

均賃上げ率が物価上昇率を下回ったのに対し、

自動車産業では大きく上回り、実質賃金の上昇

が続いたことはほぼ疑いなかった。

Katzの結論もほぼ同様である。1948年から

81年の間、経済全体の生産性上昇率に等しい

AIFとインフレ率を完全にカバーするインフレ

調整が行われたとすると、自動車組立工の時給

は1.44ドルから11.11ドルに上昇する計算だっ

たが、実際には11.45ドルにも達した（第5表）。

その原因は、70年代において経済全体の生産

性上昇率（年平均1.8%）を大きく上回る年平

均3％のAIFが実現したことに帰され、その反

　第 4 表　自動車組立工と全生産労働者の時間当たり稼得額・生産性上昇率・物価上昇率の比較（ドル）

Katz フォード 米労働省
自　動　車
組　立　工

民　　　間
生産工平均 比　　率 熟 練 工 組 立 工 生産性指数 消　費　者

物 価 指 数
1948 1.58 1.23 1.29 … … 39.9 …
1950 1.58 1.34 1.18 2.075 1.575 44.2 …
1955 2.01 1.71 1.17 2.690 2.005 50.1 …
1960 2.46 2.09 1.18 3.285 2.455 54.8 29.6
1965 2.91 2.45 1.19 3.825 2.901 65.8 31.5
1970 4.25 3.22 1.32 5.610 4.250 72.7 38.8
1975 6.44 4.54 1.42 7.010 5.430 81.6 53.8
1980 10.33 6.66 1.55 11.465 9.360 86 82.4

年平均上昇率（％）
1948～80 6.04 5.42 … 5.86 6.12 2.43 …
1948～60 3.76 4.52 … 3.90 3.77 2.68 …
1960～70 5.62 4.42 … 5.50 5.64 2.87 2.74 
1970～80 9.29 7.54 … 7.41 8.22 1.69 7.82 
1960～80 7.44 5.97 … 6.45 6.92 2.28 5.25 

生産性は民間非農業部門の一人当たり産出高 : 消費者物価指数は CPI-U をとった
（資料）Katz, Shifting Gears, p.22：フォードは第3表と同じ：米労働省は、Report on the American Workforce, 
　　 　 2001, Table 25, 36.
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　第 5 表　GM 組立工の時間当たり総報酬コスト

1948 1981

（ドル） 構成比
（％） （ドル） 構成比

（％）
基本賃金 1.44  88.9 11.45  58.3 
付加給付 0.18  11.1 8.2  41.7 

合計 1.62 100.0 19.65 100.0 
同　実質

（1948年ドル） 1.62 … 6.28 …

（資料）Katz, p.23

面、COLA調整分は実際のインフレ率を80%補

てんしたに過ぎなかった。他産業の生産労働者

は70年代に3%ものAIFを獲得できなかったた

め、自動車生産工との格差が広がったである。43）

自動車産業におけるAIFとCOLAの目的は、イ

ンフレを補てんし、米経済全体の生産性向上に

よってもたらされた利益の一部を労働者に分与

して実質賃金を上昇させることにあったが、実

際に組合はこれを上回る賃上げを獲得したので

あった。

これに加え、戦後のアメリカ自動車産業の労

使交渉では新たな付加給付が次々と構想され、

賃上げと一括されていわゆるパッケージとして

要求されたが、伸び率としては後者の方がはる

かに高かった。この事実は多くの研究から明ら

かだが、まず、Katzによる第5表を掲げよう。

これによると1948年から81年までに、GMの

時間当たり総報酬コストは名目で12倍、実質

で3.8倍増加したが、基本賃金（AIFとCOLA

を含む）の伸びが約8倍だったのに対し、付加

給付（社会保障、保険、休日および休暇コスト

を含む）は46倍であった。その結果、総報酬

に占め る付加給付の割合は11.1%から41.7%

まで増加した。44）

同様な数値は他の研究でも得られる。ローウ

ェンスタインが引用するクリヴィッキーの研究

では、1950年から80年の間、年金を含む付加

給付は「最終的な賃金」の14%から32%へと

上昇した。同様に、藤田至孝氏が引用する『ビ

ジネス・ウイーク』の記事では、時間当たりの

平均賃金に対する付加給付の比率は1947年に

は13％（1ドル37セント対18セント）であっ

たが、60年には26％（2ドル76セント対72セ

ント）、76年交渉においては40％（6ドル50セ

ント対2ドル60セント）にも上昇したと推定さ

れた。また、これより対象期間は短いが、同じ

く藤田氏が引用するアメリカ商工会議所

（American Chamber of Commerce）の資料でも、

1961年から75年の間に賃金は2.98倍（年平均

8.1%）に増加したが、これに対して、付加給

付の合計である福祉費は4.23倍にも達し、後

者の賃金に対する割合も25%から35％へと上

昇した。45）このように、戦後の自動車産業では

賃金部分をはるかに上回って付加給付が増加し、

これが自動車産業の賃金改定の一つの特徴とな

った。その一部はのちにレガシーコストを形成

し、労務コストの大幅な引き上げの有力な原因

の一つになったのである。
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所　報　2012. 1～12

2012年1月から12月までの社会科学研究所の活動は以下のとおりである。

１．機構及び人事

１．定例所員総会

所員の総意のもとに、各所員の積極的な参加を活力にして、本研究所を民主的に運営し、社会諸

科学の総合的研究を推進していくために努力してきた。所員の意見・希望等に積極的に応えていき

たい。

（1）定例所員総会

1）　第99回定例所員総会　2012 年6月9日（土）　14:30～　　神田８Ｃ会議室

議事：⑴　新所員等の委嘱について、⑵ 2011年度事業報告、⑶ 同会計報告、⑷同会計監査

報告、⑸ 2012年度事業計画案、予算案、⑹ その他、すべての議案は承認された。

2）　第100回定例所員総会　2012年12月1日（土）14:30～　　生田社研会議室

議事：⑴ 次期所長選挙ならびにその承認、⑵ 2012年度活動報告、⑶ 2013年度要求予算案、

⑷ 2012年度春季実態調査、⑸「年報・月報の編集に関する内規」の改定、⑹ 2013年

度事業計画案、⑺ 2012年度会計報、⑻ その他、次期所長に村上俊介所員が選出され、

すべての議案は承認された。

２．所員の異動

（1）所員の委嘱・解嘱

委嘱： 相田愼一（経）・金　成洙（営）・勝俣達也（人）・小森田龍生（任期制助手）・田仲聡（任

期制助手）・広渡清吾（法）

解嘱：田中貞夫・高木侃・古川純・柴田弘捷（以上定年退職）・中西優美子（退職）・斉穎賢・横

山順一（以上任期制助手終了）・八林秀一（2012年11月5日ご逝去）

（2）研究参与の委嘱・解嘱

委嘱：田中貞夫・古川純・柴田弘捷

（3）客員研究員の委嘱･解嘱

委嘱：斉穎賢（本学大学院文学研究科研究生）・徐一睿（慶應義塾大学）・中西優美子（一橋大学

大学院法学研究科教授）・中根康裕（法政大学大原社会問題研究所嘱託研究員）・早川佐知

子（本学経済学部非常勤講師）・手塚崇子（本学大学院経済研究科博士課程研究員）・マウ

シダアブドワイット（中国新疆ウイグル自治区イリ師範大学）

解嘱：眞保潤一郎（本人意思）・玉川貴子（本人意思）

（4）特別研究員の委嘱・解嘱

委嘱：横山順一（本学大学院文学研究科社会学専攻博士後期課程）・杜　敏（本学大学院文学研
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究科社会学専攻博士後期課程）

解嘱：玄聖花（本人意思）

３．運営委員、会計監査、事務局員の委嘱

2011年度事務局体制

 運営委員 事務局員

所長 町田　俊彦（経） 事務局長 　宮嵜　晃臣（経）

事務局長 宮嵜　晃臣（経） 財政 〇清水　真志（経）

前事務局長 村上　俊介（経） 財政 　鈴木奈穂美（経）

 原田　博夫（経） 研究会 〇佐藤康一郎（営）

 白藤　博行（法） 研究会 　兵頭　淳史（経）

 佐々木浩二（営） 研究会 　樋口　博美（人）

 川村　晃正（商） 研究会 　小池　隆生（経）

 嶋根　克己（人） 編集前期 〇福島　利夫（経）

   　　後期経済学部長就任に伴い解嘱

  編集 　前田　和實（商）

  編集 　内藤　光博（法）

会計監査 永江雅和（経） 編集後期 ○大矢根　淳（人）

  編集後期より 　新田　　滋（経）

  文献資料 〇野部　公一（経）

  文献資料 　福島　義和（文）

  ホームページ 〇高萩栄一郎（商）

  ホームページ 　吉田　雅明（経）

４．事務局会議

（1）　1月24日（火）12：00～13：00 　　16名

①訪越について、②春季実態調査について、③予算執行状況、④期末に向け

た今後の活動方針

（2）　3月19日（火）11：00～13：00　　9名

①来年度事業の基本方針

　⑴夏季実態調査、⑵シンポジウムの方針、⑶春季実態調査報告、⑷2013

　年度事務局体制の方向性

（3）　4月24日（火） ①2011年度事業報告、②2011年度会計報告、③2012年度事業方針、④2012

年度夏季実態調査（中国）の方針

（4）　5月29日（火） ①2012年度事業方針、②2012年度予算作成方針、③2011年度会計内部監査、

④2012年度夏季実態調査（中国）の計画立案、⑤檀国大学との研究交流

（5）　6月 5日（火） （運営委員会との合同会議）　①新所員等の承認、②2011年度事業報告・決



所報（2012. 1～12）

― 231 ―

算報告、③2012年度事業計画案・予算案、④その他

（6）　7月24日（火） ①事務局員の交代、②2012年度夏季実態調査、③檀国大学との第5回合同研

究会、④その他

（7）　9月25日（火） ①第100回定例所員総会に向けた日程確認、②第5回檀国大学合同研究会、

③シンポジウム（第100回定例所員総会記念＋夏季実態調査の代替執行）計

画案、④その他

（8）11月 6日（火） ①2012年度事業報告・同予算執行状況、②2013年度事業計画案・同予算案、

③2012年度春季実態調査先の検討、④第5回檀国大学との合同研究会報告、

⑤その他

（9）11月20日（火） ①2012年度事業報告・同予算執行状況、②2013年度事業計画案・同予算案

（10）11月27日（火） 第2回運営委員会との合同会議、①2012年度事業報告、②2013年度事業計

画案の確認、③その他

５．運営委員会

（1）6月5日（火） （事務局との合同会議）　①新所員等の承認、②2011年度事業報告・決算報告、

③2012年度事業計画案・予算案、④その他

（2）11月27日（火） （事務局との合同会議）　①2012年度事業報告、②2013年度事業計画案の確

認、③その他

２．研究調査活動　

１．定例研究会

（1）6月16日（土） 15：00～17：30　場 所　神田校舎772教室

テーマ：日本の長期不況とマクロ経済政策 ―吉川洋・小野善康両氏の見解を踏まえて

　　　　参考文献：ケインズ学会編『危機の中で〈ケインズ〉から学ぶ』（作品社）

報告者：浅田統一郎（中央大学経済学部）

討論者：黒木龍三 （立教大学経済学部）、 野下保利（国士舘大学政経学部）、片岡剛士（三菱

　　　　UFJリサーチ＆コンサルティング㈱）

司　会：　野口　旭（所員）

（2）6月23日（土） 14時00分～17時00分　　場所　神田校舎１３－A 会議室

テーマ：合評会　末次俊之著『リンドン・B・ジョンソン大統領と「偉大な社会」計画』 

報告者：末次俊之 （客員研究員）

討論者：邊牟木廣海（元インディアナ州政府駐日大使）

　　　　　　岩切博史（臨床政治研究所　主任研究員）

司　会：藤本一美（所員）

（3）9月15日（土） 14時～17時30分　　場所　社会科学研究所神田分室

テーマ：労働組合の変貌―近年の研究動向を中心とする検討―
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報告者：兵頭淳史（社研所員・経済学部教授）

共　催：関東社会労働問題研究会

（4）10月3日（水） 18時45分～20時45分　　場所　専修大学神田校舎　７号館731教室

テーマ：「シェーナウの想い」～自然エネルギー社会をこどもたちに～

　　　　映写会とトークセッション

報告者：都筑　建（太陽光発電所ネットワーク事務局長）

共　催：太陽光発電所ネットワーク（PV-Net）

（5）10月27日（土） 14時～17時30分　　場所　専修大学神田校舎　１号館209教室

テーマ：生計費視点からみた「一人親方」世帯における家族就業の動向

報告者：柴田徹平（中央大学博士課程）

共　催：関東社会労働問題研究会

（6）11月16日（金） 13時05分～14時35分　　場所　 専修大学生田校舎　図書館本館４階　視聴

覚室

テーマ：Interrogating Sustainable Development　From Theory to Practice.

報告者：Teresa Sobieszczyk氏（University of Montana）

共　催：本学社会関係資本研究センター

（7）11月21日（水） 16時45分～18時30分　　場所　専修大学生田校舎　社研会議室

テーマ：ベトナムの教育事情について

報告者：ゴ・フォン・ラン（ベトナム社会科学院東北アジア研究所）

コメンテーター：ファム・ティ・スァン・マイ（ベトナム社会科学東北アジア研究所）

共　催：社研特別研究助成「ベトナム社会主義共和国の経済及び産業、社会、文化の変容と

　　　　諸課題」（代表　佐藤康一郎）

（8）12月4日（火） 16時30分～18時30分　　場所　専修大学生田校舎　8号館　832会議室

テーマ：危機に瀕する世界経済―アメリカとEUを中心に―

　　　　参考文献：平井俊顕『ケインズは資本主義を救えるか―危機に瀕する世界経済』　

　　　　　　　　　（昭和堂）

報告者：平井俊顕（一橋大学経済研究所客員教授、上智大学名誉教授）

討論者：宮本光晴（本学経済学部教授）

　　　　鈴木直次（本学経済学部教授）

司　会：野口　旭（本学経済学部教授）

共　催：社研グループ研究助成A「グローバル化時代の国際経済の諸問題」

（9）　2012年12月15日（土）14時～17時30分　　場所　中央大学理工学部（後楽園校舎）６号館

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6409教室　

テーマ：労働相談から見る労働者の実態と労働組合の組織化

報告者：澤田　幸子氏（神奈川労連労働相談センター事務局長）

共　催：関東社会労働問題研究会
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２．シンポジウム等

（1）2012年3月1日（木） 18時30分～20時30分 神田校舎　731教室、220名、公開

テーマ：「撮る」「書く」「話す」のいま ―自主規制と公権力介入を考える―

挨　拶：浅田次郎（作家、日本ペンクラブ会長）

パネリスト：島田　開（日本ビデオ倫理協会）

　　　　　　河合幹雄（桐蔭横浜大学法学部教授）

　　　　　　田原総一朗（ジャーナリスト）

モデレーター：山田健太（本学文学部准教授、日本ペンクラブ理事）

共　催：日本ペンクラブ

（2）国際財政カンファレンス：７月６日（金）、７月７日（土）

テーマ：「地方財政の過去・現在・未来」

主　催：専修大学社会科学研究所

会　場：向ヶ丘遊園駅前・専修大学サテライト施設

7月6日（金）　　午前10時～午後5時

　［午前の部］
開 会 挨 拶：宮嵜晃臣（専修大学社会科学研究所事務局長）

歓迎の挨拶：原田博夫（専修大学大学院経済学研究科長）

講　　　演：町田俊彦（専修大学）「日本の地方財政制度の過去と現在」

講　　　演： 蒋　　洪（上海財経大学）「中国の地方財政制度の諸問題」

　［午後の部］（報告15分，討論10分，その後自由討議）司会：金子勝（慶應義塾大学）

１．開催趣旨の説明　13時～13時15分　宮﨑雅人（埼玉大学）・徐 一 睿（慶應義塾大学）

２．地方税・共有税　13時20分～14時30分

　　　報告者：朱 為 群（上海財経大学）、討論者：関口　智（立教大学）、

３．一般補助金　　　14時30分～15時40分

　　　報告者：劉 小 川 （上海財経大学）、討論者：池上岳彦（立教大学）

４．公的扶助15時40分～16時50分

　　　報告者：宋 健 敏 （上海財経大学）、討論者：田中聡一郎（立教大学）

　7月7日（土）（報告15分、討論10分、その後自由討議）司会：宮﨑雅人（埼玉大学）

１．地方債　　　　　10時～11時10分

　　　報告者：陶　　勇（上海財経大学）、討論者：井手英策（慶應義塾大学）

２．特定補助金　　　11時10分～12時20分

　　　報告者：陶　　勇（上海財経大学）、討論者：沼尾波子（日本大学）

３．地方独自課税　　13時20分～14時30分

　　　報告者：胡 怡 建 （上海財経大学）、討論者：青木宗明（神奈川大学）

４．総括および9月コンファレンスに向けた問題提起　　14時30分～16時

　　　日本側：金子　勝（慶應義塾大学）、中国側：朱 為 群
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　　　閉会挨拶：町田俊彦（専修大学社会科学研究所所長）

（3）7月21日（土）15時～19時、場所専修大学神田校舎　１号館　13A会議室

テーマ：オバマ政権の内政・外交上の成果と課題―現代米国政治分析

報告者：前嶋和弘（文教大学）「オバマ大統領と内政課題」

　　　　進藤榮一（筑波大学）「オバマ大統領と外交課題」

討論者：末次俊之（客員研究員）、岩切博史氏（日本臨床政治研究所主任研究員）

司　会：藤本一美（研究所所員）

共　催：日本臨床政治研究所

（4）2012年12月8日（土）　14時～17時、場所専修大学神田校舎　１号館13階　13A会議室

テーマ：「2012年米大統領選挙」

報告者：砂田一郎（学習院大学）

　　　　大島　寛（広島修道大学）

討論者：浅野一弘（札幌大学）

　　　　末次俊之（本学法学部非常勤講師、客員研究員）

司　会：藤本一美（本学法学部教授）

共　催：日本臨床政治学会

３．特別研究会

（1）ベトナム社会科学院（ハノイ）等との交流のための訪越

参加者：町田俊彦、村上俊介、嶋根克己、佐藤康一郎、小池隆生、大矢根淳、宮嵜晃臣

行　程：2012年2月5日（日）～2月8日（水）

2月6日（月）　　ベトナム社会科学院東北アジア研究所訪問、研究交流協定の締結、意見交換

　　　　　　　　ジェトロハノイ訪問、情報・意見交換

2月7日（火）　　ベトナム社会科学院社会学研究所訪問、本学社会関係資本研究センターとの

　　　　　　　　研究交流

　　　　　　　　協定の調印に同席、意見交換

（2）2011年度春季実態調査：2012年2月14日（火）～2月17日（金）

　2月14日（火）：有限会社井上誠耕園

　2月15日（水）：高松信用金庫本店、高松丸亀町商店街振興組合、株式会社宮武讃岐製麺所、　

　　　　　　　　　大西食品株式会社

　2月16日（木）：四国経済産業局、株式会社スカイファーム

　2月17日（金）：香川県直島環境センター、直島町本村地区「家プロジェクト」

（3）2012年度夏季実態調査（中国）を以下のように計画していたが、募集参加者が僅少であった

ため、中止を決定した。結果的には尖閣問題をめぐる中国国内の暴動に直面することが回避でき

た。

計画案（概要）

　日　時：2012年9月9日（日）～9月16日（日）
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9月  9日（日）　成田発、安徽省合肥着 ：合肥市泊　　　　

9月10日（月）　安徽大学との研究会 ：合肥市泊　　　　

9月11日（火）　合肥市内の企業見学 ：合肥市泊　　　　

9月12日（水）　合肥市発、内モンゴル自治区フフホト着 ：フフホト市泊　　

9月13日（木）　内蒙古財経学院との研究会（内蒙古財政科学研究所長の参加も要請）

 ：フフホト市泊　　

9月14日（金）　内蒙古の資源地帯見学（鉱山見学、砂漠観光）

　　　　　　　 夕方の便　フフホト発上海着 ：上海市泊　　　　

9月15日（土）　国際財政カンファランス（上海財経大学で開催）参加

　　　　　　　 企業調査など ：上海市泊　　　　

9月16日（日）　上海発成田着

（4）第5回専修大学・檀国大学合同研究会、2012年10月12日（金）～14日（日）

専修大学富士山中湖セミナーハウス

テーマ：変貌する現代国際経済・国際経営

10：00～10：05　　開会

10：05～10：25　　挨拶　町田俊彦　社会科学研究所長

　　　　　　　　　　　　山﨑秀彦　経営研究所長

10：25～11：25　　A Study of CSR and New Management Paradigm

　　　　　　　　　　　　Lim Sang-Hyuk　（檀国大学）

　　　　　　　　　コメンテーター： 間嶋　崇（本学経営学部）

11：30～12：30　　 Study on Mediating Effects of Performance Measures on Relations among 

Differentiation Strategy, Decentralization Level and Business Performance

　　　　　　　　　　　　　　　　　Sohn Sungjin　　（檀国大学）

　　　　　　　　　コメンテーター：大柳康司（本学経営学部）

14：00～15：00　　世界経済危機と経済政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　野口　旭（本学経済学部）

　　　　　　　　　コメンテーター：Jeong yoon-se　（檀国大学）

15：05～16：05　　アメリカの自動車産業救済策と新生GMの歩み

　　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木直次（本学経済学部）

　　　　　　　　　コメンター：　　Kim Joo-tae　（檀国大学）

16：05～16：10　　閉会

４．研究助成

☆グループ研究助成A（4名以上・年50万円3年間・1名以上論文発表義務、定例総会にて研究

　　　　　　　　　　　　経過報告義務）

　今年度は次の5件（継続３件、新規2件）を助成した。

　継続　　2011年度発足
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（1）「中国都市社会の変容に関する研究Ⅲ」

（大矢根淳〈責〉・嶋根克己・広田康生・馬場純子・永野由紀子・樋口博美・勝

俣達也・柴田弘捷・斉穎賢・徐向東・杜　敏の11名）

（2）｢大学における生涯学習教育の現状とあり方についての総合的研究｣

（鐘ヶ江晴彦〈責〉・小峰直史・野口武悟・荻原幸子・服部あさこの5名）

（3）「未踏領域に入った日本経済の諸側面」

（遠山浩〈責〉・西岡幸一・宮本光晴・櫻井宏二郎・山中尚・大倉正典・石原秀

彦・（田中隆之）の8名）

　新規　　　（4）「アメリカ合衆国における現代の格差・貧困問題とその経済的背景に関する研究」

（小池隆生〈責〉・秋吉美都・佐藤康一郎・鈴木直次・鈴木奈穂美・兵頭淳史の

6名）

（5）「グローバル化時代の国際経済の諸問題」

（野口旭〈責〉・鈴木直次・浅見和彦・室井義雄・泉留維・小島直・大橋英夫・

野部公一・大倉正典・飯沼健子・狐崎知己・稲田十一・堀江洋文・加藤浩平・

永島剛・伊藤萬里・毛利健三の17名）

☆グループ研究助成B（2名以上・年20万円1年間・定例総会にて研究経過報告義務）

☆特別研究助成（5名以上・年100万円3年間・定例総会にて研究経過報告義務、助成終了後2年

　　　　　　　　　以内に「社会科学研究叢書」刊行義務）

　今年度は下記3件を助成した。

　継続　　2010年度

（1） 「若年・青年層の不安定就労ならびに社会保障制度の現状」

（宮嵜晃臣〈責〉・町田俊彦・高橋祐吉・福島利夫・黒田彰三・内山哲朗・永島

剛・兵頭淳史・鈴木奈穂美・小池隆生・唐鎌直義・湯進の12名）

　　　　　2011年度

（2）「ポスト3・11の情報流通とメディアの役割」

（山田健太〈責〉・網野房子・川上隆志・野口武悟・藤森研の5名）

　新規　　　（3）「ベトナム社会主義共和国の経済及び産業、社会、文化の変容と諸課題」

（佐藤康一郎〈責〉・宮嵜晃臣・大矢根淳・嶋根克己・村上俊介の5名）

３．所報の刊行

１．『専修大学社会科学研究所月報』の刊行

（1）1月（第583）号、2012年１月20日

｢東アジア鉄鋼業とビジネスモデル｣ ……………………………………… 溝田　誠吾（所員）

「『東日本大震災』と浦安市の現状－被害の実態と対応－」 ……………… 藤本　一美（所員）
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（2）2月（第584）号、2012年２月20日

　　2011年度夏季実態調査（愛媛）特集号

社会科学研究所2011年夏季実態調査行程 ……………………………… 佐藤　康一郎（所員）

　　［論文］

「今治タオル産業の『再生』と中国」  ……………………………………… 柴田　弘捷（所員）

「『日本型 』福祉国家における産業インフラ投資と本四連絡橋」 ………… 町田　俊彦（所員）

「株式会社『まさき村』に関する一考察

　―事業所の生き残り方が地域経済の活性化に収斂した事例として―」 … 宮嵜　晃臣（所員）

　　［エッセー］

「内子町のグリーンツーリズムと『石畳の宿』」 …………………………… 町田　俊彦（所員）

「『グリーンツーリズム里山』宿泊感想記」 ………………………………… 樋口　博美（所員）

　　［ヒアリング報告］

今治造船（株）西条工場 ……………………………………………………… 町田　俊彦（所員）

今治タオル産地と四国タオル工業組合 ……………………………………… 町田　俊彦（所員）

（3）3月（第585）号、2012年3月20日

「まちづくりの日英比較」 ……………………………………………………… 黒田　彰三（所員）

｢文革後期における青年たちの読書と思想的探求｣

　　印紅標（北京大学国際関係学院教授）著 ………………………… 土屋　昌明（所員）訳

（4）4月 （第586）号、2012年4月20日

「国家の教育政策と私的価値領域および自由の研究（2011年度グループB 公開研究会記録）」

　　 …………………………………………………………………………代表 広瀬　裕子 （所員）

「近代中国における漢冶萍公司と盛宣懐（2） ………………………… 加藤幸三郎（研究参与）

（5）5月（第587・588）号、2012年5月20日

2011年度春季実態調査　2012年2月14～17日 （香川）特集

社会科学研究所2012年春期実態調査行程 ………………………………… 小池　隆生（所員）

香川県高松市丸亀町 商店街活性化の成功例 ……………………………… 黒田　彰三（所員）

｢讃岐うどん考」 …………………………………………………………………… （佐藤康一郎）

銅製錬・アート・産廃処理の町・直島の現在―人口構成・産業構造・雇用環境―

　 …………………………………………………………………………… 柴田　弘捷（研究参与）

直島と豊島をつなぐ産業廃棄物処理問題のこれまでとこれから ………… 福島　利夫（所員）

アートの島：直島アートプロジェクトを検証する ………………………… 前田　和實（所員）

｢平成の大合併」後の地方財政 ―香川県さぬき市を事例として― …… 町田　俊彦（所員） 

小豆島伝統産業 ―小豆島手延素麺協同組合と有限会社井上誠耕園を事例に―

　　 ……………………………………………………………………………… 宮嵜　晃臣（所員）

　［ヒアリング報告］

経済産業省四国経済産業局 …………………………………………………… 町田　俊彦（所員）

｢地域活性化（高松丸亀町商店街計画）にむけた地域金融機関の役割
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　―高松信用金庫ヒアリング」 ……………………………………………… 望月　　宏（所員）

大西食品株式会社（香川県丸亀市）の「しょうゆ豆」 …………………… 今井　雅和（所員） 

｢株式会社スカイファーム」の強さの魅力 ―イチゴ栽培の家族経営から組織経営へ―

　　 ……………………………………………………………………………… 福島　義和（所員）

（6）7月（589）号、2012年7月20日

「米連邦政府による自動車産業支援策 補論」Ⅰ …………………………… 鈴木　直次（所員）

（7）8月（590）号、2012年8月20日

「米連邦政府による自動車産業支援策 補論」Ⅱ …………………………… 鈴木　直次（所員）

（8）9月（591）号、2012年9月20日　2011年度特別研究助成の報告、成果

「シンポジウム映像としてのアジア　―アントニオーニの『中国』」 

（9）10月（592）号、2012年10月20日　2011、2012年度特別研究助成の報告（1）

「基礎自治体における雇用政策と地方財政」 ………………………………… 町田　俊彦（所員）

（10）11月（593）号、2012年11月20日

「再考：マーケティング生成論」 ……………………………………………… 梶原　勝美（所員）

　　［研究ノート］

「米国における「ウォール街占拠」運動　―“直接民主主義”方式による意思決定―」

　　 ……………………………………………………………………………… 藤本　一美（所員）

（11）12月（594）号、2012年12月20日

「Thomas Cranmer, Continental Divines and the Edwardian Reformation Politics」

　　 ……………………………………………………………………………… 堀江　洋文（所員）

　　［研究ノート］

「山田盛太郎『日本資本主義分析』第二編「旋回基軸」の基本性格

　―同書 「統計索引」 の 「労働」 統計年次検討を通じて―」 ……… 中根　康裕（客員研究員）

２．『社会科学年報』第46号の刊行　（2012年3月10日）

［論文］　（1）梶原　勝美（所員） お茶のブランド・マーケティング

 （2）加藤　幸三郎（研究参与） 近代中国における漢冶萍公司と盛宣懐（Ⅰ）

 （3）佐藤　康一郎（所員） 写真分析による大学生の食生活調査

 （4）髙梨　健司（所外研究員） 片倉製糸の蚕種製造委託と地方蚕種家 

 （5）平井　太郎（所外研究員） 戦後日本における「住むこと」の社会学探究の可能性：

  　nDK＝家族モデルと「空間規範」分析、その未踏 

  　の可能性 

 （6）福島　義和（所員）  リーロン地区の再開発事業にともなう人口移動と上海

大都市圏の発展（その２）

 （7）藤井　亮二（所外研究員） 予算における国際費見積もりの課題 

 （8）Hiroshi Mori（研究参与）, Yoshiharu Saegusa（元東京都立大学教授）, 

 　　and John Dyck（Economist with ERS/USDA）
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  Estimating Demand Elasticities in a Rapidly Aging Society

 　－The Cases of Selected Fresh Fruits in Japan

 ［研究ノート］

 桑野　弘隆（所外研究員） 国民的安全保障国家から諸帝国による世界分割へ？

３.「専修大学社会科学研究所叢書」刊行について

第14巻『変貌する現代国際経済』（鈴木直次・野口　旭編）、2012年２月10日、専修大学出版局

より刊行。

第1部　グローバルイシュー

「世界経済危機と経済政策」 ……………………………………………………… 野口　　旭（所員） 

「世界経済危機後の輸出減少のメカニズム」 …………………………………… 伊藤　萬里（所員） 

「混迷する現代国際経済と国際石油情勢」 ……………………………………… 小島　　直（所員） 

第2部 新興経済・発展途上国経済

「グローバル・インバランスと中国経済―内需主導型成長への転換」 ……… 大橋　英夫（所員）

「変容するロシアの穀物生産―市場経済移行20年」 ………………………… 野部　公一（所員）

「東南アジア諸国の国際資本フローと国内金融―東アジア危機と世界金融危機の経験」

　　 ………………………………………………………………………………… 大倉　正典（所員）

「東南アジア諸国連合（ASEAN）にみる地域統合と域内格差」 …………… 飯沼　健子（所員）

「貧困削減における動機と誘因―グアテマラにおける開発協力への予備的考察」

　　 ………………………………………………………………………………… 狐崎　知己（所員）

「アンゴラに見る紛争後復興支援の課題と教訓」 ……………………………… 稲田　十一（所員） 

第3部 先進国経済

「アメリカの自動車産業救済策と新生GMの歩み」 …………………………… 鈴木　直次（所員）

「アメリカの対外援助及び環境政策とキリスト教原理主義」 ………………… 堀江　洋文（所員）

「統一後20年のドイツ」 ………………………………………………………… 加藤　浩平（所員）

「イギリス経済衰退 /再生論の動向」 …………………………………………… 永島　　剛（所員）

「ウェルフェアからワークフェアへ―ニューレイバーと福祉国家」…… 毛利　健三（研究参与）

「土地のアクセス権と自然環境保全―イングランドの歩く権利・アクセス権から考える」

　　 ………………………………………………………………………………… 泉　　留維（所員）

４．その他の活動

１．文献資料の収集理

（1）社会科学分野にかかわるリファレンス資料に相当するもの（辞書、統計、白書、年鑑等）の収

集に重点を置くという方針に基づいて、文献資料を収集した｡

（2）年度当初から文献購入希望を募り、予算枠を考慮しつつ、随時購入した｡

（3）社研プロジェクト「中国社会研究」の一環としておこなってきた中国経済・社会に関する文献
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収集に関しては、東アジア経済社会に対象を広げ実施した｡

２．文献資料の整理、配架

（1）文献資料の検索は「図書カード」によるものとして、収集した文献の整理を行なう｡また、電

子化にむけた作業を開始した｡

（2）CD-ROM版の文献資料はロッカーに別途保管するようにした｡

（3）図書館と重複して購入している和雑誌に関しては、書庫が手狭になったため（直近5年分を除

き）廃棄処分とし、廃棄にあたっては、希望者に対象雑誌を頒布する期間を設けた｡

３．文献資料の公開

「文献ニュース」を社会科学研究所のホームページに掲げ、2011年度末までに収集した主な文献

を中心に新着情報を提供した｡

本学図書館蔵書で欠号の、本研究所所蔵の資料は図書館に寄贈した。

４.ホームページの充実

パソコンを社会科学研究と当研究所の研究事業を外部により広く公開するための道具として活用

した。

（1）ホームページの充実

ホームページのさらなる充実をすすめる。論文を読みやすくするために、論文単位のファイル

化、抄録の作成、問い合わせ先の追加などを検討した。

（2）電子メールの活用

電子メールを活用して、通信業務を効率化した。2007年度より開始した、所員に対する案内

等の原則電子メール化を継続した。ただし、郵送の必要なもの（例：委任状など）や、電子メー

ルに対応していない所員に対しては、引き続き郵送としてきた。

（3）コンピュータシステムの充実

（4）CD-ROMの利用環境の整備

（5）専修大学学術機関リポジトリへの登録

社研のホームページに掲載されている論文（月報・年報）を図書館が運用する「専修大学学術

機関レポジトリ」に登録している。機関リポジトリとは、大学とその構成員が創造したデジタル

資料の管理や発信を行うために、大学がそのコミュニティの構成員に提供する一連のサービスと

されている。掲載されることにより、国立情報学研究所のデータベースに登録され、より多くの

人に論文を参照の機会を提供できる。

登録するために、月報・年報の投稿規定に、「掲載された論文は、原則として、社会科学研究

所ホームページおよび 専修大学学術機関リポジトリに登録し、全文公開する。」を追加した。す

でに、ホームページで全文公開している2003年度以降の月報、2004年度以降の年報についても、

専修大学学術機関リポジトリに登録するこことしている。

以上の論文以外の論文の専修大学学術機関リポジトリへの対応は別途、検討した。
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編集後記

『社会科学年報』第47号をお届けします。今

号は論文8本、研究ノート2本の掲載となりま

した。

今年度後期、前編集委員長の学部長就任にと

もない、編集委員会体制の組み替えが行われ、

玉突きのおそらく二階級特進で私に編集委員長

のお鉢が回って来ました。重責の自覚、編集技

量と知識に欠けたまま本号編集作業が走り出し、

どうなるものかとこの秋は胃の痛む日々でした

が、手際よく事務をこなしていただいた土屋さ

んのおかげで、また、迅速･精確に印刷業務を

進めていただいた佐藤印刷のおかげで、こうし

て例年のように刊行の運びとなりました。皆様

に感謝いたします。そして何より、執筆いただ

いた先生方に、入稿〆切、校正日時を厳守して

いただいたこと、感謝いたします。

最近数号では、年報執筆者の募集、入稿、あ

るいは執筆辞退のやりとりの時期と段取りを見

直してきた結果、秋の編集体制がスムーズに進

むようになってきました。参与の先生方の投稿

に加えて、所員の皆様の投稿が増えてきたこと

も特筆しておくべき変化の一つではないかと思

います。

前編集委員長の編集後記は毎号、歴史･社会

認識に深く切り込む、それ自体で書評ともなり

うる読み応えのあるものでした。2012年12月、

衆院選の結果が判明しましたが、大きな転換期

を迎えたこの政治的現実において、社会学的災

害研究を専らとする私が東日本大震災について

発言すべき事柄は山積していると理解している

ものの、この大局を押さえた上で言及するには

力及ばぬ自身に忸怩たる思いです。

先日、社研の100回記念所員総会が開催され、

所長のご挨拶において端的に、その歴史が紹介

されました。山田盛太郎所長（第3代）による

社研再発足から50年（計100回の所員総会）を

こえ、ますますの発展が祈念されるところです。

社研の表看板の一つ、『年報』の編集業務も、

さらに気持ちを引き締めて重ねて行きたいと考

えております。 （大矢根淳）
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